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　※この手引きを読んで，わからないことがあったら

　　学生センターＡ棟１Ｆ窓口に相談に来てください。

　※この手引きは卒業まで大切に保管してください。

履修の手引き
令和７年度（2025年度）入学生用

教育学部

　この手引きには，学習の計画を立てるため，そして

卒業するために必要な情報がたくさん書かれています。

Ⅰ 科目履修に当たって知っておくべきこと

Ⅱ 教養教育について（獣医学部を除く）

Ⅳ 専門教育について 【教育学部】

Ⅸ 国際教育科目について

Ⅹ その他プログラムについて



3日（木） 外国人留学生オリエンテーション
4日（金） 学部新入生学生証等配付
7日（月） 入学式

編入学生オリエンテーション
8日（火） 学部新入生オリエンテーション

新入生交流会（新入生歓迎実行委員会主催）
8日（火） ～ 10日（木） 前期履修申告
9日（水） ～ 10日（木） 定期健康診断（学部の令和7年4月入学生）

14日（月） 授業開始　【前期・クォーター(Ⅰ)】
14日（月） ～ 18日（金） 定期健康診断（学部の令和7年4月入学生以外）
14日（月） ～ 20日（日） 履修申告訂正
30日（水） 火曜授業の日
8日（木） ～ 14日（水） 履修申告取消期間

17日（土） 盛岡・つなぎ間ロードレース大会
20日（火） 前期授業料口座引落日
1日（日） 開学記念日
5日（木） クォーター(Ⅰ)補講日
6日（金） 授業開始　【クォーター(Ⅱ)】

20日（金） ～ 26日（木） クォーター(Ⅱ)科目履修申告取消期間
25日（金） 月曜授業の日
28日（月） ～8月1日（金） 前期・クォーター(Ⅱ)補講日

中下旬 前期授業料免除結果通知
7月28日（月） ～ 1日（金） 前期・クォーター(Ⅱ)補講日

5日（火） ～9月30日（火） 夏季休業
5日（火） オープンキャンパス
8日（金） ～ 15日（金） 全学一斉休業（閉庁）

8月5日（火） ～ 30日（火） 夏季休業
19日（金） 前期成績発表
25日（木） 9月卒業式
29日（月） ～10月1日（水） 後期履修申告

9月29日（月） ～ 1日（水） 後期履修申告
1日（水） 10月入学式
3日（金） 授業開始　【後期・クォーター(Ⅲ)】
3日（金） ～ 9日（木） 履修申告訂正

17日（金） 全学休講(午後)
18日（土） ～ 19日（日） 大学祭
21日（火） ～ 27日（月） 履修申告取消期間
6日（木） 月曜授業の日

18日（火） 全学休講(午後)
19日（水） 全学休講 【入試】学校推薦型選抜
20日（木） 後期授業料口座引落日
1日（月） クォーター(Ⅲ)補講日
2日（火） 授業開始　【クォーター(Ⅳ)】

中旬 後期授業料免除結果通知
15日（月） ～ 19日（金） クォーター(Ⅳ)科目履修申告取消期間
23日（火） 木曜授業の日
24日（水） ～1月4日（日） 冬季休業
29日（月） ～1月3日（土） 全学一斉休業（年末年始休業）

12月24日（水） ～ 4日（日） 冬季休業
12月29日（月） ～ 3日（土） 全学一斉休業（年末年始休業）

15日（木） ～ 16日（金） 全学休講
17日（土） ～ 18日（日） 大学入学共通テスト
4日（水） ～ 10日（火） 後期・クォーター(Ⅳ)補講日

19日（木） ～ 24日（火） 入試準備日
25日（水） ～ 26日（木） 【入試】一般選抜（前期）
9日（月） ～ 11日（水） 入試準備日

12日（木） 【入試】一般選抜（後期）
19日（木） 後期成績発表
23日（月） 卒業式
24日（火） ～ 31日（火） 春季休業

※
※
※

上記の日程は変更になる場合があります。日程の変更及び令和８年度以降の日程は，アイアシスタントでお知らせします。
試験期間は特に設けませんので，試験については授業担当教員の指示に従ってください。
以下の日は，事務窓口が開いていないため事務手続き等（証明書自動発行含む）は行えません。
　土曜日，日曜日，祝日（授業実施日含む），全学一斉休業日及び入試等により入構できない日
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令和７年度（２０２５年度）行事日程

Ⅰ 科目履修に当たって知っておくべきこと

１ 教育理念・教育目標　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅰ-１

２ 学期区分　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅰ-１

３ 本学の履修科目及び履修時期　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅰ-２

４ 授業科目の単位　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅰ-３

５ 成績評価　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅰ-４

６ 授業時間　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅰ-４

７ 時間割表の見方　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅰ-４

８ 総合学修支援システム　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅰ-５

９ 履修の申告　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅰ-５

１０ 履修科目登録単位の上限　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅰ-６

１１ 他学部開講科目の履修　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅰ-６

１２ 他大学の授業科目履修における単位認定　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅰ-７

１３ 放送大学の授業科目履修における単位認定　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅰ-８

１４ 資格試験等による単位認定　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅰ-９

１５ ボランティア活動による単位認定　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅰ-１０

１６ 試験　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅰ-１０

１７ 成績評価に異議がある場合の問い合わせ　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅰ-１１

１８ 成績優秀者　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅰ-１１

１９ 卒業時に授与される学位　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅰ-１２

２０ ３年以上４年未満での卒業（早期卒業）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅰ-１２

２１ 長期履修学生制度　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅰ-１２

２２ 転学部制度　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅰ-１２

２３ 転学科・転課程制度　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅰ-１３

２４ 学部３年次修了者の本学大学院への入学　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅰ-１３

２５ その他　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅰ-１３

参考 Ⅰ-１４

Ⅰ-１４

用語集　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ⅰ-１５

In Assistant2.0 & WebClass & In Folio ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅰ-１６

Ⅱ 教養教育について（獣医学部を除く）

１ 教養教育の理念　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅱ-１

２ 教養教育の教育目的と修得すべき能力　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅱ-１

３ 履修方法及び開設授業科目　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅱ-６

４ 選択について　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅱ-１０

参考 開設授業科目要件区分／標準履修学年・時期早見表・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅱ-１１

５ 各学部の履修単位数及び履修方法

人文社会科学部　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅱ-１３

教育学部　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅱ-１５

理工学部　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅱ-１７

農学部　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ⅱ-１９

※履修の手引きの訂正等は、アイアシスタントや掲示版でお知らせします。

目　次

学生の修得すべき単位数　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

学籍番号　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・



Ⅲ 専門教育について 【人文社会科学部】

１ 人文社会科学部の理念・目的　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅲ-１

２ 卒業認定・学位授与の方針，教育課程編成・実施の方針　・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅲ-３

３ 人文社会科学部教育課程規則　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅲ-１７

４ 人文社会科学部教育課程履修細則　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅲ-１８

５ 卒業に必要な単位数および主・副専修プログラム等について　・・・・・・・・・・・・・ Ⅲ-２０

６ 人間文化課程　科目等一覧　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅲ-２８

７ 地域政策課程　科目等一覧　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅲ-３７

８ 課程横断型プログラムおよび課外科目一覧　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅲ-４７

９ 取得可能な資格等について　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅲ-４９

Ⅳ 専門教育について 【教育学部】

１ 教育学部の理念と目的，学位授与の方針，教育課程規則，課程等の紹介　・・・・・・・・ Ⅳ-１

２ 教育学部の専門教育科目卒業要件　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅳ-８

３ 授業科目及び履修年次　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅳ-２２

４ 副免及びその他の教員免許の取り方について　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅳ-４２

５ 日本語教育副専攻科目について　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅳ-６７

６ 公認心理師学部カリキュラム修了のための必要単位　　・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅳ-６８

Ⅴ 専門教育について 【理工学部】

理念と目標，教育目的，修得すべき能力　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ⅴ-１

理工学部及び各コースの学位授与の方針，教育課程編成・実施の方針　・・・・・・・・・ Ⅴ-２

１ 岩手大学理工学部教育課程規則　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅴ-１５

２ 理工学部専門教育課程　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅴ-１８
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１ 岩手大学農学部教育課程規則　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅵ-１３

２ 学生が修得すべき単位数　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅵ-１４
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獣医学部の理念と目標，教育目的　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ⅶ-１
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Ⅹ その他プログラムについて
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１ 教育理念・教育目標 
 

本学は，「教育理念」として次のことを掲げています。 

 

真理を探究する教育研究の場として，学術文化を創造しつつ，幅広く深い教養と高

い専門性を備えた人材を育成することを目指すとともに，地域社会に開かれた大学と

して，その教育研究の成果をもとに地域社会の文化の向上と国際社会の発展に貢献す

ることを目指す。 

 

また，本学では教養教育と専門教育の調和を基本として，次のような資質・能力を兼ね

備えた人材の育成を「教育目標」としています。 

 

（１）幅広く深い教養と総合的な判断力を合わせ持つ豊かな人間性 

（２）基礎的な学問的素養に裏打ちされた専門的能力 

（３）環境問題をはじめとする複合的な人類的諸課題に対する基礎的な理解力 

（４）地域に対する理解とグローバル化に見合う国際理解力 

（５）柔軟な課題探求能力と高い倫理性 

 

本学の学生の皆さんは，大学の教育理念・目標に基づき，それぞれ人文社会科学部，教

育学部，理工学部，農学部，獣医学部に入学し，卒業するまでの４年間（獣医学部は６年

間）に教養教育科目（獣医学部は共通教育科目）及び専門教育科目を履修し所定の単位を

修得しなければなりません。 

卒業に要する最低修得単位数は，教養教育科目が２８単位，共通教育科目が３０単位，

専門教育科目が９８～１５９単位です。 

 

また，教育学部学校教育教員養成課程以外の学科・課程の学生が教育職員免許状を取

得しようとする場合は，さらに教職教育科目を履修する必要があります。 

※獣医学部では教育職員免許状を取得することはできません。 

なお，履修は全て単位制をとり，履修すべき授業科目については大幅に選択制がとら

れています。したがって，履修科目は，同じ学部・学科・課程であっても各人により異な

る部分があります。 

この複雑な科目履修制度をできるだけ早く理解し，目的が達せられる計画を立ててく

ださい。 

ただし，本書の中では一般的な説明が主であるため，細部については担任教員や教務

委員などの指導を受けながら学修内容の全体をよく研究し，学修計画を立てるようにし

てください。 

 

 

２ 学期区分 
 

１年間を前期，後期の２期に分け，前期は４月１日～９月３０日，後期は１０月１日～

３月３１日となっています。（ 学則第 ３２条 ）  

 

 

 

 

 

Ⅰ 科目履修に当たって知っておくべきこと 
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３ 本学の履修科目及び履修時期 

 

本学の履修科目は，大別すると次のとおりです。 

 

・教養教育科目（技法知科目，学問知科目，探究知科目，実践知科目） 

教養教育科目は１年次に多く開設しており，２年次，３年次と学年が進むにつれて履

修する機会が減少しますので，低年次のうちに修得しておくことが推奨されます。 

科目等の詳細については「Ⅱ 教養教育について」を参照してください。 

 

・共通教育科目 

共通教育科目は獣医学部のみ開設しています。 

科目等の詳細については「Ⅶ 獣医学部について」を参照してください。 

 

・専門教育科目 

専門教育科目は各学部で開設しており，１年次には少なく，２年次，３年次と学年が

進むにつれて増加します。科目等の詳細については各学部の項を参照してください。 

※獣医学部については「Ⅶ 獣医学部について」を参照してください。 

 

・教職教育科目 

各学部で開設しており１～４年次で履修します。 

履修方法は「Ⅷ 教育職員免許状・各種資格の取得方法」を参照してください。 

 

・国際教育科目 

国際教育科目は，外国人留学生を対象に英語で授業を行う科目ですが，日本人学生も

履修することができます。詳細は「Ⅸ 国際教育科目について」を参照してください。 
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４ 授業科目の単位 
 

大学では，授業と，授業時間外における学習（以下，授業外学修※）を所定の時間満た

すことで単位が認定されます。 

※端的には，高等学校では授業時間＝単位でしたが，大学では授業＋授業時間外の学

習＝単位となります。この授業時間外の単位認定に関わる学習のことを授業外学修

と言います。 

各科目の単位と必要な学修時間は，授業の種別によって以下の通り定められています。 

 
種 別 

授業 

（分） 
回 数 単 位 

授業外学修 

（時間） 

教養教育科目 
共通教育科目 
（獣医学部） 

外国語 
健康・スポーツ 
実習，演習 

100 14 1 15 

実験 150 14 1 0 

講義 100 14 2 60 

専門教育科目 
教職教育科目 

実験，実習，実技など 

100 14 1 15 

150 14 1 0 

150 28 2 0 

150 42 3 0 

300 7 1 0 

演 習 

100 7 1 30 

100 14 1 15 

100 14 2 60 

専門教育科目 
教職教育科目 

講 義 100 7 1 30 

（グループワークなどが行

われることもあります） 100 14 2 60 

専門教育科目 
（獣医学部） 

実 習 
135 15 1 0 

135 45 3 0 

講 義 45 15 1 30 

（グループワークなどが 
行われることもあります） 90 15 2 60 

 

 ≪解説≫ 

例えば，教養教育科目の「外国語」は１００分の授業が１４回で１単位となり，授業

以外に計１５時間の授業外学修（予習や復習，課題への取り組みなど）が必要になりま

す。また，講義で１４回２単位の科目は，授業以外に６０時間の授業外学修が必要にな

ります。 

 

≪授業外学修時間の算出≫ 

大学設置基準第２１条第２項により４５時間の学修で１単位と規定されていることか

ら，単位に応じて授業で不足する時間により授業外学修時間が得られます。本学では授

業４５分を１単位時間として計算し，標準的な９０分（２単位時間）×１５回＝１３５

０分（３０単位時間）を，１００分×１４回＝１４００分で３０単位時間と見なします。

２単位科目は９０時間の学修を必要としますので，授業時間の３０単位時間を引いた残

り６０時間が授業外学修時間となります。 

なお，獣医学部は９０分（２単位時間）×１５回で３０単位時間と見なします。 
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５ 成績評価 
 

成績の評価方法は，試験，報告書，論文及び平常の成績（授業への参加度等）によって

行われます。（ 学則第 ４ ０条第２ 項）  

成績の評価は，次のとおりです。 

評 価 評 点 

合格  

秀  １００点～９０点  

優  ８９点～８０点  

良  ７９点～７０点  

可  ６９点～６０点  

不合格  不可  ５９点～ ０点  

なお，各科目の到達目標，具体的な成績の評価方法及び基準はシラバス（講義要目）に

掲載されています。 

 

 

６ 授業時間 
 

時限  １  ２  ３  ４  ５  ６  

時間  8:35～ 10:15 10:30～ 12:10 13:00～ 14:40 14:55～ 16:35 16:50～ 18:30 18:40～ 20:20 

 

【獣医学部専門教育科目】 

校時  １・２  ３・４  ５・６  ７・８  ９・１０  １１・１２  

時間  
8:40～ 10:10 

（8:45～10:15）＊ 
10:30～ 12:00 13:00～ 14:30 14:45～ 16:15 16:30～ 18:00 18:10～ 19:40 

注（）＊の時間は遠隔講義の時のみ  

 

 

７ 時間割表の見方 
 

（１）教養教育科目 

教養教育科目の授業時間割表を熟読し，履修してください。 

１年次においては，所属学部学科及び課程毎に履修できる授業科目が指定されていま

すので，必ずその枠内で履修してください。指定された枠組で履修すれば２年間で教養

教育科目の履修すべき単位数を修得できるよう計画されています。 

「人文社会科学・教育学領域科目」，「理学・工学領域科目」，「農学領域科目」，

「環境科目」，「地域科目」は，授業時間割表の下段の選択科目欄に授業科目名が記載

されているのでその中から選択してください。 

履修申告者が多い場合は，履修を制限する場合があります。 

授業時間割表の見方並びに履修について不明な点がある場合は，学生センターＡ棟②

番窓口に問い合わせてください。 

 

（２）獣医学部共通教育科目 

獣医学部の授業時間割表を熟読し，履修してください。 

授業時間割表の見方並びに履修について不明な点がある場合は，学生センターＡ棟④

番窓口に問い合わせてください。 

 

（３）専門教育科目 

所属学部毎に異なりますので，各学部の授業時間割表を熟読し，履修してください。 

授業時間割表の見方並びに履修について不明な点がある場合は，学生センターＡ棟③

番窓口または④番窓口に問い合わせてください。 
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８ 総合学修支援システム 
 

本学では，大学での学修を支援するためのさまざまなシステムを利用しています。 

（詳細は「I n Assistant2.0 & WebClass & I n Folio（アイアシスタント２．０＆ウェ

ブクラス＆アイフォリオ）」（Ⅰ－１６ページ）を参照）  

 

 

９ 履修の申告 
 

学期の初めには，必ず履修申告期間内に履修申告（授業科目の登録）をしなければな

りません。申告をしないと授業を受けることができず，単位の修得もできません。忘れず

に，必ず履修申告をしてください。 

また，集中講義科目の中には，学期の途中に履修申告期間を設定する場合もあります。

その場合，履修申告の日程等はアイアシスタント等でお知らせします。 

なお，前期は５月中旬，後期は１０月下旬（学年暦参照）に履修申告をした科目を取り

消すことができます。（ただし，集中講義科目は開講日の２週間前まで）詳細はアイアシ

スタント等でお知らせしますが，あくまでも取り消すだけで，他の科目へ変更すること

はできません。  

 

（１）履修申告する際の注意事項 

・「授業時間割」，「シラバス（講義要目）」，「履修の手引き」により，履修したい

授業科目が自分の学部・学科（課程）・学年の受講対象となっているかよく確認して

ください。 

・履修申告する際は，「授業時間割」に記載されている時間割コード（アルファベット

と数字の４桁）を，正しく入力しているかよく確認してください。 

・同じ授業科目でも，担当する教員によって時間割コードが違います。担当教員名を確

認してください。 

・同一時間に複数の授業科目を重複申告することはできません。 

・履修登録できる単位数に上限があります。上限は，１学期につき２４単位（編入学生

及び成績優秀者は２８単位）までです。詳細は，「１０ 履修科目登録単位の上限（Ｃ

ＡＰ制）」を参照してください。 

 

（２）履修申告方法 

・履修申告は，アイアシスタントから行ってください。 

・集中講義は開講の都度，履修申告を行います。申告方法は掲示でお知らせします。 

 

アイアシスタントから履修申告（集中講義の申告はできません。） 

 

授業時間割表に基づいて，各自で履修計画を立て，

上限単位数を超えないように，履修する全科目をアイ

アシスタントにある各種申告の履修申告から入力して

ください。  

履修申告結果は，指定された日にアイアシスタント

の My時間割に表示されます。  

各自で「時限（校時）・科目名・時間割コード」な

どが正確に登録されているかを必ず確認してくださ

い。  

履修申告エラーがあった場合，または科目を追加・

修正・削除したい場合には，指定された日までに，再

度アイアシスタントにより，履修申告を訂正してくだ

さい。  

 

アイアシスタント入力・登録 
(各種申告－履修申告） 

履修申告確認 

履修申告科目 追加・修正・削除 
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指定された日以降は，訂正できません。  

なお，履修申告の取消しは後述のとおりです。  

履修申告結果をアイアシスタントで必ず確認してく

ださい。  

学修上の理由で履修申告を取消したい場合，指定さ

れた履修取消期間に限りアイアシスタントより履修申

告を取り消すことができます。  

 
 
１０ 履修科目登録単位の上限（ＣＡＰ制） 
 

授業科目は，１単位当たり４５時間の学修を必要とする内容をもって構成することを

標準とする（学則第３８条）とされています。 

そのため，授業のみならず授業外学修（予習や復習，課題への取り組みなど）の時間も

加味した，無理のない学修計画を立てる必要があります。 

本学では，学生が１学期間に履修登録できる単位数を次のとおり定めています。 

（Ⅹ  関係 法規等 「岩手 大 学におけ る授業 科目の 履修 登録単位 数の上 限に関 する 規則」参 照）  

・履修登録単位数の上限は，１学期につき２４単位までとする。 

・履修登録単位数の上限の対象科目は，「卒業要件科目」とする。 

ただし，卒業要件科目のうち，「集中講義の授業科目」，「教育実習」，「卒業・

特別研究」，「いわて高等教育コンソーシアムにおける単位互換科目」，「放送大学

における単位互換科目」は対象から除外する。 

・教育学部学生の履修登録単位数の上限は，１学期につき２８単位までになる場合があ

る。（ Ⅳ -21 ページを参 照 ）  

・成績優秀者及び編入学生の履修登録単位数は，１学期につき２８単位を上限とする。

（成績優 秀者に ついて は「 １８  成績 優秀者 」を参 照 ）  

・教育職員免許取得希望者（教育学部学生を除く）が履修する教科に関する科目，教職

に関する科目及び教科の指導法に関する科目（Ⅷ参照）の登録単位数の上限は，「卒

業要件科目」と合わせて１学期につき２８単位までとする。ただしこの場合でも，「卒

業要件科目」の登録単位数の上限は１学期につき２４単位までとする。 

 

 

１１ 他学部開講科目の履修 
 

本学では，自分の所属する学部の専門教育科目だけでなく，他学部の専門教育科目に

ついても，一定の条件のもと，その講義を受講し単位を修得することができます。修得し

た単位については，学部，学科・課程ごとに定める範囲で卒業に必要な単位として認定す

ることができます。 

他学部の学生が受講可能な授業科目や受講の条件等については，別途お知らせします

ので，アイアシスタント等からのお知らせに注意してください。   

履修申告再確認 

履修申告取消 
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１２ 他大学の授業科目履修における単位認定 
 

本学では，多様な授業を受けられるよう他大学と単位互換に関する協定を結びました。

講義を受講し単位を修得すれば，卒業に必要な単位として認定されます。 

受講には手続きが必要ですので，その都度，アイアシスタント等でお知らせします。 

 

区分 いわて高等教育コンソーシアム 

協定校 
岩手大学，岩手県立大学，岩手医科大学，富士大学，盛岡大学，岩手保健医療大
学，一関工業高等専門学校 

身分 特別聴講学生 

授業料等 
入学料，授業料，検定料は無料 
ただし，追・再試験の検定料は受講大学によっては必要な場合があります。 

開講科目 
開講校が許可した科目を受講することができます。詳細は，いわて高等教育コンソ
ーシアムの「単位互換」ページで確認してください。 

出願期間 
前期：4 月上旬 
後期：7 月上旬～8 月下旬 

卒
業
単
位
上
限 

教養教
育科目 

教養教育科目の選択の単位として認定します。 
（獣医学部の共通教育科目は該当しません。） 

人文社会科学部：４単位まで 
教育学部   ：２単位まで 
理工学部   ：４単位まで 
農学部    ：４単位まで 

専門教
育科目 

学部によって自由選択科目または選択科目の単位として認められます。 
詳細は，Ⅲ～Ⅶの各学部専門教育のページを参照してください。 

※  上記の出願期間は予定の期間となりますので，詳細はアイアシスタント等でお

知らせします。 
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１３ 放送大学の授業科目履修における単位認定 
 

本学と放送大学は単位互換に関する協定を結び，放送大学の科目を受講し単位を修得

すれば，卒業に必要な単位として認定されます。 

受講には手続きが必要ですので，その都度，アイアシスタント等でお知らせします。 

 

身分 特別聴講学生 

授業料等 1 科目（2 単位） 12,000 円 ※授業料は改定される場合があります。 

開講科目 出願期間前に「開講科目一覧表」を掲示または配付します。 

出願期間 
第 1 学期：1 月中旬 

第 2 学期：7 月中旬 

卒業単

位上限 

教養教育科目 単位互換できる科目は出願期間時にお知らせします。 

ただし，単位互換科目は，教養教育科目及び専門教育科目両方合わ

せて３０単位までです。 専門教育科目 

 

※  この単位認定制度を利用するには，岩手大学を通して放送大学に特別聴講学生

として入学する必要があります。 

※  上記の出願期間は予定の期間となりますので，詳細はアイアシスタント等でお

知らせします。 

※  放送大学の特別聴講学生は，テレビ（ＢＳ放送）やインターネットで配信される

映像・音声の視聴または，本学の附属図書館内にある「放送大学岩手学習センター」

において，ＤＶＤを視聴しての受講となります。 

また，単位互換制度とは別に，放送大学の教材を利用して授業を開講する場合も

あります。この科目を受講するための授業料は無料ですが，受講する場合には，履

修科目登録単位の上限に含まれます。開講については，アイアシスタント等でお知

らせします。 
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１４ 資格試験等による単位認定 
 

本学では，資格試験で取得した資格又は本学が関わる研修において合格点を取得した

場合は，申請に基づき単位の認定を行います。単位が認定される資格等の種類，単位数

は，下記の表のとおりです。 

申請は，学生センターＡ棟①番窓口で年２回（１月，７月）受け付けます。 

詳しくはアイアシスタント等でお知らせします。 

 
（１）資格試験によるもの 

資 格 試 験 資 格 
認定科目・単位数 認定単位 

数の上限 
備 考 

授 業 科 目 単位 

英検 Ｓ－ＣＢＴ 準１級 

英語総合Ⅰ・Ⅱ，英語コミュニケ

ーションⅠ・Ⅱ 

４ ４ 

最も上級の

資格により

認定する。 

実用英語技能検定試験 
準１級 ４ ４ 

１級 ８ ８ 

ＴＯＥＦＬ 

（マークシート式677点満点） 

500～539点 

英語総合Ⅰ・Ⅱ，英語コミュニケ

ーションⅠ・Ⅱ 

２ ２ 

540点以上 ４ ４ 

ＴＯＥＦＬ ｉＢＴ 

（インターネット式120点満点） 

61～75点 ２ ２ 

76点以上 ４ ４ 

ＴＯＥＩＣ 
600～699点 英語総合Ⅰ・Ⅱ，英語コミュニケ

ーションⅠ・Ⅱ 

２ ２ 

700点以上 ４ ４ 

ドイツ語技能検定試験 

４級 初級ドイツ語（入門・発展） ４ ４ 

再履修学生

のみ認定す

る。 

 

各種その他

の外国語の

資格試験に

おいて，上級

の資格で認

定する。 

３級以上 
初級ドイツ語（入門・発展） ４ 

６ 
中級ドイツ語 ２ 

実用フランス語技能検定試験 

５級 初級フランス語（入門・発展） ２ ２ 

４級 初級フランス語（入門・発展） ４ ４ 

３級以上 
初級フランス語（入門・発展） ４ 

６ 
中級フランス語 ２ 

ロシア語能力検定試験 

４級 初級ロシア語（入門・発展） ４ ４ 

３級以上 
初級ロシア語（入門・発展） ４ 

６ 
中級ロシア語 ２ 

ＨＳＫ 

（漢語水平考試） 

２級 初級中国語（入門・発展） ４ ４ 

３級以上 
初級中国語（入門・発展） ４ 

６ 
中級中国語 ２ 

韓国語能力試験 

TOPIKⅠ 

（1級～2級140

点以上） 

初級韓国語（入門・発展） ４ ４ 

TOPIKⅡ 

（3級～6級120

点以上） 

初級韓国語（入門・発展） ４ 
６ 

中級韓国語 ２ 

ハングル能力検定試験 

５級 初級韓国語（入門・発展） ４ ４ 

４級以上 
初級韓国語（入門・発展） ４ 

６ 
中級韓国語 ２ 

≪備考≫  
１  認定した単位の評価は，「○合」とする。  
２  申請できる資格試験は，入学後に取得したもので，取得した日から１年以内のものに限る。 
３  英語科目又はその他の外国語の資格試験において，先に下級の資格で認定を受けた者が，

後に上級の資格を取得し願い出た場合は，先に認定を受けた単位数を差し引いて単位を認
定する。  

４  「再履修学生」とは，一度でも初級（入門）あるいは初級（発展）を履修した学生をいう。 
５  ＴＯＥＦＬとＴＯＥＩＣに関しては，ＴＯＥＦＬ－ＩＴＰとＴＯＥＩＣ－ＩＰも資格試験

の対象とする。  
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（２）外国語研修によるもの 
 

該 当 条 件 
認定科目・単位数 認定

単位 
備 考 

授 業 科 目  単位 

外国の大学が主催する外国語研修ま

たは異文化研修で，６０時間を超え

る研修を終え合格点（６０点以上又

は評価Ｃ以上）を取得（岩手大学教

務委員会が承認したものに限る。）  

英語総合Ⅰ・Ⅱ，英語コミュニケー

ションⅠ・Ⅱ 

２ ２ 認定した単位の

評価は，「○

合」とする。 

 

※資格試験等による単位認定は，履修申告し受講している（した）授業の代わりになる

ものではありません。よって資格試験等による単位認定により，履修申告した科目が自

動的に取り消されたり，既に受講した授業の評価が更新されることはありません。 

 
 
 
 
１５ ボランティア活動による単位認定 
 

本学の学内ボランティア活動で，一定時間数以上の研修，活動参加後，レポートを提出

し，その活動が認定された場合は，「コミュニティーサポート実習」１単位が認定されま

す（各年度１単位までとし，最大２単位まで認定されます）。ただし，卒業要件単位には

含まれません。 

 

 

 

１６ 試 験 
 

 

試験時における不正行為  

試験において不正行為をすることは，真摯な態度で勉学に励むべき学生として

許されない行為といえます。したがって，不正行為を行った者は，訓告処分を受

けるだけでなく，不正行為が教養教育科目において行われたか専門教育科目にお

いて行われたかを問わず，当該学期の教養教育科目と専門教育科目の全ての単位

が認められません。 

また，通年科目については，不正行為が行われた学期・科目を問わず，当該年

度の全ての単位が認められません。 

不正行為を行った場合は，留年につながる厳しい処分が科せられます。 

 

１．教養教育 

試験期間は特に設けませんので，試験については担当教員の指示に従ってください。 

 （１）試験についての注意事項 

① 受験に際しては学生証を必ず持参し，机の上に置くこと。 

万一学生証を忘れたときには，仮受験証での受験が認められるが，その場合には

試験終了後３日以内に学生センターＡ棟②番窓口に学生証を持参して確認を受け

ること。これを怠った場合には，その答案は，無効となる。 

② 原則として，遅刻は認められない。ただし，特別の事情があった場合には，１０

分程度の遅刻は考慮されることがある。 

③ 試験開始後２０分間，退室は認められない。 

④ 答案用紙の姓名は，インク又はボールペン書きとする。 
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⑤ 試験中，机の中には一切持ち物を置かないこと。不正行為の材料となり得る物を

持っていたり，机の中に入れていた場合には，それを使用したか否かにかかわらず，

不正行為と見なされる。 

⑥ 試験中，不正行為を行った者は，厳しい処分を受ける。  

⑦ 試験中，監督者の指示に従わない者は，退室を命じられる。 

⑧ 申告しない又は正しい申告をしていない科目を受験しても，その答案は無効であ

る。 

（２）追試験について 

下記事項に該当する者で追試験を希望する者は，試験終了後，１週間以内に必要書類

を添えて学生センターＡ棟②番窓口に願い出ることができます。 

① 負傷又は疾病 （必要添付書類…医師の診断書等） 

② 天災その他突発事故  （必要書類…その事由を証明する物） 

③ 忌引き  （必要書類…死亡診断書の写し等） 

④ 列車等の遅延  （必要書類…遅延証明書） 

⑤ その他特別に事情があると認められる場合（必要書類…その事由を証明する物） 

願い出のあった者に対しては追試験受験願の理由が正当であり，かつ平素の出席状

況が良好であって受験の資格があると認められた者に限り受験を許可します。 

 

２．専門教育 

専門教育科目の試験についても，教養教育科目と同様に試験が実施されます。詳細

は，担当教員の指示に従ってください。 

 

 

 
１７ 成績評価に異議がある場合の問い合わせ 
 

学期末（成績発表時）にアイフォリオで確認した成績評価が，シラバス（講義要目）の

成績評価基準と照らし合わせた結果，成績評価に不明な点がある場合は，学務課経由で

授業担当教員に問い合わせを行うことができます。問い合わせは，成績発表後一定の期

間を設けますが，詳細はアイアシスタント等でお知らせします。 

 

 

 

１８ 成績優秀者 
 

成績優秀者とは，その学期において卒業要件科目を１８単位以上修得し，かつ，卒業要

件科目の総修得単位数のうち，「秀」および「優」の評語を単位数の点で１０分の９以上

得て，成績優秀者と認定された者をいいます。 

成績優秀者に認定されると，次の学期の履修は，履修科目の登録の上限（１学期２４単

位）の例外として，２８単位まで登録することができます。 

なお，編入生の履修科目の登録の上限は，２８単位ですので優秀者判定は行いません。 

また，２年次後期までの全学期に成績優秀者として認定されると，早期卒業の申請を

することができます。（「２０  ３年 以上４ 年未 満での卒 業（早 期卒業 ）」 を参照）  
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１９ 卒業時に授与される学位 
 

本学に４年以上（獣医学部は６年以上）在学し，かつ所定の科目の単位を修得した者に

対し教授会の議を経て卒業を認定します。 

卒業を認定された者には，次の学士の学位が授与されます。 

 

人文社会科学部卒業生 学士（総合科学） 

教育学部卒業生 学士（教育） 

理工学部卒業生 理工学科 

化学コース 

数理・物理コース 

材料科学コース 

学士（理工学） 

知能情報コース 

クリエイティブ情報コース 
学士（情報学） 

電気電子・情報通信コース 

機械知能航空コース 

社会基盤・環境工学コース 

学士（工学） 

農学部卒業生 

食料農学科 

生命科学科 

地域環境科学科 

動物科学・水産科学科 

学士（農学） 

獣医学部卒業生 共同獣医学科 学士（獣医学） 

 

 

２０ ３年以上４年未満での卒業（早期卒業） 
 

２年次後期までの全学期に成績優秀者（ 「 １ ８  成績 優 秀 者」 を 参照 ）として認定された者

で，４年未満の在学で卒業を希望する者は早期卒業を申請することができます。 

 

申請が認められ，早期卒業候補者となった後も成績優秀であり，卒業要件の全単位を

満たし，卒業研究（最終試験を含む。）の成績が秀または優であるときは，３年次終了時

又は４年次前期終了時に卒業することができます。（Ⅹ  関係法 規等「 岩手大学 におけ る在学 期

間の特例 に関す る規則 」を 参照）  

この制度で卒業が認められると，学士の学位が授与され，大学卒業の資格が得られま

す。 

 

 

２１ 長期履修学生制度  ※獣医学部の学生は対象になりません  
 

職業を有している等の事情により修業年限の４年間での卒業が困難な場合は，この制

度に基づき申請し，許可された者に限り，一定の期間（最長６年まで）にわたり履修して

卒業することができます。授業料は，修業年限の４年間分を許可された長期履修の期間

に合わせて支払うことになります。 

希望する場合は学生センターＡ棟①番窓口に申し出てください。 

（申請時期：２月末日又は８月末日まで 対象：１～３年次まで） 

 
 
２２ 転学部制度 
 

入学後に他学部に移る積極的理由を見いだした際に，新たな勉学意識を引き出すため，

各学部の選考により転学部が認められる（許可される）場合があります。 

申請の時期，方法については，アイアシスタント等でお知らせします。 
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２３ 転学科・転課程制度 
 

入学後に他学科又は他課程に移る積極的理由を見いだした際に，新たな勉学意識を引

き出すため，各学部の選考により転学科又は転課程が認められる（許可される）場合があ

ります。 

申請の時期，方法については，アイアシスタント等でお知らせします。  

 

 

２４ 学部３年次修了者の本学大学院への入学 
 

大学に３年以上在学し所定の単位を優れた成績をもって修得する見込みのある者で，

本学の大学院の研究科で受験資格を有すると認めた者は，出願し受験することができま

す。 

これは，研究者として優れた資質を有する者に対して，早期から大学院教育を実施す

ることを目的としているための制度です。 

出願に当たっては，指導教員あるいは関係教員と十分相談のうえ決定するのが望まし

いです。 

 

（注意事項） 

 本出願資格により入学する場合は，学部学生の身分を有することはできず，退学

して大学院に入学することとなります。したがって，大学学部卒業を要件としてい

る各種の国家試験等の資格試験は，受験できなくなります。 

 
 

２５ その他 
 

（１）大学からの連絡・案内 

大学から学生に対する連絡（例えば公示・通知・呼び出し・授業時間割・休講・試験

日程あるいは奨学金・授業料免除の申請期日など）は，アイアシスタントや大学構内に

設置している掲示板でお知らせします。 

そのため，毎日一度はアイアシスタントと掲示板を見るように心がけ，見なかった

り，見落としたために，不利益を受けないよう注意してください。掲示板の場所は，『学

生生活の手引き』で確認してください。 

 

（２）気象警報等の発令時における授業等の取扱い 

気象警報（暴風警報及び暴風雪警報に限ります。）又は特別警報が発令された場合，

本学学生の安全確保のために，授業の休講及び課外活動等が休止となることがありま

す。詳細については，Ⅹ 関係法規等「気象警報等の発令時における授業等の取扱いに

関する申合せ」を確認してください。 
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＜参考＞ 
 
＊学生の修得すべき単位数（詳細は，教養教育（共通教育），各専門教育のページを参照）     （単位） 

学 部 学科・課程 コ ー ス 
教養教育

科目 

共通教育

科目 

専門教育

科目 
合 計 

人文社会科学部 

人 間 文 化 課 程 
 

２８   ９８ １２６ 

地 域 政 策 課 程 

教 育 学 部 学校教育教員養成課程 

小学校教育コース 

２８  

１０９～ 

１１８ 

１３７～ 

１４６ 

中学校教育コース 
１０６～ 

１１５ 

１３４～ 

１４３ 

理数教育コース 
１０９～

１１１ 

１３７～ 

１３９ 

特別支援教育コース １０７ １３５ 

理 工 学 部 理 工 学 科 
 

２８   ９９ １２７ 

農 学 部 

食 料 農 学 科 
 

２８   ９８ １２６ 

生 命 科 学 科 

地 域 環 境 科 学 科 

動物科学・水産科学科 

獣 医 学 部 共 同 獣 医 学 科 
 

３０  １５９ １８９ 

 
＊学籍番号 

学籍番号は在学中のすべての提出書類に記載する８桁の番号であり，次表によって定

められています。学籍番号を記入する際には，必ず学生証で確認してください。 

＊学部学科等（３桁） ＊入学年度（２桁） ＊通番（３桁） 

人文社会科学部 
Ｈ０１ 人間文化課程 

Ｈ０２ 地域政策課程 

教育学部 

Ｅ０１ 学校教育教員養成課程小学校教育コース 

Ｅ０２ 学校教育教員養成課程中学校教育コース 

Ｅ０３ 学校教育教員養成課程理数教育コース 

Ｅ０４ 学校教育教員養成課程特別支援教育コース 

理工学部 

ＳＢ１ 理工学科 

農学部 

ＡＢ１ 食料農学科農学コース 
ＡＢ２ 食料農学科食品健康科学コース 

ＡＢ３ 生命科学科分子生物機能学コース 
ＡＢ４ 生命科学科分子生命医科学コース 

ＡＢ５ 地域環境科学科革新農業コース 

ＡＢ６ 地域環境科学科森林科学コース 

ＡＢ７ 動物科学・水産科学科動物科学コース 

ＡＢ８ 動物科学・水産科学科水産システム学コース 

獣医学部 

ＶＢ１ 共同獣医学科 

入学年度の西暦下２桁となり

ます。 
 例：２０２５年入学＝２５ 

 
編入学生は，編入した学年の

入学年度の西暦下２桁となり

ます。  
 例：３年次編入生＝２３ 
 

個人を特定する番号で

３桁となります。 
 
 例： １番＝００１ 
   １０番＝０１０ 

（例）  

「２０２５年度入学 食料農学科農学コース９９番」の学生の場合は，「ＡＢ１２５０９９」であり，分解すると,「Ａ

Ｂ１＝学部学科等・２５＝入学年度・０９９＝通番」となります。  
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科目を履修する際によく出てくる用語です。覚えておきましょう。 
 
アイアシスタント 
 インターネットを利用した岩手大学の学修支援システムのひとつです。シラバスの検索・閲覧，履修申告の登録，休

講・補講・教室変更の確認などができます。 

 このほか地震等の災害時に緊急連絡による安否確認が行われます。 

 

インターンシップ 
 職場の監督下での一定期間の職業経験のことです。学生の専攻分野に関連した業務に関わるものか否か，フルタイム

かパートタイムか，有給か無給か，短時間か長期間かなど形態は様々ですが，キャリア意識の涵養，職業的技能・態度・

知識の獲得を目的に実施されています。 

 

ＣＡＰ制（キャップ制） 
 履修登録科目数上限制度のことです。授業外学修時間の確保のため，各学生が一学期に履修を申告できる総単位数に

上限を設定しています。成績優秀者及び編入学生に対しては，より多くの科目の履修が認められます。（詳しくはⅠ-6

ページを参照） 

 

いわて高等教育コンソーシアム 
 いわて高等教育コンソーシアムは，岩手県内の大学等高等教育機関が連携して，県内の高等教育・学術研究の振興と

地域社会の発展に寄与することを目的とした組織体であり，岩手大学，岩手県立大学，岩手医科大学，富士大学，盛岡

大学，放送大学岩手学習センター，一関工業高等専門学校，及び岩手保健医療大学で構成し，学生は他校の授業を受講

し単位を修得したり，図書館を利用することができます。 

 

集中講義 
 通常の授業とは別に，特定の期間に集中して行う授業です。休日や夏季・冬季休業中に行うこともあります。履修申

告の方法は，その都度アイアシスタント等でお知らせします。 

 

シラバス 
 各授業科目の概要のことです。授業の目的や各回の授業内容，成績評価の基準や方法，教科書・参考書，教員への相

談方法等が記載されています。シラバスはアイアシスタントから見ることができます。 

 

ＧＰＡ（ジー・ピー・エー：Grade Point Average） 
 個々の学生の学業成績を数値化したものです。岩手大学では，各授業科目の履修単位数に成績評価によるポイント（秀

＝４，優＝３，良＝２，可＝１，不可＝０）を掛けた数字の合計を，履修した単位数で割って算出した値をＧＰＡとし

ています。 

 

【本学のＧＰＡ算出方法】 

「秀」単位数×４＋「優」単位数×３＋「良」単位数×２＋「可」単位数×１ ＋「不可」単位数×０ （１） 

「秀」単位数＋「優」単位数＋「良」単位数＋「可」単位数＋「不可」単位数 （２） 

      ※（１）は履修単位数×成績評価によるポイントの合計，（２）は履修単位数 

 

  上記の計算式の対象となる授業科目は卒業要件単位に算入される授業科目です。ただし，成績評価がないもの（「○

合」など），「保留」となっているものは含まれません。 

  なお，不可だった授業科目を再度履修して単位修得した場合，再履修による結果でＧＰＡを算出します（再履修によ

る単位修得後は，不可だった初回の履修単位数は分母から除かれます）。 

 

ＪＡＢＥＥ（ジャビー：Japan Accreditation Board for Engineering Education） 
 大学など高等教育機関で実施されている技術者教育プログラムが，社会の要求水準を満たしているかどうかを，日本

技術者教育認定機構が公平に評価し，要求水準を満たしている教育プログラムを認定する専門認定制度のことです。 

 

ポートフォリオ 
 学生の学修成果を集め，ファイル等にまとめたもののことです。テストやレポートのみならず，学生の書いた図画や，

活動中の写真なども含まれます。本学ではアイフォリオと呼ばれるＷＥＢ上でのポートフォリオを使用しています。 

 

履修取消制度 
 履修登録期間を過ぎた後に，学修上の理由で履修登録を取消したい場合，指定された履修取消期間にアイアシスタン

トより取り消す制度のことです。取消ができない科目もありますので，アイアシスタント等でよく確認してください。 

履修取消の手続きをせずに，履修登録した科目を受講しなかった場合は，その科目の評価が「不可」となり，「ＧＰＡ

算定」や「成績優秀者」判定に影響します。 

 

ＧＰＡ＝ 
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I n Assistant2.0 & WebClass & In Folio 
（アイアシスタント 2.0＆ウェブクラス＆アイフォリオ） 

 

１．I n Assistant2.0（アイアシスタント 2.0）  

I n Assistant2.0（以下「アイアシスタント」という。）は，皆さんの学修を支援す

るためのシステムです。授業に関するお知らせや大学からの重要なお知らせ，シラバス

の確認，履修申告等の様々な機能を有しています。また，WebClass や I n Folio を利用

するための入り口となります。 

大学生活に必要なシステムですので，毎日（遂次）利用するようにしてください。 

 

＜システムのインストール＞ 

スマートフォン等に「アイアシスタント」アプリをインストールしてください。 

 

iphone 等版（App Store）  Android 版（Google Play）  

  

アプリを利用できない場合は，Web ブラウザ版（https://ia2.iwate-u.ac.jp）を利用

してください。ただし，Web ブラウザ版にはプッシュ通知で各種お知らせを受け取る機

能はありません。 

 

 

＜ログイン＞ 

ログイン画面で「ログイン名」，「パスワード」を入力

し，ログインボタンをタップ（初回のみ）してください。 

ログイン名は，大学のメールアカウントになります。入

学時に，メールアカウントとパスワードが配付されます。   

これは，大学の端末室（パソコン教室）のパソコンを使

う時のユーザ名，パスワードと同じになります。 

 万が一パスワードを忘れてしまった場合は，情報基盤セ

ンターに相談してください。 

 

＜トップ＞ 

 ログインすると，個人専用のトップページが表示されま

す。 

 学務関連新着情報には，履修関係（休講，補講，教室変

更，その他），学務部からの各種お知らせ，呼び出しの情

報が届きます。また，重要なお知らせや緊急時のお知らせ

等もここに届くことになります。 

その他の新着情報には，学生生活，学生支援（授業料免

除や奨学金等含む），地域協創教育，キャリア支援，留学

に関することや図書館からのお知らせが届きます。 
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＜My 時間割＞ 

My 時間割には，履修している科目の時間割が表示されます。また，授業時間表や１

年間の大学のスケジュール等が，学年暦や行事予定表として表示されています。 

My 時間割の科目名をタップすると，該当科目の WebClass が表示されます。 

 

＜履修科目＞ 

履修科目の一覧が表示されます。履修科目のシラバスや LMS ボタンから該当科目の

WebClass が表示されます。 

 

＜シラバス＞ 

シラバスを検索，閲覧することができます。科目履修に必要な情報が掲載されていま

すので，履修申告する際は必ず確認するようにしてください。また，当該科目の担当教

員に連絡を取りたい場合に必要な連絡先等もシラバスで確認することができます。 

 

＜各種申告＞ 

各種申告では，履修に必須となる履修申告や，学生本人，保護者の連絡先を登録する

住所変更・登録が行えます。また，取得を希望する資格（等）の種類を登録することが

できます。 

 

＜学務関連＞ 

履修の手引きや学生生活の手引きをダウンロードすることができます。 

 

＜リンク＞ 

関連の機関等のホームページへのリンクになります。 

 

＜緊急連絡＞ 

災害時等の安否確認等を行うための機能になります。 

 

＜設定＞ 

各種お知らせのプッシュ通知を受け取る設定や，My 時間割の表示場所を設定するこ

とができます。 

 

 

２．WebClass（ウェブクラス） 

WebClass（以下「ウェブクラス」という。）は，教材の配付やテスト等，出席確認に

利用されます。 

その他，各種アンケート等にも利用されます。 

 

＜利用＞ 

ウェブクラスは，アイアシスタントの My 時間割にある科目名をタップして，利用し

ます。 

 

なお，My 時間割の下の「Webclass のトップページへ」 

または      をタップするとウェブクラスのトップ 

ページにアクセスできます。       

 

ウェブクラスでは，授業を「コース」と呼びます。 

授業でウェブクラスを利用するかは，授業担当の教員によります。 
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＜教材＞ 

教材には，教材の一覧が表示され，タイムラインに教材が時系列で通知されます。 

 

＜マイレポート＞ 

マイレポートには，提出したレポートのコメントや成績，提出日が表示されます。 

 

＜成績＞ 

成績では，実施されたテストやレポートの採点結果を確認することができます。 

 

＜出席＞ 

出席では授業の始めに出席データを送信したり，今までの出席状況を確認すること

ができます。 

 

＜マニュアル＞ 

マニュアルは，アカウントメニューからダウンロード

することができます。 

 

 

 

 

 

 

３． I n Folio （アイフォリオ） 

I n Folio （以下「アイフォリオ」という。）は，学位授与の方針（ディプロマポリ

シー，以下「ＤＰ」という。）の達成状況に関する自己評価や取得単位から算出される

達成量，さらに学士力（学士課程共通のＤＰ），学修時間，学修体験に関する自己評価

を見える化したシステムです。 

 

＜利用＞ 

アイフォリオは，アイアシスタントの     をタップして利用します。 

 

＜学生情報＞ 

学生情報には，所属している学部，学科等のプログラム

概要や学位授与方針が表示されます。 

 

＜ポリシー＞ 

自己評価：各年度・学期ごとに「学位授与の方針」の達

成状況についての自己評価を入力します。 

入力しなければ，成績を見ることができません。 

 

ＤＰグラフ：累積の達成量のグラフが表示されます。 

 

累積達成量：各学期までの取得単位数×ＤＰに対する重

みづけから算出された達成量です。 

 

＜履修科目＞ 

履修した科目について，学修状況を評価入力します。 

入力しなければ，成績を見ることができません。 
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＜レポート＞ 

ウェブクラスの学習記録ビューアが表示されます。 

 

＜学修状況＞ 

学士力自己評価，学修時間自己評価，学修体験自己評価別の学期ごとの自己評価と

それらのレーダーチャートです。 

 

＜活動内容＞ 

委員会活動やサークル・部活，インターンシップ，資格・検定等に関して，自身の

活動を記録（入力）しておくことができます。 

 

＜目標・教員からのコメント＞ 

学部によっては，学修ポートフォリオの一環として，年度ごとに学生が将来の希望

や年間の目標，その成果等を記入し，それに対して教員がコメントを記入する取り組

みが行われています。 

 

＜教職ポートフォリオ＞ 

教員免許状を取得するのに必要な資質能力の向上のために利用します。 

 

＜成績を見る＞ 

自身の修得単位，成績の状況を確認することができます。 

また，修得した単位の集計表，GPA の値，履修中を含めた科目の一覧が表示される

ほか，卒業に向けての単位の充足率（卒業要件をどのぐらい満たしているのかを判定

した結果）を見ることができます。なお，この充足率は参考の情報となりますので，

履修の手引きを参照のうえ，各自で必ず確認してください（修得した単位すべてが卒

業要件の単位となるわけではないので，注意すること）。 

なお，学期ごとに新たな成績を見るには，前述の各種自己評価を入力する必要があ

ります。 

 

＜マイレージ＞ 

国際教育センターで実施している「IHATOVO グローバルコース」，地域協創教育セ

ンターで実施している「イーハトーヴ協創コース」のマイレージポイントの状況を確

認することができます。 

 

 

 

大学メール 

 

入学時に，大学で利用する学生専用のメールアドレス（～@iwate-u.ac.jp）が付与され

ます。 

これは個人へのお知らせ等に利用されるもので，緊急時等にもこのメールにお知らせが

届きます。アイアシスタントだけではなく，大学メールも毎日（随時）確認するようにし

てください。 
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Ⅱ  教 養 教 育 に つ い て 

（獣医学部を除く） 
 
１ 教養教育の理念 
 
 岩手大学は，各学部が行う専門教育とならんで，所属する学部にかかわらず全学生が共通に受けるべき教育とし
て教養教育を設け，「基礎的な知識の修得を求め，多様な領域に対する学問的関心を喚起するとともに，幅広く深
い教養と総合的な判断力を培い，地域社会と国際社会の発展に貢献できる豊かな人間性を涵養する」ことを理念と
しています。 
この理念を実現するために，教養教育は，岩手大学のすべての教職員の関心・責任・協力のもとに実施されてい

ます。 
教養教育科目は，「技法知科目」，「学問知科目」，「探究知科目」及び「実践知科目」によって構成されてい

ます。 
 
２ 教養教育の教育目的と修得すべき能力 
 
  教養教育における人材養成像を以下のとおり明示します。 
 
 教養教育の教育目的及び修得すべき能力 
 ＜教育目的＞ 

岩手大学は，基礎的な知識を身につけ，多様な領域に対する学問的関心を高め，幅広く深い教養と総合的な判断力を
培い，地域社会と国際社会の発展に貢献できる豊かな人間性を養うことを目的とし，すべての学生が共通に学ぶべき教
養教育を提供する。 

 ＜修得すべき能力＞ 
教養教育では，学生が以下の能力を修得することを目指す。 
（１）自らの意欲や関心に基づき主体的に学び続ける能力 
（２）自ら問題を発見・探究・解決する思考力と判断力 
（３）複雑化する社会に適応するために必要な情報を収集し処理する基本的能力 
（４）幅広い学問領域の知識を身につけ，専門分野に対する複合的視点を獲得するための総合的能力 
（５）多様な人びとと協働するために必要なさまざまな言語による基本的コミュニケーション能力 
（６）心と体の健康を保つ手段や方法を獲得するために必要な基礎的人間力 

  （７）自らの役割を認識し，身につけた教養を責任ある行動に結びつける能力 
 
 各科目区分等の教育目的及び修得すべき能力 
Ａ 技法知科目 
＜教育目的＞ 
「技法知科目」は，①外国語科目と情報科目の学習を通じて，学問知・探究知・実践知科目ならびに専門教育科目の 

学業を進めるうえで，さらに卒業後に社会生活を営むうえで必要となる基本的技能やその基礎となる知識を身につける
とともに，②健康・スポーツ科目の学習を通じて，社会生活を営む基盤となる健康・体力の増進を図ることを目的とす
る。 
＜修得すべき能力＞ 

  「技法知科目」では，学生が以下の能力を修得することを目指す。 
  （１）外国語を用いて基本的なコミュニケーションを行うことができる能力 
  （２）情報の収集・加工を適切に行うことができる能力 
  （３）自ら健康・体力の保持増進を図ることができる能力 
 

１．外国語科目 
・英語 
＜教育目的＞ 
「英語」は，学生が英語を通して他国及び自国の文化や社会に関する理解を深め，英語を用いて積極的にコミュニ

ケーションをとる姿勢を養成することを目的にする。 
また，英語を自律的に学習する習慣を身につけさせ，修得した英語力を利用して，情報を効率的に収集・発信する

能力を向上させることを目的とする。 
さらに，英語による異文化コミュニケーションのあり方について認識を深めさせることも目的とする。 
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＜修得すべき能力＞ 
「英語」では，学生が以下の能力を修得することを目指す。 
（１）十分な英語力を身につけていない習熟度が初級の学生にとっては，英文法や基礎的語彙・表現などの学習を

通して，英語の基礎的な読み書き能力を修得し，それらを応用して簡単な日常会話ができるコミュニケーシ
ョン能力 

（２）ある程度の英語力を既に身につけている習熟度が中級の学生にとっては，様々なテーマについて書かれた入
門レベルの英文を読みこなせる読解力，平易な英語を使って英文が書ける作文力，身近な話題について説明
したり，簡単な意見を述べたりすることができるコミュニケーション能力 

（３）高度な英語力を有する習熟度が上級の学生にとっては，各自の専門領域に関する複雑なテクストを正確に理
解できる読解力，多様なトピックについて適切な英語表現を用いて英文が書ける作文力，相手に自分の意思
を的確に伝えたり，論理的に意見を述べたりできるコミュニケーション能力 

（４）上記，いずれの習熟度の授業においても，異文化に対する理解を深め，促進する 
 
・英語以外の外国語 
＜教育目的＞ 
「英語以外の外国語（ドイツ語・フランス語・ロシア語・中国語・韓国語）」は，外国語の文法を習得した上で， 

①日常生活に必要な基本的な会話ができるようにすること，②外国語で書かれた文章を読むことができるようにする
こと，③日常生活で使う文章を外国語で書けるようにすること，④外国語学習を通して，異文化理解の基礎的知識を
獲得すること，の４点を身につけることを目的とする。 
＜修得すべき能力＞ 
「英語以外の外国語（ドイツ語・フランス語・ロシア語・中国語・韓国語）」では，学生が以下の能力を修得する

ことを目指す。 
初級外国語（入門・発展）では， 
（１）下記語学検定試験の級をマスターしたと認められる程度の文法知識と会話能力 

   ・ドイツ語技能検定試験    ４級 
   ・実用フランス語技能検定試験 ４級 
   ・ロシア語能力検定試験    ４級 
   ・中国語検定試験       ４級 
   ・漢語水平考試（HSK）    ３級 
   ・韓国語能力試験       TOPIKⅠ（1～2級140点以上） 
   ・ハングル能力検定試験    ５級 
（２）外国語を用いて，基本的なコミュニケーションを行うことができる能力 
（３）易しい文章を読んだり書いたりできる能力 
（４）国際化社会に対応できる，異文化を理解するための基礎的知識 
中級外国語では， 
（１）下記語学検定試験の級をマスターしたと認められる程度の文法知識と会話能力 

   ・ドイツ語技能検定試験    ３級 
   ・実用フランス語技能検定試験 ３級 
   ・ロシア語能力検定試験    ３級 
   ・中国語検定試験       ３級 
   ・漢語水平考試（HSK）    ４級 
   ・韓国語能力試験       TOPIKⅡ（3～6級120点以上） 
   ・ハングル能力検定試験    ４級 
（２）外国語を用いて，より高度なコミュニケーションを行うことができる能力 
（３）やや難解な文章を読んだり書いたりできる能力 
（４）国際化社会に対応できる，異文化を理解するための知識 

 
・日本語 
＜教育目的＞ 
「日本語」は，外国人留学生を対象とし，上級レベルの四技能（読む・書く・聞く・話す）の指導を通じ，日本語

による情報収集，口頭発表，論文作成，討論など，大学の授業や研究活動に日本語を使用して参加する力の養成を目
的とする。 

 
＜修得すべき能力＞ 
「日本語」では，学生が以下の能力を修得することを目指す。 
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（１）文法力，読解力，聴解力については日本語能力試験Ｎ１レベル以上の能力 
（２）レポート，小論文等の文章作成力，および，討論，口頭発表等の口頭表現力等，日本語教育の参照枠の 

Ｃ１レベル以上の日本語能力 
 

２．健康・スポーツ科目 
＜教育目的＞ 
「健康・スポーツ科目」は，スポーツを行うことによって健康と体力の保持増進を図り，コミュニケーション能力 

を高めるとともに，スポーツ科学やスポーツ文化についても理解を深めながら，生涯にわたりスポーツを実践する力
を養うことを目的とする。 
＜修得すべき能力＞ 
「健康・スポーツ科目」では，学生が以下の能力を修得することを目指す。 
（１）スポーツ活動を通じて健康と体力の保持増進を図る能力 
（２）スポーツ活動を通して他者とコミュニケーションを図る能力 
（３）スポーツを科学的・文化的に理解するとともに生涯にわたってスポーツを実践する能力 

 
３．情報科目 
＜教育目的＞ 
「情報科目」は，高度情報化社会において社会生活を営む上で必要となるコンピュータと情報処理に関する基礎的

な知識と技能を習得することを目的とする。 
＜修得すべき能力＞ 
「情報科目」では，学生が以下の能力を修得することを目指す。 
（１）コンピュータの基本的な仕組みを理解し，目的に応じて使うことができる基礎的な能力 
（２）多種多様な情報から必要な情報を獲得し，目的に向けた適切な処理を行う基礎的な能力 
（３）情報を適切に受発信するための基礎的な能力 
（４）情報化社会におけるモラルや社会的な問題を理解し，適切な行動をとることができる能力 

 
 
Ｂ 学問知科目 
＜教育目的＞ 
「学問知科目」は，学生が諸学問分野の「ものの見方・考え方」を幅広く学ぶことによって，多様な学問領域への関

心を高め，自分自身の専門分野が全体の中でどのような位置にあり，どのような意味・役割を持っているかを理解する
とともに，教養や専門を深める上での幅広い知識を身につけることを目的とする。 
＜修得すべき能力＞ 
「学問知科目」では，学生が以下の能力を修得することを目指す。 
（１）知識の修得を通じて，物事を多面的な角度から考察できる能力 
（２）知識の修得を通じて，多様な価値観を受け入れることができる能力 
（３）自然・人間・社会との関係において，各種の常識・通念を根底的に捉え直せるような「ものの見方・考え方」

ができる能力 
 

１．人文社会科学・教育学領域科目 
＜教育目的＞ 
「人文社会科学・教育学領域科目」は，人文社会科学及び教育学における各学問分野の視点から，多様な文化の形 

成や意義，社会の成り立ち，教育や心理に関する諸問題を理解し，教養や専門を深める上での幅広い知識を身につけ
ることを目的とする。 
＜修得すべき能力＞ 
「人文社会科学・教育学領域科目」では，学生が以下の能力を修得することを目指す。 
（１）各種の文化や社会，教育，心理に関する基礎的な知識とそれらを多面的な角度から思考し考察できる能力 
（２）各種の文化や社会，教育，心理に関する初歩的な専門知識に基づく思考能力 

 
２．理学・工学領域科目 
＜教育目的＞ 
「理学・工学領域科目」は，理学及び工学における各学問分野の視点から，自然を理解し役立てる上での基礎的な

概念や考え方を学び，人間と自然とのかかわりをめぐるさまざまな問題を取り上げることによって，教養や専門を深
める上での幅広い知識を身につけることを目的とする。 
＜修得すべき能力＞ 
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「理学・工学領域科目」では，学生が以下の能力を修得することを目指す。 
（１）人間と自然とのかかわりを多面的な角度から考察できる能力 
（２）自然科学や科学技術に関する初歩的な専門知識に基づく思考能力 

 
３．農学領域科目 
＜教育目的＞ 
「農学領域科目」は，農学における各学問分野の視点から，生命や動植物，食料生産や環境に関することを学び，

教養や専門を深める上での幅広い知識を身につけることを目的とする。 
＜修得すべき能力＞ 
「農学領域科目」では，学生が以下の能力を修得することを目指す。 
（１）生命や動植物, 食料生産や環境に関する基礎的な知識とそれらに関して考察できる能力 
（２）自然科学や農林水産業に関する初歩的な専門知識に基づく思考能力 

 
 
Ｃ 探究知科目 
＜教育目的＞ 
「探究知科目」は，多元的・複合的な主題を掘り下げ，課題を見いだし，探究することで，幅広く深い教養と総合的

な判断力を培うことを目的とする。 
＜修得すべき能力＞ 
「探究知科目」では，学生が以下の能力を修得することを目指す。 
（１）主体的に問いを立て，何が課題であるかを探究できる思考力 
（２）事象間の繋がりや影響関係を複眼的に見いだすことができる能力 
（３）激動する現代社会の複雑な諸問題に柔軟に対応できる，総合的判断を行える能力 

 
１．環境科目 
＜教育目的＞ 
「環境科目」は，本学における環境教育の出発点として位置づけられていることから，環境に対する幅広い関心と

深い認識を促し，環境についての多角的な「考え方」を養うことを目的とする。 
＜修得すべき能力＞ 
「環境科目」では，学生が以下の能力を修得することを目指す。 
（１）環境を，自らの主観によるのではなくデータなどに基づき客観的に理解する能力 
（２）環境を，文系，理系などの自らの学ぶ専門領域を超えて，広い視野から理解する能力 
（３）環境に関する問題を，人間や生物の生存と深くかかわるものと理解し，自らの問題として思考する能力 

 
  ２．地域関連科目 
  ＜教育目的＞ 

「地域関連科目」は，異分野の専門家と協働し，自らの専門性を地域の課題解決へ実践することができる能力    
を養うことを目的とする。 

  ＜修得すべき能力＞ 
「地域関連科目」では，学生が以下の能力を修得することを目指す。 
（１）異なる専門分野の者と協働して課題の発見・解決に取り組むことができる能力 
（２）地域社会の現実に即して地域の課題解決に取り組む実践能力 

 
・地域科目 

  ＜教育目的＞ 
「地域科目」は，岩手の地域に関することを様々な分野・視点から学び，岩手の歴史・文化・特色を理解し，   

地域社会の複雑な諸問題に柔軟に対応できるような総合的判断力を培うことを目的とする。 
  ＜修得すべき能力＞ 

「地域科目」では，学生が以下の能力を修得することを目指す。 
（１）多角的・複眼的な視点によって，岩手の地域社会を全体的に把握できる能力 
（２）総合的な判断に基づいて，岩手の地域社会の諸問題に対して柔軟に対応できる能力 

 
 
Ⅾ 実践知科目 

 ＜教育目的＞ 
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「実践知科目」は，技法知・学問知・探究知で培った知識や情報，技能を活用する能力を基礎に，さまざまな客体に
対する理解と働きかけについて実践的に学修し，身につけた知識を主体的に実践することで，地域の発展に貢献できる
豊かな人間性を養うことを目的とする。 

 ＜修得すべき能力＞ 
「実践知科目」では，学生が以下の能力を修得することを目指す。 
（１）技法知・学問知・探究知科目で得た知識や情報を活用して課題を発見し解決する能力 
（２）社会における自らの役割を認識し，責任感をもって主体的に行動する能力 
（３）他者と協働して多様な意見を調整し，解決策を見出す能力 

 
  ・地域課題演習科目 
  ＜教育目的＞ 

「地域課題演習科目」は，学生が地域社会にある具体的課題の解決に向けて，身につけた知識を実践活動と結   
びつけるための考え方や方法を学部の枠を越えて学び，課題解決に必要な思考力・判断力を養うことを目的とす
る。 

  ＜修得すべき能力＞ 
「地域課題演習科目」では，学生が以下の能力を修得することを目指す。 

   （１）自らの専門分野と異なる知識を修得し，他者の異なる意見も理解したうえで考察する能力 
（２）異なる分野の人びとと協働して地域にある現実問題を積極的に解決しようとする意欲 

   （３）多様な人びとと共に課題解決に向けた協力体制を組織できるコミュニケーション能力 
   （４）学習で得た知識を社会での実践活動に活かす意欲と行動力 
   （５）学習で得た知識を課題の発見と解決に活かす能力 
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３ 履修方法及び開設授業科目 
 
  履修については，本冊子及び授業時間割を参考にし，間違いのないよう注意してください。 

同一名称の授業科目は重複して履修できません。ただし，日本語以外の外国語科目は重複して履修できます。 
 なお，授業科目には，必修科目と選択科目の２種類があり，各学部，学科，課程ごとにそれぞれ範囲及び修得
すべき単位数等が定められていますので，各学部の説明の項を熟読してください。また，履修にあたっては前期
のみ，または後期のみの開設授業科目や年度により開設しない授業科目があるので注意してください。 

 
 
Ａ 技法知科目 
 
  （１）「外国語科目」の開講授業科目及び履修方法等 
   表Ⅰａ－１            

授 業 科 目 単位数 週時限数 授 業 科 目 単位数 週時限数  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 英語総合Ⅰ（上級） 
 英語総合Ⅱ（上級） 
 英語総合Ⅰ（中級） 
 英語総合Ⅱ（中級） 
 英語総合Ⅰ（初級） 
 英語総合Ⅱ（初級） 
 英語コミュニケーションⅠ(上級) 
 英語コミュニケーションⅡ(上級) 
 英語コミュニケーションⅠ(中級) 
 英語コミュニケーションⅡ(中級) 
 英語コミュニケーションⅠ(初級) 
 英語コミュニケーションⅡ(初級) 

 １ 
 １ 
 １ 
 １ 
 １ 
 １ 
 １ 
 １ 
 １ 
 １ 
 １ 
 １ 

１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 

 初級ロシア語(入門) 
 初級ロシア語(発展) 
 中級ロシア語 
 初級中国語（入門） 
 初級中国語（発展） 
 中級中国語 
 初級韓国語（入門） 
 初級韓国語（発展） 
 中級韓国語 

 １ 
 １ 
 １ 
 １ 
 １ 
 １ 
 １ 
 １ 
 １ 

１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 

 上級日本語Ａ 
 上級日本語Ｂ 
 上級日本語Ｃ 
 上級日本語Ｄ 
 上級日本語Ｅ 
 上級日本語Ｆ 
 上級日本語Ｇ 
 上級日本語Ｈ 

 １ 
 １ 
 １ 
 １ 
 １ 
 １ 
 １ 
 １ 

１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 

 初級ドイツ語（入門） 
 初級ドイツ語（発展） 
 中級ドイツ語 
 初級フランス語(入門) 
 初級フランス語(発展) 
 中級フランス語 

 １ 
 １ 
 １ 
 １ 
 １ 
 １  

１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 

   －履修年次－ 
    １年次に履修すること。履修方式は学部ごとに異なるので，注意すること。 
    また，クラス分けを行っているので，注意すること（掲示により確認すること）。  

（注）１．外国語は週１時限で１単位。 
２．「英語」と「英語以外の外国語」を合わせて，計８単位履修すること。 
３．英語総合Ⅰ・Ⅱは「読むことと書くこと」を中心とする授業であり，英語コミュニケーションⅠ・

Ⅱは「聞くことと話すこと」を中心とする授業である。 
４．英語以外の外国語は，ドイツ語，フランス語，ロシア語，中国語，韓国語から１つの言語を履  

修する。中級外国語は，初級外国語と同一言語を履修する。 
５．英語以外の外国語は，初級（入門），初級（発展）の順に履修すること。 

ただし，集中型（入門と発展を併せて週４回行う。）の授業の場合は，同時に履修すること。 
６．外国人留学生は，外国語科目として日本語を履修することができる。 
７．外国人留学生は，母語（native language），および CEFR C1 レベル以上の既習得言語を，「外国語

科目」として履修できない。 
８．英語以外の外国語で１科目当たり６０時間以上を高校等で履修してきた学生は，別に指示するので

申し出ること。 
９．「英語」については，上記のほか表Ⅰａ－２のとおり開設授業科目がある。 
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表Ⅰａ－２               
授 業 科 目 単位数 週時限数 備考 

 英語発展Ａ（TOEIC初級） 
 英語発展Ｂ（TOEIC中級） 
 英語発展Ｃ（実践英語） 
英語発展Ｄ（科学英語） 

 １ 
  １ 
  １ 
  １ 

１ 
１ 
１ 
１ 

２年次以上対象 
２年次以上対象 
２年次以上対象 
２年次以上対象 

 
   －履修年次－ 
    「英語発展」は２年次以上に履修すること。 

なお，「英語発展」で修得した単位は選択となる。  
 (注)１．外国語は週１時限で１単位。 

 ２．英語発展Ａ～Ｄに履修の順番はない。ただし，英語発展Ｂ（TOEIC中級）の単位を修得した場合，英
語発展Ａ（TOEIC初級）を履修することはできない。 

３．英語発展Ａ（TOEIC初級）は，TOEICスコア500点を到達目標とした授業である。 
英語発展Ｂ（TOEIC中級）は，TOEICスコア600点を到達目標とした授業である。    
英語発展Ｃ（実践英語）は，日常生活で使用する実践的な英語力を養うことを目的とした授業であ
る。 
英語発展Ｄ（科学英語）は，「科学」をテーマにした文献の読解力の養成と英語によるプレゼンテー
ション能力を高めることを目的とした授業である。 

 
  （２）「健康・スポーツ科目」の開講授業科目及び履修方法等 
   表Ⅰｂ                  

授 業 科 目 単位数 週時限数 備    考 
 健康・スポーツＡ 
 健康・スポーツＢ 
 健康・スポーツＣ（シーズン）  

 １ 
 １ 
 １ 

１ 
１ 
集中 

 通常実技（理論含む） 
 通常実技（理論含む） 
 集中実技（理論含む） 

 
   －履修年次－ 

全学部とも健康・スポーツＡは１年次前期に，健康・スポーツＢは１年次後期に履修すること。  
（注）１．全学部とも健康・スポーツＡ（１単位）は必ず履修すること。健康・スポーツ科目が２単位必修の

教育学部は，健康・スポーツＢ（１単位）を必ず履修すること。 
２．健康・スポーツＣ（シーズン）は，「雪上のスポーツ」，「氷上のスポーツ」から１つ履修できる。 
３．健康・スポーツＢ（教育学部対象を除く）と健康・スポーツＣ（シーズン）は人数制限があるので

注意すること。 
 
  （３）「情報科目」の開講授業科目及び履修方法等 
   表Ⅰｃ （１年次対象）           

授 業 科 目 単位数 週時限数 備   考 
 情報基礎Ａ 
 情報基礎Ｂ 

 ２ 
 ２ 

１ 
１ 

 機器の操作含む 

機器の操作含む 
 

－履修年次－ 
全学部とも情報基礎Ａは１年次前期に，情報基礎Ｂは１年次後期に履修すること。 

    また，端末台数の関係上，学部毎に学科等の単位でのクラス編成または学籍番号によるクラス編成を行って
いるので，注意すること（時間割及び掲示により確認すること）。  

（注）１．全学部とも情報基礎Ａ（２単位）は必ず修得すること。情報基礎Ｂ（２単位）は１年次後期に履修
することができる。 

   ２．高校で情報科目を履修し，所定のレベルを有するものは早期に単位を修得できる場合がある。 
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Ｂ 学問知科目 
 

（１）「人文社会科学・教育学領域科目」の開講授業科目・単位数・週時間数 
   表Ⅰｄ            

授 業 科 目 単位数 週時限数 
思想 
芸術学 
文学 
言語学 
歴史学 
法学 
憲法 
政治学 
経済学・経営学 
社会学 
教育学 
心理学 

 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
  ２ 

１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 

 
 
（２）「理学・工学領域科目」の開講授業科目・単位数・週時間数 

   表Ⅰｅ           
授 業 科 目 単位数 週時限数 

物質科学 
自然科学 
材料科学 
電気電子工学 
エネルギー科学 
数理情報科学 
機械科学 
環境・防災学 
メディア情報学 

 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 

１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 

 
 
（３）「農学領域科目」の開講授業科目・単位数・週時間数 

   表Ⅰｆ          
授 業 科 目 単位数 週時限数 

農学基礎 
食品健康科学 
分子生物機能科学 
分子生命医科学 
農業環境工学 
森林科学 
動物科学 
水産学基礎 
獣医学Ａ 
獣医学Ｂ 
獣医学Ｃ 

 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 

１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
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Ｃ 探究知科目 
 

（１）「環境科目」の開講授業科目・単位数・週時間数 
   表Ⅰｇ  

授 業 科 目 単位数 週時限数 
環境Ａ 
環境Ｂ 
環境Ｃ 
環境Ｄ 
環境Ｅ 
環境Ｆ 

 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 

１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 

 
 
  （２）「地域科目（地域関連科目）」の開講授業科目・単位数・週時間数 
   表Ⅰｈ             

授 業 科 目 単位数 週時限数 授 業 科 目 単位数 週時限数 
現代社会をみる視角 
宮沢賢治の世界 
危機管理と復興 
地場産業･企業論 
ボランティアとリーダーシップ 
地域協創入門 
社会連携学Ａ 
社会連携学Ｂ 
地域協創Ａ 
地域協創Ｂ 
地域協創Ｃ 
地域協創Ｄ 

  ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
１ 
１ 
１ 
１ 

１ 
１ 
集中 
集中 
集中 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 

地域協創Ｅ 
地域協創Ｆ 
地域協創Ｇ 
地域協創Ｈ 
地域協創Ｉ 
キャリアを考えるＡ 
キャリアを考えるＢ 
日本事情Ａ 
日本事情Ｂ 
多文化コミュニケーションＡ 
多文化コミュニケーションＢ 

 １ 
 １ 
 １ 
 １ 
 １ 
 ２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 

１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 

 
 
 
Ｄ 実践知科目 
 
  （１）「地域課題演習科目（地域関連科目）」の開講授業科目及び履修方法等 
   表Ⅰｉ                 

授 業 科 目 単位数 週時限数 
 地域防災課題演習 
地域グローバル課題演習 
地域クリエイト課題演習 
地域課題演習Ａ 
地域課題演習Ｂ 
地域課題演習Ｃ 
地域課題演習Ｄ 
インターカレッジ・フィールド実践演習 
キャリアデザイン実践演習 
海外研修-世界から地域を考える- 

 ２ 
 ２ 
 ２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 

１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
集中 

 
   （注）地域課題演習科目（２単位）は，人数制限があるので注意すること。 
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４ 「選択」について 
   外国語科目（「英語発展」のみ）ならびに必修単位数を超えた健康・スポーツ科目，情報科目，人文社会科学

・教育学領域科目，理学・工学領域科目，農学領域科目，地域関連科目（地域科目，地域課題演習科目）を「選
択」に充てることができます。 

   また，いわて高等教育コンソーシアムにおける単位互換協定に基づき，他大学で修得した科目については，所
定単位数までは「選択」のなかに取り入れることができます。 
なお，「選択」の範囲及び修得すべき単位数等については，学部，学科，課程により異なるので各学部の説

明の項を参照してください。 
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参考：開設授業科目要件区分／標準履修学年・時期早見表 

履修区分 
科目名 

（※印は集中講義形式で開講） 
単位数 要件区分 

標準履修 

学年・時期 
備考 

技法知 

科目 

外国語 

科目 

英語 

英語総合Ⅰ（初級）  1 選択 1 

履修希望調査及び大学入学共通テストとオックスフォード・プレースメント・テスト

によりクラス分けを行う。 

（掲示により確認すること） 

英語総合Ⅰ（中級）  1 選択 1 

英語総合Ⅰ（上級）  1 選択 1 

英語総合Ⅱ（初級）  1 選択 1 

英語総合Ⅱ（中級）  1 選択 1 

英語総合Ⅱ（上級）  1 選択 1 

英語コミュニケーションⅠ（初級）  1 選択 1 

英語コミュニケーションⅠ（中級）  1 選択 1 

英語コミュニケーションⅠ（上級）  1 選択 1 

英語コミュニケーションⅡ（初級）  1 選択 1 

英語コミュニケーションⅡ（中級）  1 選択 1 

英語コミュニケーションⅡ（上級）  1 選択 1 

英語発展Ａ（TOEIC 初級）  1 選択 2 前 

  
英語発展Ｂ（TOEIC 中級）  1 選択 2 後 

英語発展Ｃ（実践英語）  1 選択 2 前 

英語発展Ｄ（科学英語）  1 選択 2 後 

英語以外 

初級ドイツ語（入門）  1 選択 1 

履修希望調査によりクラス分けを行う。 

（掲示により確認すること） 

初級ドイツ語（発展）  1 選択 1 

中級ドイツ語  1 選択 1 後 

初級フランス語(入門)  1 選択 1 

初級フランス語(発展)  1 選択 1 

中級フランス語  1 選択 1 後 

初級ロシア語(入門)  1 選択 1 

初級ロシア語(発展)  1 選択 1 

中級ロシア語  1 選択 1 後 

初級中国語（入門）  1 選択 1 

初級中国語（発展）  1 選択 1 

中級中国語  1 選択 1 後 

初級韓国語（入門）  1 選択 1 

初級韓国語（発展）  1 選択 1 

中級韓国語  1 選択 1 後 

上級日本語Ａ  1 選択 1 前 

上級日本語Ｂ  1 選択 1 前 

上級日本語Ｃ  1 選択 1 前 

上級日本語Ｄ  1 選択 1 前 

上級日本語Ｅ  1 選択 1 後 

上級日本語Ｆ  1 選択 1 後 

上級日本語Ｇ  1 選択 1 後 

上級日本語Ｈ  1 選択 1 後 

健康・スポーツ 

科目 

健康・スポーツＡ  1 必修 1 前   

  

  

健康・スポーツＢ  1 必修／選択 1 後 

健康・スポーツＣ（シーズン) ※ 1 選択 1 後 

情報科目 
情報基礎Ａ  2 必修 1 前 学部毎に学科等の単位でのクラス編成または学籍番号でのクラス編成を行う。 

（時間割及び掲示により確認すること） 情報基礎Ｂ  2 選択 1 後 

学問知 

科目 

人文社会科学・ 

教育学領域科目 

思想  2 選択 1・2 

教育学部生は，時間割を確認の上，「憲法」を 1年前期に履修すること。 

芸術学  2 選択 1・2 

文学  2 選択 1・2 

言語学  2 選択 1・2 

歴史学  2 選択 1・2 

法学  2 選択 1・2 

憲法  2 必修／選択 1・2 

政治学  2 選択 1・2 

経済学・経営学  2 選択 1・2 

社会学  2 選択 1・2 

教育学  2 選択 1・2 

心理学  2 選択 1・2   
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履修区分 
科目名 

（※印は集中講義形式で開講） 
単位数 要件区分 

標準履修 

学年・時期 
備考 

学問知 

科目 

理学・工学領域科目 

物質化学  2 選択 1・2 

 

自然科学  2 選択 1・2 

材料科学  2 選択 1・2 

電気電子工学  2 選択 1・2 

エネルギー科学  2 選択 1・2 

数理情報科学  2 選択 1・2 

機械科学  2 選択 1・2 

環境・防災学  2 選択 1・2 

メディア情報学  2 選択 1・2 

農学領域科目 

農学基礎  2 選択 1・2 

食品健康科学  2 選択 1・2 

分子生物機能科学  2 選択 1・2 

分子生命医科学  2 選択 1・2 

農業環境工学  2 選択 1・2 

森林科学  2 選択 1・2 

動物科学  2 選択 1・2 

水産学基礎  2 選択 1・2 

獣医学Ａ  2 選択 1・2 

獣医学Ｂ  2 選択 1・2 

獣医学Ｃ  2 選択 1・2 

探究知 

科目 

環境科目 

環境Ａ  2 選択 1・2 前 

 

環境Ｂ  2 選択 1・2 前 

環境Ｃ  2 選択 1・2 前 

環境Ｄ  2 選択 1・2 後 

環境Ｅ  2 選択 1・2 後 

環境Ｆ  2 選択 1・2 後 

地域関連 

科目 

地域 

科目 

現代社会をみる視角  2 選択 1・2 

  

宮沢賢治の世界  2 選択 1・2 

危機管理と復興 ※ 2 選択 1・2 

地場産業・企業論 ※ 2 選択 1・2 

ボランティアとリーダーシップ ※ 2 選択 1・2 

地域協創入門  2 選択 1・2 

社会連携学Ａ  2 選択 1・2 

社会連携学Ｂ  2 選択 1・2 

地域協創Ａ  1 選択 1・2 

地域協創Ｂ  1 選択 1・2 

地域協創Ｃ  1 選択 1・2 

地域協創Ｄ  1 選択 1・2 

地域協創Ｅ  1 選択 1・2 

地域協創Ｆ  1 選択 1・2 

地域協創Ｇ  1 選択 1・2 

地域協創Ｈ  1 選択 1・2 

地域協創Ｉ  1 選択 1・2 

キャリアを考える A  2 選択 1・2 

キャリアを考える B  2 選択 1・2 

日本事情A  2 選択 1・2 

日本事情B  2 選択 1・2 

多文化コミュニケーションＡ  2 選択 1・2 

多文化コミュニケーションＢ  2 選択 1・2 

実践知 

科目 

地域課題 

演習科目 

地域防災課題演習  2 選択 2  

  

地域グローバル課題演習  2 選択 2 

地域クリエイト課題演習  2 選択 2  

地域課題演習A  2 選択 2 

地域課題演習B  2 選択 2  

地域課題演習C  2 選択 2 

地域課題演習D  2 選択 2  

インターカレッジ・フィールド実践演習  2 選択 2 

キャリアデザイン実践演習  2 選択 2  

海外研修-世界から地域を考える- ※ 2 選択 2 

注1：各学部の履修単位数及び履修方法を確認すること。 

注2：履修にあたっては前期のみまたは後期のみの開設授業科目や年度により開設しない科目があるので，時間割を確認すること。 

   なお，時間割には，学年・学部・学科等の単位で履修できる枠（時間割枠）があるので，注意すること。 

注3：科目名の※印は集中講義形式での開講を示しているが，これ以外でも集中講義形式で開講する場合がある。
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５ 各学部の修得すべき単位数と履修の注意点 
 
 
 人文社会科学部 

教養教育科目の授業科目区分及び単位数等は前述のとおりですが，修得すべき単位数及び履修方法について
は，以下のようになりますので，熟読のうえ履修してください。 

 
表Ⅱａ 教養教育科目の修得すべき単位数 

 
    

区       分 
 
 

 
    人文社会科学部 
 

必修 
単位 

選択 
（選択可能） 単位 

教 
養 
教 
育 
科 
目 

技法知科目 
外国語科目 

英語 
８ 

（２） 

７ 
「Ⅲ 選択」

参照 

英語以外  
日本語  

健康・スポーツ科目 １ （２） 
情報科目 ２ （２） 
技法知科目修得単位数計 １１  

学問知科目 
人文社会科学・教育学領域科目 ２ （２） 
理学・工学領域科目 ２ （２） 
農学領域科目 ２ （２） 
学問知科目修得単位数計 ６  

探究知科目 
環境科目 

４ 
 

地域関連科目 
地域科目 

（２） 
実践知科目 地域課題演習科目 

探究知・実践知科目取得単位合計数 ４  
教養教育科目修得単位数計 ２８ 

（注）１．各区分から修得すべき単位数以上を履修すること。 
    ２．「選択可能」欄の数字は，教養教育科目の修得すべき単位数のうち，各科目から「選択」として修得 

できる上限単位数を表す。 
    ３．上記の表だけで判断せず，下の説明も確認すること。 
 
 
 Ⅰ 技法知科目（１１単位） 
   必修単位（１１単位） 

① 外国語科目（英語・英語以外の外国語）（８単位） 
英語，英語以外の外国語を次のａ～ｃのいずれか１つの履修形態を選択し修得すること。 
ａ．英語８単位 

英語総合Ⅰ・Ⅱを各２単位，英語コミュニケーションⅠ・Ⅱを各２単位，合計８単位 
ｂ．英語４単位，英語以外の外国語４単位，計８単位 

英語総合Ⅰ・Ⅱを各１単位，英語コミュニケーションⅠ・Ⅱを各１単位，計４単位及び英語以
外の外国語から１外国語を選択し，初級（入門）を２単位，初級（発展）を２単位，計４単
位，合計８単位 

ｃ．英語以外の外国語８単位 
１外国語を選択し，初級（入門）を２単位，初級（発展）を２単位，中級を４単位，計８単位 

 
② 健康・スポーツ科目（１単位） 
健康・スポーツＡ（１単位）を修得すること。 
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③ 情報科目（２単位） 
情報基礎Ａ（２単位）を修得すること。 

 
 
Ⅱ 学問知科目，探究知科目及び実践知科目（１０単位） 
 必修単位（１０単位） 
① 「人文社会科学・教育学領域科目」から２単位を修得すること。 
② 「理学・工学領域科目」から２単位を修得すること。 
③ 「農学領域科目」から２単位を修得すること。 
④ 「環境科目」，「地域科目」，「地域課題演習科目」から４単位を修得すること。 

 
 
 ※Ⅲ 選択（７単位） 

次の区分から７単位を修得すること。なお，区分ごとに修得できる上限があるので注意すること。 
また，いわて高等教育コンソーシアムにおける単位互換制度に基づき，他大学で修得した科目を含むこと

ができる。 
① 「外国語科目」（「英語発展」のみ。２単位まで） 
② 「健康・スポーツ科目」（２単位まで） 
  健康・スポーツＢ，健康・スポーツＣ（シーズン）は，人数制限があるので注意すること。 
③ 「情報科目」（２単位まで） 
④ 「人文社会科学・教育学領域科目」（２単位まで） 
⑤ 「理学・工学領域科目」（２単位まで） 
⑥ 「農学領域科目」（２単位まで） 
⑦ 「地域科目」，「地域課題演習科目」（２単位まで） 

 
 
－履修上の注意事項－ 

１ 「外国語科目」，「健康・スポーツ科目」，「情報科目」は１年次に，それぞれ決められた時間帯で履修
すること。また「外国語科目（英語発展）」は２年次以降に履修すること。 
 

２ 教育職員免許状取得希望者は，日本国憲法として「人文社会科学・教育学領域科目」で憲法２単位，健康
・スポーツ科目２単位修得する必要があるので注意すること。 
 

３ 履修については，本冊子及び授業時間割表を参考にし，間違いのないよう注意すること。 
なお，同一名称の授業科目は重複して履修できない。ただし，日本語以外の外国語科目は重複して履修で

きる。 
また，履修にあたっては前期のみ又は後期のみの開設授業科目や年度により開設しない授業科目があるの

で注意すること。 
  
４ 外国語科目は，入学時に決定する決定語学のとおりに履修すること（掲示により確認すること）。 

なお，人文社会科学部の学生は，前期末に行う外国語科目の変更希望調査により，後期に履修する決定語学
の変更を許可される場合がある。ただし，決定語学の変更は，１年次のみに認められ，２年次以降の変更は
できないので，変更の手続きについては掲示を確認すること。 
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 教 育 学 部 
教養教育科目の授業科目区分及び単位数等は前述のとおりですが，修得すべき単位数及び履修方法について

は，以下のようになりますので，熟読のうえ履修してください。 
 

表Ⅱｂ 教養教育科目の修得すべき単位数 
 
    

区       分 
 
 

 
教 育 学 部 

 
必修 
単位 

選択 
（選択可能） 単位 

教 
養 
教 
育 
科 
目 

技法知科目 
外国語科目 

英語 ４ （２） 

４ 
「Ⅲ 選択」

参照 

英語以外 
４ 

 
日本語  

健康・スポーツ科目 ２ （１） 
情報科目 ２ （２） 
技法知科目修得単位数計 １２  

学問知科目 

人文社会科学・教育学領域科目（憲法） ２  
人文社会科学・教育学領域科目 ２ （２） 
理学・工学領域科目 ２ （２） 
農学領域科目 ２ （２） 
学問知科目修得単位数計 ８  

探究知科目 
環境科目 

４ 
 

地域関連科目 
地域科目 

（２） 
実践知科目 地域課題演習科目 

探究知・実践知科目取得単位合計数 ４  
教養教育科目修得単位数計 ２８ 

 （注）１．各区分から修得すべき単位数以上を履修すること。 
    ２．「選択可能」欄の数字は，教養教育科目の修得すべき単位数のうち，各科目から「選択」として修得 

できる上限単位数を表す。 
    ３．上記の表だけで判断せず，下の説明も確認すること。 
 
 
Ⅰ 技法知科目（１２単位） 

   必修単位（１２単位） 
① 外国語科目（英語）（４単位） 

英語総合Ⅰ・Ⅱを各１単位，英語コミュニケーションⅠ・Ⅱを各１単位，合計４単位を修得するこ
と。 

 
② 外国語科目（英語以外の外国語）（４単位） 

１外国語を選択し，初級（入門）を２単位，初級（発展）を２単位，合計４単位を修得すること。 
    

③ 健康・スポーツ科目（２単位） 
健康・スポーツＡ（１単位）及び健康・スポーツＢ（１単位）を修得すること。 

 
④ 情報科目（２単位） 

情報基礎Ａ（２単位）を修得すること。 
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Ⅱ 学問知科目，探究知科目及び実践知科目（１２単位） 
必修単位（１２単位） 
① 「人文社会科学・教育学領域科目」から憲法（２単位）を修得すること。 
② 「人文社会科学・教育学領域科目」から憲法を除き２単位を修得すること。 
③ 「理学・工学領域科目」から２単位を修得すること。 
④ 「農学領域科目」から２単位を修得すること。 
⑤ 「環境科目」，「地域科目」，「地域課題演習科目」から４単位を修得すること。 

 
 
 ※Ⅲ 選択（４単位） 

次の区分から４単位を修得すること。なお，区分ごとに修得できる上限があるので注意すること。 
また，いわて高等教育コンソーシアムにおける単位互換制度に基づき，他大学で修得した科目を含むこと

ができる。 
① 「外国語科目」（「英語発展」のみ。２単位まで） 
② 「健康・スポーツ科目」（１単位まで） 
健康・スポーツＣ（シーズン）は，人数制限があるので注意すること。 

③ 「情報科目」（２単位まで） 
④ 「人文社会科学・教育学領域科目」（憲法を除く）（２単位まで） 
⑤ 「理学・工学領域科目」（２単位まで） 
⑥ 「農学領域科目」（２単位まで） 
⑦ 「地域科目」，「地域課題演習科目」（２単位まで） 

 
 
－履修上の注意事項－ 

１ 「外国語科目」，「健康・スポーツ科目」，「情報科目」は１年次に，それぞれ決められた時間帯で履修
すること。また，「外国語科目（英語発展）」は２年次以降に履修すること。 
 

２ 履修については，本冊子及び授業時間割表を参考にし，間違いのないよう注意すること。 
  なお，同一名称の授業科目は重複して履修できない。ただし，日本語以外の外国語科目は重複して履修で

きる。 
また，履修にあたっては前期のみ又は後期のみの開設授業科目や年度により開設しない授業科目があるので

注意すること。 
  
 ３ 外国語科目は，入学時に決定する決定語学のとおりに履修すること（掲示により確認すること）。 

決定語学は変更できない。 
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 理 工 学 部 
教養教育科目の授業科目区分及び単位数等は前述のとおりですが，修得すべき単位数及び履修方法について

は，以下のようになりますので，熟読のうえ履修してください。 
 

表Ⅱｃ 教養教育科目の修得すべき単位数 
 
    

区       分 
 
 

 
理 工 学 部 

 
必修 
単位 

選択 
（選択可能） 単位 

教 
養 
教 
育 
科 
目 

技法知科目 
外国語科目 

英語 
８ 

（２） 

７ 
「Ⅲ 選択」

参照 

英語以外  
日本語  

健康・スポーツ科目 １ （１） 
情報科目 ２ （２） 
技法知科目修得単位数計 １１  

学問知科目 
人文社会科学・教育学領域科目 ２ （２） 
理学・工学領域科目 ２ （２） 
農学領域科目 ２ （２） 
学問知科目修得単位数計 ６  

探究知科目 
環境科目 

４ 
 

地域関連科目 
地域科目 

（２） 
実践知科目 地域課題演習科目 

探究知・実践知科目取得単位合計数 ４  
教養教育科目修得単位数計 ２８ 

 （注）１．各区分から修得すべき単位数以上を履修すること。 
    ２．「選択可能」欄の数字は，教養教育科目の修得すべき単位数のうち，各科目から「選択」として修得 

できる上限単位数を表す。 
    ３．上記の表だけで判断せず，下の説明も確認すること。 
 
 
 Ⅰ 技法知科目（１１単位） 
   必修単位（１１単位） 

① 外国語科目（英語・英語以外の外国語）（８単位） 
英語，英語以外の外国語を次のａ～ｂのどちらか１つの履修形態を選択し修得すること。 
ａ．英語８単位 

英語総合Ⅰ・Ⅱを各２単位，英語コミュニケーションⅠ・Ⅱを各２単位，合計８単位 
ｂ．英語４単位，英語以外の外国語４単位，計８単位 

英語総合Ⅰ・Ⅱを各１単位，英語コミュニケーションⅠ・Ⅱを各１単位，計４単位及び英語以外       
の外国語から１外国語を選択し，初級（入門）を２単位，初級（発展）を２単位，計４単位，合 
計８単位 

 
② 健康・スポーツ科目（１単位） 

健康・スポーツＡ（１単位）を修得すること。 
 

③ 情報科目（２単位） 
情報基礎Ａ（２単位）を修得すること。 
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Ⅱ 学問知科目，探究知科目及び実践知科目（１０単位） 
必修単位（１０単位） 
① 「人文社会科学・教育学領域科目」から２単位を修得すること。 
② 「理学・工学領域科目」から２単位を修得すること。 
③ 「農学領域科目」から２単位を修得すること。 
④ 「環境科目」，「地域科目」，「地域課題演習科目」から４単位を修得すること。 

 
 
 ※Ⅲ 選択（７単位） 

次の区分から７単位を修得すること。なお，区分ごとに修得できる上限があるので注意すること。 
また，いわて高等教育コンソーシアムにおける単位互換制度に基づき，他大学で修得した科目を含むこと

ができる。 
① 「外国語科目」（「英語発展」のみ。２単位まで） 
② 「健康・スポーツ科目」（１単位まで） 

  健康・スポーツＢ，健康・スポーツＣ（シーズン）は，人数制限があるので注意すること。 
③ 「情報科目」（２単位まで） 
④ 「人文社会科学・教育学領域科目」（２単位まで） 
⑤ 「理学・工学領域科目」（２単位まで） 
⑥ 「農学領域科目」（２単位まで） 

   ⑦ 「地域科目」，「地域課題演習科目」（２単位まで） 
 
 
－履修上の注意事項－ 
１ 「外国語科目」，「健康・スポーツ科目」，「情報科目」は１年次に，それぞれ決められた時間帯で履修す

ること。また，「外国語科目（英語発展）」は２年次以降に履修すること。 
 
２ 教育職員免許状取得希望者は，日本国憲法として「人文社会科学・教育学領域科目」で憲法２単位，健康・

スポーツ科目２単位修得する必要があるので注意すること。 
 
３ 履修については，本冊子及び授業時間割表を参考にし，間違いのないよう注意すること。 
   なお，同一名称の授業科目は重複して履修できない。ただし，日本語以外の外国語科目は重複して履修でき

る。 
また，履修にあたっては前期のみ又は後期のみの開設授業科目や年度により開設しない授業科目があるので

注意すること。 
  
４ 外国語科目は，入学時に決定する決定語学のとおりに履修すること（掲示により確認すること）。 

決定語学は変更できない。 
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 農  学  部 
教養教育科目の授業科目区分及び単位数等は前述のとおりですが，修得すべき単位数及び履修方法について

は，以下のようになりますので，熟読のうえ履修してください。 
 
表Ⅱｄ 教養教育科目の修得すべき単位数 

 
    

区       分 
 
 

 
農 学 部 

 
必修 
単位 

選択 
（選択可能） 単位 

教 
養 
教 
育 
科 
目 

技法知科目 
外国語科目 

英語 
８ 

（２） 

７ 
「Ⅲ 選択」

参照 

英語以外  
日本語  

健康・スポーツ科目 １ （２） 
情報科目 ２ （２） 
技法知科目修得単位数計 １１  

学問知科目 
人文社会科学・教育学領域科目 ２ （２） 
理学・工学領域科目 ２ （２） 
農学領域科目 ２ （２） 
学問知科目修得単位数計 ６  

探究知科目 
環境科目 

４ 
 

地域関連科目 
地域科目 

（２） 
実践知科目 地域課題演習科目 

探究知・実践知科目取得単位合計数 ４  
教養教育科目修得単位数計 ２８ 

 （注）１．各区分から修得すべき単位数以上を履修すること。 
    ２．「選択可能」欄の数字は，教養教育科目の修得すべき単位数のうち，各科目から「選択」として修得 

できる上限単位数を表す。 
   ３．上記の表だけで判断せず，下の説明も確認すること。 

 
 
 Ⅰ 技法知科目（１１単位） 
   必修単位（１１単位） 
   ① 外国語科目（英語・英語以外の外国語）（８単位） 

英語，英語以外の外国語を次のａ～ｂのどちらか１つの履修形態を選択し修得すること。 
ａ．英語８単位 

英語総合Ⅰ・Ⅱを各２単位，英語コミュニケーションⅠ・Ⅱを各２単位，合計８単位 
ｂ．英語４単位，英語以外の外国語４単位，計８単位 

英語総合Ⅰ・Ⅱを各１単位，英語コミュニケーションⅠ・Ⅱを各１単位，計４単位及び英語以外
の外国語から１外国語を選択し，初級（入門）を２単位，初級（発展）を２単位，計４単位，合
計８単位 

 
② 健康・スポーツ科目（１単位） 
健康・スポーツＡ（１単位）を修得すること。 

 
③ 情報科目（２単位） 

情報基礎Ａ（２単位）を修得すること。 
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Ⅱ 学問知科目，探究知科目及び実践知科目（１０単位） 
 必修単位（１０単位） 
① 「人文社会科学・教育学領域科目」から２単位を修得すること。 
② 「理学・工学領域科目」から２単位を修得すること。 
③ 「農学領域科目」から２単位を修得すること。 
④ 「環境科目」，「地域科目」，「地域課題演習科目」から４単位を修得すること。 

 
 
 ※Ⅲ 選択（７単位） 

次の区分から７単位を修得すること。なお，区分ごとに修得できる上限があるので注意すること。 
また，いわて高等教育コンソーシアムにおける単位互換制度に基づき，他大学で修得した科目を含むこと

ができる。 
① 「外国語科目」（「英語発展」のみ。２単位まで） 
② 「健康・スポーツ科目」（２単位まで） 
  健康・スポーツＢ，健康・スポーツＣ（シーズン）は，人数制限があるので注意すること。 
③ 「情報科目」（２単位まで） 
④ 「人文社会科学・教育学領域科目」（２単位まで） 
⑤ 「理学・工学領域科目」（２単位まで） 
⑥ 「農学領域科目」（２単位まで） 
⑦ 「環境科目」，「地域科目」，「地域課題演習科目」から４単位を修得すること。 

 
 
－履修上の注意事項－ 

１ 「外国語科目」，「情報科目」，「健康・スポーツ科目」は１年次に，それぞれ決められた時間帯で履修
すること。また，「外国語科目（英語発展）」は２年次以降に履修すること。 

 
２ 教育職員免許状取得希望者は，日本国憲法として「人文社会科学・教育学領域科目」で憲法２単位，健康

・スポーツ科目２単位修得する必要があるので注意すること。 
 
３ 履修については，本冊子及び授業時間割表を参考にし，間違いのないよう注意すること。 

なお，同一名称の授業科目は重複して履修できない。ただし，日本語以外の外国語科目は重複して履修で
きる。 
また，履修にあたっては前期のみ又は後期のみの開設授業科目や年度により開設しない授業科目があるの

で注意すること。 
 

４ 外国語科目は，入学時に決定する決定語学のとおりに履修すること（掲示により確認すること）。 
決定語学は変更できない。 

 

Ⅱ-20



専門教育について

Ⅳ

教育学部

専
門
教
育

教
育
学
部



教育学部の皆さんへ 

次ページ以降の教育学部における履修についての説明は，以下の構成になっています。 

 

１．１ 教育学部の理念と目的 

１．２ 教育学部の学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

１．３ 岩手大学教育学部教育課程規則 

１．４ 課程等の紹介 

 

２．教育学部の専門教育科目卒業要件：概要（初めにこの項を必ずご覧ください。） 

２．１ 卒業要件単位数 

２．１．１ 小学校教育コース 

（１）国語・社会・英語・音楽・美術・保健体育の各サブコース 

（２）教育学・心理学・情報教育学・特別支援教育の各サブコース 

２．１．２ 中学校教育コース 

２．１．３ 理数教育コース 

２．１．４ 特別支援教育コース 

２．２ 卒業要件科目（教育学部専門教育科目）：詳細版（具体的な科目一覧表が掲載されています。） 

２．２．１ 小学校教育コース 

（１）国語・社会・英語・音楽・美術・保健体育の各サブコース 

（２）教育学・心理学・情報教育学・特別支援教育の各サブコース＜「小学校一種＋中学校二種」免許を取

得する場合＞ 
（３）教育学・心理学・情報教育学・特別支援教育の各サブコース＜「小学校一種＋特別支援一種」免許を取得す

る場合＞ 

２．２．２ 中学校教育コース 

（１）「中学校一種＋小学校二種」免許を取得する場合 

（２）「中学校一種＋中学校他教科二種」免許を取得する場合 

２．２．３ 理数教育コース 

      （１）小学校教育専修 ＜「小学校一種＋中学校一種」免許を取得する場合＞ 

      （２）中学校教育専修 ＜「中学校一種＋小学校二種」免許を取得する場合＞ 

２．２．４ 特別支援教育コース 

      （１）基礎免として小学校免許を取得する場合 

（２）基礎免として中学校免許を取得する場合 

２．３ 教育実習の受講資格及び卒業研究の着手条件，履修科目登録単位の上限について  

Ⅰ 教育実習の受講資格  Ⅱ 卒業研究の着手条件  

Ⅲ 履修科目登録単位の上限（ＣＡＰ制）の特例 

 

３．授業科目及び履修年次 

３．１ 教職専門科目＜一覧表＞＜個表＞ 

３．２ 教科専門科目（小学校科目） 

３．３ 小学校教育コースあるいは中学校教育コースの開講科目 

（１）国語（２）社会（３）英語（４）音楽（５）美術（６）保健体育（７）教育学 

（８）心理学（９）情報教育学（１０）特別支援教育 

３．４ 理数教育コースの開講科目 

    （１）理科（２）数学 

３．５ 特別支援教育コースの開講科目 

 

４．副免及びその他の教員免許の取り方について 

４．１ コース毎の教員免許の取得について 

４．１．１ 小学校教育コース 

４．１．２ 中学校教育コース 

４．１．３ 理数教育コース 

４．１．４ 特別支援教育コース 

４．２ 教員免許取得のための必要単位 

４．２．１ 小学校教員免許 

４．２．２ 中学校教員免許／高等学校教員免許 

４．２．３ 特別支援学校教員免許 

 

５．日本語教育副専攻科目について 

 

６．公認心理師学部カリキュラム修了のための必要単位 



教 育 学 部 

 

１．１ 教育学部の理念と目的 

 
（理念） 

岩手大学教育学部は，幅広い視野と教養，専門的知識・技能，及び実践的な指導力を兼ね備えた学

校教員を養成するとともに，教育分野に関わる理論的・実践的な教育研究を行うことで，学校教育の

発展に貢献する。 

 

（目的） 

本学部は，教員養成の専門学部として，教育に関する理論的・実践的な力量，教育内容とその背景

をなす諸学問の理解及び豊かな人間性・社会性を備え，地域の要請に応えつつ，教員としての意欲と

高い使命感をもって教育に取り組むことができる教員の養成を目的とする。 
 

１．２ 教育学部の学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

 岩手大学教育学部の理念と教育目標に則り，所定の教育課程（複数免許取得を含む）を修了し， 
以下の各項目を身につけた学生に「学士（教育）」の学位を授与する。  
 
【小学校教育コース】  
 
（知識・理解）  
１．総合的思考力を養うために幅広い視野と教養を身につけている。  
２．小学校教育及び子どもに関する基礎的な知識を身につけている。  
３．各教科等の内容及び指導法に関する基礎的な知識を身につけている。  
４．専攻する学問分野の専門的知識を身につけている。  
 
（思考・判断）  
５．学校教育に関する総合的な基礎的知識と実践的な体験を通して，学校教育について多面的かつ実

 践的に思考・判断する能力を身につけている。  
６．専攻する学問分野の探究的な活動を通して，課題分析力，論理的思考力及びものごとを創造的に

 アプローチする能力を身につけている。  
 
（技能・表現）  
７．小学校における学習指導及び生活指導のための基礎的な技能を身につけている。  
８．ものごとを計画的に進め，その結果を整理して口頭や文章で的確に表現することができる。 
また，授業や話し合いを主導的に進めたり，協調的に議論したりすることができる。  

 
（関心・意欲）  
９．学校教育の現状や課題に強い関心を持ち，学校教育の発展に貢献しようとする意欲を持っている。  
 
（態度）  
１０．学校教育に対する強い使命感と責任を自覚し，常に学び続けようとする態度を身につけている。 
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【中学校教育コース】 

 

（知識・理解） 

１．総合的思考力を養うために幅広い視野と教養を身につけている。 

２．中学校教育及び子どもに関する基礎的な知識を身につけている。 

３．取得する免許教科の内容及び指導法に関する知識を身につけている。 
４．専攻する学問分野の専門的知識を身につけている。 
 
（思考・判断） 

５．学校教育に関する総合的な基礎的知識と実践的な体験を通して，学校教育について多面的かつ実

践的に思考・判断する能力を身につけている。 

６．専攻する学問分野の探究的な活動を通して，課題分析力，論理的思考力及びものごとを創造的に

アプローチする能力を身につけている。 

 

（技能・表現） 

７．中学校における学習指導及び生活指導のための基礎的な技能を身につけている。 

８．ものごとを計画的に進め，その結果を整理して口頭や文章で的確に表現することができる。 

また，授業や話し合いを主導的に進めたり，協調的に議論したりすることができる。 

 

（関心・意欲） 

９．学校教育の現状や課題に強い関心を持ち，学校教育の発展に貢献しようとする意欲を持っている。 

 

（態度） 

１０．学校教育に対する強い使命感と責任を自覚し，常に学び続けようとする態度を身につけている。 

 

【理数教育コース】 

 
（知識・理解）  
１．総合的思考力を養うために幅広い視野と教養を身につけている。  
２．義務教育段階の学校教育及び子どもに関する基礎的な知識を身につけている。  
３．理科あるいは算数・数学の内容及び指導法に関する知識を身につけている。 
４．専攻する学問分野の専門的知識を身につけている。  
 
（思考・判断）  
５．学校教育に関する総合的な基礎的知識，理数教育に関する知識，及び実践的な体験を通して，学

 校教育について実践的に思考・判断する能力を身につけている。  
６．専攻する学問分野の探究的な活動を通して，課題分析力，論理的思考力及びものごとを創造的に

アプローチする能力を身につけている。  
 
（技能・表現）  
７．理数教育を中心として小学校及び中学校における学習指導の基本的な技能を身につけている。  
８．小学校及び中学校における生活指導のための基礎的な技能を身につけている。  
９．ものごとを計画的に進め，その結果を整理して口頭や文章で的確に表現することができる。 
また，授業や話し合いを主導的に進めたり，協調的に議論したりすることができる。  

 
（関心・意欲）  
１０．学校教育の現状や課題に強い関心を持ち，理数教育の充実を中心として学校教育の発展に貢献

 しようとする意欲を持っている。  
 
（態度）  
１１．学校教育に対する強い使命感と責任を自覚し，常に学び続けようとする態度を身につけている。 
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【特別支援教育コース】 

 

（知識・理解） 

１．総合的思考力を養うために幅広い視野と教養を身につけている。 

２．特別支援学校における教育及び小学校教育または中学校教育並びに子どもに関する基礎的な知識

を身につけている。 

３．特別支援学校及び小学校または中学校の各教科等の内容並びに指導法に関する基礎的な知識を身

につけている。 

４．特別支援教育の専門的知識を身につけている。 

 

（思考・判断） 

５．学校教育に関する総合的な基礎的知識と実践的な体験を通して，学校教育について多面的かつ実

践的に思考・判断する能力を身につけている。 

６．特別支援教育への探究的な活動を通して，課題分析力，論理的思考力及びものごとを創造的にア

プローチする能力を身につけている。 

 

（技能・表現） 

７．小学校または中学校における学習指導及び生活指導のための基礎的な技能を身につけている。 

８．特別支援学校における指導及び支援，特別支援学校が有するセンター的機能に求められる相談支

援のための基礎的な技能を身につけている。 

９．ものごとを計画的に進め，その結果を整理して口頭や文章で的確に表現することができる。 

また，授業や話し合いを主導的に進めたり，協調的に議論したりすることができる。 

 

（関心・意欲） 

１０．学校教育の現状や課題に強い関心を持ち，学校教育の発展に貢献しようとする意欲を持っている。 

１１．特別支援教育の現状や課題に強い関心を持ち，最新の動向の把握に努め，特別支援教育の発展

に貢献しようとする意欲を持っている。 

 

（態度） 

１２．学校教育に対する強い使命感と責任を自覚し，常に学び続けようとする態度を身につけている。 

１３．特別支援教育に対する強い使命感と責任を自覚し，児童生徒及び保護者の思いに寄り添う態度

を身につけている。 
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１．３ 岩手大学教育学部教育課程規則 
 
 （趣旨） 

第１条 この規則は，国立大学法人岩手大学学則（以下「学則」という。）第３６条第５項の規定に

基づき，岩手大学教育学部（以下「本学部」という。）における専門教育（以下「専門教育」とい

う。）に関し，必要な事項を定めるものとする。 

２ 本学部の教育課程に関する事項は，学則に定めるもののほか，この規則による。 

３ 学則及びこの規則に特別の定めのある場合を除き，教育課程に関する事項は，教授会が定める。 

 （目的） 
第２条  

本学部は，教員養成の専門学部として，教育に関する理論的・実践的な力量，教育内容とその背

景をなす諸学問の理解及び豊かな人間性・社会性を備え，地域の要請に応えつつ，教員としての意

欲と高い使命感をもって教育に取り組むことができる教員の養成を目的とする。 
 （課程，コース，サブコース及び専修） 

第３条 本学部に学校教育教員養成課程を置く。学校教育教員養成課程に次のとおりコース及びサブ

コースを置く。 
学校教育教員養成課程 

小学校教育コース 

国語サブコース 

   社会サブコース 
   英語サブコース 

   音楽サブコース 

   美術サブコース 

   保健体育サブコース 

   教育学サブコース 

   心理学サブコース 
   情報教育学サブコース 

   特別支援教育サブコース 

中学校教育コース 

国語サブコース 

   社会サブコース 
   英語サブコース 

   音楽サブコース 

   美術サブコース 

   保健体育サブコース 

理数教育コース 

   理科サブコース 

   数学サブコース 

特別支援教育コース 
２ 学校教育教員養成課程理数教育コースの理科及び数学の各サブコースに小学校教育専修及び中

学校教育専修を置く。 
 （専門教育の授業科目） 

第４条 専門教育における授業科目（以下「科目」という。）は，必修科目，選択必修科目及び選択

科目からなる。 

２ 科目は，講義，演習，実験，実習，教育実習及び卒業研究等による。 

３ 科目の種類とその単位数は，別表１による。 

４ 科目の必修と選択の別，年次配当，時間数及び履修方法等並びに教育実習に係る特別措置につい

ては別に定める。 

 （科目等の公示） 

第５条 各学期に開講する科目，授業時間及び担当教員は，学期の初めに公示する。 

  
 
 

Ⅳ-4



 
（履修科目の届出） 

第６条 学生は，履修しようとする科目を学期当初の指定の期間内に学部長に届け出なければならな

い。 

２ 学期の途中から開講する科目については，その時に前項の届出をすることができる。 

３ 第１項及び第２項の届出をしない者は，単位の認定を受けることができない。 

４ 第１項及び第２項の届出の後は科目を変えることはできない。 

５ 他学部の授業科目，国際教育科目又は他大学の開講する授業科目を履修しようとする学生は，所

定の手続きを経て許可を得なければならない。 

６ 他学部及び他大学に在籍する学生が本学部の科目の履修を願い出たときは，前項に準ずる。 

 （成績評価） 

第７条 科目の成績は，秀，優，良，可及び不可の評語で表わし，秀，優，良及び可を合格，不可を

不合格とする。 

２ 試験を行う場合は，各学期末に行う。ただし，科目によっては，各学期末以外の適当な時期に行

うことができる。 

 （卒業認定） 

第８条 学部を卒業するには，別表２に定める所定の単位を修得しなければならない。 

２ 卒業の要件として学部の定める単位を特に優秀な成績をもって修得したと認められる場合は，岩

手大学における在学期間の特例に関する規則の定めるところにより３年以上４年未満の在学で卒

業を認める。 

３ 前項に関して必要な事項は，別に定める。 

   附 則 （省略） 

   別 表 （省略） 
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１．４ 課程等の紹介 

 

学校教育教員養成課程 

  
学校教育教員養成課程は，「小学校教育コース」，「中学校教育コース」，「理数教育コース」及

び「特別支援教育コース」の４コースからなり，主として小学校，中学校及び特別支援学校の教員を

養成することを目的とする。 

 この課程では，教育に関する理論的・実践的な知識，教育内容とその背景をなす諸学問の理解，及

び豊かな人間性・社会性を備え，意欲と高い使命感を持って地域の教育に取り組むことが出来る教員

を養成する。 
 また，この課程では，幼稚園から小学校，中学校及び特別支援学校のそれぞれにおける発達段階を

見通して子どもを理解する能力及び学校教育現場のいじめ・不登校・学級がうまく機能しない状況 
等の諸課題にも対応できる能力を育成する。 
なお，学校教育教員養成課程では，全学生に複数の教員免許状取得を卒業要件として義務付けてい

る。（以下のコースごとの説明を参照のこと） 
 
 小学校教育コース 

小学校教育コースでは，小学校教員の養成を主たる目的とし，小学校の教科の内容と教育方法につ

いて専門的知識・能力を深めるとともに，学校現場での諸課題に対する実践能力・問題解決能力を身

につける。本コースでは，小学校教員としての得意分野の形成をはかるため，それぞれの専門教育領

域から構成されるサブコースに，１年次後期から所属する。サブコースには，各教科に対応したサブ

コース（国語，社会，英語，音楽，美術，保健体育）のほか，教育学，心理学，情報教育学及び特別

支援教育のサブコースがある。なお，各サブコースの紹介及び配属決定方法については，入学時に配

付される『サブコース所属の手引き』を参照のこと。 
本コースでは，以下に示すとおり，卒業要件として主免及び副免の合わせて二つの教員免許状の取

得を義務付けている。すなわち，各教科に対応したサブコース（国語，社会，英語，音楽，美術，保

健体育）に所属する場合は，主免許として小学校教諭一種免許状及び副免として所属サブコースの該

当教科の中学校教諭免許状（二種免）を取得することを卒業要件とする。教育学サブコース，心理学

サブコース，情報教育学サブコース又は特別支援教育サブコースに所属する場合は，主免として小学

校教諭一種免許状及び副免として希望する教科の中学校教諭免許状（二種免），又は特別支援学校教

諭一種免許状を取得することを卒業要件とする。さらに，どのサブコースに所属していても，希望に

応じて所定の単位を追加取得することにより，所属サブコース以外の教科の中学校・高等学校教諭の

免許，特別支援学校教諭の免許状を取得できる。 
 
 中学校教育コース 

 中学校教育コースは，国語，社会，英語，音楽，美術，保健体育の６サブコースで構成され，学生

の所属するサブコースは入学時に決まっている。本コースでは，それぞれの教科の内容と教育方法に

ついて専門的知識・能力を深めるとともに，学校現場での諸課題に対する実践能力・問題解決能力を

身につけることを目的としている。本コースでは，所属サブコースの教科の中学校教諭一種免許状取

得と，小学校教諭免許状（二種免）あるいは所属サブコースの教科以外の中学校教諭免許状（二種免

）の資格取得を卒業要件としている。 
なお，卒業要件となる上記の中学校教諭一種免許状の取得により，同教科の高等学校教諭一種免許

状も合わせて取得できる。（国語，社会及び美術は，要件が異なるので，「４．２．２中学校教員免

許／高等学校教員免許」以降を必ず参照すること）。さらに希望によっては，所定の単位を取得する

ことにより，所属サブコース以外の教科の中学校・高等学校教諭の免許状，小学校及び特別支援学校

教諭の免許状を取得できる。 
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理数教育コース 

理数教育コースは理科及び数学の２つのサブコースから構成されており，学生の所属するサブコー

スは入学時に決まっている。それぞれのサブコースには，理数系に強い小学校教員の養成を主たる

目的とした「小学校教育専修」と，理科・数学の中学校教員の養成を主たる目的とした「中学校教

育専修」とがある。それぞれの専修の決定は学生の希望に基づいて行い，１年次前期終了時に仮決定

とし，２年次４月履修申告期間末日に正式決定とする。（ただし，推薦入学した学生は小学校教育専

修に決まっている。） 

「小学校教育専修」では，主免となる小学校教諭一種免許状及び副免となるサブコースの教科に対

応する中学校教諭一種免許状の資格取得を卒業要件とする。「中学校教育専修」では，主免となるサ

ブコースの教科に対応する中学校教諭一種免許状と副免となる小学校教諭免許状（二種免）の資格取

得を卒業要件とする。両専修とも，義務教育段階を一貫した理科／算数・数学の指導を先導できる専

門的知識，技術を習得することを目指す。 
 なお，卒業要件となる上記の中学校教諭一種免許状の取得により，同教科の高等学校教諭一種免許

状も合わせて取得できる。さらに希望によっては，所定の単位を履修することにより，所属サブコー

ス以外の教科の中学校・高等学校教諭の免許状，特別支援学校教諭の免許状も取得できる。 

 

特別支援教育コース 

 特別支援教育コースは，特別支援学校，特別支援学級，小学校・中学校等の通常の学級に在籍する

特別な支援を必要とする子どもに対して，自立や社会参加に向けた主体的取り組みを支援する観点か

ら幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握して，適確に指導・支援できる教員の養成を目的とし

ている。 

 学生は，特別支援学校等の特別支援教育に関する教科の内容と教育方法について専門的知識・能力

を深めるとともに，特別支援学校等における特別支援教育に関する専門的・実践的力量を身につけ，

学校現場での諸課題に対応する実践能力・問題解決能力を修得する。 

 本コースでは，主免となる特別支援学校教諭一種免許状，及び基礎免となる小学校教諭一種免許状

あるいは中学校教諭一種免許状の資格取得を卒業要件とする。また，希望によっては，所定の単位を

履修することにより，その他の免許（小，中，高）を取得できる。 
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２．教育学部の専門教育科目卒業要件 
 
 教育学部の卒業要件単位 １３４～１４６単位  
   （教養教育科目２８単位，専門教育科目１０６～１１８単位） 
 
＜はじめに＞ 
 
 教育学部学校教育教員養成課程では，卒業要件として複数の教員免許を取得することが義務づ
けられています。卒業要件とは，卒業するために必要な条件のことを言います。教育学部では，
卒業要件となる教員免許のうち，コースごとに指定される一つめの主たる免許のことを「主免」，
二つめの免許のことを「副免」という名称で位置づけます。（ただし，特別支援教育コースでは
特別支援学校教諭一種免許状の基礎として取得する免許のことを「基礎免」と呼びます。）また，
主免・副免（基礎免）以外の教員免許で，卒業要件とはならない免許のことを「その他の免許」
として，それぞれを区別しています。複数免許（主免・副免（基礎免））の組み合わせパターン
はコースごとに異なりますので注意してください。 
以下は，コースごとに，「主免・副免（基礎免）」の組み合わせパターンとその注意事項，そ

して卒業要件単位の一覧表を提示します。まずはこの項の表でその輪郭をつかんでください。 
なお，各コースの区分ごとの具体的な科目一覧と単位数は，次項「３．授業科目及び履修年次」

に掲載されています。 
 
 
２．１ 卒業要件単位数 
 
２．１．１ 小学校教育コース 
 
 小学校教育コースでは，主免として「小学校一種」免許を取得することはもちろんですが，副
免としてもう一つの免許を取得しなくてはなりません。免許取得の組み合わせパターンはサブコ
ースによって異なります。 
教科サブコース（国語・社会・英語・音楽・美術・保健体育）については，卒業要件として「小

学校一種＋中学校二種（所属サブコース）」免許の取得が義務づけられています。 
教科以外のサブコース（教育学・心理学・情報教育学・特別支援教育）については，「小学校

一種＋中学校二種」又は「小学校一種＋特別支援一種」のどちらかのパターンの免許取得が義務
づけられています。 
 
（１）国語・社会・英語・音楽・美術・保健体育の各サブコース 

              コース 
  
区分 

小学校教育コース  
「小学校一種＋中学校二種」免許を 

取得する場合の卒業要件単位数 

転換教育科目  １ 

教職専門科目 ４２ 
教科専門科目 ３２ 
所属専門科目（中学校教科専門科目） １６（～２１） 
選択科目           １２ 

卒業研究 ６ 
専門教育科目 計 １０９（～１１４） 

教養教育科目 ２８ 
合     計 １３７（～１４２） 

 
区分ごとの具体的な科目一覧と単位数は，次項「３．授業科目及び履修年次」に掲載されています。 
注）区分「所属専門科目１６単位」では，それぞれ副免とする中学校免許の教科専門科目を履修してく

ださい。ただし，選択した教科によっては，二種免許でも免許取得に必要となる教科専門科目の単位数が
１６単位を超える教科があります。このことから，副免として選択した教科によっては，卒業最低単位数
が上表の合計単位数（専門教育科目計１０９単位）を超える場合があります。その場合には上表の「選択
科目１２単位」を活用して，免許取得に必要な単位を満たすことができます。なお，副免の取得について
の詳細は，「４．副免及びその他の教員免許の取り方について」以降を必ず参照してください。 
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（２）教育学・心理学・情報教育学・特別支援教育の各サブコース 
           コース 
  
区分 

小学校教育コース（教育学・心理学・情報教育学・特別支援教育サブコース）  

「小学校一種＋中学校二種」免許 

を取得する場合の卒業要件単位数 
「小学校一種＋特別支援一種」免許 

を取得する場合の卒業要件単位数 
転換教育科目  １  １ 
教職専門科目 ４２ ３９ 
教科専門科目 ３２ ３２ 
所属専門科目              １０            ６ 

選択必修科目 
(中学校教科専門科目) 

１２（～２１） 
（特別支援教育に関する科目） 

２６ 
選択科目 ６            ２ 
卒業研究 ６            ６ 

専門教育科目 計 １０９（～１１８） １１２ 
教養教育科目 ２８ ２８ 

合    計 １３７（～１４６） １４０ 

区分ごとの具体的な科目一覧と単位数は，次項「３．授業科目及び履修年次」に掲載されています。 
注）区分「選択必修科目１２単位」（中学校教科専門科目）では，それぞれ副免とする中学校免許の教

科専門科目を履修してください。ただし，選択した教科によっては，二種免許でも免許取得に必要となる
中学校の教科専門科目の単位数が１２単位を超える教科があります。このことから，副免として選択した
教科によっては，卒業最低単位数が上表の合計単位数（専門教育科目計１０９単位）を超える場合があり
ます。その場合には上表の「選択科目６単位」を活用して，免許取得に必要な単位を満たすことができま
す。なお，副免の取得についての詳細は，「４．副免及びその他の教員免許の取り方について」以降を必
ず参照してください。 
 
２．１．２ 中学校教育コース 
 
 中学校教育コースでは，主免として「中学校一種」免許を取得することはもちろんですが，副
免としてもう一つの免許を取得しなくてはなりません。免許取得の組み合わせは，次の二つのパ
ターンがあります。すなわち，①所属するサブコースの教科に対応する「中学校一種」免許と「小
学校二種」免許の組み合わせ，あるいは，②所属するサブコースの教科に対応する「中学校一種」
免許と他教科の「中学校二種」免許の組み合わせ，のいずれかのパターンでの免許取得が義務づ
けられています。 
 
           コース 
  
区分 

中学校教育コース  
「中学校一種＋小学校二種」免許 

を取得する場合の卒業要件単位数 
「中学校一種＋中学校他教科二種」免許 

を取得する場合の卒業要件単位数 

転換教育科目   １        １ 
教職専門科目 ４２           ４１ 

教科専門科目 
（小学校教科専門科目) 

  １６ 
（他教科専門科目【副免】） 

   １２（～２１） 
所属専門科目(各科指定科目)   ３８ ３８ 

選択科目     ４           ８ 
卒業研究     ６            ６ 

専門教育科目 計 １０７ １０６（～１１５） 
教養教育科目   ２８          ２８ 

合     計 １３５ １３４（～１４３） 
  
区分ごとの具体的な科目一覧と単位数は，次項「３．授業科目及び履修年次」に掲載されています。 
注）「中学校一種＋中学校他教科二種」免許を取得する場合，区分「他教科専門科目【副免】１２単位」

で，副免とする教科の教科専門科目を履修してください。ただし，選択した教科によっては，二種免許で
も免許取得に必要となる教科専門科目の単位数が１２単位を超える教科があります。このことから，副免
として選択した教科によっては，卒業最低単位数が上表の合計単位数（専門教育科目計１０６単位）を超
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える場合があります。その場合には上表の「選択科目８単位」を活用して，免許取得に必要な単位を満た
すことができます。なお，副免の取得についての詳細は，「４．副免及びその他の教員免許の取り方につ
いて」以降を必ず参照してください。 
 

２．１．３ 理数教育コース 
 
 理数教育コースでは，専修ごとに複数免許の取得パターンが異なります。小学校教育専修では，
主免として「小学校一種」免許を取得することはもちろんですが，副免として，所属するサブコ
ースの教科に対応する「中学校一種」免許を取得しなくてはなりません。中学校教育専修では，
主免として，所属するサブコースの教科に対応する「中学校一種」免許を，副免として「小学校
二種」免許を取得することが卒業要件として義務づけられています。 
 
        専修 

 区分 
小学校教育専修 中学校教育専修  

「小学校一種＋中学校一種」免許を 

取得する場合の卒業要件単位数 

「中学校一種＋小学校二種」免許を 

取得する場合の卒業要件単位数 

転換教育科目   １   １ 
教職専門科目   ４４   ４４ 

 教科専門科目 （小学校教科専門科目) 

  ３０ 
（小学校教科専門科目) 

   １６ 
所属専門科目   ２８   ３６ 
選択科目     ２   ６ 

卒業研究     ６     ６ 
専門教育科目 計 １１１ １０９ 

教養教育科目   ２８   ２８ 
合    計 １３９ １３７ 

 
区分ごとの具体的な科目一覧と単位数は，次項「３．授業科目及び履修年次」に掲載されてい

ます。 
 
２．１．４ 特別支援教育コース 
 
 特別支援教育コースでは，主免として「特別支援学校一種」免許の取得が義務づけられていま
す。また，基礎免として「小学校一種免許」あるいは「中学校一種免許」のいずれかを取得する
ことが卒業要件として義務づけられています。 
 
                  基礎免 

 区分 
小学校免許を取得する 

場合の卒業要件単位数 
中学校免許を取得する 

場合の卒業要件単位数 
 

転換教育科目   １   １ 
教職専門科目   ３９   ３９ 
教科専門科目 

  ３２ 
（各科指定教科専門科目） 

  ３２ 
所属専門科目（特別支援教育に関する科目）   ２６   ２６ 
選択科目     ３    ３ 
卒業研究     ６     ６ 

専門教育科目 計 １０７ １０７ 
教養教育科目   ２８   ２８ 

合    計 １３５ １３５ 
 
区分ごとの具体的な科目一覧と単位数は，次項「３．授業科目及び履修年次」に掲載されてい

ます。 
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２．２　卒業要件科目（教育学部専門教育科目）

（１）国語・社会・英語・音楽・美術・保健体育の各サブコース

科　目　名 単位数

転換教育科目 基礎ゼミナール １単位

教職入門 ２

教育概論 ２

学校安全学と防災教育 ２

教育・学校心理学 ２

発達心理学 ２

特別支援教育 ２

右記別欄①から１科目選択必修 ２

右記別欄②から１科目選択必修 ２

道徳教育の理論と実践 ２

総合的な学習の時間の理論と実践 ２

特別活動の理論と方法 ２

教育課程・教育方法論 ２

教育におけるICT活用法 １

プログラミング基礎 １

生徒指導・進路指導 ２

教育相談 ２

観察実習（小） １

学校体験実習（小） １

教育実習研究（小） １

教育実習研究（中・高） １

小学校教育実習 ４

中学校教育実習 ２

教職実践演習 ２

小　計 ４２単位

小学校算数　　 ２

小学校理科 ２

小学校体育Ａ　 １

小学校英語　　 ２

小学校音楽Ａ　 　 １

小学校国語 ２

小学校社会 ２

小学校図画工作 ２

小学校家庭科 ２

小学校生活科 ２

教科の指導法（小学校１０教科） ２０

小　計 ３２単位

配属サブコースの科目（中学校教科専門科目）から １４（～１９）

教科の指導法（中学校） ２

小　計 １６（～２１）単位

選択科目※ 教育学部の専門教育科目から選択 １２単位

卒業研究 卒業研究 ６単位

合　計

別欄②科目

教職専門科目

教科専門科目

選択科目※について

小　学　校　教　育　コ　ー　ス

「小学校一種+中学校二種」免許を取得する場合の卒業要件単位数

注）区分「所属専門科目１６単位」では，それぞれ副免とする中学校免許の教科専門科目を履修してください。ただ
し，選択した教科によっては，二種免許でも免許取得に必要となる教科専門科目の単位数が１６単位を超える教科が
あります(保健体育２１単位)。このことから，副免として選択した教科によっては，卒業最低単位数が上表の合計単
位数（専門教育科目計１０９単位）を超える場合があります。その場合には上表の「選択科目１２単位」を活用し
て，免許取得に必要な単位を満たすことができます。なお，副免の取得についての詳細は「４．副免及びその他の教
員免許の取り方について」以降を必ず参照してください。

　卒業要件となる専門科目の一覧表をコースごとに示します。それぞれのコースの表に記載されている科目の単位を
すべて修得し，かつコースごとに定められた複数の教員免許状を取得し資格を得た場合に卒業要件を満たすことに
なります。なお，副免として中学校教員免許を取得する場合には，教科によって免許取得に必要な単位数が異なりま
す。以下の表に記された合計単位数を超える場合がありますので注意してください。

２．２．１　小学校教育コース

所属専門科目

　　　　　　　コース

　区分

教育法規
学校経営・制度論

２
２

教育の思想
教育の歴史
教育学特殊講義Ａ

２
２
２

他学部の科目，国際教育科
目，いわて高等教育コン
ソーシアム単位互換科目及
び海外協定大学の科目のう
ち，本学部の科目として認
定できなかった科目を，選
択科目として１０単位まで卒
業要件として認定することが
できます。

１０９（～１１４）単位

別欄①科目

選択必修

５単位
５
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（２）教育学・心理学・情報教育学・特別支援教育の各サブコース＜「小学校一種＋中学校二種」免許を取得する場合＞

科　目　名 単位数

転換教育科目 基礎ゼミナール １単位

教職入門 ２

教育概論 ２

学校安全学と防災教育 ２

教育・学校心理学 ２

発達心理学 ２

特別支援教育 ２

右記別欄①から１科目選択必修 ２

右記別欄②から１科目選択必修 ２

道徳教育の理論と実践 ２

総合的な学習の時間の理論と実践 ２

特別活動の理論と方法 ２

教育課程・教育方法論 ２

教育におけるICT活用法 １

プログラミング基礎 １

生徒指導・進路指導 ２

教育相談 ２

観察実習（小） １

学校体験実習（小） １

教育実習研究（小） １

教育実習研究（中・高） １

小学校教育実習 ４

中学校教育実習 ２

教職実践演習 ２

小　計 ４２単位

小学校算数　　 ２

小学校理科 ２

小学校体育Ａ　 １

小学校英語　　 ２

小学校音楽Ａ　 　 １

小学校国語 ２

小学校社会 ２

小学校図画工作 ２

小学校家庭科 ２

小学校生活科 ２

教科の指導法（小学校１０教科） ２０

小　計 ３２単位

所属専門科目 配属サブコースの科目から １０単位

中学校教科専門科目から １０（～１９）

教科の指導法（中学校） ２

小　計 １２（～２１）単位

選択科目※ 教育学部の専門教育科目から選択　 ６単位

卒業研究 卒業研究 ６単位

合　計 １０９（～１１８）単位

選択必修科目

注）区分「選択必修科目１２単位」では，それぞれ副免とする中学校免許の教科専門科目を履修してください。
「4.2.2(2)教科毎の科目・中・高」以降を参照。ただし，選択した教科によっては，二種免許でも免許取得に必要とな
る教科専門科目の単位数が１２単位を超える教科があります(技術１５単位，理科１４単位，音楽１５単位，社会１６
単位，保健体育２１単位)。このことから，副免として選択した教科によっては，卒業最低単位数が上表の合計単位数
（専門教育科目計１０９単位）を超える場合があります。その場合には上表の「選択科目６単位」を活用して，免許取
得に必要な単位を満たすことができます。なお，副免の取得についての詳細は，「４．副免及びその他の教員免許の
取り方について」以降を必ず参照してください。

　　　　　　　コース

　区分

小　学　校　教　育　コ　ー　ス 別欄①科目

「小学校一種+中学校二種」免許を取得する場合の卒業要件単位数

教育の思想
教育の歴史
教育学特殊講義Ａ

２
２
２

教職専門科目

別欄②科目

教育法規
学校経営・制度論

２
２

教科専門科目

選択科目※について

他学部の科目，国際教育科
目，いわて高等教育コン
ソーシアム単位互換科目及
び海外協定大学の科目のう
ち，本学部の科目として認
定できなかった科目を，選
択科目として上限単位数ま
で卒業要件として認定する
ことができます。

選択必修

５単位
５
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（３）教育学・心理学・情報教育学・特別支援教育の各サブコース＜「小学校一種＋特別支援一種」免許を取得する場合＞

科　目　名 単位数

転換教育科目 基礎ゼミナール １単位

教職入門 ２

教育概論 ２

学校安全学と防災教育 ２

教育・学校心理学 ２

発達心理学 ２

特別支援教育 ２

右記別欄①から１科目選択必修 ２

右記別欄②から１科目選択必修 ２

道徳教育の理論と実践 ２

総合的な学習の時間の理論と実践 ２

特別活動の理論と方法 ２

教育課程・教育方法論 ２

教育におけるICT活用法 １

プログラミング基礎 １

生徒指導・進路指導 ２

教育相談 ２

観察実習（小） １

学校体験実習（小） １

教育実習研究（小） １

小学校教育実習 ４

教職実践演習 ２

小　計 ３９単位

小学校算数　　 ２

小学校理科 ２

小学校体育Ａ　 １

小学校英語　　 ２

小学校音楽Ａ　 　 １

小学校国語 ２

小学校社会 ２

小学校図画工作 ２

小学校家庭科 ２

小学校生活科 ２

教科の指導法（小学校１０教科） ２０

小　計 ３２単位

所属専門科目 配属サブコースの科目から ６単位

選択必修科目 特別支援教育に関する科目 ２６単位

選択科目※ 教育学部の専門教育科目から選択　 ２単位

卒業研究 卒業研究 ６単位

合　計

　副免の取得についての詳細は「４．副免及びその他の教員免許の取り方について」以降を必ず参照してください。

　　　　　　　コース

　区分

小　学　校　教　育　コ　ー　ス 別欄①科目

「小学校一種+特別支援一種」免許を取得する場合の卒業要件単位数

教育の思想
教育の歴史
教育学特殊講義Ａ

２
２
２

教職専門科目

別欄②科目

教育法規
学校経営・制度論

２
２

教科専門科目

選択科目※について

他学部の科目，国際教育科
目，いわて高等教育コン
ソーシアム単位互換科目及
び海外協定大学の科目のう
ち，本学部の科目として認
定できなかった科目を，選
択科目として上限単位数ま
で卒業要件として認定する
ことができます。

１１２単位

選択必修

５単位
５

Ⅳ-13



２．２．２　中学校教育コース

（１）「中学校一種＋小学校二種」免許を取得する場合

科　目　名 単位数

転換教育科目 基礎ゼミナール １単位

教職入門 ２

教育概論 ２

学校安全学と防災教育 ２

教育・学校心理学 ２

発達心理学 ２

特別支援教育 ２

右記別欄①から１科目選択必修 ２

右記別欄②から１科目選択必修 ２

道徳教育の理論と実践 ２

総合的な学習の時間の理論と実践 ２

特別活動の理論と方法 ２

教育課程・教育方法論 ２

教育におけるICT活用法 １

プログラミング基礎 １

生徒指導・進路指導 ２

教育相談 ２

観察実習（中・高） １

学校体験実習（中・高） １

教育実習研究（中・高） １

教育実習研究（小） １

中学校教育実習 ４

小学校教育実習 ２

教職実践演習 ２

小　計 ４２単位

小学校算数　　 ２

小学校理科 ２

小学校音楽Ａ　 １

小学校体育Ａ　 １

小学校英語　　 ２

小学校国語 ２

小学校社会 ２

小学校図画工作 ２

小学校家庭科 ２

小学校生活科 ２

教科の指導法（小学校） １２

小　計 １６単位

各科で指定する中学校教科専門科目 ３０

教科の指導法（中学校） ８

小　計 ３８単位

選択科目※ 教育学部の専門教育科目から選択　 ４単位

卒業研究 卒業研究 ６単位

合　計

　副免の取得についての詳細は「４．副免及びその他の教員免許の取り方について」以降を必ず参照してください。

　　　　　　　コース

　区分

中　学　校　教　育　コ　ー　ス 別欄①科目

「中学校一種+小学校二種」免許を取得する場合の卒業要件単位数

教育の思想
教育の歴史
教育学特殊講義Ａ

２
２
２

教職専門科目

別欄②科目

教育法規
学校経営・制度論

２
２

教科専門科目

選択科目※について

他学部の科目，国際教育科
目，いわて高等教育コン
ソーシアム単位互換科目及
び海外協定大学の科目のう
ち，本学部の科目として認
定できなかった科目を，選択
科目として上限単位数まで
卒業要件として認定すること
ができます。

１０７単位

所属専門科目

選択必修

４単位
４
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（２）「中学校一種＋中学校他教科二種」免許を取得する場合

科　目　名 単位数

転換教育科目 基礎ゼミナール １単位

教職入門 ２

教育概論 ２

学校安全学と防災教育 ２

教育・学校心理学 ２

発達心理学 ２

特別支援教育 ２

右記別欄①から１科目選択必修 ２

右記別欄②から１科目選択必修 ２

道徳教育の理論と実践 ２

総合的な学習の時間の理論と実践 ２

特別活動の理論と方法 ２

教育課程・教育方法論 ２

教育におけるICT活用法 １

プログラミング基礎 １

生徒指導・進路指導 ２

教育相談 ２

観察実習（中・高） １

学校体験実習（中・高） １

教育実習研究（中・高） １

中学校教育実習（主免） ４

中学校教育実習（副免・他教科） ２

教職実践演習 ２

小　計 ４１単位

中学校教科専門科目（副免・他教科） １０（～１９）

教科の指導法（中学校（副免・他教科）） ２

小　計 １２（～２１）単位

各科で指定する中学校教科専門科目（主免） ３０

教科の指導法（中学校（主免）） ８

小　計 ３８単位

選択科目※ 教育学部の専門教育科目から選択　 ８単位

卒業研究 卒業研究 ６単位

合　計

教科専門科目
【副免】

１０６（～１１５）単位

注）区分「教科専門科目【副免】」の１２単位は，副免とする他教科の教科専門科目を履修してください。
「4.2.2(2)教科毎の科目・中・高」以降を参照。ただし，選択した教科によっては，二種免許でも免許取得に必要とな
る教科専門科目の単位数が１２単位を超える教科があります（理科１４単位，音楽１５単位，社会１６単位，技術１５
単位，保健体育２１単位）。このことから，副免として選択した教科によっては，卒業最低単位数が上表の合計単位数
（専門教育科目計１０６単位）を超える場合があります。その場合には上表の「選択科目※８単位」を活用して，免許
取得に必要な単位を満たすことができます。なお，副免の取得についての詳細は「４．副免及びその他の教員免許の取
り方について」以降を必ず参照してください。

　　　　　　　コース

　区分

中　学　校　教　育　コ　ー　ス 別欄①科目

「中学校一種+中学校他教科二種」免許を取得する場合の卒業要件単位数

教育の思想
教育の歴史
教育学特殊講義Ａ

２
２
２

教職専門科目

別欄②科目

教育法規
学校経営・制度論

２
２

他学部の科目，国際教育科
目，いわて高等教育コン
ソーシアム単位互換科目及
び海外協定大学の科目のう
ち，本学部の科目として認
定できなかった科目を，選択
科目として上限単位数まで
卒業要件として認定すること
ができます。

選択科目※について

所属専門科目
（教科専門科目
（主免））
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２．２．３　理数教育コース

（１）小学校教育専修　＜「小学校一種＋中学校一種」免許を取得する場合＞

科　目　名 単位数

転換教育科目 基礎ゼミナール １単位

教職入門 ２

教育概論 ２

学校安全学と防災教育 ２

教育・学校心理学 ２

発達心理学 ２

特別支援教育 ２

右記別欄①から１科目選択必修 ２

右記別欄②から１科目選択必修 ２

道徳教育の理論と実践 ２

総合的な学習の時間の理論と実践 ２

特別活動の理論と方法 ２

教育課程・教育方法論 ２

教育におけるICT活用法 １

プログラミング基礎 １

生徒指導・進路指導 ２

教育相談 ２

ＩＣＴを活用した理数教育 ２

観察実習（小） １

学校体験実習（小） １

教育実習研究（小） １

教育実習研究（中・高） １

小学校教育実習 ４

中学校教育実習 ２

教職実践演習 ２

小　計 ４４単位

小学校音楽Ａ　 １

小学校体育Ａ　 １

小学校英語　　 ２

小学校国語 ２

小学校社会 ２

小学校図画工作 ２

小学校家庭科 ２

小学校生活科 ２

教科の指導法（小学校１０教科） ２０

小　計 ３０単位

各科で指定する中学校教科専門科目 ２０

教科の指導法（中学校） ８

小　計 ２８単位

選択科目※ 教育学部の専門教育科目から選択　 ２単位

卒業研究 卒業研究 ６単位

合　計

　副免の取得についての詳細は「４．副免及びその他の教員免許の取り方について」以降を必ず参照してください。

教職専門科目

教育の思想
教育の歴史
教育学特殊講義Ａ

２
２
２

別欄②科目

教育法規
学校経営・制度論

２
２

教科専門科目
選択科目※について

他学部の科目，国際教育科
目，いわて高等教育コン
ソーシアム単位互換科目及
び海外協定大学の科目のう
ち，本学部の科目として認
定できなかった科目を，選択
科目として上限単位数まで
卒業要件として認定すること
ができます。

１１１単位

所属専門科目

小学校教育専修
　　　ｺｰｽ・ｻﾌﾞｺｰｽ
　　　　　　　　専修

　区分

理数教育コース・理科及び数学サブコース 別欄①科目

「小学校一種+中学校一種」免許を取得する場合の卒業要件単位数

選択必修

１０単位
１０
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（２）中学校教育専修　＜「中学校一種＋小学校二種」免許を取得する場合＞

科　目　名 単位数

転換教育科目 基礎ゼミナール １単位

教職入門 ２

教育概論 ２

学校安全学と防災教育 ２

教育・学校心理学 ２

発達心理学 ２

特別支援教育 ２

右記別欄①から１科目選択必修 ２

右記別欄②から１科目選択必修 ２

道徳教育の理論と実践 ２

総合的な学習の時間の理論と実践 ２

特別活動の理論と方法 ２

教育課程・教育方法論 ２

教育におけるICT活用法 １

プログラミング基礎 １

生徒指導・進路指導 ２

教育相談 ２

ＩＣＴを活用した理数教育 ２

観察実習（中・高） １

学校体験実習（中・高） １

教育実習研究（中・高） １

教育実習研究（小） １

中学校教育実習 ４

小学校教育実習 ２

教職実践演習 ２

小　計 ４４単位

小学校音楽Ａ　 １

小学校体育Ａ　 １

小学校英語　　 ２

小学校国語 ２

小学校社会 ２

小学校図画工作 ２

小学校家庭科 ２

小学校生活科 ２

教科の指導法（小学校） １２

小　計 １６単位

各科で指定する中学校教科専門科目 ２８

教科の指導法（中学校） ８

小　計 ３６単位

選択科目※ 教育学部の専門教育科目から選択　 ６単位

卒業研究 卒業研究 ６単位

合　計

　副免の取得についての詳細は「４．副免及びその他の教員免許の取り方について」以降を必ず参照してください。

中学校教育専修
　　　ｺｰｽ・ｻﾌﾞｺｰｽ
　　　　　　　　専修

　区分

理数教育コース・理科及び数学サブコース 別欄①科目

「中学校一種+小学校二種」免許を取得する場合の卒業要件単位数
教育の思想
教育の歴史
教育学特殊講義Ａ

２
２
２

教職専門科目

別欄②科目

教育法規
学校経営・制度論

２
２

選択科目※について

他学部の科目，国際教育科
目，いわて高等教育コン
ソーシアム単位互換科目及
び海外協定大学の科目のう
ち，本学部の科目として認
定できなかった科目を，選択
科目として上限単位数まで
卒業要件として認定すること
ができます。

所属専門科目

１０９単位

教科専門科目

選択必修

４単位
４
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２．２．４　特別支援教育コース

（１）基礎免として小学校免許を取得する場合

科　目　名 単位数

転換教育科目 基礎ゼミナール １単位

教職入門 ２

教育概論 ２

学校安全学と防災教育 ２

教育・学校心理学 ２

発達心理学 ２

特別支援教育 ２

右記別欄①から１科目選択必修 ２

右記別欄②から１科目選択必修 ２

道徳教育の理論と実践 ２

総合的な学習の時間の理論と実践 ２

特別活動の理論と方法 ２

教育課程・教育方法論 ２

教育におけるICT活用法 １

プログラミング基礎 １

生徒指導・進路指導 ２

教育相談 ２

観察実習（小） １

学校体験実習（小） １

教育実習研究（小） １

小学校教育実習 ４

教職実践演習 ２

小　計 ３９単位

小学校算数　　 ２

小学校理科 ２

小学校体育Ａ　 １

小学校英語　　 ２

小学校音楽Ａ　 　 １

小学校国語 ２

小学校社会 ２

小学校図画工作 ２

小学校家庭科 ２

小学校生活科 ２

教科の指導法（小学校１０教科） ２０

小　計 ３２単位

所属専門科目 特別支援教育に関する科目 ２６単位

選択科目※ 教育学部の専門教育科目から選択 ３単位

卒業研究 卒業研究 ６単位

合　計

　基礎免の取得についての詳細は「４．副免及びその他の教員免許の取り方について」以降を必ず参照してください。

教科専門科目

１０７単位

選択科目※について

他学部の科目，国際教育科
目，いわて高等教育コン
ソーシアム単位互換科目及
び海外協定大学の科目のう
ち，本学部の科目として認
定できなかった科目を，選択
科目として上限単位数まで
卒業要件として認定すること
ができます。

　　　　　　　コース

　区分

特　別　支　援　教　育　コ　ー　ス 別欄①科目

基礎免として小学校免許を取得する場合の卒業要件単位数

教育の思想
教育の歴史
教育学特殊講義Ａ

２
２
２

教職専門科目

別欄②科目

教育法規
学校経営・制度論

２
２

選択必修

５単位
５
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（２）基礎免として中学校免許を取得する場合

科　目　名 単位数

転換教育科目 基礎ゼミナール １単位

教職入門 ２

教育概論 ２

学校安全学と防災教育 ２

教育・学校心理学 ２

発達心理学 ２

特別支援教育 ２

右記別欄①から１科目選択必修 ２

右記別欄②から１科目選択必修 ２

道徳教育の理論と実践 ２

総合的な学習の時間の理論と実践 ２

特別活動の理論と方法 ２

教育課程・教育方法論 ２

教育におけるICT活用法 １

プログラミング基礎 １

生徒指導・進路指導 ２

教育相談 ２

観察実習（中・高） １

学校体験実習（中・高） １

教育実習研究（中・高） １

中学校教育実習 ４

教職実践演習 ２

小　計 ３９単位

各科で指定する中学校教科専門科目 ２４

教科の指導法（中学校） ８

小　計 ３２単位

所属専門科目 特別支援教育に関する科目 ２６単位

選択科目※ 教育学部の専門教育科目から選択　 ３単位

卒業研究 卒業研究 ６単位

合　計

　基礎免の取得についての詳細は「４．副免及びその他の教員免許の取り方について」以降を必ず参照してください。

教科専門科目

１０７単位

他学部の科目，国際教育科
目，いわて高等教育コン
ソーシアム単位互換科目及
び海外協定大学の科目のう
ち，本学部の科目として認
定できなかった科目を，選択
科目として上限単位数まで
卒業要件として認定すること
ができます。

選択科目※について

　　　　　　　コース

　区分

特　別　支　援　教　育　コ　ー　ス 別欄①科目

基礎免として中学校免許を取得する場合の卒業要件単位数

教育の思想
教育の歴史
教育学特殊講義Ａ

２
２
２

教職専門科目

別欄②科目

教育法規
学校経営・制度論

２
２
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２．３ 教育実習の受講資格及び卒業研究の着手条件，履修科目登録単位の上限について  

 

 Ⅰ 教育実習の受講資格  
 

（１）主免教育実習，基礎免教育実習，教育実習研究の受講資格 
 
     小学校教育コース，中学校教育コース，理数教育コースの学生が，主免教育実習及び教育実習研究を受

講するためには，３年次開始時（又は受講しようとする年度の初め）までに，次の 1.～3.の条件を満たし

ていることが必要である。 
特別支援教育コースの学生が，卒業要件となる基礎免教育実習及び教育実習研究を受講するためには，

３年次開始時（又は受講しようとする年度の初め）までに，次の 1.～3.の条件を満たしていることが必要

である。 
 

     １．「基礎ゼミナール」，「教職入門」，｢教育概論」，「生徒指導・進路指導」， 
「教育相談」，｢観察実習」，「学校体験実習」を履修（単位取得）済みであること。  

      
２．実習する校種ごとに，以下の単位を履修（単位取得）済みであること。 

・小学校で実習をする場合は，小学校の教科の指導法から最低６単位を履修済みであること。 
・中学校で実習をする場合は，中学校の該当教科の教科指導法から最低２単位を履修済みであること。 

      
３．次に掲げる単位数以上の単位を取得済みであること。 

       教養教育科目   １８単位 

       専門教育科目   ３０単位 

 

  （２）副免教育実習の受講資格 
 
     小学校教育コース，中学校教育コース，理数教育コースの学生が，副免教育実習を受講するためには，

副免教育実習を受講しようとする年度の初めまでに，次の1.と2.の条件を満たしていることが必要である。 
 

     １．主免教育実習を履修済みであること。 

      （ただし，４年次で主免教育実習と副免教育実習を同時に履修する場合に限り，主免教育実習と副免 
教育実習の同時履修を認めるものとする。） 

 
２．実習する校種ごとに，以下の単位を履修（単位取得）済みであること。 
・小学校で実習をする場合は，小学校の教科の指導法から最低６単位を履修済みであること。 
・中学校で実習をする場合は，中学校の該当教科の教科指導法から最低２単位を履修済みであること。 
・特別支援学校で実習をする場合は，「特別支援教育概説」を履修済みであること，及び「知的障害者

の心理・生理・病理」，「知的障害教育課程論」，「知的障害教育指導法」の３科目から最低４単位

を履修済みであること。 
 

 

  （３）特別支援教育コースの特別支援学校での教育実習の受講資格 
 
     特別支援教育コースの学生が，特別支援学校で教育実習を受講するためには，特別支援教育実習を受講 

しようとする年度の初めまでに，次の 1.と 2.の条件を満たしていることが必要である。 
 

     １．卒業要件となる基礎免教育実習を履修済みであること。 
      （ただし，４年次で基礎免教育実習と特別支援教育実習を同時に履修する場合に限り，基礎免教育実 

習と特別支援教育実習の同時履修を認めるものとする。） 
 

２．「特別支援教育概説」を履修（単位取得）済みであること，及び「知的障害者の心理・生理・病理」，

「知的障害教育課程論」，「知的障害教育指導法」の３科目から最低４単位を履修済みであること。 
 

 

Ⅳ-20



（４）卒業要件となっていない教員免許（その他の免許）取得のための教育実習の受講資格 
 

卒業要件となっていない教員免許（その他の免許）を取得するための教育実習の受講には，教育実習を受 
講しようとする年度の初めまでに，次の 1.と 2.の条件を満たしていることが必要である。 

 
１． 主免教育実習（小学校教育コース，中学校教育コース，理数教育コース）あるいは基礎免教育実習

（特別支援教育コース）を履修済みであること。 
ただし，４年次で主免教育実習（基礎免教育実習）とその他の免許取得のための教育実習を同時に

履修する場合に限り，主免教育実習（基礎免教育実習）との同時履修を認めるものとする。 

      
２．実習する校種ごとに，以下の単位を履修（単位取得）済みであること。 
・小学校で実習をする場合は，小学校の教科の指導法から最低６単位を履修済みであること。 
・中学校で実習をする場合は，中学校の該当教科の教科指導法から最低２単位を履修済みであること。 
・特別支援学校で実習をする場合は，「特別支援教育概説」を履修済みであること，及び「知的障害者

の心理・生理・病理」，「知的障害教育課程論」，「知的障害教育指導法」の３科目から最低４単位

を履修済みであること。 
      
Ⅱ 卒業研究の着手条件  

 

（１）卒業研究の着手条件 

 
   学校教育教員養成課程のすべてのコースで，３年次終了時までに，次に掲げる単位数以上の単位を取得済み 

の場合，４年次４月から卒業研究に着手できる。 

       教養教育科目   ２２単位 

       専門教育科目   ７５単位 

   なお，３年次終了時までに上記単位数を取得できなかった場合には，単位数条件を満たした次の学期から卒 
業研究に着手できる。 

 
（２）卒業研究期間 

 
卒業研究の研究期間は，指導教員の指導のもとに少なくとも１年間を要するものとする。 

 

（３）卒業研究論文の提出 

 

   卒業研究をまとめた論文（卒業研究論文）を，指定された日時までに学部長宛てに提出すること。なお，卒 
業研究論文は卒業制作，卒業演奏等に替えることができる。 

 

Ⅲ 履修科目登録単位の上限（ＣＡＰ制）の特例 
 

教育学部学生の履修登録単位数は，２８単位を上限とするが，２８単位の内，所属するコース又はサブコース

により取得を義務づけられた一つめの教育職員免許状の取得にかかる授業科目の登録は２４単位を上限とする。

なお，成績優秀者に認定されると，次の学期の履修は，一つめの教育職員免許状の取得に関する科目に関わらず

２８単位まで例外として履修登録することができる。 
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３．授業科目及び履修年次

＜注意事項＞標準履修年次について

３．１　教職専門科目

＜一覧表＞
科　　　目　　　名 単位数

・教職の意義及び教員の役割・ 教職入門 2
　職務内容（チーム学校運営
　への対応を含む。）
・教育の理念並びに教育 教育概論 2
　に関する歴史及び思想
・教育に関する社会的，
　制度的又は経営的事項
・教育の理念並びに教育 別欄 教育の思想 2
　に関する歴史及び思想 ① 教育の歴史 2
　　　　　 教育学特殊講義Ａ 2

選択 教育学演習Ａ 1
教育学演習Ｂ 1

・教育に関する社会的， 学校安全学と防災教育 2

　制度的又は経営的 別欄 教育法規 2
　事項（学校と地域と ② 学校経営・制度論 2
　の連携及び学校安全 選択 いわての復興教育 2
　への対応を含む。） 教育学演習Ｄ 1

教育学演習Ｅ 1
教育学演習Ｆ 1
小規模学校教育論 2

・幼児，児童及び生徒の 教育・学校心理学 2
　心身の発達及び学習の 発達心理学 2
　過程 心理学概論 2

教育心理学演習 1
発達心理学演習 1
障害者・障害児心理学 2

・特別の支援を必要とする 特別支援教育 2
　幼児，児童及び生徒に
　対する理解

・道徳の理論及び指導法 道徳教育の理論と実践 2

・総合的な探究の時間の指導法 総合的な学習の時間の理論と実践 2

・特別活動の指導法 特別活動の理論と方法 2

・教育課程の意義及び編成 教育課程・教育方法論 2
　の方法（カリキュラム・
　マネジメントを含む。） 教育学特殊講義Ｂ 2
・教育の方法及び技術
・教育の方法及び技術 教育学演習Ｃ 1

教育学演習Ｇ 1
授業実践研究 2
小学校実践研究 1

・情報通信技術を活用した教育 教育におけるICT活用法 1

　の理論及び方法
・生徒指導の理論及び方法 生徒指導・進路指導 2
・進路指導（キャリア教育に
　関する基礎的な事項を含む。）
　の理論及び方法
・教育相談（カウンセリング 教育相談 2
　に関する基礎的な知識を 臨床心理学概論 2
　含む。）の理論及び方法 心理演習 1

心理的アセスメント 1
心理学的支援法 1
観察実習 1

・教育実習 学校体験実習 1
教育実習 4
教育実習研究 1

・教職実践演習 教職実践演習 2

　以降の各ページに記載されている「標準履修年次」とは，あくまで履修が望ましい年次を示しているものであ
り，その年次以降であれば履修可能である。
　例）標準履修年次で2年前期の欄に○が記されている科目の場合は，2年次だけでなく3年次，4年次でも履修でき
る。

教
育
実
践
に
関

す
る
科
目

道
徳
，
総
合
的
な
学
習
の
時
間
等
の
指
導
法
及
び
生
徒
指
導
，
教
育
相
談
等
に
関
す
る
科
目

教員免許法上の区分

教
育
の
基
礎
的
理
解
に
関
す
る
科
目
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＜
教

職
専

門
科

目
・

個
表

＞

必
修

選
択

必
修

選
択

必
修

選
択

必
修

選
択

必
修

選
択

必
修

選
択

必
修

選
択

必
修

選
択

必
修

選
択

前
後

前
後

前
後

前
後

教
育

の
思

想
2

2
2

2
2

2
2

2
2

2
○

2

教
育

の
歴

史
2

2
2

2
2

2
2

2
2

2
○

2

教
育

学
特

殊
講

義
Ａ

2
2

2
2

2
2

2
2

2
2

2

教
育

学
演

習
Ａ

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

3

教
育

学
演

習
Ｂ

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

3

学
校

安
全

学
と

防
災

教
育

2
2

2
2

2
2

2
2

2
2

○
2

教
育

法
規

2
2

2
2

2
2

2
2

2
2

○
2

学
校

経
営

・
制

度
論

2
2

2
2

2
2

2
2

2
2

○
2

い
わ

て
の

復
興

教
育

2
2

2
2

2
2

2
2

2
2

○
○

○
2

教
育

学
演

習
Ｄ

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

3

教
育

学
演

習
Ｅ

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

3

教
育

学
演

習
Ｆ

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

3

小
規

模
学

校
教

育
論

2
2

2
2

2
2

2
2

2
2

○
2

教
育

・
学

校
心

理
学

2
2

2
2

2
2

2
2

2
2

○
2

発
達

心
理

学
2

2
2

2
2

2
2

2
2

2
○

2

心
理

学
概

論
2

2
2

2
2

2
2

2
2

2
○

2

教
育

心
理

学
演

習
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
○

2

発
達

心
理

学
演

習
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
○

2

障
害

者
・

障
害

児
心

理
学

2
2

2
2

2
2

2
2
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2
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2
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別

支
援

教
育
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○
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合
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と

実
践
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2

2
2

2
2

2
2

2
2

○
2

特
別

活
動

の
理

論
と

方
法

【
備

考
２

】
2

2
2

2
2

2
2

2
2

2
○

○
2

・
特

別
活
動

の
指

導
法

教
育

課
程

・
教

育
方

法
論
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2

2
2

2
2
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育
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Ｂ
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1
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育
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演
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Ｃ
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1
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1
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1
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1
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1

3

教
育

学
演

習
Ｇ

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

3

授
業

実
践

研
究

2
2

2
2

2
2

2
2
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2
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2
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学
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実

践
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1

1
1
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1
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編
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2
2

2
2 2

2
2

←
　

　
　

○
　
　

　
→

小
一

種
＋

中
二

種
小

一
種
＋

特
支

一
種

2

2 2

中
一

種
＋
小

二
種

2

教
育

・
心

理
・
情

報
教

育
・

特
支
ｻ
ﾌ
ﾞｺ
ｰ
ｽ

標
準
履

修
年
次

【
備

考
１
】

コ
ー

ス
・
単

位
数

特
支

一
種
＋

小
一

種

2

特
別

支
援

教
育

コ
ー

ス

小
一
種

＋
中

一
種

小
学

校
教
育

専
修

２
年

中
学
校

教
育

コ
ー
ス

科
　

目
　

名
免

許
法

上
の
科

目
単 位 数

取
得

上
限

単
位

教
科

ｻ
ﾌ
ﾞｺ
ｰ
ｽ

小
学
校

教
育

コ
ー

ス

４
年

教
育
・
心
理

・
情

報
教
育

・
特
支

ｻ
ﾌ
ﾞｺ
ｰ
ｽ

中
学
校

基
礎

免
許

中
一
種

＋
小
二

種

中
一

種
＋
他

教
科

二
種

2
○

2

小
学

校
基

礎
免

許

特
支
一

種
＋
中

一
種

３
年

１
年

理
数

教
育

コ
ー

ス

中
学

校
教
育

専
修

・
教
育

に
関

す
る
社

会
的
，

制
度

的
又
は

経
営

的
事
項

・
教
職

の
意

義
及
び

教
員
の

役
割

・
職
務

内
容

（
チ
ー

ム
学

　
校
運

営
へ

の
対
応

を
含
む

。
）

○

2
2

2

2
・

教
育

の
理

念
並
び

に
教
育

に
関

す
る
歴

史
及

び
思
想

2
2

2

教
職

入
門

教
育

概
論

2
2

2

2

22

2

2

2
2

2 2

・
教
育

の
理

念
並
び

に
教
育

に
関

す
る
歴

史
及

び
思
想

・
道
徳

の
理

論
及
び

指
導
法

・
総
合

的
な

探
究
の

時
間
の

指
導

法

←
　
　

　
○
　

　
　

→

←
　
　

　
○
　

　
　

→

←
　
　

　
○
　

　
　

→

←
　
　

　
○
　

　
　

→

・
幼
児

，
児

童
及
び

生
徒
の

心
身

の
発
達

及
び

学
習
の

過
程

・
特
別

の
支

援
を
必

要
と
す

る
幼

児
，
児

童
及

び
生
徒

に
対

　
す
る

理
解

2

2

・
教
育

に
関

す
る
社

会
的
，

制
度

的
又
は

経
営

的
事
項

（
学

　
校
と

地
域

と
の
連

携
及
び

学
校

安
全
へ

の
対

応
を
含

　
む
。

）

・
情
報

通
信

技
術
を

活
用
し

た
教

育
の
理

論
及

び
方
法

2

←
　
　

　
○
　

　
　

→

←
　
　

　
○
　

　
　

→

2
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必
修

選
択

必
修

選
択

必
修

選
択

必
修

選
択

必
修

選
択

必
修

選
択

必
修

選
択

必
修

選
択

必
修

選
択

前
後

前
後

前
後

前
後

生
徒

指
導

・
進

路
指

導
2

2
2

2
2

2
2

2
2

2
○

2

教
育

相
談

【
備

考
３

】
2

2
2

2
2

2
2

2
2

2
○

○
2

臨
床

心
理

学
概

論
2

2
2

2
2

2
2

2
2

2
○

2

心
理

演
習

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

○
1

心
理

的
ア

セ
ス

メ
ン

ト
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
○

1

心
理

学
的

支
援

法
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
○

1

観
察

実
習

（
小

）
1

1
1

1
1

1
○

1

観
察

実
習

（
中

・
高

）
1

1
1

1
1

〇
1

学
校

体
験

実
習

（
小

）
1

1
1

1
1

1
○

1

学
校

体
験

実
習

（
中

・
高

）
1

1
1

1
1

〇
1

小
学

校
教

育
実

習
4

4
4

4
2

4
2

4
2

主 ○
副 ○

4

中
学

校
教

育
実

習
4

2
2

2
4

(
主

)
(
副

)

4
＋
2

2
4

2
4

主 ○
副 ○

4
・
教

育
実
習

高
等

学
校

教
育

実
習

2
2

教
育

実
習

研
究

（
小

）
1

1
1

1
1

1
1

1
1

○
○

○
○

1

教
育

実
習

研
究

（
中

・
高

）
1

1
1

1
1

1
1

1
1

○
○

○
○

1

教
職

実
践

演
習

2
2

2
2

2
2

2
2

2
2

○
2

・
教

職
実
践

演
習

プ
ロ

グ
ラ

ミ
ン

グ
基

礎
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
○

1

S
T
E
A
M

教
育

実
践

演
習

【
備

考
４

】
2

2
2

2
2

2
2

2
2

2
2

Ｉ
Ｃ

Ｔ
を

活
用

し
た

理
数

教
育

【
備

考
５

】
2

2
2

○
2

4
2

4
2

3
9

4
2

4
1

4
4

4
4

3
9

3
9

【
備

考
１

】
標

準
履

修
年

次
の

中
の

「
←

　
→

」
は

，
そ

の
期

間
の

い
ず

れ
か

に
開

講
す

る
も

の
で

，
毎

年
，

前
・

後
期

に
必

ず
開

講
さ

れ
る

も
の

で
は

な
い

こ
と

を
示

し
て

い
る

。

【
備

考
２

】
「

道
徳

教
育

の
理

論
と

実
践

」
及

び
「

特
別

活
動

の
理

論
と

方
法

」
の

履
修

対
象

学
生

を
，

原
則

と
し

て
前

期
は

小
学

校
主

免
，

後
期

は
中

学
校

主
免

の
学

生
と

す
る

こ
と

を
示

し
て

い
る

。

【
備

考
３

】
「

教
育

相
談

」
の

履
修

対
象

学
生

を
，

原
則

と
し

て
前

期
は

小
学

校
教

育
コ

ー
ス

，
後

期
は

中
学

校
教

育
コ

ー
ス

及
び

理
数

教
育

コ
ー

ス
，

特
別

支
援

教
育

コ
ー

ス
と

す
る

こ
と

を
示

し
て

い
る

。

【
備

考
５

】
理

数
教

育
コ

ー
ス

の
学

生
の

み
対

象
の

履
修

科
目

を
示

し
て

い
る

。

【
備

考
４

】
通

年
に

て
２

単
位

の
科

目
で

あ
る

が
，

後
期

に
つ

い
て

は
一

部
集

中
的

に
講

義
を

開
講

す
る

。
実

施
日

に
つ

い
て

は
４

月
の

オ
リ

エ
ン

テ
ー

シ
ョ

ン
で

確
認

し
て

日
程

調
整

す
る

こ
と

。

4
2

教
科

ｻ
ﾌ
ﾞｺ
ｰ
ｽ

特
支
一

種
＋
小

一
種

小
一
種

＋
中

一
種

・
生
徒

指
導

の
理
論

及
び

方
法

・
進
路

指
導

（
キ
ャ

リ
ア

教
育
に

関
す

る
基
礎

的
な
知

識
を

　
含
む

。
）

の
理
論

及
び

方
法

3
9

コ
ー

ス
・

単
位
数

免
許
法

上
の
科

目

4
4

3
9

１
年

標
準
履

修
年

次
【
備

考
１

】

大
学

が
独
自

設
定
す

る
科

目
（
小

学
校

，
中
・

高
（

理
科
・

数
学

）
）

4
2

4
1

4
4

特
別

支
援

教
育
コ
ー

ス

中
学

校
教

育
専
修

中
一
種

＋
小

二
種

特
支
一

種
＋

中
一
種

理
数
教

育
コ
ー
ス

小
学
校

教
育

専
修

中
学

校
教

育
コ
ー

ス

卒
　

業
　

要
　
件

小
学
校

教
育
コ
ー

ス

4
2

3
9

小
一
種

＋
中

二
種

小
一

種
＋
特

支
一

種
科
　

目
　
名

単 位 数
教
育

・
心

理
・
情

報
教

育
・

特
支

ｻ
ﾌ
ﾞｺ
ｰ
ｽ

中
一
種

＋
小

二
種

中
一

種
＋

他
教
科

二
種

中
学

校
基
礎

免
許

大
学
が

独
自
設

定
す

る
科
目

（
小

学
校
，

中
学

校
，
高

校
）

小
学

校
基
礎

免
許

３
年

○
大

学
が

独
自
設

定
す

る
科
目

（
小

学
校
，

中
学

校
，
高

校
）

・
教
育

相
談
（

カ
ウ

ン
セ
リ

ン
グ

に
関
す

る
基

礎
的
な

知
識

　
を
含

む
。
）

の
理

論
及
び

方
法

４
年

取
得

上
限

単
位

教
育

・
心

理
・
情
報

教
育
・

特
支
ｻ
ﾌ
ﾞｺ
ｰ
ｽ

２
年
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３
．

２
教

科
専

門
科

目
（

小
学

校
科

目
）

３
．

２
．

（
１

）
小

学
校

・
教

科
に

関
す

る
科

目

必
修

選
択

必
修

選
択

必
修

選
択

必
修

選
択

必
修

選
択

前
後

前
後

前
後

前
後

小
学

校
算

数
2

2
2

2
2

2
○

○
○

○
○

2

小
学

校
理

科
2

2
2

2
2

2
○

○
2

小
学

校
体

育
Ａ

1
1

1
1

1
1

○
1

小
学

校
英

語
2

2
2

2
2

2
○

○
2

小
学

校
音

楽
Ａ

1
1

4
1

1
1

1
○

○
1

小
学

校
国

語
2

2
2

2
2

2
○

○
2

小
学

校
社

会
2

2
2

2
2

2
○

○
2

小
学

校
図

画
工

作
2

2
2

2
2

2
○

○
2

小
学

校
家

庭
科

2
2

2
2

2
2

○
○

○
○

○
2

小
学

校
生

活
科

2
2

2
2

2
2

○
○

2

小
学

校
音

楽
Ｂ

1
1

1
1

1
1

○
○

○
○

1

小
学

校
体

育
Ｂ

1
1

1
1

1
1

○
○

1

1
2

4
1
0

4
1
2

※
下

記
科

目
は

選
択

科
目

で
あ

る
が

，
教

員
と

し
て

必
要

な
内

容
が

含
ま

れ
て

い
る

。
そ

れ
ぞ

れ
内

容
を

確
認

し
，

各
自

必
要

に
応

じ
て

履
修

す
る

こ
と

が
望

ま
し

い
。

　
・

小
学

校
音

楽
Ｂ

＝
小

学
校

音
楽

科
の

教
材

の
ピ

ア
ノ

弾
き

歌
い

や
読

譜
等

の
実

技
実

習
を

行
う

。
鍵

盤
楽

器
の

未
経

験
者

を
対

象
と

す
る

。

　
・

小
学

校
体

育
Ｂ

＝

科
　

目
　

名
小

学
校

教
育

コ
ー

ス

小
一

種
小

二
種

1
0

理
数

教
育

コ
ー

ス
単 位 数

4
1
2

卒
　

業
　

要
　

件

１
年

３
年

小
一

種

1
2

２
年

コ
ー

ス
・

単
位

数

小
一

種

特
別

支
援

教
育

コ
ー

ス

小
二

種

1
0

小
の

教
科

に
関

す
る

専
門

的
事

項
（

社
会

）

体
育

の
授

業
に

お
い

て
有

効
と

思
わ

れ
る

教
材

や
教

具
の

開
発

を
行

い
，

そ
の

有
効

性
を

検
証

す
る

実
技

を
中

心
と

し
た

ア
ク

テ
ィ

ブ
ラ

ー
ニ

ン
グ

に
よ

っ
て

，
改

善
・

修
正

の
過

程
を

通
し

た
実

践
的

指
導

力
の

向
上

を
図

る
授

業
を

す
る

。

免
許

法
上

の
科

目
取

得
上

限
単

位

標
準

履
修

年
次

中
学

校
教

育
コ
ー

ス

小
の

教
科

に
関

す
る

専
門

的
事

項
（

図
画

工
作

）

小
の

教
科

に
関

す
る

専
門

的
事

項
（

理
科

）

４
年

4

小
の

教
科

に
関

す
る

専
門

的
事

項
（

生
活

）

小
の

教
科

に
関

す
る

専
門

的
事

項
（

家
庭

）

小
の

教
科

に
関

す
る

専
門

的
事

項
（

音
楽

）

小
の

教
科

に
関

す
る

専
門

的
事

項
（

体
育

）

4

小
の

教
科

に
関

す
る

専
門

的
事

項
（

算
数

）

小
の

教
科

に
関

す
る

専
門

的
事

項
（

音
楽

）

小
の

教
科

に
関

す
る

専
門

的
事

項
（

体
育

）

小
の

教
科

に
関

す
る

専
門

的
事

項
（

英
語

）

小
の

教
科

に
関

す
る

専
門

的
事

項
（

国
語

 
書

写
を

含
む

。
）

5
5
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３
．

２
．

（
２

）
小

学
校

・
教

科
の

指
導

法

必
修

選
択

必
修

選
択

必
修

選
択

必
修

選
択

必
修

選
択

前
後

前
後

前
後

前
後

国
語

科
教

育
法

（
小

）
2

2
2

2
2

2
○

○
2

小
（
国
語
）

社
会

科
教

育
法

（
小

）
2

2
2

2
2

2
○

○
○

○
2

小
（
社
会
）

算
数

科
教

育
法

2
2

2
2

2
2

○
○

○
○

○
2

小
（
算
数
）

理
科

教
育

法
（

小
）

2
2

2
2

2
2

○
○

○
○

2
小
（
理
科
）

生
活

科
教

育
法

2
2

2
2

2
2

○
○

2
小
（
生
活
）

音
楽

科
教

育
法

（
小

）
2

2
2

2
2

2
○

○
2

小
（
音
楽
）

図
画

工
作

科
教

育
法

2
2

2
2

2
2

○
○

2
小
（
図
画
工
作
）

家
庭

科
教

育
法

（
小

）
2

2
2

2
2

2
○

○
○

○
○

2
小
（
家
庭
）

体
育

科
教

育
法

（
小

）
2

2
2

2
2

2
○

2
小
（
体
育
）

英
語

科
教

育
法

（
小

）
2

2
2

2
2

2
○

○
2

小
（
英
語
）

2
0

1
2

2
0

1
2

2
0

小
二

種

2
0

卒
　
業
　
要
　
件

2
0

1
2

2
0

1
2

教 科 の 教 育 法 （ 小 ） １ ２ 単 位

※ 音 楽 ・ 図 画 工 作 ・ 体 育 の う ち ２ 科 目 以 上 を 履

修 す る こ と

教 科 の 教 育 法 （ 小 ） １ ２ 単 位

※ 音 楽 ・ 図 画 工 作 ・ 体 育 の う ち ２ 科 目 以 上 を 履

修 す る こ と

小
一

種

小
学
校
・
教
科
の
指
導
法

小
一
種

１
年

２
年

３
年

４
年

取
得

上
限

単
位

免
許
法
上
の
科
目

小
一
種

小
二
種

小
学

校
教

育
コ
ー

ス
科
　
目
　
名

コ
ー
ス
・
単
位
数

標
準
履
修
年
次

単 位 数

中
学

校
教

育
コ
ー
ス

理
数
教
育
コ
ー
ス

特
別
支
援
教
育
コ
ー
ス
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３．３　小学校教育コースあるいは中学校教育コースの開講科目

（１）国語サブコース

区分

必修 選択 必修 選択 必修 選択 前 後 前 後 前 後 前 後

日 本 語 学 概 論 Ａ 2 2 2 2 ○ ○ ○

日 本 語 学 概 論 Ｂ 2 2 2 2 ○ ○ ○

日 本 語 学 講 義 Ａ 2 2 2 2 ○ ○ ○

日 本 語 学 講 義 Ｂ 2 2 2 2 ○ ○

日 本 語 学 講 義 Ｃ 2 2 2 2 ○ ○ ○

日 本 語 学 講 義 Ｄ 2 2 2 2 ○ ○

日 本 語 学 特 別 演 習 Ａ 2 2 2 2 ○ ○

国 文 学 史 Ａ 2 2 2 ○ ○ ○

国 文 学 史 Ｂ 2 2 2 ○ ○

国 文 学 史 Ｃ 2 2 2 ○ ○ ○

国 文 学 講 義 Ａ 2 2 2 2 ○ ○

国 文 学 講 義 Ｂ 2 2 2 2 ○ ○

国 文 学 特 別 演 習 Ａ 2 2 2 2 ○ ○

国 文 学 特 別 演 習 Ｂ 2 2 2 2 ○ ○

国 文 学 実 地 研 究 2 2 2 2 ○ ○ ○

漢 文 学 概 論 2 2 2 ○ ○ ○

漢 文 学 講 義 2 2 2 ○ ○

論 語 講 読 2 2 2 2 ○

漢 字 の 文 化 誌 2 2 2 2 ○ ○

漢 文 学 特 別 演 習 2 2 2 2 ○ ○

漢 文 学 実 地 研 究 2 2 2 2 ○ ○

国 語 科 特 別 演 習 2 2 2 ○

国 語 科 教 育 実 践 特 別 演 習 2 2 2 ○ ○ ○

日 本 語 学 特 殊 講 義 2 2 2 2 ○ ○

国 文 学 特 殊 講 義 2 2 2 2 ○ ○ ○

漢 文 学 特 殊 講 義 2 2 2 2 ○ ○

書 法 基 礎 2 2 2 2 ○ ○

10 4 18 12 16 8

区分

必修 選択 必修 選択 必修 選択 前 後 前 後 前 後 前 後

小 学 校 国 語 2 2 2 2 ○ ○

国 語 科 教 育 法 （ 小 ） 2 2 2 2 ○ ○ 教科の指導法（小学校）

国 語 科 教 育 法 Ⅰ 2 2 2 2 ○

国 語 科 教 育 法 Ⅱ 2 2 2 2 ○

国 語 科 教 育 法 Ⅲ 2 2 2 2 ○

国 語 科 教 育 法 Ⅳ 2 2 2 2 ○

4 8 8

※免許については，「４．副免及びその他の教員免許の取り方について」以降のページから必ず確認すること。

２年 ３年

標準履修年次

中学校教育
コース

4

2

４年１年

４年

30

科　　目　　名

コース・単位数

単
位
数

小学校教育
コース

14

特別支援
教育コース

2

2

教科の指導法（中学校）

教
科
専
門
科
目

教
　
　
科
　
　
専
　
　
門
　
　
科
　
　
目

単
位
数

卒　業　要　件

科　　目　　名

24
卒　業　要　件

備　　考

中学校教育
コース

備　　考
特別支援
教育コース

コース・単位数 標準履修年次

３年
小学校教育

コース
２年１年
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（２）社会サブコース

区分

必修 選択 必修 選択 必修 選択 前 後 前 後 前 後 前 後

日 本 史 概 論 Ａ 2 2 2 2 ○ ○ ○

日 本 史 概 論 Ｂ 2 2 2 2 ○ ○ ○

日 本 近 現 代 史 2 2 2 2 ○ ○ ○

考 古 学 概 論 2 2 2 2 ○ ○ ○

考 古 学 特 殊 講 義 2 2 2 2 ○ ○

西 洋 史 概 論 2 2 2 2 ○ ○ ○

西 洋 史 外 書 講 読 Ａ 2 2 2 2

西 洋 史 外 書 講 読 Ｂ 2 2 2 2

西 洋 史 外 書 講 読 Ｃ 2 2 2 2

西 洋 史 外 書 講 読 Ｄ 2 2 2 2

西 洋 史 特 別 演 習 Ａ 2 2 2 2

西 洋 史 特 別 演 習 Ｂ 2 2 2 2

西 洋 史 特 別 演 習 Ｃ 2 2 2 2

西 洋 史 特 別 演 習 Ｄ 2 2 2 2

西 洋 史 特 別 研 究 Ⅰ 2 2 2 2

西 洋 史 特 別 研 究 Ⅱ 2 2 2 2

西 洋 史 特 別 研 究 Ⅲ 2 2 2 2

西 洋 史 特 別 研 究 Ⅳ 2 2 2 2

西 洋 史 特 別 研 究 Ⅴ 2 2 2 2

東 洋 史 概 論 2 2 2 2 前期又は後期に毎年開講

人 文 地 理 学 概 論 Ａ 2 *2 2 2 ○ ○ ○ *どちらか１科目選択必修

人 文 地 理 学 概 論 Ｂ 2 2 2 2 ○ ○ ○

地 理 学 特 別 演 習 Ａ Ⅰ 2 2 2 2 ○ ○ ○ ３年に一度開講

地 理 学 特 別 演 習 Ａ Ⅱ 2 2 2 2 ○ ○ ○ 　〃

地 理 学 特 別 演 習 Ａ Ⅲ 2 2 2 2 ○ ○ ○ 　〃

地 理 学 特 別 演 習 Ｂ Ⅰ 2 2 2 2 ○ ○ 　〃

地 理 学 特 別 演 習 Ｂ Ⅱ 2 2 2 2 ○ ○ 　〃

地 理 学 特 別 演 習 Ｂ Ⅲ 2 2 2 2 ○ ○ 　〃

地 理 学 実 習 Ａ Ⅰ 1 1 1 1 ○ ○ 　〃

地 理 学 実 習 Ａ Ⅱ 1 1 1 1 ○ ○ 　〃

地 理 学 実 習 Ａ Ⅲ 1 1 1 1 ○ ○ 　〃

地 理 学 実 習 Ｂ Ⅰ 1 1 1 1 ○ ○ 　〃

地 理 学 実 習 Ｂ Ⅱ 1 1 1 1 ○ ○ 　〃

地 理 学 実 習 Ｂ Ⅲ 1 1 1 1 ○ ○ 　〃

自 然 地 理 学 概 論 Ａ 2 *2 2 2 ○ ○ ○ *どちらか１科目選択必修

自 然 地 理 学 概 論 Ｂ 2 2 2 2 ○ ○

地 誌 学 2 2 2 2 ○ ○ ○

法 学 概 論 2 **2 2 2 ○ ○ **どちらか１科目選択必修

人 権 と 教 育 2 2 2 2 ○ ○ ○

法 と 人 権 実 習 1 1 1 1 ○ ○ ○ 隔年開講

法 学 特 別 演 習 Ａ 2 2 2 2

法 学 特 別 演 習 Ｂ 2 2 2 2

法 学 特 別 演 習 Ｃ 2 2 2 2

法 学 特 別 演 習 Ｄ 2 2 2 2

法 学 特 別 演 習 Ｅ 2 2 2 2

法 学 特 殊 講 義 Ａ 2 2 2 2 ○ ○

法 学 特 殊 講 義 Ｂ 2 2 2 2 ○ ○ ○

国 際 政 治 学 2 2 2 2 ○ ○ ○

現 代 政 治 と 公 民 教 育 2 **2 2 2 ○ ○ **どちらか１科目選択必修

社 会 学 概 論 2 ***2 2 2 ○ ○ ○ ***どちらか１科目選択必修

社 会 学 特 殊 講 義 2 2 2 2 ○ ○

社 会 学 特 別 演 習 Ａ Ⅰ 2 2 2 2

社 会 学 特 別 演 習 Ａ Ⅱ 2 2 2 2

社 会 学 特 別 演 習 Ａ Ⅲ 2 2 2 2

社 会 学 特 別 演 習 Ａ Ⅳ 2 2 2 2

社 会 学 特 別 演 習 Ａ Ⅴ 2 2 2 2

社 会 学 特 別 演 習 Ｂ Ⅰ 2 2 2 2

社 会 学 特 別 演 習 Ｂ Ⅱ 2 2 2 2

社 会 学 特 別 演 習 Ｂ Ⅲ 2 2 2 2

社 会 学 特 別 演 習 Ｂ Ⅳ 2 2 2 2

社 会 学 特 別 演 習 Ｂ Ⅴ 2 2 2 2

教
　
　
科
　
　
専
　
　
門
　
　
科
　
　
目

←　　○　　→

←　　○　　→

←　　○　　→

←　　○　　→

←　　○　　→

←　　○　　→

←　　○　　→

←　　○　　→

←　　○　　→

←　　○　　→

←　　○　　→

←　　○　　→

標準履修年次

←　　○　　→

←　　○　　→

←　　○　　→

←　　○　　→

←　　○　　→

←　　○　　→

←　　○　　→

←　　○　　→

←　　○　　→

コース・単位数

備　　考
特別支援
教育コース

１年

←　　○　　→

←　　○　　→

小学校教育
コース

科　　目　　名
中学校教育

コース
単
位
数

←　　○　　→

２年 ３年

←　　○　　→

←　　○　　→

４年

←　　○　　→

←　　○　　→

←　　○　　→
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区分

必修 選択 必修 選択 必修 選択 前 後 前 後 前 後 前 後

標準履修年次コース・単位数

備　　考
特別支援
教育コース

１年
小学校教育

コース
科　　目　　名

中学校教育
コース

単
位
数

２年 ３年 ４年

経 済 学 概 論 2 ***2 2 2 ○ ○ ○ ○
***どちらか１科目選択必修　小学校
教育コースは2年前期で履修すること

国 際 経 済 論 2 2 2 2 ○ ○ ○

労 働 問 題 2 2 2 2 ○ ○

哲 学 概 論 2 ****2 2 2 ○ ○ ○ 倫理学概論と隔年開講  ****どちらか１科目選択必修

哲 学 史 2 2 2 2 ○ ○ 倫理思想史と隔年開講

倫 理 学 概 論 2 ****2 2 2 ○ ○ ○ 哲学概論と隔年開講  ****どちらか１科目選択必修

倫 理 思 想 史 2 2 2 2 ○ ○ 哲学史と隔年開講

哲 学 特 殊 講 義 Ａ 2 2 2 2 ○ ○ ○

哲 学 特 殊 講 義 Ｂ 2 2 2 2 ○ ○

倫 理 学 特 殊 講 義 Ａ 2 2 2 2 ○ ○ ○

倫 理 学 特 殊 講 義 Ｂ 2 2 2 2 ○ ○

哲 学 ・ 倫 理 学 特 別 演 習 Ａ 2 2 2 2

哲 学 ・ 倫 理 学 特 別 演 習 Ｂ 2 2 2 2

哲 学 ・ 倫 理 学 特 別 演 習 Ｃ 2 2 2 2

哲 学 ・ 倫 理 学 特 別 演 習 Ｄ 2 2 2 2

哲 学 ・ 倫 理 学 特 別 演 習 Ｅ 2 2 2 2

哲 学 ・ 倫 理 学 特 別 研 究 Ⅰ 2 2 2 2

哲 学 ・ 倫 理 学 特 別 研 究 Ⅱ 2 2 2 2

哲 学 ・ 倫 理 学 特 別 研 究 Ⅲ 2 2 2 2

哲 学 ・ 倫 理 学 特 別 研 究 Ⅳ 2 2 2 2

哲 学 ・ 倫 理 学 特 別 研 究 Ⅴ 2 2 2 2

社 会 科 教 育 学 概 論 Ａ （ 地 理 歴 史） 2 2 2 *****2 ○ ○ ○ *****どちらか１科目選択必修

社会科教育学特殊講義Ａ（地理歴史）Ⅰ 2 2 2 2 ○ ○ ○

社会科教育学特殊講義Ａ（地理歴史）Ⅱ 2 2 2 2 ○ ○

社会科教育学特別演習Ａ（地理歴史）Ⅰ 2 2 2 2 ○ ○ ○ ２年に一度開講

社会科教育学特別演習Ａ（地理歴史）Ⅱ 2 2 2 2 ○ ○ ２年に一度開講

社会科教育学特別演習Ａ（地理歴史）Ⅲ 2 2 2 2 ○ ○ ○ ２年に一度開講

社会科教育学特別演習Ａ（地理歴史）Ⅳ 2 2 2 2 ○ ○ ２年に一度開講

社 会 科 教 育 学 概 論 Ｂ （ 公 民 ） 2 2 2 *****2 ○ ○ ○ *****どちらか１科目選択必修

社会科教育学特殊講義Ｂ（公民）Ⅰ 2 2 2 2 ○ ○ ○

社会科教育学特殊講義Ｂ（公民）Ⅱ 2 2 2 2 ○ ○

社会科教育学特別演習Ｂ（公民）Ⅰ 2 2 2 2 ○ ○ ○ ２年に一度開講

社会科教育学特別演習Ｂ（公民）Ⅱ 2 2 2 2 ○ ○ ２年に一度開講

社会科教育学特別演習Ｂ（公民）Ⅲ 2 2 2 2 ○ ○ ○ ２年に一度開講

社会科教育学特別演習Ｂ（公民）Ⅳ 2 2 2 2 ○ ○ ２年に一度開講

14 24 6 22 2

区分

必修 選択 必修 選択 必修 選択 前 後 前 後 前 後 前 後

小 学 校 社 会 2 2 2 2 ○ ○

社 会 科 教 育 法 （ 小 ） 2 2 2 2 ○ ○ ○ ○ 教科の指導法（小学校）

社 会 科 教 材 研 究 法 2 2 2 2 ○ ○

社 会 科 学 習 内 容 構 築 論 2 2 2 2 ○

中 等 社 会 科 教 育 法 Ａ

（ 社 会 ・ 地 歴 ）

中 等 社 会 科 教 育 法 Ｂ

（ 社 会 ・ 公 民 ）

地 理 歴 史 科 教 育 法 2 2 2 2 ○ ○ ○ 教科の指導法（高校：地歴）

公 民 科 教 育 法 2 2 2 2 ○ ○ 教科の指導法（高校：公民）

4 8 8

※免許については，「４．副免及びその他の教員免許の取り方について」以降のページから必ず確認すること。

教
　
　
科
　
　
専
　
　
門
　
　
科
　
　
目

←　　○　　→

←　　○　　→

←　　○　　→

備考　標準履修年次の中の「←　→」 は，その期間のいずれかに開講するもので，毎年，前・後期に必ず開講されるものではないことを
      示している。

←　　○　　→

2

2

備　　考

←　　○　　→

中学校教育
コース

卒　業　要　件
14

２年 ３年

←　　○　　→

←　　○　　→

30 24

←　　○　　→

標準履修年次

2 ○

１年
小学校教育

コース
単
位
数

2

2

←　　○　　→

←　　○　　→

卒　業　要　件

○

４年

○

○

科　　目　　名
特別支援
教育コース

2

○2

教
科
専
門
科
目 2

コース・単位数

教科の指導法（中学校）
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（３）英語サブコース

区分

必修 選択 必修 選択 必修 選択 前 後 前 後 前 後 前 後

英 語 学 の 世 界 2 2 2 2 ○

英 語 の 文 法 2 2 2 2
中
○

小
○

履修時期はコースごとに異なる。

英 語 学 特 別 演 習 2 2 2 2 ○

英 語 学 特 別 講 義 Ａ 2 2 2 2

英 語 学 特 別 講 義 Ｂ 2 2 2 2

英 語 文 学 概 論 2 2 2 2 ○

英 語 文 学 特 別 演 習 Ⅰ 2 2 2 2 ○

英 語 文 学 特 別 演 習 Ⅱ 2 2 2 2 ○

英 語 文 学 特 別 講 義 Ａ 2 2 2 2

英 語 文 学 特 別 講 義 Ｂ 2 2 2 2

英 語 音 声 学 講 義 2 2 2 2 ○

英 語 音 声 学 特 別 演 習 2 2 2 2 ○

英 語 表 現 特 別 演 習 ( Ｓ ) Ⅰ 2 2 2 2 ○

英 語 表 現 特 別 演 習 ( Ｓ ) Ⅱ 2 2 2 2 ○

英 語 表 現 特 別 演 習 ( Ｗ ) Ⅰ 2 2 2 2
中
○

小
○

履修時期はコースごとに異なる。

英 語 表 現 特 別 演 習 ( Ｗ ) Ⅱ 2 2 2 2
中
○

小
○

履修時期はコースごとに異なる。

英 語 表 現 特 別 研 究 Ａ 2 2 2 ○

英 語 表 現 特 別 研 究 Ｂ 2 2 2 ○

英 語 表 現 特 別 研 究 Ｃ 2 2 2 ○

異 文 化 理 解 2 2 2 2 ○

英 語 イ ン タ ー ン シ ッ プ
プ ロ グ ラ ム Ａ

2 2 2 2

英 語 イ ン タ ー ン シ ッ プ
プ ロ グ ラ ム Ｂ

2 2 2 2

英 語 科 教 育 法 特 別 演 習 Ⅰ 2 2 2 2 ○

英 語 科 教 育 法 特 別 演 習 Ⅱ 2 2 2 ○

英 語 科 教 育 法 特 別 講 義 Ａ 2 2 2

英 語 科 教 育 法 特 別 講 義 Ｂ 2 2 2

8 6 26 4 14 10

区分

必修 選択 必修 選択 必修 選択 前 後 前 後 前 後 前 後

小 学 校 英 語 2 2 2 2 ○ ○

英 語 科 教 育 法 （ 小 ） 2 2 2 2 ○ ○ 教科の指導法（小学校）

英 語 科 教 育 法 Ⅰ 2 2 2 2 ○

英 語 科 教 育 法 Ⅱ 2 2 2 2 ○

英 語 科 教 育 法 Ⅲ 2 2 2 2 ○

英 語 科 教 育 法 Ⅳ 2 2 2 2 ○

6 8 8

備考　１　中学校教育コースの学生は卒業研究のため，英語表現特別研究のＡ・Ｂを履修すること。

　　　　　Ｃは選択履修することが望ましい。　

　２　英語表現特別演習(Ｗ)は，必ずⅠ・Ⅱの順序で履修すること。

　３　英語表現特別演習(Ｓ)Ⅰ・Ⅱの履修順序の指定はありません。

　４　英語科教育法は，Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳの順序で履修すること。

　５　標準履修年次の中の「←　→」は，その期間に開講することを示している。

　６　英語インターンシッププログラムＡ・Ｂは，留学生の履修希望があった場合に開講する。

　　　開講する場合，日本人学生の履修希望者には面接を実施する。その結果，履修できないこともある。

　７　英語科教育法特別演習Ⅰ・Ⅱ及び英語科教育法特別講義Ａ・Ｂは，免許取得に必要とされる「教科専門科目（教科に関する

　　　専門的事項）」の科目（20単位）には属さないので履修には留意されたい。（Ⅳ-54ページ参照）

※免許については，「４．副免及びその他の教員免許の取り方について」以降のページから必ず確認すること。

３年

←　　○　　→

←　　○　　→

←　　○　　→

←　　○　　→

←　　○　　→

←　　○　　→

中学校教育
コース

※備考７を参照

教
科
専
門
科
目

４年

標準履修年次

単
位
数

24

特別支援
教育コース

コース・単位数

２年

←　　○　　→

１年

科　　目　　名 備　　考

科　　目　　名 備　　考

卒　業　要　件
14 30

小学校教育
コース

コース・単位数

小学校教育
コース

中学校教育
コース

単
位
数

１年

標準履修年次

２年

教科の指導法（中学校）

３年 ４年
特別支援
教育コース

卒　業　要　件

教
　
　
科
　
　
専
　
　
門
　
　
科
　
　
目

←　　○　　→
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（４）音楽サブコース

区分

必修 選択 必修 選択 必修 選択 前 後 前 後 前 後 前 後

ソ ル フ ェ ー ジ ュ Ａ Ⅰ 1 ○

ソ ル フ ェ ー ジ ュ Ｂ Ⅰ 1 ○

ソ ル フ ェ ー ジ ュ Ａ Ⅱ 1 ○

ソ ル フ ェ ー ジ ュ Ｂ Ⅱ 1 ○

声 楽 Ⅰ 1 1 1 1 ○ ○
小学校コースは2年前期，中学校コースは1
年前期で履修。

声 楽 Ⅱ 1 1 1 1 ○

声 楽 Ⅲ 1 1 1 1 ○

声 楽 Ⅳ 1 1 1 1 ○

合 唱 1 1 1 1 ○ ○ ○

器 楽 Ａ Ⅰ 1 1 1 1 ○ ○
小学校コースは2年前期，中学校コースは1
年前期で履修

器 楽 Ａ Ⅱ 1 1 1 1 ○

器 楽 Ａ Ⅲ 1 1 1 1 ○

器 楽 Ａ Ⅳ 1 1 1 1 ○

器 楽 Ｂ Ⅰ 1 1 1 1 ○ ○
小学校コースは2年前期，中学校コースは1
年前期から履修可

器 楽 Ｂ Ⅱ 1 1 1 1 ○

器 楽 Ｂ Ⅲ 1 1 1 1 ○

器 楽 Ｂ Ⅳ 1 1 1 1 ○

伴 奏 法 1 1 1 1 ○ ○ ○
原則として器楽ＡⅠを履修済みの学生を対
象とする

合 奏 Ａ 1 1 1 1 ○

合 奏 Ｂ 1 1 1 1 ○ ○ ○

器 楽 Ｃ 1 1 1 1 ○ ○ ○

器 楽 Ｄ 1 1 1 1 ○ ○ ○

指 揮 法 1 1 1 1 ○ ○ ○

音 楽 理 論 Ⅰ 2 2 2 2
中
○

小
○

小学校コースは1年後期，中学校コースは1
年前期で履修

音 楽 理 論 Ⅱ 2 2 2 2
中
○

小
○

小学校コースは２年後期，中学校コースは
１年後期で履修

作 曲 法 Ⅰ 2 2 2 2 ○ ○

作 曲 法 Ⅱ 2 2 2 2 ○ ○

音 楽 史 2 2 2 2 ○ ○ ○

声 楽 演 習 Ⅰ 1 1 1 ○

声 楽 演 習 Ⅱ 1 1 1 ○

声 楽 演 習 Ⅲ 1 1 1 ○

声 楽 演 習 Ⅳ 1 1 1 ○

器 楽 演 習 Ａ Ⅰ 1 1 1 ○

器 楽 演 習 Ａ Ⅱ 1 1 1 ○

器 楽 演 習 Ａ Ⅲ 1 1 1 ○

器 楽 演 習 Ａ Ⅳ 1 1 1 ○

器 楽 演 習 Ｂ Ⅰ 1 1 1 ○

器 楽 演 習 Ｂ Ⅱ 1 1 1 ○

器 楽 演 習 Ｂ Ⅲ 1 1 1 ○

器 楽 演 習 Ｂ Ⅳ 1 1 1 ○

作 曲 演 習 Ⅰ 1 1 1 ○

作 曲 演 習 Ⅱ 1 1 1 ○

作 曲 演 習 Ⅲ 1 1 1 ○

作 曲 演 習 Ⅳ 1 1 1 ○

音 楽 科 教 育 学 演 習 Ⅰ 1 1 1 ○

音 楽 科 教 育 学 演 習 Ⅱ 1 1 1 ○

音 楽 科 教 育 学 演 習 Ⅲ 1 1 1 ○

音 楽 科 教 育 学 演 習 Ⅳ 1 1 1 ○

14 19 11 13 11

備考　個人指導の科目は，所属学生及び免許取得希望学生以外の選択を認めない。

区分

必修 選択 必修 選択 必修 選択 前 後 前 後 前 後 前 後

小 学 校 音 楽 Ａ 1 1 1 1 ○ ○

小 学 校 音 楽 Ｂ 1 1 1 1 ○ ○ ○ ○

音 楽 科 教 育 法 （ 小 ） 2 2 2 2 ○ ○ 教科の指導法（小学校）

音 楽 科 教 育 法 Ⅰ 2 2 2 2 ○

音 楽 科 教 育 法 Ⅱ 2 2 2 2 ○

音 楽 科 教 育 法 Ⅲ 2 2 2 2 ○

音 楽 科 教 育 法 演 習 Ａ 1 1 1 1 ○

音 楽 科 教 育 法 演 習 Ｂ 1 1 1 1 ○

4 8 8

※免許については，「４．副免及びその他の教員免許の取り方について」以降のページから必ず確認すること。

２年単
位
数

1*

標準履修年次

１年

1*

中学校教育
コース

1*

小学校教育
コース

科　　目　　名

コース・単位数

特別支援
教育コース

1*

1*

２年

卒　業　要　件
14

コース・単位数

24

科　　目　　名 単
位
数

４年
中学校教育

コース

卒　業　要　件

教
　
　
科
　
　
専
　
　
門
　
　
科
　
　
目

教
科
専
門
科
目

小学校教育
コース

1*
*原則としてＡは中学校，Ｂは小学校・特支
コースを対象とする。

３年

備　　考

教科の指導法（中学校）

標準履修年次

特別支援
教育コース

*原則としてＡは中学校，Ｂは小学校・特支
コースを対象とする。

30

３年

１年

４年

備　　考
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（５）美術サブコース

区分

必修 選択 必修 選択 必修 選択 前 後 前 後 前 後 前 後

絵 画 基 礎 2 2 2 2 ※○ ○ ○ ○
※小学校教育コースの学生は，１年
前期には受講不可

彫 刻 基 礎 2 2 2 2 ○ ○ ○

デ ザ イ ン 基 礎 Ａ 2 2 2 2 ※○ ○ ○ ○
※小学校教育コースの学生は，１年
前期には受講不可

工 芸 基 礎 2 2 2 2 ○ ○ ○

美 術 史 入 門 2 2 2 2 ○ ○ ○

造 形 特 別 演 習 （ 絵 画 ） Ａ 2 2 2 2 *○ *○ *は隔年開講

造 形 特 別 演 習 （ 絵 画 ） Ｂ 2 2 2 2 *○ *は隔年開講

造 形 特 別 演 習 （ 絵 画 ） Ｃ 2 2 2 2 *○ *○ *は隔年開講

造 形 特 別 演 習 （ 絵 画 ） Ｄ 2 2 2 2 *○ *は隔年開講

造 形 実 習 （ 絵 画 ） Ａ 1 1 1 1 ○ ○ ○ ３年に一度開講

造 形 実 習 （ 絵 画 ） Ｂ 1 1 1 1 ○ ○ ３年に一度開講

造 形 実 習 （ 絵 画 ） Ｃ 1 1 1 1 ○ ○ ○ ３年に一度開講

造 形 実 習 （ 絵 画 ） Ｄ 1 1 1 1 ○ ○ ３年に一度開講

造 形 実 習 （ 絵 画 ） Ｅ 1 1 1 1 ○ ○ ○ ３年に一度開講

造 形 実 習 （ 絵 画 ） Ｆ 1 1 1 1 ○ ○ ３年に一度開講

造 形 特 別 演 習 （ 彫 刻 ） Ａ 2 2 2 2 *○ *○ *は隔年開講

造 形 特 別 演 習 （ 彫 刻 ） Ｂ 2 2 2 2 *○ *は隔年開講

造 形 特 別 演 習 （ 彫 刻 ） Ｃ 2 2 2 2 *○ *○ *は隔年開講

造 形 特 別 演 習 （ 彫 刻 ） Ｄ 2 2 2 2 *○ *は隔年開講

造 形 実 習 （ 彫 刻 ） Ａ 1 1 1 1 ○ ○ ○ ３年に一度開講

造 形 実 習 （ 彫 刻 ） Ｂ 1 1 1 1 ○ ○ ３年に一度開講

造 形 実 習 （ 彫 刻 ） Ｃ 1 1 1 1 ○ ○ ○ ３年に一度開講

造 形 実 習 （ 彫 刻 ） Ｄ 1 1 1 1 ○ ○ ３年に一度開講

造 形 実 習 （ 彫 刻 ） Ｅ 1 1 1 1 ○ ○ ○ ３年に一度開講

造 形 実 習 （ 彫 刻 ） Ｆ 1 1 1 1 ○ ○ ３年に一度開講

デ ザ イ ン 基 礎 Ｂ 2 2 2 2 ○ ○ ○

造 形 特 別 演 習 （ デ ザ イ ン ） Ａ 2 2 2 2 *○ *○ *は隔年開講

造 形 特 別 演 習 （ デ ザ イ ン ） Ｂ 2 2 2 2 *○ *は隔年開講

造 形 特 別 演 習 （ デ ザ イ ン ） Ｃ 2 2 2 2 *○ *○ *は隔年開講

造 形 特 別 演 習 （ デ ザ イ ン ） Ｄ 2 2 2 2 *○ *は隔年開講

造 形 実 習 （ デ ザ イ ン ） Ａ 1 1 1 1 ○ ○ ○ ３年に一度開講

造 形 実 習 （ デ ザ イ ン ） Ｂ 1 1 1 1 ○ ○ ３年に一度開講

造 形 実 習 （ デ ザ イ ン ） Ｃ 1 1 1 1 ○ ○ ○ ３年に一度開講

造 形 実 習 （ デ ザ イ ン ） Ｄ 1 1 1 1 ○ ○ ３年に一度開講

造 形 実 習 （ デ ザ イ ン ） Ｅ 1 1 1 1 ○ ○ ○ ３年に一度開講

造 形 実 習 （ デ ザ イ ン ） Ｆ 1 1 1 1 ○ ○ ３年に一度開講

造 形 特 別 演 習 （ 視 覚 文 化 ） Ａ 2 2 2 2 *○ *○ *は隔年開講

造 形 特 別 演 習 （ 視 覚 文 化 ） Ｂ 2 2 2 2 *○ *は隔年開講

造 形 特 別 演 習 （ 視 覚 文 化 ） Ｃ 2 2 2 2 *○ *○ *は隔年開講

造 形 特 別 演 習 （ 視 覚 文 化 ） Ｄ 2 2 2 2 *○ *は隔年開講

造 形 実 習 （ 視 覚 文 化 ） Ａ 1 1 1 1 ○ ○ ○ ３年に一度開講

造 形 実 習 （ 視 覚 文 化 ） Ｂ 1 1 1 1 ○ ○ ３年に一度開講

造 形 実 習 （ 視 覚 文 化 ） Ｃ 1 1 1 1 ○ ○ ○ ３年に一度開講

造 形 実 習 （ 視 覚 文 化 ） Ｄ 1 1 1 1 ○ ○ ３年に一度開講

造 形 実 習 （ 視 覚 文 化 ） Ｅ 1 1 1 1 ○ ○ ○ ３年に一度開講

造 形 実 習 （ 視 覚 文 化 ） Ｆ 1 1 1 1 ○ ○ ３年に一度開講

造 形 特 別 演 習 （ 工 芸 ） Ａ 2 2 2 2 ○ ○ 備考１）参照

造 形 特 別 演 習 （ 工 芸 ） Ｂ 2 2 2 2 ○ ○ 備考１）参照

造 形 特 別 演 習 （ 工 芸 ） Ｃ 2 2 2 2 ○ 備考１）参照

造 形 特 別 演 習 （ 工 芸 ） Ｄ 2 2 2 2 ○ 備考１）参照

科　　目　　名 ３年 ４年２年

コース・単位数

特別支援
教育コース

標準履修年次

１年単
位
数

小学校教育
コース

備　　考
中学校教育

コース

教
　
　
科
　
　
専
　
　
門
　
　
科
　
　
目
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区分

必修 選択 必修 選択 必修 選択 前 後 前 後 前 後 前 後

科　　目　　名 ３年 ４年２年

コース・単位数

特別支援
教育コース

標準履修年次

１年単
位
数

小学校教育
コース

備　　考
中学校教育

コース

造 形 実 習 （ 工 芸 ） Ａ 1 1 1 1 ○ ○ ○ 備考２）参照

造 形 実 習 （ 工 芸 ） Ｂ 1 1 1 1 ○ ○ ○ 備考２）参照

造 形 実 習 （ 工 芸 ） Ｃ 1 1 1 1 ○ ○ 備考２）参照

造 形 実 習 （ 工 芸 ） Ｄ 1 1 1 1 ○ ○ 備考２）参照

美 術 史 Ⅰ 2 2 2 2 ○ ○ ○

美 術 史 Ⅱ 2 2 2 2 ○ ○

美 術 史 特 別 演 習 Ａ 2 2 2 2 *○ *○ *は隔年開講

美 術 史 特 別 演 習 Ｂ 2 2 2 2 *○ *は隔年開講

美 術 史 特 別 演 習 Ｃ 2 2 2 2 *○ *○ *は隔年開講

美 術 史 特 別 演 習 Ｄ 2 2 2 2 *○ *は隔年開講

色 彩 論 特 別 演 習 2 2 2 2 ○ ○

美 術 科 教 育 特 別 演 習 Ａ 2 2 2 2 *○ *○ *は隔年開講

美 術 科 教 育 特 別 演 習 Ｂ 2 2 2 2 *○ *は隔年開講

美 術 科 教 育 特 別 演 習 Ｃ 2 2 2 2 *○ *○ *は隔年開講

美 術 科 教 育 特 別 演 習 Ｄ 2 2 2 2 *○ *は隔年開講

10 4 10 20 10 14

区分

必修 選択 必修 選択 必修 選択 前 後 前 後 前 後 前 後

小 学 校 図 画 工 作 2 2 2 2 ○ ○

図 画 工 作 科 教 育 法 2 2 2 2 ○ ○ 教科の指導法（小学校）

美 術 科 教 育 法 Ⅰ 2 2 2 2 ○

美 術 科 教 育 法 Ⅱ 2 2 2 2 ○

美 術 科 教 育 法 Ⅲ 2 2 2 2 ○

美 術 科 教 育 法 Ⅳ 2 2 2 2 ○

4 8 8

※免許については，「４．副免及びその他の教員免許の取り方について」以降のページから必ず確認すること。

備考１）造形特別演習（工芸）Ａ・Ｃは窯芸の内容を、Ｂ・Ｄは染織の内容をそれぞれ扱う。

備考２）造形実習（工芸）Ａ・Ｃは窯芸の内容を、Ｂ・Ｄは染織の内容をそれぞれ扱う。

　上記の科目は、道具及び作業スペースの都合上、受講者多数の場合、人数制限を行う。その場合、（人）芸文プログラム（主専攻）

希望学生、（教）美術免許取得学生、単位履修者を優先する。

　造形特別演習（工芸）は、造形実習（工芸）を履修済みであることが望ましい。また、造形特別演習（工芸）Ｃ・Ｄは、造形特別演習

（工芸）Ａ・Ｂを履修済みであることが望ましい。

14 24

科　　目　　名 備　　考
中学校教育

コース

卒　業　要　件

３年１年

教科の指導法（中学校）

小学校教育
コース

特別支援
教育コース

２年

卒　業　要　件

教
　
　
科
　
　
専
　
　
門
　
　
科
　
　
目

30

単
位
数

標準履修年次

教
科
専
門
科
目

４年

コース・単位数
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（６）保健体育サブコース

区分

必修 選択 必修 選択 必修 選択 前 後 前 後 前 後 前 後

基礎体育実技（体つくり運動含む） 1 1 1 1 ○

体 育 実 技 Ａ （ 水 泳 含 む ） 1 1 1 1
中
○

小
○

集中講義（中学校コースは1年前
期，小学校コースは2年前期で履
修）

体 育 実 技 Ｂ （ 冬 季 ス ポ ー ツ 含 む ） 1 1 1 1 ○ 集中講義

体 育 実 技 Ｃ （ 陸 上 競 技 含 む ） 1 1 1 1 ○

体 育 実 技 Ｄ （ 器 械 運 動 含 む ） 1 1 1 1 ○ ○

体 育 実 技 Ｅ （ 武 道 含 む ） 1 1 1 1 ○ ○

体 育 実 技 Ｆ （ ダ ン ス 含 む ） 1 1 1 1 ○

体 育 実 技 Ｇ （ 球 技 含 む ） 1 1 1 1 体育実技Ｉと隔年開講

体 育 実 技 Ｈ （ 球 技 含 む ） 1 1 1 1 体育実技Ｊと隔年開講

体 育 実 技 Ｉ （ 球 技 含 む ） 1 1 1 1 体育実技Ｇと隔年開講

体 育 実 技 Ｊ （ 球 技 含 む ） 1 1 1 1 体育実技Ｈと隔年開講

体 育 学 Ａ （ 体 育 原 理 含 む ） 2  隔年開講（集中講義）

体 育 学 Ｂ （ 体 育 心 理 学 含 む ） 2 ○ ○

体 育 学 Ｃ （ 体 育 経 営 管 理 学 含 む ） 2 ○ ○   ※いずれか１科目選択必修。

体 育 学 Ｄ （ 体 育 社 会 学 含 む ） 2 ○

運 動 学 （ 運 動 方 法 学 含 む ） 2 2 2 2 ○ ○

生 理 学 （ 運 動 生 理 学 含 む ） 2 2 2 2 ○ ○

衛 生 ・ 公 衆 衛 生 学 2 2 2 2 ○ ○

学校保健Ａ（小児保健・精神保健・学校安
全含む）

2 2 2 2 ○

学 校 保 健 Ｂ （ 救 急 処 置 含 む ） 2 2 2 2 ○ ○

体 育 学 実 験 1 1 1 ○

体 育 学 特 別 演 習 2 2 2 ○

19 19 11 19 5

区分

必修 選択 必修 選択 必修 選択 前 後 前 後 前 後 前 後

小 学 校 体 育 Ａ 1 1 1 1 ○

小 学 校 体 育 Ｂ 1 1 1 1 ○ ○

体 育 科 教 育 法 （ 小 ） 2 2 2 2 ○ 教科の指導法（小学校）

保 健 体 育 科 教 育 法 Ⅰ 2 2 2 2 ○

保 健 体 育 科 教 育 法 Ⅱ 2 2 2 2 ○

保 健 体 育 科 教 育 法 Ⅲ 2 2 2 2 ○

保 健 体 育 科 教 育 法 Ⅳ 2 2 2 2 ○

5 8 8

備考　標準履修年次の中の「←　→」は，その期間に開講することを示している。

※免許については，「４．副免及びその他の教員免許の取り方について」以降のページから必ず確認すること。

←　○　→

←　○　→

教
科
専
門
科
目

教
 
 
科
 
 
専
 
 
門
 
 
科
 
 
目

6 6

卒　業　要　件

6

科　　目　　名

単
位
数

科　　目　　名
小学校教育

コース

※2

19

３年

24

※2

特別支援
教育コース

４年

30

２年

←　○　→

←　○　→

←　○　→

卒　業　要　件

小学校教育
コース

標準履修年次

単

位

数

中学校教育
コース

教科の指導法（中学校）

備　　考

コース・単位数

４年１年

標準履修年次

特別支援
教育コース

中学校教育
コース

３年２年

備　　考１年

※2

コース・単位数
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（７）教育学サブコース

区分 科　　目　　名 備　　考

必修 選択 必修 選択 必修 選択 前 後 前 後 前 後 前 後

教 職 入 門 2 2 ○
教職の意義及び教員の役割・職務内容
（チーム学校運営への対応を含む。）

教 育 概 論 2 2 ○
教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想
教育に関する社会的，制度的又は経営的事項

教 育 の 思 想 2 2 2 2 ○ ＊

教 育 の 歴 史 2 2 2 2 ○ ＊

教 育 学 特 殊 講 義 Ａ 2 2 2 2 ＊＊

教 育 学 演 習 Ａ 1 3 3 3 ＊＊＊

教 育 学 演 習 Ｂ 1 3 3 3 ＊＊＊

教 育 法 規 2 2 2 2 ○ ＊

学 校 経 営 ・ 制 度 論 2 2 2 2 ○ ＊

教 育 学 演 習 Ｄ 1 3 3 3 ＊＊＊

教 育 学 演 習 Ｅ 1 3 3 3 ＊＊＊

教 育 学 演 習 F 1 3 3 3 ＊＊＊

教 育 課 程 ・ 教 育 方 法 論 2 2 ○

教 育 学 特 殊 講 義 Ｂ 2 2 2 2 ○ ＊＊

道 徳 教 育 の 理 論 と 実 践 2 2 ○ ○ 道徳の理論及び指導法

総合的な学習の時間の理論と実践 2 2 ○ 総合的な探究の時間の指導法

特 別 活 動 の 理 論 と 方 法 2 2 ○ ○ 特別活動の指導法

教 育 学 演 習 Ｃ 1 3 3 3 ＊＊＊

教 育 学 演 習 Ｇ 1 3 3 3 ＊＊＊

授 業 実 践 研 究 2 2 2 2 ○

小 中

2 2

家 庭 科 教 育 法 （ 小 ） 2 2 2 ○ ○ ○ ○ ○ 教科の指導法（小学校）

小 学 校 生 活 科 2 2 ○ ○ 教科に関する専門的事項（小学校・生活）

小 学 校 家 庭 科 2 2 ○ ○ ○ ○ ○
教科に関する専門的事項（小学校・家
庭）

10 6

備考　＊　　学校教育教員養成課程全体の卒業要件科目（別欄①②の選択必修２科目）とは別に２単位以上選択必修。

　　　＊＊　学校教育教員養成課程全体の卒業要件科目（別欄①の選択必修１科目）とは別に２単位以上選択必修。

　　　＊＊＊　教育学演習Ａ～Ｇから２種類以上，計２単位以上選択必修とする（「３」は上限単位数）。

　　　標準履修年次の中の「←　→」は，その期間のいずれかに開講するもので，毎年，前・後期に必ず開講されるものではないことを示している。

※免許については，「４．副免及びその他の教員免許の取り方について」以降のページから必ず確認すること。

教育に関する社会的，制度的又は経営的
事項

←　　○　　→

←　　○　　→

←　　○　　→

免許法上の科目

教育の理念並びに教育に関する歴史及び
思想

生 活 科 教 育 法 2 ○

教育の方法及び技術

○

１年 ２年 ３年 ４年

標準履修年次コース・単位数

小一種＋特支一種単
位
数

学校教育教員
養成課程全学生

小一種＋中二種

卒　業　要　件
10 6

2

上記の科目のうち，学校教育教員養成課程全学生が必修の科目及び生活科教育法，小学校生活科の単位は，教育学サブコースの卒業要件１０単位
または６単位に使用できないので注意すること。

←　　○　　→

←　　○　　→

教科の指導法（小学校）

教育課程の意義及び編成の方法（カリ
キュラム・マネジメントを含む。）
教育の方法及び技術

←　　○　　→

←　　○　　→

←　　○　　→

2

教
　
職
　
専
　
門
　
科
　
目

教
科
専
門
科
目
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（８）心理学サブコース

区分 科　　目　　名 備考

必修 選択 必修 選択 必修 選択 前 後 前 後 前 後 前 後

教 育 ・ 学 校 心 理 学 2 2 ○

発 達 心 理 学 2 2 ○

心 理 学 概 論 2 2 2 2 ○

教 育 心 理 学 演 習 1 1 1 1 ○

発 達 心 理 学 演 習 1 1 1 1 ○

障 害 者 ・ 障 害 児 心 理 学 2 2 2 2 ○

知 覚 ・ 認 知 心 理 学 2 2 2 2 ○ 隔年

心 理 学 統 計 法 2 2 2 2 ○

心 理 学 研 究 法 2 2 2 2 ○

心 理 学 実 験 1 1 1 1 ○

心 理 実 習 Ⅰ 1 1 1 1 ○

心 理 実 習 Ⅲ 1 1 1 1 ○

学 習 ・ 言 語 心 理 学 1 1 1 1 ○ 隔年

感 情 ・ 人 格 心 理 学 1 1 1 1 ○

神 経 ・ 生 理 心 理 学 1 1 1 1 ○

健 康 ・ 医 療 心 理 学 1 1 1 1 ○

人 体 の 構 造 と 機 能 及 び 疾 病 1 1 1 1 ○

精 神 疾 患 と そ の 治 療 1 1 1 1 ○

司 法 ・ 犯 罪 心 理 学 1 1 1 1 ○ 隔年

福 祉 心 理 学 1 1 1 1 ○ 隔年

社 会 ・ 集 団 ・ 家 族 心 理 学 1 1 1 1 〇 隔年

産 業 ・ 組 織 心 理 学 1 1 1 1 ○ 隔年

生 徒 指 導 ・ 進 路 指 導 2 2 ○
生徒指導の理論及び方法
進路指導（キャリア教育に関する基礎的
な知識を含む。）の理論及び方法

教 育 相 談 2 2
小
○

○ 脚注参照

臨 床 心 理 学 概 論 2 2 2 2 ○

心 理 演 習 1 1 1 1 ○ 隔年

心 理 的 ア セ ス メ ン ト 1 1 1 1 ○

心 理 学 的 支 援 法 1 1 1 1 ○

8 2 6

備考　教育相談：履修対象学生を，前期は小学校教育コース，後期は中学校教育コース及び理数教育コース，特別支援教育コースとすることを示す。

　「隔年」は隔年開講を示す。

※免許については，「４．副免及びその他の教員免許の取り方について」以降のページから必ず確認すること。

教育相談（カウンセリングに関する基礎
的な知識を含む。）の理論及び方法

卒　業　要　件
10 6

４年３年２年

教
　
職
　
専
　
門
　
科
　
目

幼児，児童及び生徒の心身の発達及び学
習の過程

上記の科目のうち，学校教育教員養成課程全学生が必修の科目の単位は，心理学サブコースの卒業要件１０単位または６単位に使用できないので注意
すること。

 ※公認心理師受験資格の取得を希望する場合は「６．公認心理師学部カリキュラム修了のための必要単位」を確認すること。

コース・単位数 標準履修年次

免許法上の科目単
位
数

学校教育教員
養成課程全学生

小一種＋中二種 小一種＋特支一種 １年
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（９）情報教育学サブコース

区分 科　　目　　名 備考

必修 選択 必修 選択 必修 選択 前 後 前 後 前 後 前 後

教 育 に お け る ICT 活 用 法 1 1 ○
情報通信技術を活用
した教育の理論及び
方法

プ ロ グ ラ ミ ン グ 基 礎 1 1 ○

STEAM 教 育 実 践 演 習 2 2 2 2 備考1）

教 育 情 報 シ ス テ ム 演 習 2 2 2 2 ○ ○ ○ 備考2）

基礎統計解析の理論と実践 2 2 2 2 ○ ○

多 変 量 解 析 の 理 論 と 実 践 2 2 2 2 ○ 備考3）

情 報 社 会 と 倫 理 2 2 2 2 ○ ○ ○ 備考4）

統 計 的 機 械 学 習 実 践 2 2 2 2 ○ ○ 備考5）

10 6

※免許については，「４．副免及びその他の教員免許の取り方について」以降のページから必ず確認すること。

教
科
専
門

教科に関する専門的
事項（技術）

注1 　中学校教諭二種免許状を取得する学生は，表中選択扱いになっている「多変量解析の理論と実践」も卒業要件の
　　　「選択科目」として履修することが望ましい。

注2　 特別支援学校教諭の免許状を取得する学生は，表中選択扱いになっている3科目も卒業要件の「選択科目」等と
　　　して履修することが望ましい。

備考3　原則「基礎統計解析の理論と実践」の単位取得してから履修すること。全員履修することが望ましい。

備考1　通年にて2単位の科目であるが，後期については一部集中的に講義を開講する。実施日については4月のオリエンテー
　　　ションで確認して日程調整すること。

備考2　ICT活用教育を含む。

備考4　情報モラル教育を含む。

備考5　プログラミングを含む。

卒　業　要　件

教
職
専
門
科
目

○

大学が独自指定する
科目

10 6

４年３年

コース・単位数 標準履修年次

免許法上の科目単
位
数

学校教育教員
養成課程全学生

小一種＋中二種 小一種＋特支一種 １年 ２年
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（10）特別支援教育サブコース（小学校教育コース）

区分 科　　目　　名 備考

選択 必修 選択 前 後 前 後 前 後 前 後

特 別 支 援 教 育 概 説 2 2 ○ ○

(中心となる領域)

知的障害者

特 別 支 援 心 理 検 査 法 2 2 ○ ○ 知的障害者

肢 体 不 自 由 者 の
心 理 ・ 生 理 ・ 病 理

2 2 ○ ○ 肢体不自由者

病 弱 者 の
心 理 ・ 生 理 ・ 病 理

2 2 ○ ○ 病弱者

知 的 障 害 教 育 課 程 論 2 2 ○ ○ 知的障害者

知 的 障 害 教 育 指 導 法 2 2 ○ ○ 知的障害者

特 別 支 援 教 育 指 導 法 2 2 ○ ○ 知的障害者

知 的 障 害 教 育 授 業 論 2 2 ○ ○ 知的障害者

肢 体 不 自 由
教 育 課 程 ・ 指 導 法

2 2 ○ ○ 肢体不自由者

病弱教育課程・指導法 2 2 ○ ○ 病弱者

特 別 支 援 教 育 実 践 論 2 2 ○ 原則，集中講義

・心身に障害のあ

る幼児，児童又は

生徒の心理，生理

及び病理に関する

科目

・心身に障害のあ

る幼児，児童又は

生徒の教育課程及

び指導法に関する

科目

知的障害者

視 覚 障 害 教 育 総 論 1 1 ○ ○ 視覚障害者

聴 覚 障 害 教 育 総 論 1 1 ○ ○ 聴覚障害者

言 語 障 害 教 育 総 論 1 1 ○ ○
発達障害者

（言語）

重 複 障 害 教 育 総 論 1 1 ○ ○ 重複

発 達 障 害 総 論 1 1 ○ ○
発達障害者

（自閉・情緒・LD・

ADHD)

発 達 障 害 教 育 指 導 法 2 2 ○ ○
発達障害者

（情緒・LD・ADHD)

特 別 支 援 教 育 実 習 2 2 ○

特別支援教育実習研究 1 1 ○

10 26 6

区分 科　　目　　名 備考

前 後 前 後 前 後 前 後

教
職

特 別 支 援 教 育 2 ○ ○

※免許については，「４．副免及びその他の教員免許の取り方について」以降のページから必ず確認すること。

学校教育教員養成課程全学生

選択必修

2

10 32

10

免許法上の科目

小一種＋中二種

特別支援
教育領域
に関する
科目

２年 ３年

特別支援学校教諭

小一種＋中二種

必修

４年

所
　
　
属
　
　
専
　
　
門
　
　
科
　
　
目

卒　業　要　件

単

位

数
１年 ２年

小一種＋特支一種

2

３年

知 的 障 害 者 の
心 理 ・ 生 理 ・ 病 理

2

標準履修年次

４年１年

単位数

小一種＋特支一種

標準履修年次

特別支援教育の基礎理論に関する科目

○ ○

特別の支援を必要とする幼児，児童及び
生徒に対する理解

心身に障害の
ある幼児，児
童又は生徒の
心理，生理及
び病理に関す
る科目

心身に障害の
ある幼児，児
童又は生徒の
教育課程及び
指導法に関す
る科目

免許法上の科目

心身に障害のある幼児，児童又は生徒に
ついての教育実習

・心身に障害のあ

る幼児，児童又は

生徒の心理，生理

及び病理に関する

科目

・心身に障害のあ

る幼児，児童又は

生徒の教育課程及

び指導法に関する

科目

免許状に
定められ
ることと
なる特別
支援教育
領域以外
の領域に
関する科
目
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３．４　理数教育コースの開講科目
（１）理科サブコース

区分

必修 選択 必修 選択 必修 選択 前 後 前 後 前 後 前 後

物 理 学 Ａ 2 2 2 2 ○

物 理 学 Ｂ 2 2 2 2 ○

古 典 力 学 2 2 2 2 ○

電 磁 気 学 2 2 2 2 ○

量 子 力 学 2 2 2 2 ○

相 対 性 理 論 2 2 2 2 ○

物 理 学 実 験 Ⅰ 1 1 1 1 ○

物 理 学 実 験 Ⅱ 1 1 1 1 ○

化 学 Ａ 2 2 2 2 ○

化 学 Ｂ 2 2 2 2 ○

化 学 特 講 Ａ 2 2 2 2 ○

化 学 特 講 Ｂ 2 2 2 2 ○ ○

化 学 特 講 Ｃ 2 2 2 2 ○

化 学 演 習 Ａ 1 1 1 ○

化 学 演 習 Ｂ 1 1 1 ○

化 学 演 習 Ｃ 1 1 1 ○

化 学 演 習 Ｄ 1 1 1 ○

化 学 実 験 Ⅰ 1 1 1 1 ○

化 学 実 験 Ⅱ 1 1 1 1 ○

化 学 専 門 実 験 1 1 1 1 ○

生 物 学 Ａ 2 2 2 2 ○

生 物 学 Ｂ 2 2 2 2 ○

分 子 生 物 学 2 2 2 2 ○

生 命 科 学 演 習 Ａ 1 1 1 1 ○

生 命 科 学 演 習 Ｂ 1 1 1 1 ○

生 物 学 実 験 Ⅰ 1 1 1 1 ○

生 物 学 実 験 Ⅱ 1 1 1 1 ○

分 子 生 物 学 実 験 1 1 1 1 ○

地 学 Ａ 2 2 2 2 ○

地 学 Ｂ 2 2 2 2 ○

岩 石 学 2 2 2 2 ○

造 岩 鉱 物 の 識 別 法 2 2 2 2 ○

地 学 野 外 巡 検 1 1 1 1 ○ ○ ○ ○

地 学 実 験 Ⅰ 1 1 1 1 ○

地 学 実 験 Ⅱ 1 1 1 1 ○

理 科 教 育 特 講 Ⅰ 2 2 2 2 ○

理 科 教 育 特 講 Ⅱ 2 2 2 2 ○

理 科 教 育 特 講 Ⅲ 2 2 2 2 ○

理 科 教 育 学 特 別 演 習 Ⅰ 2 2 2 2 ○

理 科 教 育 学 特 別 演 習 Ⅱ 2 2 2 2 ○

理 科 教 育 学 特 別 演 習 Ⅲ 2 2 2 2 ○

16 4 24 4 16 8

区分

必修 選択 必修 選択 必修 選択 前 後 前 後 前 後 前 後

教
職

Ｉ Ｃ Ｔ を 活 用 し た 理 数 教 育 2 2 2 ○
大学が独自に設定する科目：小学校，中学校（理
科・数学），高等学校（理科・数学）に使用でき
る免許科目

小 学 校 理 科 2 2 2 2 ○ ○

理 科 教 育 法 （ 小 ） 2 2 2 2 ○ ○ ○ ○ 教科の指導法（小学校）

理 科 教 育 法 Ⅰ 2 2 2 2 ○

理 科 教 育 法 Ⅱ 2 2 2 2 ○

理 科 教 育 法 Ⅲ 2 2 2 2 ○

理 科 教 育 法 Ⅳ 2 2 2 2 ○

12 10 8

単
位
数

20 24

備　　考２年

標準履修年次

４年３年

28

教
　
　
科
　
　
専
　
　
門
　
　
科
　
　
目

理数教育コース
小学校教育専修

理数教育コース
中学校教育専修

１年
理数教育コース
小学校教育専修

教科の指導法（中学校）

科　　目　　名

コース・専修・単位数

特別支援
教育コース

１年

標準履修年次

科　　目　　名 単
位
数

※備考を参照

備　　考

卒　業　要　件

２年
特別支援
教育コース

コース・専修・単位数

理数教育コース
中学校教育専修

※免許については，「４．副免及びその他の教員免許の取り方について」以降のページから必ず確認すること。

３年 ４年

卒　業　要　件

教
科
専
門
科
目

備考　理科教育特講Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ及び理科教育学特別演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲは，免許取得に必要とされる「教科専門科目（教科に関する専門的事項）」の

　　　科目（20単位）には属さないので履修には留意されたい。（Ⅳ-61～62ページ参照）
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（２）数学サブコース

区分

必修 選択 必修 選択 必修 選択 前 後 前 後 前 後 前 後

代 数 学 Ⅰ 2 2 2 2 ○

代 数 学 Ⅱ 2 2 2 2 ○

代 数 学 Ⅲ 2 2 2 2 ○

代 数 学 Ⅳ 2 2 2 2 ○

幾 何 学 Ⅰ 2 2 2 2 ○

幾 何 学 Ⅱ 2 2 2 2 ○

幾 何 学 Ⅲ 2 2 2 2 ○

幾 何 学 Ⅳ 2 2 2 2 ○

解 析 学 Ⅰ 2 2 2 2 ○

解 析 学 Ⅱ 2 2 2 2 ○

解 析 学 Ⅲ 2 2 2 2 ○

解 析 学 Ⅳ 2 2 2 2 ○

確 率 論 入 門 2 2 2 2 ○

プ ロ グ ラ ミ ン グ 入 門 2 2 2 2 ○

代 数 学 各 論 2 2 2

幾 何 学 各 論 2 2 2

解 析 学 各 論 2 2 2

応 用 数 学 2 2 2

数 学 教 育 2 2 2

代 数 学 特 別 講 義 4 4 ○

幾 何 学 特 別 講 義 4 4 ○

解 析 学 特 別 講 義 4 4 ○

数 学 教 育 特 別 講 義 4 4 ○

16 4 22 6 16 8

区分

必修 選択 必修 選択 必修 選択 前 後 前 後 前 後 前 後

教
職

Ｉ Ｃ Ｔ を 活 用 し た 理 数 教 育 2 2 2 ○
大学が独自に設定する科目：小学校，中学校（理
科・数学），高等学校（理科・数学）に使用でき
る免許科目

小 学 校 算 数 2 2 2 2 ○ ○ ○ ○ ○

算 数 科 教 育 法 2 2 2 2 ○ ○ ○ ○ ○ 教科の指導法（小学校）

数 学 科 教 育 法 Ⅰ 2 2 2 2 ○

数 学 科 教 育 法 Ⅱ 2 2 2 2 ○

数 学 科 教 育 法 Ⅲ 2 2 2 2 ○

数 学 科 教 育 法 Ⅳ 2 2 2 2 ○

12 10 8

備考  1 ここに示された順序に従って履修すること。標準履修年次の中の「←　→」はその期間のいずれかに開講することを示している。

　2 所属学生は,卒業研究のため 代数学，幾何学，解析学，数学教育の各特別講義の一つを選択すること。

　3 数学教育及び数学教育特別講義は,免許取得に必要とされる「教科専門科目（教科に関する専門的事項）」の科目（20単位）には属さないので

　　履修には留意されたい。（Ⅳ-63ページ参照）

※免許については，「４．副免及びその他の教員免許の取り方について」以降のページから必ず確認すること。

※中学校教育専修所属者は，この中から最低２単
位選択すること。

３年 ４年

←　○　→

備　　考２年

標準履修年次

備　　考

←　○　→

科　　目　　名 ３年

←　○　→

コース・専修・単位数

8

１年
特別支援
教育コース

標準履修年次

科　　目　　名

卒　業　要　件
24

理数教育コース
小学校教育専修

１年

単
位
数

理数教育コース
小学校教育専修

理数教育コース
中学校教育専修

　※2

4

理数教育コース
中学校教育専修

←　○　→

←　○　→

２年 ４年

教科の指導法（中学校）

28

卒　業　要　件

20

単
位
数

コース・専修・単位数

教
　
科
　
専
　
門
　
科
　
目

教
科
専
門
科
目

特別支援
教育コース
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３．５　特別支援教育コースの開講科目

区分 科　　目　　名 備考

必修 選択 前 後 前 後 前 後 前 後

特 別 支 援 教 育 概 説 2 2 ○ ○

(中心となる領域)

知的障害者

特 別 支 援 心 理 検 査 法 2 2 ○ ○ 知的障害者

肢 体 不 自 由 者 の
心 理 ・ 生 理 ・ 病 理

2 2 ○ ○ 肢体不自由者

病 弱 者 の
心 理 ・ 生 理 ・ 病 理

2 2 ○ ○ 病弱者

知 的 障 害 教 育 課 程 論 2 2 ○ ○ 知的障害者

知 的 障 害 教 育 指 導 法 2 2 ○ ○ 知的障害者

特 別 支 援 教 育 指 導 法 2 2 ○ ○ 知的障害者

知 的 障 害 教 育 授 業 論 2 2 ○ ○ 知的障害者

肢 体 不 自 由
教 育 課 程 ・ 指 導 法

2 2 ○ ○ 肢体不自由者

病弱教育課程・指導法 2 2 ○ ○ 病弱者

特 別 支 援 教 育 実 践 論 2 2 ○ 原則，集中講義

・心身に障害のあ
る幼児，児童又は
生徒の心理，生理
及び病理に関する
科目
・心身に障害のあ
る幼児，児童又は
生徒の教育課程及
び指導法に関する
科目

知的障害者

視 覚 障 害 教 育 総 論 1 1 ○ ○ 視覚障害者

聴 覚 障 害 教 育 総 論 1 1 ○ ○ 聴覚障害者

言 語 障 害 教 育 総 論 1 1 ○ ○
発達障害者
（言語）

重 複 障 害 教 育 総 論 1 1 ○ ○ 重複

発 達 障 害 総 論 1 1 ○ ○
発達障害者
（自閉・情緒・LD・
ADHD)

発 達 障 害 教 育 指 導 法 2 2 ○ ○
発達障害者
（情緒・LD・ADHD)

特 別 支 援 教 育 実 習 2 2 ○

特別支援教育実習研究 1 1 ○

26

区分 科　　目　　名 備考

前 後 前 後 前 後 前 後

教
職

特 別 支 援 教 育 2 ○ ○

※免許については，「４．副免及びその他の教員免許の取り方について」以降のページから必ず確認すること。

備考　基礎免許として中学校を選択する場合，履修状況や卒業要件単位数などを確認する際は，「３．３ 小学校教育コース

　　　あるいは中学校教育コースの開講科目」又は「３．４　理数教育コースの開講科目」にある各教科の「特別支援教育

　　　コース」欄を見ること。

特別の支援を必要とする幼児，児童及び
生徒に対する理解

３年 ４年

必修

2

心身に障害のある幼児，児童又は生徒に
ついての教育実習

単
位
数

学校教育教員養成
課程全学生

標準履修年次

免許法上の科目１年 ２年

卒　業　要　件
26

○

特別支援
教育領域
に関する
科目

４年

特別支援学校教諭

・心身に障害のあ
る幼児，児童又は
生徒の心理，生理
及び病理に関する
科目
・心身に障害のあ
る幼児，児童又は
生徒の教育課程及
び指導法に関する
科目

免許状に
定められ
ることと
なる特別
支援教育
領域以外
の領域に
関する科
目

所
　
　
属
　
　
専
　
　
門
　
　
科
　
　
目

特別支援教育の基礎理論に関する科目

知 的 障 害 者 の
心 理 ・ 生 理 ・ 病 理

2 2 ○
心身に障害の
ある幼児，児
童又は生徒の
心理，生理及
び病理に関す
る科目

心身に障害の
ある幼児，児
童又は生徒の
教育課程及び
指導法に関す
る科目

単位数 標準履修年次

免許法上の科目
単
位
数

小学校基礎免許
中学校基礎免許

１年 ２年 ３年
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４．副免及びその他の教員免許の取り方について 

 

小学校教育コース，中学校教育コース，理数教育コースの学生は，それぞれの所属コー

スの定めにより，主免となる教員免許に加えて副免となる教員免許の取得が卒業の要件と

なっています。 特別支援教育コースの学生は，特別支援学校の教員免許に加えて，基礎

免として小学校教員免許あるいは中学校教員免許のいずれかを取得することが卒業要件と

なっています。  

また，卒業の要件としては二種免許の取得を課されている場合，さらに必要な単位を修

得することにより一種免許を取得することができます。この他，卒業要件以外の教員免許

についても所定の単位を修得することにより免許の取得が可能です。 

以下，コース毎に教員免許の取得について記載します。 

 

＜副免及びその他の教員免許の取り方についての基本的な考え方＞ 

 

主免と副免の組み合わせパターンは，すでに『履修の手引き』「1.4 課程等の紹介」

「2.1 卒業要件単位数」の項で説明したように，コース（サブコース）ごとに異なります。

また，同じ一つの組み合わせパターンであっても，副免として取得しようとする免許の

種類によって具体的に履修すべき科目内容が異なってきます。けれども副免に関する科

目を履修する際の基本的な考え方は共通していますので，この項ではその概要を説明し

ます。 

 以下の 4.2 では教員免許取得のために必要な単位の一覧表が掲載されています(4.2.1

は小学校教員免許，4.2.2 は中学校教員免許／高等学校教員免許)。ここで留意していた

だきたいのは，副免用にすべての科目を新たに最初から履修するというのでは決してな

く，すでに主免用に履修した科目で副免用の科目としてもカウントできるものもありま

す。教職専門科目などは多くの場合これに該当します。 

 副免について考えるときにまず皆さんに行っていただきたいのは，「4.2 教員免許取得

のための必要単位」をよく確認し，① 取得しようとする免許に必要な科目を調べ，② 

その中からすでに主免として履修済みの科目（教職専門科目など）を差し引いた上で，

③ 副免用に新たに履修しなくてはならない科目を特定してください。 

なお，ここまでの説明は，「副免」を例にして進めてきましたが，「その他の免許」の

場合にもそのままあてはまりますので，必要に応じて「副免」を「その他の免許」に読み

替えてください。 

 

４．１ コース毎の教員免許の取得について 

 

４．１．１ 小学校教育コース  

（１）国語・社会・英語・音楽・美術・保健体育の各サブコース 

 「2．教育学部の専門教育科目卒業要件」及び「3.3 小学校教育コースあるいは中学校

教育コースの開講科目」の記載に従い単位を修得することにより，主免となる小学校教員

免許（一種）及び副免となる中学校教員免許（二種）を取得することができます。 

ここで保健体育については，「2．教育学部の専門教育科目卒業要件」の表2.2.1(1) の

区分：所属専門科目１６単位と，「3.3小学校教育コースあるいは中学校教育コースの開

講科目」の保健体育サブコース欄に記載されている卒業要件単位数２１単位が異なってい 
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ますが，必ず「3.3 小学校教育コースあるいは中学校教育コースの開講科目」の記載に従

ってください。これは中学校教員免許（二種）を取得するための教科専門科目の最低修得

単位数が，保健体育（２１単位）であるため，「2．教育学部の専門教育科目卒業要件」

の表2.2.1(1) 中の区分：所属専門科目１６単位では免許取得に必要な最低修得単位数を

満たさないためです。  

 

中学校教員免許を一種免許にする場合を含め，卒業要件以外の教員免許を取得する場合

には，「4.2教員免許取得のための必要単位」 に記載された科目の単位を修得する必要が

あり，卒業要件で修得する単位以外の科目の単位を加えることによって免許の取得ができ

ます。  

 

（２）教育・心理・情報教育学・特別支援の各サブコース 

＜中学校教員免許（二種）を副免とする場合＞ 

 「2．教育学部の専門教育科目卒業要件」及び「3.3 小学校教育コースあるいは中学校

教育コースの開講科目」の記載に従い単位を修得することにより，主免となる小学校教員

免許（一種）を取得することができます。 

副免を取得する場合には，「4.2教員免許取得のための必要単位」以降に記載された科

目の単位を修得する必要があります。「2．教育学部の専門教育科目卒業要件」の表

2.2.1(2) 中の区分：選択必修科目１２単位を利用して，副免とする中学校教員免許の教

科専門科目を取ります。ただし教科によっては教科専門科目の最低修得単位数が１２単位

を超える教科があるので，その場合には「4.2教員免許取得のための必要単位」 以降の各

教科の記載に従い，教科専門科目の最低修得単位数以上の科目の単位を修得してください。

（教科専門科目の最低修得単位数：国語（１２），社会（１６），技術（１５），英語（１

２），音楽（１５），美術（１２），保健体育（２１），理科（１４），数学（１２）） 

中学校教員免許を一種免許にする場合を含め，卒業要件以外の教員免許を取得する場合

には，「4.2教員免許取得のための必要単位」 に記載された科目の単位を修得する必要が

あり，卒業要件で修得する単位以外の科目の単位を加えることによって免許の取得ができ

ます。  

 

＜特別支援学校教員免許（一種）を副免とする場合＞ 

 教育学サブコース，心理学サブコース及び情報教育学コースの学生は，「2．教育学部

の専門教育科目卒業要件」及び「3.3 小学校教育コースあるいは中学校教育コースの開講

科目」の記載に従い単位を修得することにより，主免となる小学校教員免許（一種）を取

得することができます。また「2．教育学部の専門教育科目卒業要件」の表2.2.1(3) 中の

区分：選択必修科目２６単位を利用して，「4.2教員免許取得のための必要単位」以降に

記載された特別支援学校欄の科目の単位を修得することにより，副免となる特別支援学校

教員免許（一種）が取得できます。 

特別支援サブコースの学生は，「2．教育学部の専門教育科目卒業要件」及び「3.3小学

校教育コースあるいは中学校教育コースの開講科目」の記載に従い単位を修得することに

より，主免となる小学校教員免許（一種）及び副免となる特別支援学校教員免許（一種）

を取得することができます。  

 

卒業要件以外の教員免許を取得する場合には，「4.2教員免許取得のための必要単位」 

に記載された科目の単位を修得する必要があり，卒業要件で修得する単位以外の科目の単

位を加えることによって免許の取得ができます。 
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４．１．２ 中学校教育コース 

（１）小学校教員免許（二種）を副免とする場合 

「2．教育学部の専門教育科目卒業要件」及び「3.3 小学校教育コースあるいは中学校

教育コースの開講科目」の記載に従い単位を修得することにより，主免となる中学校教員

免許（一種）及び副免となる小学校教員免許（二種）を取得することができます。  

 

卒業要件以外の教員免許を取得する場合には，「4.2教員免許取得のための必要単位」

に記載された科目の単位を修得する必要があり，卒業要件で修得する単位以外の科目の単

位を加えることによって免許の取得ができます。 

  

（２）主免と異なる教科の中学校教員免許（二種）を副免とする場合 

 「2．教育学部の専門教育科目卒業要件」及び「3.3 小学校教育コースあるいは中学校

教育コースの開講科目」の記載に従い単位を修得することにより，主免となる教科の中学

校教員免許（一種）を取得することができます。 副免を取得する場合には，「4.2教員免

許取得のための必要単位」 以降に記載された該当教科の科目の単位を修得する必要があ

るので，「2．教育学部の専門教育科目卒業要件」の表2.2.2(2)中の区分：教科専門科目

【副免】１２単位を利用して，副免とする中学校教員免許の教科専門科目を取ります。た

だし教科によっては教科専門科目の最低修得単位数が１２単位を超える教科があるので，

その場合には「4.2教員免許取得のための必要単位」 以降の各教科の記載に従い，教科専

門科目の最低修得単位数以上の科目の単位を修得してください。（教科専門科目の最低修

得単位数：国語（１２），社会（１６），技術（１５），英語（１２），音楽（１５），

美術（１２），保健体育（２１），理科（１４），数学（１２）） 

 

卒業要件以外の教員免許を取得する場合には，「4.2教員免許取得のための必要単位」 

に記載された科目の単位を修得する必要があり，卒業要件で修得する単位以外の科目の単

位を加えることによって免許の取得ができます。 

 

 

４．１．３ 理数教育コース 

（１）小学校教育専修 

「2．教育学部の専門教育科目卒業要件」及び「3.4 理数教育コースの開講科目」の記

載に従い単位を修得することにより，主免となる小学校教員免許（一種）及び副免となる

中学校教員免許（一種）を取得することができます。  

 

卒業要件以外の教員免許を取得する場合には，「4.2教員免許取得のための必要単位」 

に記載された科目の単位を修得する必要があり，卒業要件で修得する単位以外の科目の単

位を加えることによって免許の取得ができます。 

 

（２）中学校教育専修 

「2．教育学部の専門教育科目卒業要件」及び「3.4 理数教育コースの開講科目」の記

載に従い単位を修得することにより，主免となる中学校教員免許（一種）及び副免となる

小学校教員免許（二種免）を取得することができます。  

 

卒業要件以外の教員免許を取得する場合には，「4.2教員免許取得のための必要単位」

に記載された科目の単位を修得する必要があり，卒業要件で修得する単位以外の科目の単

位を加えることによって免許の取得ができます。 
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４．１．４ 特別支援教育コース 

（１）小学校教員免許（一種）を基礎免とする場合 

「2．教育学部の専門教育科目卒業要件」及び「3.5 特別支援教育コースの開講科目」

の記載に従い単位を修得することにより，基礎免となる小学校教員免許（一種）及び特別

支援学校教員免許（一種）を取得することができます。 

 

卒業要件以外の教員免許を取得する場合には，「4.2教員免許取得のための必要単位」 

に記載された科目の単位を修得する必要があり，卒業要件で修得する単位以外の科目の単

位を加えることによって免許の取得ができます。 

 

（２）中学校教員免許（一種）を基礎免とする場合 

「2．教育学部の専門教育科目卒業要件」及び「3.5 特別支援教育コースの開講科目」

の記載に従い単位を修得することにより，特別支援学校教員免許（一種）を取得すること

ができます。 基礎免は，「2．教育学部の専門教育科目卒業要件」の表2.2.4(2)中の区

分：教科専門科目３２単位を利用して，「3.3 小学校教育コースあるいは中学校教育コー

スの開講科目」または「3.4 理数教育コースの開講科目」から，基礎免として選択する教

科の「特別支援教育コース」欄に従い単位を修得することにより，中学校教員免許（一

種）を取得することができます。  

 

卒業要件以外の教員免許を取得する場合には，「4.2教員免許取得のための必要単位」 

に記載された科目の単位を修得する必要があり，卒業要件で修得する単位以外の科目の単

位を加えることによって免許の取得ができます。 
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４．２　教員免許取得のための必要単位

教員免許の取得に必要な科目・単位を以下にまとめて示します。

４．２．１　小学校教員免許

（１）一覧表

二種免許 単位数 一種免許 単位数

教職入門 ２ 教職入門 ２

教育概論 ２ 教育概論 ２

学校安全学と防災教育 ２ 学校安全学と防災教育 ２

教育・学校心理学 ２ 教育・学校心理学 ２

発達心理学 ２ 発達心理学 ２

特別支援教育 ２ 特別支援教育 ２

教育の思想，教育の歴史，教育学特殊
講義Ａから１科目

２
教育の思想，教育の歴史，教育学特殊
講義Ａから１科目

２

教育法規　又は　学校経営・制度論 ２ 教育法規　又は　学校経営・制度論 ２

道徳教育の理論と実践 ２ 道徳教育の理論と実践 ２

総合的な学習の時間の理論と実践 ２ 総合的な学習の時間の理論と実践 ２

特別活動の理論と方法 ２ 特別活動の理論と方法 ２

教育課程・教育方法論 ２ 教育課程・教育方法論 ２

教育におけるICT活用法 １ 教育におけるICT活用法 １

生徒指導・進路指導 ２ 生徒指導・進路指導 ２

教育相談 ２ 教育相談 ２

教育実習研究（小） １ 教育実習研究（小） １

小学校教育実習 ２ 小学校教育実習 ２

教職実践演習 ２ 教職実践演習 ２

教科専門科目（小学校）注1） ４ 教科専門科目（小学校）注1） １０

教科の指導法（小学校）注2） １２ 教科の指導法（小学校）注2） ２０

プログラミング基礎 １ プログラミング基礎 １

合計 ５１ ６５

教職
専門
科目

注1）「教科専門科目（小学校）」（選択必修）の具体的な科目は，次ページ別表（2）教科専門科目
　　（小学校）を参照すること。

注2）「教科の指導法（小学校）」の具体的な科目は，次ページ別表（3）教科の指導法(小学校)を参
　　照すること。二種免許の１２単位の選択必修においては，音楽，図画工作，体育のうちから必ず
　　２科目以上を履修すること。

教科
専門
科目

大学
が独
自に
設定
する
科目
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別表（２）教科専門科目（小学校）

教科専門科目 単位数

小学校算数 ２

小学校理科 ２

小学校音楽Ａ １

小学校体育Ａ １

小学校英語 ２

小学校国語 ２

小学校社会 ２

小学校図画工作 ２

小学校家庭科 ２

小学校生活科 ２

小学校音楽Ｂ １

小学校体育Ｂ １

別表（３）教科の指導法（小学校）

教科専門科目 単位数

・国語科教育法（小） ２

・社会科教育法（小） ２

・算数科教育法 ２

・理科教育法（小） ２

・生活科教育法 ２

・音楽科教育法（小）※ ２

・図画工作科教育法　※ ２

・家庭科教育法（小） ２

・体育科教育法（小）※ ２

・英語科教育法（小） ２

※二種免許の１２単位の選択必修において
は，音楽，図画工作，体育のうちから必ず２
科目以上を履修すること。
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４．２．２　中学校教員免許／高等学校教員免許

（１）一覧表

中学校二種免許 単位数 中学校一種免許 単位数 高等学校一種免許 単位数

教職入門 ２ 教職入門 ２ 教職入門 ２

教育概論 ２ 教育概論 ２ 教育概論 ２

学校安全学と防災教育 ２ 学校安全学と防災教育 ２ 学校安全学と防災教育 ２

教育・学校心理学 ２ 教育・学校心理学 ２ 教育・学校心理学 ２

発達心理学 ２ 発達心理学 ２ 発達心理学 ２

特別支援教育 ２ 特別支援教育 ２ 特別支援教育 ２

教育の思想，教育の歴史，教育
学特殊講義Ａから１科目

２
教育の思想，教育の歴史，教育
学特殊講義Ａから１科目

２
教育の思想，教育の歴史，教育
学特殊講義Ａから１科目

２

教育法規　又は　学校経営・制度論 ２ 教育法規　又は　学校経営・制度論 ２ 教育法規　又は　学校経営・制度論 ２

道徳教育の理論と実践 ２ 道徳教育の理論と実践 ２ ― ―

総合的な学習の時間の理論と実践 ２ 総合的な学習の時間の理論と実践 ２ 総合的な学習の時間の理論と実践 ２

特別活動の理論と方法 ２ 特別活動の理論と方法 ２ 特別活動の理論と方法 ２

教育課程・教育方法論 ２ 教育課程・教育方法論 ２ 教育課程・教育方法論 ２

教育におけるICT活用法 １ 教育におけるICT活用法 １ 教育におけるICT活用法 １

生徒指導・進路指導 ２ 生徒指導・進路指導 ２ 生徒指導・進路指導 ２

教育相談 ２ 教育相談 ２ 教育相談 ２

教育実習研究（中・高） １ 教育実習研究（中・高） １ 教育実習研究（中・高） １

中学校教育実習 ２ 中学校教育実習 ２ 中学校教育実習 ２

教職実践演習 ２ 教職実践演習 ２ 教職実践演習 ２

教科に関する専門的事項 １０～１９ 教科に関する専門的事項 ２０ 教科に関する専門的事項 ２０

教科の指導法（中学校） ２ 教科の指導法（中学校） ８ 教科の指導法（中学校） ４

プログラミング基礎 １ プログラミング基礎 １ プログラミング基礎 １

合計 ４７～５６ ６３ ５９

注2）（２）教科毎の科目・中・高の各教科の「高校一種」欄で選択科目となっている科目又は，別表（２）各免許校種
の「大学が独自に設定する科目」に使用できる科目（Ⅳ‐65ページ）で，高校に使用できる科目から２単位を選択。

教職
専門
科目

教科
専門
科目

大学
が独
自に
設定
する
科目

下記注２）を参照して修得する
こと。

２

注1）　教科専門科目（教科に関する専門的事項及び教科の指導法）の具体的な科目は，「(2)教科毎の科目・
　　中・高」以降を参照して，単位を修得すること。

注1） 注1） 注1）
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（２）教科毎の科目・中・高

◎中学校（国語），高等学校（国語）

免許法上の区分等

教科に関する専門的事項 必修 選択 必修 選択 必修 選択

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

書道
（書写を中心とする）

2 2

8 12 8 2 6 14

必修 選択 必修 選択 必修 選択

国語科教育法Ⅰ 2 2 2

国語科教育法Ⅱ 2 2 2

国語科教育法Ⅲ 2 2 2

国語科教育法Ⅳ 2 2 2

合　　計 8 2 4

必修 選択 必修 選択 必修 選択

国語科教育実践特別演習 2 2 2

中学国語二種

2 4 2

国文学特別演習Ａ

国文学特別演習Ｂ

漢文学実地研究

国文学講義Ｂ

国語学（音声言語及び文
章表現に関するものを含
む）

国語学

論語講読

漢字の文化誌

免許法上の区分等 左記に対応する開設授業科目

漢文学特別演習

書法基礎

教科の指導法

漢文学講義

大学が独自に設定する科目
（国語）

中学国語一種

漢文学特殊講義

左記に対応する開設授業科目

合　　　　　計

国文学特殊講義

漢文学概論

免許法上の区分等

中・高の教科指導法
（国語）

国文学
（国文学史含む）

高校国語一種

漢文学

高校国語一種中学国語二種中学国語一種

日本語学概論Ｂ
2

国文学実地研究

2
日本語学概論Ａ

高校国語一種

左記に対応する開設授業科目
中学国語一種

2 2 2 22 2

中学国語二種

2 2

日本語学講義Ａ

国文学

2 2

日本語学講義Ｃ

日本語学講義Ｂ

国文学講義Ａ

4国文学史Ｂ

国文学史Ｃ

日本語学講義Ｄ

日本語学特別演習Ａ

国文学史Ａ

4 2

日本語学特殊講義
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◎中学校（社会），高等学校（地理歴史）（公民）

中学校 高校 必修 選択 必修 選択 必修 選択 必修 選択

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

(2) (2) 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

(2) (2) 2

(2) (2) 2

2 2 2

(2) (2) 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

地誌学 地誌学 2 2 2地誌学

地理学実習ＢⅢ

地理学実習ＡⅠ

地理学特別演習ＢⅢ

地理学特別演習ＡⅢ

地理学特別演習ＢⅠ

地理学特別演習ＢⅡ

地理学実習ＢⅠ

地理学実習ＢⅡ

自然地理学
自然地理学概論Ａ 注1：選択必修②

自然地理学概論Ｂ

西洋史特別研究Ⅴ

東洋史概論 注1：選択必修①

人文地理学
人文地理学概論Ａ 注1：選択必修②

人文地理学概論Ｂ

西洋史特別演習Ｂ

西洋史特別研究Ⅱ

西洋史特別研究Ⅲ

西洋史特別研究Ⅳ

西洋史特別演習Ｃ

西洋史特別演習Ｄ

西洋史特別研究Ⅰ

西洋史外書講読Ｃ

西洋史外書講読Ｄ

西洋史特別演習Ａ

外国史 外国史

西洋史概論 注1：選択必修①

西洋史外書講読Ａ

西洋史外書講読Ｂ

日本近現代史

考古学概論

考古学特殊講義

中学社会一種 中学社会二種
高校一種
地理歴史

高校一種
公　民

備　　考
教科に関する専門的事項

免許法上の区分等

左記に対応する開設授業科目

地理学特別演習ＡⅠ

地理学特別演習ＡⅡ

地理学実習ＡⅡ

地理学実習ＡⅢ

人文地理学
及び

自然地理学

日本史 日本史

日本史概論Ａ

地理学

日本史概論Ｂ
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中学校 高校 必修 選択 必修 選択 必修 選択 必修 選択

中学社会一種 中学社会二種
高校一種
地理歴史

高校一種
公　民

備　　考
教科に関する専門的事項

免許法上の区分等

左記に対応する開設授業科目

法律学（国際
法を含む） (2) (2) (2)

2 2 2

1 1 1

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

政治学 (2) (2) (2)

国際政治学 2 2 （2）

(2) (2) (2)

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

(2) (2) (2)

2 2 2

国際経済 2 2 (2)

(2) (2) (2)

2 2 2

2 2 2

2 2 2

(2) (2) (2)

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

哲学・倫理学特別演習Ｄ

哲学・倫理学特別演習Ｅ

倫理思想史

哲学・倫理学特別演習Ａ

哲学・倫理学特別演習Ｂ

哲学・倫理学特別演習Ｃ

倫理学概論
注1：選択必修⑤
注2：選択必修⑧

倫理学特殊講義Ａ

倫理学特殊講義Ｂ

哲学概論
注1：選択必修⑤
注2：選択必修⑧

哲学史

哲学特殊講義Ａ

哲学特殊講義Ｂ

経済学
経済学

経済学概論
注1：選択必修④
注2：選択必修⑦

労働問題

国際経済論 注2：選択必修⑦

社会学特別演習ＢⅢ

社会学特別演習ＢⅣ

社会学特別演習ＢⅤ

社会学特別演習ＡⅤ

社会学特別演習ＢⅠ

社会学特別演習ＢⅡ

社会学特別演習ＡⅡ

社会学特別演習ＡⅢ

社会学特別演習ＡⅣ

注2：選択必修⑥

社会学 社会学

社会学概論
注1：選択必修④
注2：選択必修⑦

社会学特殊講義

社会学特別演習ＡⅠ

法学特殊講義Ａ

法学特殊講義Ｂ

政治学
現代政治と公民教育

注1：選択必修③
注2：選択必修⑥

国際政治学

法学特別演習Ｃ

法学特別演習Ｄ

法学特別演習Ｅ

法学特別演習Ａ

法学特別演習Ｂ

法と人権実習

法律学

法学概論
注1：選択必修③
注2：選択必修⑥

法律学

人権と教育

哲学、倫
理学

哲学、倫
理学
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中学校 高校 必修 選択 必修 選択 必修 選択 必修 選択

中学社会一種 中学社会二種
高校一種
地理歴史

高校一種
公　民

備　　考
教科に関する専門的事項

免許法上の区分等

左記に対応する開設授業科目

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

14 6 14 12 8
6～
10*

14～10*

注1：中学校社会一種または二種免許取得の場合，選択必修①の科目から１科目，選択必修②から１科目，選択必修③から１科目，

　　 選択必修④から１科目，選択必修⑤から１科目選択すること。

注2：高校一種（公民）免許取得の場合，選択必修⑥は「法学概論」または「「現代政治と公民教育」+「国際政治学」（２科目両方選択）」のいずれか

　　を選択，選択必修⑦は「社会学概論」または「「経済学概論」+「国際経済論」（２科目両方選択）」のいずれかを選択，選択必修⑧は２科目から

　　いずれか１科目を選択すること。

* 高校一種（公民）は、注2の選択の組合せによって「必修6単位／選択14単位」、「必修8単位／選択12単位」、「必修10単位／選択10単位」となります。

必修 選択 必修 選択 必修 選択 必修 選択

2

2

2 2

2 2

2

2

8 2 4 4

必修 選択 必修 選択 必修 選択 必修 選択

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

社会科教育学特別演習Ｂ（公民）Ⅰ

社会科教育学特別演習Ｂ（公民）Ⅱ

社会科教育学特別演習Ｂ（公民）Ⅲ

社会科教育学特別演習Ｂ（公民）Ⅳ

社会科教育学特殊講義Ｂ（公民）Ⅰ

社会科教育学特殊講義Ｂ（公民）Ⅱ

社会科教育学特別演習Ａ（地理歴史）Ⅰ

社会科教育学特別演習Ａ（地理歴史）Ⅱ

社会科教育学特別演習Ａ（地理歴史）Ⅲ

社会科教育学特別演習Ａ（地理歴史）Ⅳ

高校一種
公　民

大学が独自に設定する科目
（社会）

社会科教育学概論Ａ（地理歴史）

社会科教育学概論Ｂ（公民）

高校の教科指導法（公民） 公民科教育法

合　　　計

免許法上の区分等

社会科教育学特殊講義Ａ（地理歴史）Ⅰ

社会科教育学特殊講義Ａ（地理歴史）Ⅱ

高校の教科指導法（地歴） 地理歴史科教育法

左記に対応する開設授業科目
中学校社会一種 中学校社会二種

高校一種
地理歴史

2

中学校の教科指導法（社会）
社会科教材研究法

6
社会科学習内容構築論

中・高の教科指導法（社会・地歴) 中等社会科教育法A（社会・地歴）

中・高の教科指導法（社会・公民) 中等社会科教育法B（社会・公民）

合　　　　計

免許法上の区分等
左記に対応する開設授業科目

中学校社会一種 中学校社会二種
高校一種
地理歴史

高校一種
公　民

教科の指導法

哲学・倫理学特別研究Ⅲ

哲学・倫理学特別研究Ⅳ

哲学・倫理学特別研究Ⅴ

哲学・倫理学特別研究Ⅰ

哲学・倫理学特別研究Ⅱ

哲学、倫
理学

哲学、倫
理学
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◎中学校（技術）　

免許法上の区分等

教科に関する専門的事項

中学校 必修 選択 必修 選択

2 2 2年次前期

材料加工（実習を含む） 2 2 2年次前期

1 1 2年次後期

1 1 2年次前期

1 1 2年次前期

2 2 2年次前期

2 2 2年次後期

2 2 2年次前期（隔年）

1 1 2年次前期（隔年）

2 2 3年次前期

2 2 2年次前期

2 2 3年次前期

2 2 3年次後期

2 2 2年次後期

2 2 3年次後期

2 2 2年次後期

2 2 2年次後期

17 3 13

必修 選択 必修 選択

技術科教育法Ⅰ 2 2 2年次前期

技術科教育法Ⅱ 2 2 2年次後期

技術科教育法Ⅲ 2 2 3年次前期

技術科教育法Ⅳ 2 2 3年次後期

合　　計 8 2

機械・電気（実習を含む）

生物育成

情報とコンピュータ

標準履修年次

標準履修年次

多変量解析の理論と実践

基礎統計解析の理論と実践

左記に対応する開設授業科目
中学技術一種 中学技術二種

木材加工（製図を含む）

機械材料学

金属加工（製図を含む）

機械工学

電気電子工学

栽培理論Ⅰ

栽培理論Ⅱ

作物生産論

栽培学実験

統計的機械学習実践

教育情報システム演習

情報工学Ⅰ

情報社会と倫理

 合　　　計

免許法上の区分等
左記に対応する開

設授業科目

中学技術一種 中学技術二種

教科の指導法

情報工学Ⅱ

プログラミング演習

中学校の教科指導法（技術）
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◎中学校（英語），高等学校（英語）

免許法上の区分等

教科に関する専門的事項 必修 選択 必修 選択 必修 選択

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

8 12 8 2 8 12

必修 選択 必修 選択 必修 選択

英語科教育法Ⅰ 2 2 2

英語科教育法Ⅱ 2 2 2

英語科教育法Ⅲ 2 2 2

英語科教育法Ⅳ 2 2 2

合　　計 8 2 4

必修 選択 必修 選択 必修 選択

英語科教育法特別演習Ⅰ 2 2 2

英語科教育法特別演習Ⅱ 2 2 2

英語科教育法特別講義Ａ 2 2 2

英語科教育法特別講義Ｂ 2 2 2

備考１　　英語表現特別演習(Ｗ)は，必ずⅠ・Ⅱの順序で履修すること。

　　２　　英語表現特別演習(Ｓ)Ⅰ・Ⅱの履修順序の指定はありません。

　　３　　英語科教育法は，Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳの順序で履修すること。

英語音声学特別演習

英語の文法

大学が独自に設定する科目
（英語）

中・高の教科指導法（英語）

異文化理解

英語学

英語文学

免許法上の区分等

英語コミュニケーション

英語学の世界

英語文学特別演習Ⅰ

英語インターンシッププログラムＢ

左記に対応する開設授業科目

英語学特別演習

英語学特別講義Ａ

英語学特別講義Ｂ

英語文学概論

免許法上の区分等

教科の指導法

高校英語一種

高校英語一種

高校英語一種

中学英語二種

中学英語二種

中学英語二種中学英語一種
左記に対応する開設授業科目

左記に対応する開設授業科目

英語表現特別演習(Ｗ)Ⅱ

中学英語一種

 合　　　計

英語表現特別研究Ａ

英語表現特別研究Ｂ

英語表現特別研究Ｃ

異文化理解

中学英語一種

英語文学特別演習Ⅱ

英語文学特別講義Ａ

英語文学特別講義Ｂ

英語音声学講義

英語インターンシッププログラムＡ

英語表現特別演習(Ｓ)Ⅰ

英語表現特別演習(Ｓ)Ⅱ

英語表現特別演習(Ｗ)Ⅰ
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◎中学校（音楽），高等学校（音楽）

免許法上の区分等

教科に関する専門的事項 必修 選択 必修 選択 必修 選択

声楽（日本の伝統的な歌唱法を含む） 1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

合唱 1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

伴奏 1 1 1

合奏（和楽器を含む） 1 1 1

合奏 1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

指揮法 1 1 1

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

音楽史（日本の伝統音楽
及び諸民族の音楽を含

む）
2 2 2

13 7 13 13 7

ソルフェージュ

器楽

器楽演習ＢⅠ

声楽

声楽Ⅰ

声楽Ⅱ

声楽演習Ⅲ

声楽演習Ⅳ

ソルフェージュＡⅠ

ソルフェージュＢⅠ

ソルフェージュＡⅡ

ソルフェージュＢⅡ

声楽演習Ⅰ

声楽演習Ⅱ

声楽Ⅲ

声楽Ⅳ

中学音楽二種 高校音楽一種

1

1 1 1

1

中学音楽一種

1

左記に対応する開設授業科目

作曲法Ⅱ

合　　　　計

音楽史

器楽演習ＢⅢ

作曲演習Ⅳ

合奏Ｂ

作曲法（編曲法を含む）

音楽理論Ⅰ

作曲演習Ⅲ

合唱

器楽ＡⅢ

器楽

器楽演習ＡⅢ

器楽ＡⅠ

器楽ＡⅡ

器楽ＡⅣ

器楽ＢⅠ

器楽演習ＡⅡ

伴奏法

音楽理論

作曲演習Ⅱ

作曲演習Ⅰ

器楽演習ＢⅣ

指揮法

声楽

器楽ＢⅡ

器楽演習ＡⅣ

合奏Ａ

音楽理論Ⅱ

器楽演習ＡⅠ

器楽ＢⅢ

器楽演習ＢⅡ

作曲法

作曲法Ⅰ

器楽Ｃ

器楽Ｄ

器楽ＢⅣ
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必修 選択 必修 選択 必修 選択

音楽科教育法Ⅰ 2 2 2

音楽科教育法Ⅱ 2 2 2

音楽科教育法Ⅲ 2 2 2

音楽科教育法演習Ａ 1 1 1

音楽科教育法演習Ｂ 1 1 1

合　　計 8 2 4

必修 選択 必修 選択 必修 選択

音楽科教育学演習Ⅰ 1 1 1

音楽科教育学演習Ⅱ 1 1 1

音楽科教育学演習Ⅲ 1 1 1

音楽科教育学演習Ⅳ 1 1 1

備考１　中学校音楽の二種免許取得希望者は音楽科教育法Ⅱを必ず履修すること。

　　２　高等学校音楽の免許取得希望者は音楽科教育法Ⅰ・Ⅱを必ず履修すること。

中学音楽二種

免許法上の区分等

免許法上の区分等
高校音楽一種

中学音楽二種 高校音楽一種
左記に対応する開設授業科目

中学音楽一種

中・高の教科指導法（音楽）

左記に対応する開設授業科目

教科の指導法

中学音楽一種

大学が独自に設定する科目
（音楽）
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◎中学校（美術），高等学校（美術）

免許法上の区分等

教科に関する専門的事項 必修 選択 必修 選択 必修 選択

絵画
（映像メディア表現を含む） 2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

デザイン
（映像メディア表現を含む） 2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

2 2 2

2 2 2

デザイン

絵画

彫刻

造形実習（デザイン）Ｄ

造形実習（デザイン）Ｅ

造形実習（デザイン）Ｆ

造形特別演習（視覚文化）Ａ

造形特別演習（デザイン）Ｂ

造形特別演習（デザイン）Ｃ

造形特別演習（デザイン）Ｄ

造形実習（デザイン）Ａ

造形実習（デザイン）Ｂ

造形実習（デザイン）Ｃ

造形実習（絵画）Ｂ

造形実習（絵画）Ｃ

彫刻基礎

造形特別演習（デザイン）Ａ

造形特別演習（彫刻）Ｂ

造形特別演習（彫刻）Ｃ

中学美術一種

造形特別演習（彫刻）Ｄ

中学美術二種

造形実習（彫刻）Ｆ

絵画基礎

造形特別演習（絵画）Ａ

造形特別演習（絵画）Ｂ

造形特別演習（絵画）Ｃ

造形特別演習（絵画）Ｄ

造形実習（彫刻）Ａ

高校一種美術

左記に対応する開設授業科目

造形実習（絵画）Ｄ

造形実習（絵画）Ｅ

造形実習（絵画）Ｆ

造形実習（絵画）Ａ

デザイン基礎Ａ

造形特別演習（彫刻）Ａ

造形実習（彫刻）Ｂ

造形実習（彫刻）Ｃ

造形実習（彫刻）Ｄ

造形実習（彫刻）Ｅ

デザイン基礎Ｂ

造形特別演習（視覚文化）Ｂ
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免許法上の区分等

教科に関する専門的事項 必修 選択 必修 選択 必修 選択

2 2 2

2 2 2

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

2 2 2

2 2

2 2

2 2

2 2

2 2

1 1

1 1

1 1

1 1

美術理論・美術史（鑑賞並び
に日本の伝統美術及びアジアの美術

を含む）
2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

10 10 10 8 12

必修 選択 必修 選択 必修 選択

美術科教育法Ⅰ 2 2

美術科教育法Ⅱ 2 2

美術科教育法Ⅲ 2 2

美術科教育法Ⅳ 2 2

合　　計 8 2 4

中学美術二種 高校一種美術

デザイン

左記に対応する開設授業科目

中学美術一種

工芸

美術理論・美術史
美術史特別演習Ａ

美術史特別演習Ｂ

美術史特別演習Ｃ

美術史特別演習Ｄ

美術史入門

美術史Ⅰ

美術史Ⅱ

造形特別演習（工芸）Ｄ

造形実習（工芸）Ｂ

造形実習（工芸）Ｃ

造形実習（工芸）Ｄ

造形実習（視覚文化）Ｃ

造形実習（視覚文化）Ｄ

造形実習（視覚文化）Ｅ

色彩論特別演習

造形特別演習（工芸）Ｂ

造形特別演習（工芸）Ｃ

造形実習（視覚文化）Ｆ

造形実習（視覚文化）Ａ

造形実習（視覚文化）Ｂ

工芸基礎

造形実習（工芸）Ａ

免許法上の区分等 中学美術一種 中学美術二種 高校一種美術

教科の指導法

中・高の教科指導法（美術） 2 6

左記に対応する開設授業科目

合　　　　　　計

造形特別演習（工芸）Ａ

造形特別演習（視覚文化）Ｃ

造形特別演習（視覚文化）Ｄ
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必修 選択 必修 選択 必修 選択

美術科教育特別演習Ａ 2 2 2

美術科教育特別演習Ｂ 2 2 2

美術科教育特別演習Ｃ 2 2 2

美術科教育特別演習Ｄ 2 2 2

免許法上の区分等
左記に対応する開設授業科目

中学美術一種 中学美術二種 高校一種美術

教科の指導法

大学が独自に設定する科目
（美術）
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◎中学校（保健体育），高等学校（保健体育）

免許法上の区分等

教科に関する専門的事項 必修 選択 必修 選択 必修 選択

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

体育原理

体育心理学

体育経営管理学

体育社会学

運動学
（運動方法学を含む）

2 2 2

生理学
（運動生理学を含む）

2 2 2

衛生学・公衆衛生学 2 2 2

学校保健（小児保健，精神保
健，学校安全を含む）

2 2 2

学校保健
（救急処置を含む）

2 2 2

19 1 19 19 1

※いずれか１科目選択必修。

必修 選択 必修 選択 必修 選択

保健体育科教育法Ⅰ 2 2 2

保健体育科教育法Ⅱ 2 2 2

保健体育科教育法Ⅲ 2 2 2

保健体育科教育法Ⅳ 2 2 2

合　　計 8 2 4

必修 選択 必修 選択 必修 選択

体育学実験 1 1 1

体育学特別演習 2 2 2

※2

体育学Ｂ（体育心理学含む）

6

高校保健体育一種

基礎体育実技（体つくり運動含む）

中学保健体育一種 中学保健体育二種
左記に対応する開設授業科目

体育実技Ａ（水泳含む）

体育実技Ｄ（器械運動含む）

体育実技Ｅ（武道含む）

体育実技Ｆ（ダンス含む）

6

中学保健体育一種 中学保健体育二種

中・高の教科指導法
（保健体育）

体育実技

体育実技Ｇ（球技含む）

体育学Ｄ（体育社会学含む）

体育学Ａ（体育原理含む）

6

生理学（運動生理学含む）

※2 ※2

体育学Ｃ（体育経営管理学含む）

中学保健体育一種 中学保健体育二種

学校保健Ｂ（救急処置含む）

運動学（運動方法学含む）

免許法上の区分等

体育実技Ｂ（冬季スポーツ含む）

体育実技Ｃ（陸上競技含む）

免許法上の区分等 左記に対応する開設授業科目

体育実技Ｈ（球技含む）

衛生・公衆衛生学

学校保健Ａ（小児保健・精神保健・学校安
全含む）

体育実技Ｉ（球技含む）

体育実技Ｊ（球技含む）

教科の指導法

高校保健体育一種

 合　　　計

左記に対応する開設授業科目

高校保健体育一種

大学が独自に設定する科目
（保健体育）
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◎中学校（理科），高等学校（理科）

免許法上の区分等

教科に関する専門的事項 必修 選択 必修 選択 選択

物理学Ａ 2 2

物理学Ｂ 2 2 2

古典力学 2 2 2

電磁気学 2 2 2

量子力学 2 2 2

相対性理論 2 2 2

化学Ａ 2 2

化学Ｂ 2 2 2

化学特講Ａ 2 2 2

化学特講Ｂ 2 2 2

化学特講Ｃ 2 2 2

化学演習Ａ 1 1 1

化学演習Ｂ 1 1 1

化学演習Ｃ 1 1 1

化学演習Ｄ 1 1 1

生物学Ａ 2 2

生物学Ｂ 2 2 2

分子生物学 2 2 2

生物学演習Ａ 1 1 1

生物学演習Ｂ 1 1 1

生命科学演習Ａ 1 1 1

生命科学演習Ｂ 1 1 1

地学Ａ 2 2

地学Ｂ 2 2 2

岩石学 2 2 2

造岩鉱物の識別法 2 2 2

地学野外巡検 1 1 1

物理学実験Ⅰ 1 1

物理学実験Ⅱ 1 1

化学実験Ⅰ 1 1

化学実験Ⅱ 1 1

化学専門実験 1 1 1

生物学実験Ⅰ 1 1

生物学実験Ⅱ 1 1

分子生物学実験 1 1 1

地学実験Ⅰ 1 1

地学実験Ⅱ 1 1

合　　　計 12 8 12 10

左記に対応する開設授業科目

2

中学理科二種中学理科一種

(1)

(1)

10

注：高校免許の(  )は物理学実験Ⅰ・Ⅱ，化学実験Ⅰ・Ⅱ，生物学実験Ⅰ・Ⅱ，地学実験Ⅰ・Ⅱのいずれかの科目について，Ⅰ・Ⅱセットで
２単位履修すること。２単位を超えて修得した単位は選択の10単位に使用できる。

(1)

物理学実験・化学実験・生
物学実験・地学実験

2

(1)

生物学

(1)

(1)

化学

物理学

(1)

地学

2

高校理科一種

必修

2

(1)
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免許法上の区分等

教科の指導法 必修 選択 必修 選択 選択

理科教育法Ⅰ 2 2

理科教育法Ⅱ 2 2

理科教育法Ⅲ 2 2

理科教育法Ⅳ 2 2 2

合　　計 8 2

必修 選択 必修 選択 選択

理科教育特講Ⅰ 2 2 2

理科教育特講Ⅱ 2 2 2

理科教育特講Ⅲ 2 2 2

理科教育学特別演習Ⅰ 2 2 2

理科教育学特別演習Ⅱ 2 2 2

理科教育学特別演習Ⅲ 2 2 2

左記に対応する開設授業科目

※2

必修

必修

高校理科一種

2

高校理科一種
免許法上の区分等

※いずれか１科目選択必修

左記に対応する開設授業科目

中・高の教科指導法
（理科）

中学理科一種 中学理科二種

大学が独自に設定する科目
（理科）

4

2

中学理科一種 中学理科二種
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◎中学校（数学），高等学校（数学）

免許法上の区分等

教科に関する専門的事項 必修 選択 必修 選択 必修 選択

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

4 4 4

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

4 4 4

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

4 4 4

「確率論，統計学」 2 2 2

コンピュータ 2 2 2

10 10 10 10 10

必修 選択 必修 選択 必修 選択

数学科教育法Ⅰ 2 2 2

数学科教育法Ⅱ 2 2 2

数学科教育法Ⅲ 2 2 2

数学科教育法Ⅳ 2 2 2

合　　計 8 2 4

必修 選択 必修 選択 必修 選択

数学教育 2 2 2

＊数学教育特別講義 4 4 4

＊各特別講義は，数学サブコース所属学生以外の学生は履修不可。

備考１　代数学，幾何学，解析学，数学科教育法は，原則としてそれぞれⅠ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳの順序で履修すること。

　　　　の学生については，数学の免許取得を希望する場合のみ１年次から履修対象とする。

　　２　代数学Ⅰ，幾何学Ⅰ，解析学Ⅰについては，小学校教育コース１年次の学生は履修の対象外とする。その他のコース

大学が独自に設定する科目
（数学）

＊代数学特別講義

幾何学Ⅰ

幾何学Ⅱ

幾何学Ⅲ

解析学Ⅱ

左記に対応する開設授業科目

中・高の教科指導法
（数学）

確率論入門

解析学Ⅳ

中学数学一種

解析学

幾何学

代数学
代数学Ⅳ

代数学Ⅰ

代数学Ⅱ

代数学Ⅲ

代数学各論

幾何学各論

中学数学一種
免許法上の区分等

中学数学一種
左記に対応する開設授業科目

免許法上の区分等

教科の指導法

＊幾何学特別講義

幾何学Ⅳ

応用数学

解析学各論

＊解析学特別講義

解析学Ⅲ

高校数学一種中学数学二種

中学数学二種

プログラミング入門

     合　　　計

高校数学一種

高校数学一種

中学数学二種

解析学Ⅰ

左記に対応する開設授業科目
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◎高等学校（情報）　

免許法上の区分等

教科に関する専門的事項 必修 選択

2 中（技術）教科専門科目 2年次後期

2 理工学部開設科目 4年次前期

1 理工学部開設科目 4年次前期

2 中（技術）教科専門科目 3年次前期

2 中（技術）教科専門科目 3年次後期

2 中（技術）教科専門科目 2年次後期

2 中（技術）教科専門科目 2年次前期

2 中（技術）教科専門科目 3年次前期

2 中（技術）教科専門科目 2年次後期

2 中（技術）教科専門科目 3年次後期

2 3年次前期

2 理工学部開設科目 4年次前期

2 3年次後期

2 理工学部開設科目 4年次後期

2 理工学部開設科目 4年次前期

2 理工学部開設科目 4年次前期

10 10

必修 選択

情報教育法Ⅰ 2 2年次後期

情報教育法Ⅱ 2 3年次前期

合　　計 4

基礎統計解析の理論と実践

多変量解析の理論と実践

情報社会と倫理

セキュリティとプライバシー

情報職業論

高校情報一種
左記に対応する開設授業科目

高校の教科指導法（情報）

コンピュータグラフィックス

 合　　　計

免許法上の区分等
左記に対応する開

設授業科目

マルチメディア表現・
マルチメディア技術

メディアシステム

標準履修年次

備考 標準履修年次
高校情報一種

教科の指導法

情報システム概論

データベース

情報通信ネットワーク演習

コンピュータネットワーク

情報社会（職業に関する内容
を含む。）・情報倫理

コンピュータ・情報処理

プログラミング演習

情報システム

情報通信ネットワーク

備考

情報工学Ⅰ

情報工学Ⅱ

教育情報システム演習

統計的機械学習実践
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４．２．３　特別支援学校教員免許

一種免許 単位数

特別支援教育概説 ２

知的障害者の心理・生理・病理 ２

肢体不自由者の心理・生理・病理 ２

病弱者の心理・生理・病理 ２

知的障害教育課程論 ２

知的障害教育指導法 ２

特別支援教育指導法 ２

肢体不自由教育課程・指導法 ２

病弱教育課程・指導法 ２

視覚障害教育総論 １

聴覚障害教育総論 １

言語障害教育総論 １

重複障害教育総論 １

発達障害総論 １

特別支援教育実習 ２

特別支援教育実習研究 １

合   計 ２６

小学校または中学校の教員免許の取得とともに以下の科目の単位を修得することで特別支援学校
教員免許（一種）が取得できます。

※　教育学部で取得できる特別支援学校の教員免許状の種類（教育領域）は，「知的障害者，肢体不自由者，
　病弱者に関する教育の領域」です。
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別表（２）各免許校種の「大学が独自に設定する科目」に使用できる科目
科　　　目　　　名 単位数 小学校 中学校 高等学校

・教育の理念並びに教育 別欄 教育の思想 2 ○ ○ ○

　に関する歴史及び思想 ① 教育の歴史 2 ○ ○ ○

　　　　　 教育学特殊講義Ａ 2 ○ ○ ○
選択 教育学演習Ａ 1 ○ ○ ○

教育学演習Ｂ 1 ○ ○ ○

・教育に関する社会的， 別欄 教育法規 2 ○ ○ ○

　制度的又は経営的 ② 学校経営・制度論 2 ○ ○ ○

　事項（学校と地域と 選択 いわての復興教育 2 ○ ○ ○

　の連携及び学校安全 教育学演習Ｄ 1 ○ ○ ○

　への対応を含む。） 教育学演習Ｅ 1 ○ ○ ○
教育学演習Ｆ 1 ○ ○ ○

　 小規模学校教育論 2 ○ ○ ○

・幼児，児童及び生徒の 心理学概論 2 ○ ○ ○

　心身の発達及び学習の 教育心理学演習 1 ○ ○ ○

　過程 発達心理学演習 1 ○ ○ ○
障害者・障害児心理学 2 ○ ○ ○

・教育課程の意義及び編成 教育学特殊講義Ｂ 2 ○ ○ ○

　の方法（カリキュラム・
　マネジメントを含む。）
・教育の方法及び技術
・教育の方法及び技術　 教育学演習Ｃ 1 ○ ○ ○

教育学演習Ｇ 1 ○ ○ ○
授業実践研究 2 × ○ ○
小学校実践研究 1 ○ × ×

・教育相談（カウンセリング 臨床心理学概論 2 ○ ○ ○

　に関する基礎的な知識を 心理演習 1 ○ ○ ○

　含む。）の理論及び方法 心理的アセスメント 1 ○ ○ ○
心理学的支援法 1 ○ ○ ○

STEAM教育実践演習 2 ○ ○ ○

注）　「×」印は，各免許校種の免許状を取得するための「大学が独自に設定する科目」に使用できない。

教員免許法上の区分

教
育
の
基
礎
的
理
解
に
関
す
る
科
目

道
徳
，
総
合
的
な
学
習
の
時
間
等
の
指
導
法
及
び

生
徒
指
導
，
教
育
相
談
等
に
関
す
る
科
目

大学が独自に設定する科目
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５　日本語教育副専攻科目について

＜日本語教育副専攻科目＞

必修 選択 前 後 前 後 前 後 前 後

2 2 ○ ○ ○ ○

2 2 ○ ○ ○

2 2 ○ ○ ○

2 2 ○ ○

1 1 ○ ○

1 1 ○ ○

2 2 ○ ○ ○

※この表にない科目は，「３．３小学校教育コースあるいは中学校教育コースの開講科目」のページから確認すること。

日本語教育実習事前指導

日本語教育実習

学校教育を受けるための日本語

日本語教育概論Ⅰ

日本語教育概論Ⅱ

日本語教授法講義Ⅱ

日本語教授法講義Ⅰ

注）「言語学」は指定のクラスを履修すること。詳細は掲示を参照すること。

コース・単位数

１年 ２年 ３年 ４年 備  考

標準履修年次

科  目  名

教員免許取得の科目としては
使用できません。

日
本
語
支
援
科
目

単
位
数

区分 全コース

27

2
2 選択

必修

単位数

1

1必修1

2

2

2

1

2

2

2

4

2

2

必修

選択
必修

2

科目名

日本語教育概論I

教養教育科目

教養教育科目

日本語教授法講義Ⅰ

日本語教育概論Ⅱ

日本語教授法講義Ⅱ

日本語学概論Ａ

日本語学特殊講義

異文化理解

転換教育科目

教養教育科目

多文化コミュニケーションＡ

多文化コミュニケーションＢ

人文社会科学部
人間文化課程開設科目

異文化コミュニケーション論Ａ

異文化コミュニケーション論Ｂ

日本語学講義Ａ

言語学　

基礎ゼミナール

学校教育を受けるための日本語

日本語教育実習事前指導

日本語学概論Ｂ

科目区分

日本語教育副専攻科目
※下記の表を参照

日本語教育実習

2

1

2

外国語科目（必修８単位から２単位充当）

必修

必修

必修

必修

必修

必修

必修

備考欄

2

2

教科専門科目（国語）

教科専門科目（英語）

2

2

2

発達心理学

教育・学校心理学

日本語学講義Ｂ

教職専門科目

2

合　　　計

2

異文化コミュニケーション論Ｃ 2

異文化コミュニケーション論Ｄ 2

　グローバル化が進む中で，帰国・外国人児童生徒などに対する日本語指導の必要性はますます増大してい

ます。日本語教育の基礎を身につけた人材は，日本語学校にとどまらず小・中・高等学校や地域社会から，

広く求められています。

　教育学部では，日本語教員養成に関して文部科学省が示した標準的な教育内容（副専攻）に基づき，日本

語教育副専攻科目を以下のとおり開講します。所定の副専攻科目の単位を履修し単位を修得した者に対して

は，日本語教育副専攻を修了したものと認め，卒業時に「日本語教育副専攻単位修得証明書」を授与しま

す。

必修／
選択必修

2

2

最低取得
単位数

2

2

2

2

必修

選択
必修

選択
必修

1

1

2

2

隔年・後期

注）

隔年・後期

隔年・前期

隔年・前期
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６　公認心理師学部カリキュラム修了のための必要単位

科目名

公認心理師の職責

心理学概論

臨床心理学概論

心理学研究法

心理学統計法

心理学実験

知覚・認知心理学

学習・言語心理学

感情・人格心理学

神経・生理心理学

社会・集団・家族心理学

発達心理学

障害者・障害児心理学

心理的アセスメント

心理学的支援法

健康・医療心理学

福祉心理学

教育・学校心理学

司法・犯罪心理学

産業・組織心理学

人体の構造と機能及び疾病

精神疾患とその治療

関係行政論

心理演習

心理実習Ⅱ

標準履修年次

合計単位数

備考欄

隔年

隔年

２年前期集中

２年後期集中

１年後期

１年後期集中 隔年

隔年

隔年

隔年

３年前期集中

心理学基礎科目

※　小学校教育コース心理サブコースのみ受講可能です。

公認心理師（国家資格）の受験資格を得るためには、大学の学部で広く一般心理学や医学等の科目を含む

「大学における必要な科目」をすべて履修し、卒業後、指定された科目を開設する大学院に進んで必要な科

目を履修して修了することが条件の一つです。

単位数公認心理師法上の区分

３年前期

１年後期

２年前期

２年前期

２年前期集中

２年前期集中

３年前期

２年前期

１年後期

２年前期

2

2

2

1

1

2

２年前期集中

２年前期集中

基礎心理学

１年後期集中

２年後期

１年後期集中

1

1

1

1

1

1

1

1

1

2

1

1

1

1

1

1

1

隔年

卒業要件とは別に、「発達心理学」「教育・学校心理学」は、公認心理師科目の１単位ものを履修することが
必要です。

２年後期集中

心理学発展科目

30

心理学関連科目

実習演習科目

実践心理学

２年後期

２年後期

２年後期

３年後期

1

1
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Ⅸ 国際教育科目について 

 

１．国際教育科目の理念と教育目標 

 岩手大学では，次の 2種類の内容の「国際教育科目」を開講しています。 

① 共修科目群 

概要・目的：本学の海外交流協定大学からの交換留学生や日本語・日本文化研修留

学生等と本学の学生が共修し，日本や国際社会についての知識を高め，それ

らについての討論，体験などを通じて，主体的に行動する態度を涵養するこ

とを目的とします。授業は日本語または英語で行われます。 

対象：本学の海外交流協定大学からの交換留学生，本学の各学部に在籍する日本人

学生及び外国人留学生が履修できます。本学の学部生がこの科目を履修した

場合，専門教育科目の自由選択科目として卒業要件の単位が認められる場合

がありますので、学務課に確認のうえ履修してください。 

 

＜共修科目群リスト＞ 

科目区分 授業科目名 
単

位

数 

対象学年 開講学期 備考 

文
化 

Comparative Japanese History A 2 1 前期 英語 

Comparative Japanese History B 2 1 後期 英語 

Japanese History A 2 1 前期 英語 

Japanese History B 2 1 後期 英語 

Japanese Traditional Culture A – 

Ikebana A 
2 1 

前期 

後期 
英語 

国
際
研
修 

海外研修 2 2 
前期 

後期 
集中 

海外研修事前事後指導 2 2 
前期 

後期 

教養教育科目「海外研

修―世界から地域を考

える」および国際教育

科目「海外研修」履修

者対象 

学内留学 2 2・3・4 後期  

国際合宿 2 2 前期 集中 

※対象学年以上の学生が履修可能です。 

※備考欄に「英語」とある科目は英語で授業を行います。 

※備考欄に「集中」とある科目は集中講義で開講予定です。 

※講師等の都合により、開講しないことがあります。また、この他の科目が開講され

る可能性があります。各学期の開講案内を確認してください。 
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②交換留学生専用科目群 

概要・目的：本学に在籍する外国人留学生のために，初級から上級まで 5レベルの 

日本語教育，および地域学や研究に関する国際教育を実施します。 

 対象：本学の海外協定大学からの交換留学生，日本語・日本文化研修留学生に単位

が認められます。また，科目区分「日本語」の科目は本学に在学する全ての

外国人留学生が受講することができますが，正規学部留学生には単位は認め

られません。総合科学研究科の正規留学生が「アカデミック日本語」＊として

登録した科目については単位が認められます。 

 

＜交換留学生専用科目群＞ 

①日本語 

授業科目名 単位数 開講学期 備考 

初級日本語総合 10 前期・後期 月～金×2 コマ 

初級日本語総合漢字 1 前期・後期 月・木×0.5 コマ 

初級日本語Ⅰ会話 1 前期・後期  

初級日本語Ⅰ表記・読解 1 前期・後期  

初級日本語Ⅰ文法 1 前期・後期  

初級日本語Ⅱ文法 1 前期・後期  

初級日本語Ⅱ漢字 1 前期・後期  

初級日本語Ⅱ会話 1 前期・後期  

中級日本語Ⅰ文法１ 1 前期・後期  

中級日本語Ⅰ文法２ 1 前期・後期  

中級日本語Ⅰ会話 1 前期・後期  

中級日本語Ⅰ読解 1 前期・後期  

中級日本語Ⅰ漢字 1 前期・後期  

中級日本語Ⅰ作文 1 前期・後期  

中級日本語Ⅱ会話 1 前期・後期  

中級日本語Ⅱ文法 1 前期・後期  

中級日本語Ⅱ漢字 1 前期・後期  

中級日本語Ⅱアカデミック日本語 1 前期・後期  

中級日本語Ⅱ読解 1 前期・後期  

中級日本語Ⅱ作文 1 前期・後期  

上級日本語ビジネス日本語 1 前期・後期  

上級日本語アカデミック日本語 1 前期・後期  
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② 国際教育 

授業科目名 単位数 開講学期 備考 

理系研究 A 2 前期  

理系研究 B 2 後期  

特別研究 A 3 前期 大学院科目 

特別研究 B 3 後期 大学院科目 

農学系研究 1 前期・後期  

農学系特別研究 1 1 前期・後期 大学院科目 

農学系特別研究 2 2 前期・後期 大学院科目 

農学系特別研究 3 3 前期・後期 大学院科目 

芸術系研究Ⅰ 2 前期  

芸術系研究Ⅱ 2 前期  

芸術系研究Ⅲ 2 後期  

芸術系研究Ⅳ 2 後期  

芸術系特別研究Ⅰ 2 前期 大学院科目 

芸術系特別研究Ⅱ 2 前期 大学院科目 

芸術系特別研究Ⅲ 2 後期 大学院科目 

芸術系特別研究Ⅳ 2 後期 大学院科目 

岩手学 A 2 前期  

岩手学 B 2 後期  

スクールインターンシップⅠ 2 前期  

スクールインターンシップⅡ 2 後期  

個別研究 ２ 前期・後期 文系・芸術系科目 

 

時間割，単位数，履修手続き，試験，成績評価等については，「岩手大学における国

際教育科目に関する要項」その他に定めます。 

 

 

２．履修方法および開設授業科目 

 履修については，本冊子及び時間割を参考にし，大学からのお知らせ，中央掲示板

および国際課前の掲示等に注意して，間違いのないように手続きをしてください。具

体的な履修方法及び開設授業科目については，当該学期の開始までに別途掲示により

お知らせします。 

 各学部，学科，課程ごとにそれぞれ履修できる範囲及び修得すべき単位数等が定め
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られていますので，各学部の説明の項を熟読してください。また，履修にあたっては

前期のみまたは後期のみ開講する授業科目や，年度により開設しない科目があるので

注意してください。 
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数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム（MDASH 認定教育プログラム） 

 

本学は「岩手大学ビジョン 2030」の教育目標及び第４期中期目標・中期計画のアクショ

ンプランで「社会における様々なデータを数理・統計・情報を用いて解析し，社会におけ

る課題を発見し解決することができる能力を身につけるため教養教育と専門教育を融合さ

せた数理・データサイエンス・ＡＩに係る教育の体系化の確立」を掲げています。このア

クションプラン実現のため，教養教育と各学部の専門教育では，数理・データサイエンス・

ＡＩに関する授業科目を開設しています。新しい時代の「読み・書き・そろばん」とされ

る数理・データサイエンス・ＡＩに係る知識やスキルは，理系学部生の必須能力に留まら

ず，人文社会科学分野の文系の学生においても必須能力となっています。特に近年成長著

しい AI は，今後の社会を大きく変革するゲームチェンジャーになると考えられています。

このようなことから，本学では，在籍するすべての学生が関係する知識やスキルを習得し，

実践的に活用できる能力を身につけられる教育プログラムとしています。 

本学では，令和４年度に文部科学省から，「数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラ

ム」認定制度(MDASH)による「リテラシーレベル」の認定を受けています。リテラシーレベ

ルは，教養教育科目の必修科目で対応しているため，全学生が認定されます。また，MDASH

「応用基礎レベル」の教育プログラムは，教養教育科目と各学部の専門教育科目で構成さ

れており，学部の専門性を活かした教育プログラムとなっています。令和６年度には教育

学部の教育プログラムが認定され，令和５年度入学生から適用されています。人文社会科

学部，理工学部，農学部（共同獣医学科は令和７年度から獣医学部）については令和６年

度入学生から同教育プログラムを開始しており，令和７年度中に認定申請の予定です。 

なお，令和７年度から入学する理工学部，農学部の学生については，「応用基礎レベル」

の科目がすべて必修科目となっています。「応用基礎レベル」の認定科目はいずれも基礎的

な内容であり，データエビデンスに基づく問題解決能力等の実践力を形成するために，認

定科目の多くを演習形式としています。選択的に履修することになる人文社会科学部，教

育学部，獣医学部の学生の積極的な履修を期待します。 

 

本教育プログラムにより身につけることのできる能力や対象授業科目，修了要件等は本

学ホームページで確認してください。 

 

 

リテラシーレベル 

 

 

 

https://www.iwate-u.ac.jp/campus/course/ds.html 

 

応用基礎レベル 

 

 

 

https://www.iwate-u.ac.jp/campus/course/mdash-AL.html 
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IHATOVO グローバルコースについて 

 

１．IHATOVO グローバルコースの理念と教育目標 

 岩手大学国際教育センターでは、岩手に顕在化するグローバルな課題を理解し、解

決に貢献し、発信する力の養成をめざし、「IHATOVO グローバルコース」を企画・運営

しています。このコースの参加によって「知識・探求力」、「コミュニケーション力」、

「人間力」を向上させ、地域社会、国際社会で活躍する人材を育成します。 

 

２．コースの構成 

 コースは、Ａ．外国語、Ｂ．コミュニケーション、Ｃ．国際教養、Ｄ．実践の 4 つのカテゴリーに

分類された、授業および課外活動で構成されています。各授業、活動に参加すると、Global 

Mileage が付与されます。 

Ａ～Ｄのすべてのカテゴリーのいずれかの授業、課外活動に最低１つ参加し、一定程度の

Global Mileage を獲得した者には IHATOVO グローバルコース履修認定証を授与します。コ

ース認定されなくても、Global Mileage の獲得実績に応じて表彰します。また、海外研修、留学

などの際にインセンティブを与えることがあります。 

 

３．コースの評価・認定方法 

認定要件を満たした学生には、学長から認定証を授与し、記念品を贈呈します。また、毎学

期、学年別に Global Mileage 獲得上位者を表彰し、記念品およびオープンバッジを贈呈しま

す。 

 

＊一定以上のマイル獲得後、海外研修、留学に行く場合は、海外派遣奨学金、留学のための

語学検定試験の受験料補助などの奨学資金を支給します。 

＊マイルの獲得実績を、海外研修、留学等の参加要件（成績、単位数、面接評価等）に加え

ることもあります。 

 

 ＜認定方法＞ 

１）Ａ．外国語、Ｂ．コミュニケーション、Ｃ．国際教養、Ｄ．実践、の４領域すべての授業、活動

をそれぞれ最低１つずつ履修、参加していること 

２）マイルの合計が一定のマイル数に到達していること 

   ブロンズ＝800 マイル  シルバー＝1200 マイル  ゴールド＝2000 マイル 
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＜認定基準＞ 

総取得マイル数に応じ、ブロンズ、シルバー、ゴールドの３段階で認定します。 

ランク 外国語 コミュニケーション 国際教養 実践 合計マイル数 

ブロンズ 10 マイル以上 10 マイル以上 10 マイル以上 10 マイル以上 800 マイル 

シルバー 10 マイル以上 10 マイル以上 10 マイル以上 10 マイル以上 1200 マイル 

ゴールド 10 マイル以上 10 マイル以上 10 マイル以上 10 マイル以上 2000 マイル 

    

 

４．履修方法および開設授業科目・課外活動 

  IHATOVO グローバルコース対象授業科目の履修については、本冊子及び時間割を

参考にし、大学からのお知らせ、アイアシスタントおよび国際課（学生センターB

棟）の掲示等に注意して、確認してください。 

  また、履修にあたっては前期のみまたは後期のみ開講する授業科目や、年度によ

り開設しない科目があるので注意してください。 

※ 対象学年以上の正規学生が履修可能です。 

※ 備考欄に「集中」とある科目は集中講義で開講します。 

※ 講師の都合等により、開講しないことがあります。また、この他の科目が開講 

される可能性があります。各学期の開講案内を確認してください。 

 ※ IHATOVO グローバルコース対象課外活動リスト及び詳細については、以下を参照

願います。 

   https://www.iwate-u.ac.jp/iuic/japanese-student/index.html 
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イーハトーヴ協創コースについて 

 

 

１．イーハトーヴ協創コースの理念と教育目標 

 岩手大学では，全学部の学生を対象とした共修プログラム（※）「イーハトーヴ協創コース」を

開講しています。 

岩手大学（前身の盛岡高等農林学校）の卒業生である宮沢賢治の想い「世界がぜんたい幸福に

ならないうちは個人の幸福はあり得ない」（Well-being）を受け継ぎ，誰一人取り残さない持続可

能な社会の実現を目指し，岩手で生きる，岩手と縁のある地域の多様な方々との協創活動を通

じ，心の豊かさとイノベーションマインドを併せ持ち，高い専門性と実践力を兼ね備えたレジリ

エントな人材を育成します。 

(※)共修プログラムとは？ 

自身が所属する主専攻（学部）以外の分野を系統的に学修するプログラムです。 

 

（１）コースの概要 

イーハトーヴ協創コースでは，教養教育科目を中心に，デザイン思考，マーケティング，

プロジェクトマネジメント，課題解決型インターンシップなど，アントレプレナーシップ

（起業家精神）の醸成や，地域のイノベーションに必要な創造性やチャレンジ精神を高める

ための科目，企業・自治体との提携講義を学部横断型で学びます。 

さらに地域における実践活動（正課外）も併せて評価することで，専門性と実践力を身に

つけます。 

これらの学修過程を可視化するため，「地域協創マイレージ」を導入し，正課教育に加え正

課外活動を含めてポイント化し，履修・研修経験を段階的に評価します（地域協創マイレー

ジの取得状況は「アイフォリオ」で確認することができます。 

 

（２）コースの受講対象者，登録・認定方法 

 本学の各学部に在籍する日本人学生及び外国人留学生（非正規生を除く）が履修できま

す。 

 コースは自動エントリー制であり，履修をするための特段の手続きは不要です。 

 コースに関連する科目の単位を取得した場合や，課外活動を実施し所定の手続きを行った場

合，「地域協創マイレージ」が自動的に付与されます。 

 修了認定要件を満たし，「修了認定申請書」を自己申請すると，修了認定を受けることが出来

ます。 

２．コースの構成 

 （１）正課教育 

 「イーハトーヴ協創コース関連科目」に指定さられている以下の科目から受講します。なお，

授業科目には，必修科目とコア（選択必修）科目，選択科目の３種類があり，段階ごとに修得

すべき単位数が定められていますので，注意してください。 

なお，正課教育で取得した単位は 1単位＝50 地域協創マイレージに換算します。 
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① コースの構成 

必修・選択の別 科目名称 科目区分 

必修科目 地域協創入門 教養（地域） 

コア科目 

（選択必修） 

１単位 地域協創 A・B・C・D・E・F・G・H・I 教養（地域） 

２単位 社会連携学 A・B， 

キャリアを考える A・B 

キャリアデザイン実践 

地域課題演習 A・B・C・D 

インターカレッジ・フィールド実践演習 

教養（地域/地

域課題演習） 

選択科目（教養） コア科目及び探究知科目（環境科目，地域

科目）・実践知科目（地域課題演習科目）

から選択 

教養（環境/地

域/地域課題演

習） 

選択科目（専門） 各学部専門科目におけるイーハトーヴ協

創コース関連科目から選択 

専門 

 

② 開講科目 

イーハトーヴ協創コース関連科目リスト及び詳細については，地域協創教育センターホームペ

ージを参照願います。 

※ 対象学年以上の学生が履修可能です。 

※ 備考欄に「集中」とある科目は集中講義で開講する場合があります。 

※ 講師等の都合により，開講しないことがあります。また，この他の科目が開講される可能性 

があります。各学期の開講案内を確認してください。 

 

（２）正課外活動 

 地域課題解決プログラム，学内カンパニー，NEXT STEP 工房など本学が実施・支援する実践活

動プログラムや，イーハトーヴ協創ラボ（TOVLAB）及びグローバルビレッジ等でのイベント参

加，他大学や他機関との連携プログラム等について，以下の基準に基づき「地域協創マイレー

ジ」を付与します。 

＜地域協創マイレージの算定基準（標準的な目安）＞ 

正課・課外の別 主な事業 付与マイル数 

正課教育 

イーハトーヴ協創コース関連科目 

１単位科目 
５０ 

イーハトーヴ協創コース関連科目  

２単位科目 
１００ 

正課外活動 

単発型のイベント １０ 

３日程度の短期イベント ５０ 

３日以上～１週間程度の中長期イベント １００ 

インターンシップ，通年の実践活動（メンバーの一人

として参画） 
１５０ 

長期研修・長期インターンシップ，通年の実践活動（リ

ーダーとして参画） 
３００ 
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地域協創マイレージの対象事業等の詳細については，地域協創教育センターホームページを参照

願います。 

 

３．コースの評価・認定方法 

 修了認定要件を満たし，「修了認定申請書」を自己申請すると，修了認定を受けることが出来

ます。 

 修了が認定されると，成績証明書の特記事項欄に「イーハトーヴ協創コース（受講中または

修了）」と記載されます。 

 また，本学が提供する学習プログラム等の修了者に対してデジタル修了証である「オープン

バッジ」を付与する予定です。 

 大学時代に経験した実践的な取組を就職や進学の際にアピールするものとしての効果が期待

できます。 

 認定証と併せ，就職活動等に活用可能なコース概要説明書を発行します。 

（１）認定方法 

 イーハトーヴ協創コース関連科目事業における主な修得能力を５つのカテゴリーに分類し，そ

れぞれの「地域協創マイレージ」取得状況に基づき評価します。 

①  マインドセット 

②  ツール 

③  キャリア 

④  アクション 

⑤  専門知識 

 各カテゴリーから，該当する授業，活動を最低 1つずつ取得していることが認定要件となりま

す。 

 マイレージの認定について，授業は自動認定されますが，正課外活動については，認定申請が

必要となる場合があります。申請方法はプログラム毎に案内します。 

 地域協創マイレージの取得状況については「アイフォリオ」で確認することができますので，

随時活用してください。 

 

（２）認定基準 

総取得マイル数に応じ，ブロンズ，シルバー，ゴールドの３段階で認定します。 

ランク 
正課教育 

正課外活動 
総取得 

マイル数 単位数（必修・コア） 単位数（選択） 

ブロンズ 
必修２，コア 2 

（200 マイル） 

専門２ 

（100 マイル） 
100 マイル 400 マイル 

シルバー 
必修２，コア 4 

（300 マイル） 

教養２，専門２ 

（200 マイル） 
300 マイル 800 マイル 

ゴールド 
必修２，コア 8 

（500 マイル） 

教養２，専門２ 

（200 マイル） 
500 マイル 1200 マイル 
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４．履修モデル 

 イーハトーヴ協創コースを受講する学生に対し，カリキュラムデザインの参考としてもらう

とともに，コースの認知度や有用性を図りたい個別のキャリア像を意識した履修モデルを複

数提示します。 

 履修モデルはあくまでも参考提示であり，学生はコースに指定する科目を自由に受講するこ

とが可能ですので，履修の参考としてください。 

なお，専門科目については，原則，所属する学部の科目を受講してください。 

各履修モデルの詳細については，地域協創教育センターホームページを参照願います。 

 

５．履修方法および開設授業科目 

  イーハトーヴ協創コースの履修については，本冊子及び時間割を参考にし，大学からのお知

らせ，アイアシスタントおよび地域協創教育室（学生センターB棟）の掲示等に注意して，間違

いのないように手続きをしてください。具体的な履修方法及び開設授業科目については，当該

学期の開始までに別途掲示によりお知らせします。 

  各学部，学科，課程ごとにそれぞれ履修できる範囲及び修得すべき単位数等が定められてい

ますので，各学部の説明の項を熟読してください。また，履修にあたっては前期のみまたは後

期のみ開講する授業科目や，年度により開設しない科目があるので注意してください。 

 

６．本件担当 

  地域協創教育センター（学生センターＢ棟１階） 

    https://www.iwate-u.ac.jp/rcec/ihatov-course.html  
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教育職員免許法施行規則

小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係る教育職員免許法の特例等に関する法律

岩手大学科目等履修生規則

岩手大学外国人留学生規則

成績評価基準について

日本国憲法

気象警報等の発令時等における授業等の取扱いに関する申合せ

岩手大学諸規則

関係法令（e-Gov 法令検索にリンク）

教育基本法

学校教育法

教育職員免許法

岩手大学における長期にわたる教育課程の履修に関する規則

岩手大学転学部に関する規則

岩手大学転学科及び転課程取扱要項

岩手大学編入学取扱規則

岩手大学再入学取扱規則

岩手大学研究生規則

国立大学法人岩手大学学則

国立大学法人岩手大学大学院学則

岩手大学教養教育規則

岩手大学における授業科目の履修登録単位数の上限に関する規則

岩手大学における在学期間の特例に関する規則

https://laws.e-gov.go.jp/law/321CONSTITUTION
https://laws.e-gov.go.jp/law/418AC0000000120
https://laws.e-gov.go.jp/law/322AC0000000026
https://laws.e-gov.go.jp/law/324AC0000000147
https://laws.e-gov.go.jp/law/329M50000080026
https://laws.e-gov.go.jp/law/409AC1000000090


国立大学法人岩手大学学則 

 

平成１６年 ４ 月 １ 日 制  定 

令和 ７ 年 ２ 月２７日 最終改正 
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第１章 総則 

第１節 目的 

 

（目的） 

第１条 国立大学法人岩手大学（以下「本学」という。）は、真理を探究する教育研究の

場として、学術文化を創造しつつ、幅広く深い教養と高い専門性を備えた人材を育成す

ることを目指すとともに、社会に開かれた大学として、その教育研究の成果をもとに地

域社会と国際社会の文化の向上と発展に貢献することを目的とする。 

２ 本学は、学部、学科又は課程ごとに、人材の養成に関する目的その他の教育研究上の

目的を定め、公表するものとする。 

  

第２節 構成 

 



（学部） 

第２条 本学に次の学部を置く。 

人文社会科学部 

教育学部 

理工学部 

農学部 

獣医学部 

 

（学科及び課程） 

第３条 各学部に学科又は課程を次のとおり置く。 

  学  部   学科又は課程 

人文社会科学部 人間文化課程 

地域政策課程 

教育学部 学校教育教員養成課程 

理工学部 理工学科 

農学部 

 

 

 

食料農学科 

生命科学科 

地域環境科学科 

動物科学・水産科学科 

獣医学部 共同獣医学科 

 

（大学院） 

第４条 本学に大学院を置く。 

２ 前項の大学院に次の研究科を置く。 

総合科学研究科 修士課程 

教育学研究科  専門職学位課程（教職大学院の課程） 

理工学研究科  博士課程 

獣医学研究科  博士課程 

連合農学研究科 博士課程 

３ 大学院の学則は、別に定める。 

  

（教育研究施設） 

第５条 本学に次の教育研究施設を置く。 

地域防災研究センター 

平泉文化研究センター 

三陸水産研究センター 

ものづくり技術研究センター 

次世代アグリイノベーション研究センター 

 分子接合技術研究センター 

２ 前項の教育研究施設に関する規則は、別に定める。 

 

（教育研究基盤施設） 

第６条 本学に次の教育研究基盤施設を置く。 

図書館 

保健管理センター 

情報基盤センター 

国際教育センター 

２ 前項の教育研究基盤施設に関する規則は、別に定める。 



 

（教育研究支援施設） 

第７条 本学に次の教育研究支援施設を置く。 

教学マネジメントセンター 

地域協創教育センター 

教員養成支援センター 

研究支援・産学連携センター 

ＲＩ総合実験センター 

２ 前項の教育研究支援施設に関する規則は、別に定める。 

 

 （特定事業推進室） 

第７条の２ 本学に次の特定事業推進室を置く。 

 地域社会教育推進室 

 環境マネジメント推進室 

 評価室 

 ダイバーシティ推進室 

２ 前項の特定事業推進室に関する規則は、別に定める。 

 

（学部附属の教育研究施設） 

第８条 本学に次の学部附属の教育研究施設を置く。 

人文社会科学部 こころの相談センター 

宮沢賢治いわて学センター 

教育学部      附属教育実践・学校安全学研究開発センター 

附属自然観察園 

理工学部      附属ソフトパス理工学総合研究センター 

附属ものづくりエンジニアリングファクトリー 

附属理工系教育研究基盤センター 

 農学部     附属寒冷フィールドサイエンス教育研究センター 

         附属畜産飼料総合教育研究センター 

附属生物環境制御装置室 

附属植物園 

附属農業教育資料館 

附属自然エネルギー利用温室 

 獣医学部    附属動物病院 

         附属動物医学食品安全教育研究センター 

         附属産業動物臨床・疾病制御教育研究センター 

２ 前項の学部附属の教育研究施設に関する規則は、別に定める。 

 

（共同利用） 

第８条の２ 前条第１項に掲げる農学部附属寒冷フィールドサイエンス教育研究センター

は、本学の教育研究上支障がないと認められるときは、他の大学の利用に供することが

できる。 

２ 前項に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（附属学校） 

第９条 教育学部に次の附属学校を置く。 

附属幼稚園 

附属小学校 

附属中学校 

附属特別支援学校 



２ 前項の附属学校に関する規則は、別に定める。 

 

第３節 役員 

 

（役員） 

第１０条 本学に次の役員を置く。 

一 学長 

二 理事 

三 監事 

 

第４節 職員 

 

（職員） 

第１１条 本学に次の職員を置く。 

教員（教授、准教授、講師、助教、副園長・副校長、主幹教諭、教諭及び養護教諭をい

う。）、事務職員、専門職員、技能職員及び医療職員 

２ 前項の教員（副園長・副校長、主幹教諭、教諭及び養護教諭を除く。次項において同

じ。）は別表１に掲げるいずれかの組織に所属する。 

３ 前項の規定にかかわらず、第１項の教員のうち学長が必要と認めた者については、別

表１に掲げる組織に所属させないことができる。 

 

（副学長） 

第１２条 本学に副学長を置き、第１０条に規定する理事のうち、教育研究に関する業務

を担当する者をもって充てる。 

２ 前項に規定するもののほか、本学の意思決定と執行を円滑に行うため、副学長を置く

ことができる。 

 

（学部長及び副学部長） 

第１３条 各学部に学部長を置く。 

２ 前項の学部長を補佐するため、各学部に副学部長を置く。 

 

（教育研究施設の長） 

第１３条の２ 教育研究施設に長を置く。 

 

（教育研究基盤施設の長） 

第１４条 教育研究基盤施設に長を置く。 

 

 （教育研究支援施設の長） 

第１４条の２ 教育研究支援施設に長を置く。 

 

（特定事業推進室の長） 

第１４条の３ 特定事業推進室に長を置く。 

 

（学部附属の教育研究施設の長） 

第１５条 学部附属の教育研究施設に長を置く。 

２ 宮沢賢治いわて学センター長は、人文社会科学部の学部長をもって充てる。 

３ 附属教育実践・学校安全学研究開発センター長は、教育学部の学部長をもって充て

る。 

 

（附属学校の校長等） 



第１６条 附属学校に園長又は校長を置く。 

 

第５節 役員会、教育研究評議会、経営協議会等 

 

（役員会） 

第１７条 本学に、本学の意思決定と執行に責任を持つ機関として役員会を置く。 

２ 前項の役員会に関する規則は、別に定める。 

 

（教育研究評議会） 

第１８条 本学の教育研究に関する重要事項について審議するため、教育研究評議会を置

く。 

２ 前項の教育研究評議会に関する規則は、別に定める。 

 

（経営協議会） 

第１９条 本学の経営に関する重要事項について審議するため、経営協議会を置く。 

２ 前項の経営協議会に関する規則は、別に定める。 

 

（学長選考・監察会議） 

第２０条 本学に、学長選考・監察会議を置く。 

２ 前項の学長選考・監察会議に関する規則は、別に定める。 

 

（学長・副学長会議） 

第２１条 本学の意思決定と執行を円滑に行うため、学長・副学長会議を置く。 

２ 前項の学長・副学長会議に関する規則は、別に定める。 

 

（学部長・研究科長会議） 

第２２条 学長、理事及び副学長と学部等との連絡調整並びに教育研究及び経営に関する

重要事項の意見集約に当たるため、学部長・研究科長会議を置く。 

２ 前項の学部長・研究科長会議に関する規則は、別に定める。 

 

（教員人事会議） 

第２２条の２ 本学における教員人事の基本方針について検討するとともに、全学的観点

及び戦略的観点から教員人事について審議するため、教員人事会議を置く。 

２ 前項の教員人事会議に関する規則は、別に定める。 

 

（教授会） 

第２３条 本学の各学部に教授会を置く。 

２ 前項の教授会に関する規則は、別に定める。 

 

（学科会議及び課程会議） 

第２３条の２ 第３条に規定する学科又は課程に学科会議又は課程会議を置く。 

２ 前項の学科会議及び課程会議に関する規則は、別に定める。 

 

（委員会） 

第２４条 本学に、専門的な観点から全学の意思形成に資するため、必要な委員会を置く。 

２ 前項の委員会に関する必要な事項は、別に定める。 

 

第６節 事務組織及び技術支援組織 

 

（事務組織） 



第２５条 本学における企画立案事務、教育研究支援事務及び管理事務等を行うため、事

務組織を置く。 

２ 前項の事務組織に関する規則は、別に定める。 

 

（技術支援組織） 

第２６条 本学における教育研究の技術支援を行うため、技術支援組織を置く。 

２ 前項の技術支援組織に関する規則は、別に定める。 

 

第７節 教育研究等の状況の公表等 

 

（教育研究等の状況の公表等） 

第２７条 本学は、本学の教育研究、組織運営及び財務の状況を公表（情報提供を含む。）

するものとする。 

２ 前項の公表に当たっては、刊行物への掲載その他広く周知を図ることができる方法に

よって行うものとする。 

 

第８節 自己評価等 

 

（自己評価等） 

第２８条 本学は、その教育研究水準の向上を図り、本学の目的及び社会的使命を達成す

るため、本学における教育研究、組織運営及び施設設備の状況について自ら点検及び評

価を行い、その結果を公表するものとする。 

２ 前項の点検及び評価の項目並びに実施体制については、別に定める。 

３ 第１項の点検及び評価の結果については、本学の職員以外の者による検証を行うよう

努めるものとする。 

 

第２８条の２ 削除 

 

第９節 ダイバーシティの推進 

 

（ダイバーシティの推進） 

第２８条の３ 本学は、その教育研究水準の向上を図り、本学の目的及び社会的使命を達

成するため、本学におけるダイバーシティの推進を図るものとする。 

 

 

 

第２章 学部通則 

第１節 修業年限、在学期間等 

 

（修業年限、在学期間等） 

第２９条 本学の修業年限は、４年とする。ただし、獣医学部共同獣医学科については、

その修業年限は、６年とする。 

２ 本学の科目等履修生として一定の単位（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第９

０条の規定により入学資格を有した後、修得したものに限る。）を修得した者が本学に

入学する場合において、当該単位の修得により本学の教育課程の一部を履修したと認め

られるときは、修得した単位数その他の事項を勘案して本学が定める期間を修業年限の

２分の１を超えない範囲で修業年限に通算することができる。 

３ 在学期間は、修業年限の２倍を超えることはできない。 

 

（在学期間の特例） 



第３０条 本学に３年以上在学した者（獣医学部共同獣医学科に在学するものを除く。）

が、卒業の要件として本学の定める単位を優秀な成績で修得したと認める場合には、前

条第１項本文の規定にかかわらずその卒業を認めることができる。 

 

第２節 学年、学期及び休業日 

 

（学年） 

第３１条 学年は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

２ 前項に規定する学年の途中においても、学期の区分に従い、入学させ及び卒業させる

ことができる。 

 

（学期） 

第３２条 学年を２学期に分け、前期は４月１日から９月３０日まで、後期は１０月１日

から翌年３月３１日までとする。 

２ 学長が必要と認めるときは、学期の始期前及び終期後に当該学期の授業を行うことが

できる。 

 

（休業日） 

第３３条 休業日は、次のとおりとする。 

一 日曜日及び土曜日 

二 国民の祝日に関する法律に規定する休日 

三 夏季休業 ８月５日から９月３０日まで 

四 冬季休業 １２月２４日から翌年１月７日まで 

五 春季休業 卒業式の翌日から３月３１日まで 

２ 学長が必要と認めるときは、前項の休業日を臨時に変更することができる。 

３ 第１項に定めるもののほか、学長が必要と認めるときは、臨時の休業日を定めること

ができる。  

 

第３節 収容定員等 

 

（収容定員等） 

第３４条 各学部の学科又は課程の入学定員及び収容定員は、次のとおりとする。 

学 部 

 

学科又は課程 

 

入学定員 

 

３年次編 

入学定員 

収容定員 

 

 

人文社会科学部 

 

人間文化課程 １２５名   ６名 ５１２名  

地域政策課程 ７５名   ４名 ３０８名  

計 ２００名  １０名 ８２０名  

教 育 学 部 
学校教育教員養成課程 １６０名   ６４０名  

計 １６０名   ６４０名  

理 工 学 部 
理工学科 ４１４名   ２０名 １,６９６名  

計 ４１４名  ２０名 １,６９６名  

 

 

農 学 部 

 

 

食料農学科 ５０名    ２名 ２０４名  

生命科学科 ５１名   １名 ２０６名  

地域環境科学科 ７０名  １名 ２８２名  

動物科学・水産科学科 ５５名   １名 ２２２名  

計 ２２６名    ５名 ９１４名  

 

獣 医 学 部 

共同獣医学科 ３０名   １８０名  

（東京農工大学農学部共同獣医

 学科） 

(３５名) 

 

 (２１０名) 



計 ３０名   １８０名  

備考 （ ）は、本学と共同獣医学科を設置している東京農工大学農学部共同獣医学

 科の入学定員及び収容定員であり、外数とする。 

 

 

第４節 教育課程 

 

（教育課程の編成） 

第３５条 本学は、大学、学部及び学科又は課程等の教育上の目的を達成するために必要

な授業科目を設定し、体系的に教育課程を編成するものとする。 

２ 教育課程の編成に当たっては、学部及び学科又は課程等の専攻に係る専門の学芸を教

授するとともに、幅広く深い教養及び総合的な判断力を培い、豊かな人間性を涵養する

よう配慮するものとする。 

３ 教育課程は、各授業科目を必修科目、選択科目及び自由科目に分け、これを各年次に

配当して編成するものとする。 

 

（特別の課程の編成） 

第３５条の２ 本学は、前条に規定するもののほか、本学の学生以外の者を対象とした特

別の課程を編成することができる。 

２ 前項の特別の課程に関する規則は、別に定める。 

 

（教育体系） 

第３６条 本学における教育体系は、一貫教育の観点から教養教育及び共同獣医学科の共

通教育並びに専門教育とし、教養教育には教養教育科目を、共同獣医学科の共通教育（以

下「共通教育」という。）には共通教育科目を、専門教育には専門教育科目を置くもの

とする。 

２ 教養教育及び共通教育は、全学体制で実施し、本学の教員は教養教育及び共通教育の

実施・発展に努め、担当する責任を負うものとする。 

３ 専門教育は、各学部の責任において実施する。 

４ 教養教育及び共通教育に関し必要な事項は、別に定める。 

５ 専門教育に関し必要な事項は、各学部が定める。 

６ 第１項に定める科目のほか、国際教育科目を置くものとし、必要な事項は、別に定め

る。 

 

（学生の修得すべき単位数） 

第３７条 学生が修得すべき単位数は、別表２のとおりとする。 

 

（単位の計算方法） 

第３８条 授業科目の単位数は、１単位の授業科目を４５時間の学修を必要とする内容を

もって構成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時

間外に必要な学修等を考慮して、次の基準により計算するものとする。 

一 講義及び演習については、１５時間又は３０時間の授業をもって１単位とする。 

二 実験、実習及び実技については、３０時間又は４５時間の授業をもって１単位とす

る。ただし、芸術等の分野における個人指導による実技の授業については、別に定め

る時間の授業をもって１単位とすることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、卒業論文、卒業研究、卒業制作等の授業科目については、

これらの学修の成果を評価して単位を授与することが適切と認められる場合には、これ

らの必要な学修等を考慮して、単位数を定めることができる。 

３ 一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用



により行う場合については、その組み合わせに応じ、第１項に規定する基準を考慮して

別に定める時間の授業をもって１単位とする。 

 

（授業期間） 

第３８条の２ 授業は、学期ごとに１５週にわたる期間を単位として行うものとする。

ただし、教育上必要があり、かつ、十分な教育効果をあげることができると認められ

る場合は、この限りではない。 

 

（授業の方法） 

第３９条 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの

併用により行うものとする。 

２ 文部科学大臣が別に定めるところにより、前項の授業を、多様なメディアを高度に利

用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。 

３ 前２項の授業は、外国において履修させることができる。 

 

（成績評価基準等の明示等） 

第３９条の２ 本学は、学生に対して、授業の方法及び内容並びに１年間の授業の計画を

あらかじめ明示するものとする。 

２ 学修の成果に係る評価及び卒業の認定に当たっては、客観性及び厳格性を確保するた

め、学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに、当該基準にしたがって適切

に行うものとする。 

 

（教育内容等の改善のための組織的な研修等） 

第３９条の３ 本学は、授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を

実施するものとする。 

 

（単位の授与） 

第４０条 科目を履修した場合には、成績を審査し、合格した者に対して所定の単位を与

える。 

２ 成績の審査は、試験、報告書、論文及び平常の成績によって行う。 

３ 成績の評価は、秀、優、良、可及び不可とし、秀、優、良及び可を合格、不可を不合格

とする。 

 

（履修科目の登録の上限） 

第４１条 本学は、学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため、卒業の要件

として学生が修得すべき単位数について、学生が１年間又は１学期に履修科目として登

録することができる単位数の上限を定めるものとする。 

２ 所定の単位を優れた成績をもって修得した学生については、前項に定める上限を超え

て履修科目の登録を認めることができる。 

３ 前２項に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（他の大学又は短期大学における授業科目の履修等） 

第４２条 本学が教育上有益と認めるときは、学生が本学の定めるところにより他の大学

又は短期大学において履修した授業科目について修得した単位を、６０単位を超えない

範囲で本学における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

２ 前項の規定は、第５５条の規定による留学の場合、外国の大学又は短期大学が行う通

信教育における授業科目を我が国において履修する場合及び外国の大学又は短期大学の

教育課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設

であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該教育課程における授業科目を我が国

において履修する場合について準用する。 



 

（大学院授業科目の履修） 

第４２条の２ 学生が本学大学院に進学を志望し、本学が教育上有益と認めるときは、進

学を志望する研究科長（総合科学研究科の場合は、専攻長）の許可を得て、当該大学院

の授業科目を履修することができる。 

２ 前項に関し必要な事項は別に定める。 

 

（大学以外の教育施設等における学修） 

第４３条 本学が教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専

攻科における学修その他文部科学大臣が別に定める学修を、本学における授業科目の履

修とみなし、単位を与えることができる。 

２ 前項により与えることのできる単位数は、前条第１項により本学において修得したも

のとみなす単位数と合わせて６０単位を超えないものとする。 

 

（入学前の既修得単位等の認定） 

第４４条 本学が教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に大学又は短期大

学（外国の大学又は短期大学を含む。）において履修した授業科目について修得した単

位（科目等履修生として修得した単位を含む。）を、本学に入学した後の本学における

授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

２ 本学が教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に行った前条第１項に規

定する学修を、本学における授業科目の履修とみなし、単位を与えることができる。 

３ 前２項により、修得したものとみなし、又は与えることのできる単位数は、編入学、

転学等の場合を除き、本学において修得した単位以外のものについては、第４２条及び

前条第１項により本学において修得したものとみなす単位数と合わせて６０単位を超え

ないものとする。 

 

（遠隔授業により修得することができる単位数） 

第４５条 第３９条第２項の授業の方法により修得することができる単位数は６０単位を

超えないものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、大学設置基準（昭和３１年文部省令第２８号）で卒業の要

件として定める単位数を超える単位数を卒業の要件としている学科・課程においては、

第３９条第１項の授業方法により６４単位以上（ただし、共同獣医学科は１２２単位以

上）を修得しているときは、６０単位を超えることができる。 

 

（長期にわたる教育課程の履修） 

第４６条 学生が、職業を有している等の事情により、修業年限を超えて一定の期間にわ

たり計画的に教育課程を履修し卒業することを希望する旨を申し出たときは、その計画

的な履修を認めることができる。 

２ 長期にわたる教育課程の履修に関する規則は、別に定める 

 

第５節 入学、卒業、転学、留学、休学、復学及び退学等 

 

（入学資格） 

第４７条 本学に入学できる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

一 高等学校を卒業した者 

二 中等教育学校を卒業した者 

三 専修学校の高等課程（修業年限が３年以上であることその他の文部科学大臣が定め

る基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が

指定する日以後に修了した者 

四 通常の課程による１２年の学校教育を修了した者又は通常の課程以外の課程により



これに相当する学校教育を修了した者 

五 外国において学校教育における１２年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で文

部科学大臣の指定したもの 

六 文部科学大臣が高等学校の課程に相当する課程を有するものとして認定した在外教

育施設の当該課程を修了した者 

七 文部科学大臣が指定した者 

八 高等学校卒業程度認定試験規則（平成１７年文部科学省令第１号）による高等学校

卒業程度認定試験に合格した者（同規則附則第２条の規定による廃止前の大学入学資

格検定規程（昭和２６年文部省令第１３号）による大学入学資格検定に合格した者を

含む。） 

九 本学において、個別の入学資格審査により、高等学校を卒業した者と同等以上の学

力があると認めた者で、１８歳に達したもの 

 

（入学志願の手続） 

第４８条 入学を志願する者は、所定の期間内に別に指定する関係書類に、検定料を添え

て本学に提出しなければならない。 

 

（合格者の決定） 

第４９条 学長は、前条の入学志願者について、選考の上合格者を決定する。 

 

（入学の手続） 

第５０条 合格者は、所定の期間内に別に指定する関係書類に入学料を添えて本学に提出

しなければならない。 

 

（入学の許可） 

第５１条 学長は、前条の手続を経た者に対し、入学を許可する。 

 

（卒業の認定） 

第５２条 学長は、所定の修業年限以上在学し、かつ所定の科目の単位を修得した者に対

し、教授会の審議を経て卒業を認定する。 

 

（学位の授与） 

第５３条 前条の規定により卒業を認定された者には、学士の学位を授与する。 

２ 前項に規定するもののほか、学位の授与については、別に定める。 

 

（履修証明の交付） 

第５３条の２ 本学は、第３５条の２の規定により特別の課程を修了した者に対し、その

修了を認定し、修了の事実を証する証明書を交付する。 

 

（転学部） 

第５４条 本学の他の学部に転学部を志願する者があるときは、選考の上許可することが

ある。 

２ 前項の転学部について必要な事項は、別に定める。 

 

（転学科及び転課程） 

第５４条の２ 同一学部の他の学科又は課程に転学科又は転課程を志願する者があるとき

は、選考の上許可することがある。 

２ 前項の転学科及び転課程について必要な事項は、別に定める。 

 

（留学） 



第５５条 本学が教育上有益と認めるときは、外国の大学又は短期大学との協議に基づき、

学生が当該大学又は短期大学に留学することを許可することができる。 

２ 留学の期間は、第２９条第１項に規定する修業年限に含めるものとする。 

 

（休学） 

第５６条 疾病その他の事由により、３月以上修学できない者は、休学願を提出し、学長

の許可を得るものとする。 

２ 疾病のため、修学が不適当と認められる者に対して、学長は、休学を命ずることがで

きる。 

３ 第１項の休学期間は、１年以内とする。ただし、特別の事情がある場合は、願い出に

より引き続き休学することができる。 

４ 休学期間は、通算して第２９条第１項に規定する修業年限を超えることはできない。 

５ 前項の休学期間は、第２９条第３項に規定する在学期間に算入しない。 

 

（復学） 

第５７条 学生は、休学期間が満了したときは、復学するものとする。 

２ 休学期間が満了する前に休学の事由が消滅したときは、復学願を提出し、学長の許可

を得るものとする。 

 

（退学等） 

第５８条 疾病その他の事由により退学しようとする者は、退学願を提出し、学長の許可

を得るものとする。 

２ 他の大学に入学、転学又は本学に改めて入学を志願する者は、受験願を提出し、学長

の許可を得るものとする。 

 

（再入学）  

第５９条 本学を退学した者が同一学部の同一学科又は課程に再入学を願い出たときは、

選考の上許可することがある。 

２ 前項の再入学の取扱いについては、別に定める。 

 

（編入学） 

第６０条 次の各号のいずれかに該当する者で、本学に編入学を願い出たときは、選考の

上許可することがある。 

一 大学を卒業した者又は大学に２年以上在学し所定の単位を修得した者  

二 短期大学又は高等専門学校を卒業した者 

三 外国の短期大学を卒業した者又は外国の短期大学の課程を有するものとして当該外

国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指

定するものの当該課程を我が国において修了した者（学校教育法第９０条第１項に規

定する者に限る。） 

四 専修学校の専門課程（修業年限が２年以上であることその他の文部科学大臣の定め

る基準を満たすものに限る。）を修了した者（学校教育法第９０条に規定する者に限

る。） 

五 高等学校等の専攻科のうち、文部科学大臣が定める基準を満たすものを修了した者

（学校教育法第９０条第１項に規定する者に限る。） 

六 学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）附則第７条の規定により大学

に編入学することができる者 

七 工業教員養成所又は養護教諭養成所を卒業した者 

八 外国において、学校教育における１４年以上の課程を修了した者 

２ 前項の編入学の取扱いについては、別に定める。 

 



（転入学） 

第６０条の２ 他の大学から本学に転入学を希望する者があるときは、選考の上許可す

ることがある。 

２ 前項の転入学の取扱いについては、別に定める。 

 

第６節 教育職員免許 

 

（教育職員免許） 

第６１条 教員の免許状授与の所要資格を取得しようとする者は、教育職員免許法（昭和

２４年法律第１４７号）及び教育職員免許法施行規則（昭和２９年文部省令第２６号）

に定める所要の単位を修得しなければならない。 

２ 本学の学部の学科又は課程において当該所要資格を取得できる教員の免許状の種類及

び教科は、別表３に掲げるとおりとする。 

 

第７節 検定料、入学料及び授業料 

 

（検定料、入学料及び授業料の額） 

第６２条 検定料、入学料及び授業料の額は、岩手大学における授業料その他の料金に関

する規則の定めるところによる。 

 

（授業料の納付） 

第６３条 授業料は、前期及び後期の２期に分けて、それぞれ年額の２分の１に相当する

額を、前期にあっては５月、後期にあっては１１月に納付しなければならない。 

 

（検定料、入学料及び授業料の免除又は徴収猶予） 

第６４条 検定料、入学料及び授業料は、別に定めるところにより免除又は徴収猶予を認

めることがある。 

 

第６５条 削除 

 

（退学、復学又は停学の場合の授業料の納付） 

第６６条 学生が退学し、又は退学を命ぜられた場合は、その日の属する期の授業料を、

休学中の者が復学した場合は、その日の属する月から次の徴収の時期前までの月割の授

業料を、また、停学を命ぜられた場合は、その期間中も授業料を納付しなければならな

い。 

 

（検定料、入学料及び授業料の返還等） 

第６７条 既納の検定料、入学料及び授業料は、返還しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、学部における入学者選抜試験において出願書類等による選

抜（以下この項において「第１段階目の選抜」という。）を行い、その合格者に限り学

力検査その他による選抜（以下この項において「第２段階目の選抜」という。）を行う

場合、第１段階目の選抜で不合格になった者に対し、第２段階目の選抜に係る検定料に

相当する額を返還する。 

３ 学部における入学者選抜試験に際し、個別学力検査出願受付後に大学入学共通テスト

受験科目の不足等による出願無資格者であることが判明した者に対しては、第１項の規

定にかかわらず、前項の規定を準用し、第２段階目の選抜に係る検定料に相当する額を

返還する。 

４ 検定料を納付した者が、入学試験日までに災害救助法対象の災害に被災し、納付した

検定料の返還を申請し許可された場合には、第１項の規定にかかわらず、当該検定料に

相当する額を返還する。 



５ 入学を許可されたときに授業料を納付した者が、入学年度の前年度の３月３１日まで

に入学を辞退した場合には、第１項の規定にかかわらず、当該授業料相当額を返還する。 

６ 授業料を納付した者が、授業料の納付時期前及び納付時期に休学を許可され又は命ぜ

られた場合並びに退学を許可された場合には、第 1 項の規定にかかわらず、当該期間に

係る授業料免除相当額を返還する。 

７ 前期分授業料納付の際、前期分及び後期分授業料を納付し、後期分授業料の納付時期

前に退学を命ぜられた場合には、第１項の規定にかかわらず、後期分の授業料に相当す

る額を返還する。 

８ 入学料又は授業料を納付した者が、免除を申請し許可された場合には、第１項の規定

にかかわらず、当該入学料又は授業料に係る免除相当額を返還する。 

 

第８節 表彰、除籍及び懲戒 

 

（表彰） 

第６８条 学長は、表彰に値する顕著な業績等がある学生を、表彰することがある。 

２ 前項の表彰に関する規則は、別に定める。 

 

（除籍） 

第６９条 学長は、次の各号のいずれかに該当する学生を、教授会の審議を経て除籍する。 

一 第２９条第３項に規定する在学期間を超えた者 

二 休学期間が第２９条第１項に規定する修業年限を超えてなお復学できない者 

三 入学料の免除若しくは徴収猶予を申請した者のうち、免除若しくは徴収猶予が認め

られなかった場合又は半額の免除若しくは徴収猶予が認められた場合において、所定

の期間内に入学料を納付しない者 

四 授業料の納付を怠り、督促してもなお納付しない者 

五 死亡又は長期にわたり行方不明の者 

 

（懲戒） 

第７０条 この学則に背き、学生としての本分に反し、また学内の秩序を乱す行為があっ

たときは、教授会の審議を受け、教育研究評議会の議を経て学長が当該学生を懲戒する。 

２ 前項の懲戒の種類は、退学、停学及び訓告とする。 

３ 前項の退学は、次の各号のいずれかに該当する者に対して行う。 

一 性行不良で、改善の見込みがないと認められる者 

二 学力劣等で、成業の見込みがないと認められる者 

三 正当な理由がなく、出席が常でない者 

四 学内の秩序を乱し、その他学生の本分に反した者 

 

第３章 補則 

第１節 学生証 

 

（学生証） 

第７１条 学生は、別に定める学生証の交付を受け、常にこれを所持しなければならない。 

 

第２節 健康診断 

 

（健康診断の実施） 

第７２条 本学は、学校保健安全法（昭和３３年法律第５６号）に基づき、毎年定期に健

康診断を行う。また、学長が必要と認めた場合には、臨時の健康診断を行うことがある。 

 

（健康診断の受診） 



第７３条 学生は、本学が行う健康診断を受けなければならない。 

 

第３節 福利厚生施設 

 

（福利厚生施設） 

第７４条 本学に、学生寮、大学会館、課外活動施設等の福利厚生施設を置く。 

２ 前項の福利厚生施設に関する規則は、別に定める。 

 

第４節 科目等履修生、研究生及び特別聴講学生 

 

（科目等履修生） 

第７５条 本学の学生以外の者で、本学が開設する授業科目の履修を志願するものがある

ときは、本学の授業に支障のない場合に限り、選考の上、科目等履修生として入学を許

可する。 

２ 前項の科目等履修生に関する規則は、別に定める。 

 

（研究生） 

第７６条 本学において特定の専門的事項の研究を志願する者があるときは、本学の教育

又は研究に支障のない場合に限り、選考の上、研究生として入学を許可する。 

２ 前項の研究生に関する規則は、別に定める。 

 

（特別聴講学生） 

第７７条 他の大学又は短期大学（外国の大学又は短期大学を含む。）の学生で、本学の

授業科目を履修しようとする者があるときは、当該大学又は短期大学との協議に基づき、

特別聴講学生として入学を許可することがある。 

２ 前項の特別聴講学生に関する規則は、別に定める。 

 

第５節 外国人留学生 

 

（外国人留学生） 

第７８条 外国人（日本国籍を有しない者）で、大学において教育を受ける目的をもって

入国し、本学に入学を志願する者があるときは、選考の上、外国人留学生として入学を

許可することがある。 

２ 前項の外国人留学生に関する規則は、別に定める。 

 

第６節 研修員等 

 

（研修員） 

第７９条 公共の機関から特別の必要上研修員として委託の申請があったときは、別に定

めるところによりこれを研修員として許可することがある。 

 

（受託研究員） 

第８０条 公共の機関又はその他の機関から特別の必要上研究員として委託の申請があっ

たときは、別に定めるところにより、これを受託研究員として許可することがある。 

 

第７節 公開講座及び科学教育研究室 

 

（公開講座） 

第８１条 本学に、公開講座を開設する。 

２ 前項の公開講座については、別に定める。 



 

（科学教育研究室） 

第８２条 本学に、小学校、中学校及び高等学校の現職の教員の資質向上のため、科学教

育研究室を置く。 

２ 前項の科学教育研究室に関する規則は、別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この学則は、平成１６年４月１日から施行する。 

（経過規定） 

２ この学則の施行の際現に国立学校設置法第３条第１項の規定による岩手大学（以下「旧

岩手大学」という。）に在学している者は、この学則の施行の日において、本学の学生

となるものとする。 

３ 前項の規定による学生の教育課程及び教育職員免許取得に関する事項については、こ

の学則の規定にかかわらず、当該学生が入学した際の、旧岩手大学学則の規定によるも

のとする。 

４ 第３４条の規定にかかわらず、平成１６年度から平成１８年度における人文社会科学

部の国際文化課程及び法学・経済課程並びに工学部の応用化学科及び建設環境工学科の 

 学生の収容定員は、次の表に掲げるとおりとする。 

学 部 学科又は課程 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 

人文社会科学部         

 

国 際 文 化 課 程          ３０５名   

法 学 ・ 経 済 課 程          ２８５名   

工 学 部         

 

応 用 化 学 科          ３１０名 ３００名 ２９０名 

建 設 環 境 工 学 科          ２７０名 ２６０名 ２５０名 

 

附 則 

この学則は、平成１６年１２月７日から施行し、平成１６年度入学者から適用する。 

 

附 則 

この学則は、平成１７年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この学則は、平成１７年８月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この学則は、平成１７年１２月１日から施行する。ただし、第３条、第７条及び第３

４条の改正規定は平成１８年４月１日から施行する。 

２ この学則による改正後の第４２条の規定は平成１８年度入学者及び編入学者から、第

４７条の規定は平成１９年度入学者から、第６０条の規定は平成１９年度編入学者から、

第５４条の規定は平成１７年度入学者から適用する。 

３ この学則による改正後の第３４条の規定にかかわらず、平成１８年度から平成２０年

度までの工学部の応用化学科、材料物性工学科、機械工学科、建設環境工学科及び情報

システム工学科の学生の収容定員並びに工学部の収容定員は、次の表に掲げるとおりと 

 する。 

学部 学 科 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 

工 

学 

応用化学科 ２８８名 ２７６名 ２７４名 

材料物性工学科 １９８名 １９６名 １９４名 

機械工学科 ３１８名 ３１６名 ３１４名 

建設環境工学科 ２４８名 ２３６名 ２３４名 



部
 情報システム工学科 ２７８名 ２７６名 ２７４名 

計 １，８１０名 １，７８０名 １，７７０名 

 

 

附 則 

この学則は、平成１８年１月１日から施行する。 

 

附 則 

この学則は、平成１８年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この学則は、平成１８年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この学則は、平成１８年７月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この学則は、平成１９年４月１日から施行する。ただし、第８条の改正規定は、平成

１８年１０月１日から施行する。 

（経過規定） 

２ この学則による改正前の農学部農業生命科学科、農林環境科学科及び獣医学科は、改

正後の国立大学法人岩手大学学則第３条の規定にかかわらず、平成１９年３月３１日に

当該学科に在学する者が当該学科に在学しなくなる日までの間、存続するものとする。 

３ この学則による改正後の国立大学法人岩手大学学則第３４条の規定にかかわらず平

成１９年度から平成２３年度までの農学部の学生の収容定員は、次のとおりとする。 

 

 

学 部 

 

 

学科又は課程 

 

平成 

１９ 

年度 

平成 

２０ 

年度 

平成 

２１ 

年度 

平成 

２２ 

年度 

平成 

２３ 

年度 

 

 

 

 

農 学 部     

 

 

 

 

農 学 生 命 課 程              ５５名  １１０名  １６５名  

 

 

 

 

応用生物化学課程              ４０名    ８０名  １２０名 

共 生 環 境 課 程              ５５名  １１０名  １６５名 

動 物 科 学 課 程              ３０名    ６０名    ９０名 

３ 年 次 編 入 学                  ５名 

獣 医 学 課 程              ３０名    ６０名    ９０名  １２０名  １５０名 

農 業 生 命 科 学 科            ２７０名  １８０名    ９０名  

 農 林 環 境 科 学 科            ２８０名  １９０名    ９５名 

獣 医 学 科            １５０名  １２０名    ９０名    ６０名    ３０名 

 

４ この学則による改正後の国立大学法人岩手大学学則別表１及び別表２の農学部に係る

規定は、平成１９年４月１日以後の入学者から適用し、平成１９年３月３１日以前の入

学者については、なお従前の例による。 

 

附 則 

１ この学則は、平成１９年４月１日から施行する。 

２ この学則は、平成１９年４月１日以降の入学者から適用し、平成１９年３月３１日以

前の入学者については、なお従前の例による。 

３ この学則の編入学者への適用は、当該編入学者が属する年次の学生と同様に取り扱う



ものとする。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この学則は、平成１９年４月１日から施行する。 

（経過規定） 

２ この学則の施行の日（以下「施行日」という。）の前日に本学の講師として在職し、

その者が施行日以後も引き続き講師として在職する間にあっては、第１１条第１項中「教

員（教授、准教授、助教、教頭、教諭及び養護教諭をいう。）」とあるのは「教員（教

授、准教授、講師、助教、教頭、教諭及び養護教諭をいう。）」と読み替えるものとす

る。 

 

附 則 

この学則は、平成１９年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この学則は、平成１８年１２月２６日から施行する。 

 

附 則 

１ この学則は、平成１９年４月１日から施行する。ただし、第８条の改正規定は、平成

１９年２月１日から施行する。 

２ この学則による改正後の第５条、別表１及び別表３の規定は、平成１９年４月１日以

後の入学者から適用し、平成１９年３月３１日以前の入学者については、なお従前の例

による。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この学則は、平成１９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この学則による改正後の別表１、別表２及び別表３の規定は、平成１９年４月１日以

後の入学者から適用し、平成１９年３月３１日以前の入学者については、なお従前の例

による。 

３ この学則の編入学者への適用は、当該編入学者が属する年次の学生と同様に取り扱う

ものとする。 

 

附 則 

この学則は、平成１９年４月１日から施行する。 

    

附 則 

この学則は、平成１９年１１月１日から施行する。 

 

附 則 

この学則は、平成２０年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この学則は、平成２０年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この学則は、平成２０年４月１日から施行する。 

 



附 則 

 （施行期日） 

１ この学則は、平成２１年４月１日から施行する。 

 （経過規定） 

２ この学則による改正前の工学部応用化学科、材料物性工学科、電気電子工学科、機械 

工学科、建設環境工学科、情報システム工学科及び福祉システム工学科は、改正後の国 立

大学法人岩手大学学則第３条の規定にかかわらず、平成２１年３月３１日に当該学科 に

在学する者が当該学科に在学しなくなる日までの間、存続するものとする。 

３ この学則による改正後の国立大学法人岩手大学学則第３４条の規定にかかわらず平成 

２１年度から平成２３年度までの工学部の学生の収容定員は、次のとおりとする。 

 

学部 学科 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

工学部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応用化学・生命工学科 ７５名 １５０名 ２２５名 

マテリアル工学科 ６０名 １２０名 １８０名 

電気電子・情報システム工学科 １２０名 ２４０名 ３６０名 

機械システム工学科 ８０名 １６０名 ２４０名 

社会環境工学科 ６５名 １３０名 １９５名 

応用化学科 ２０４名 １３６名 ６８名 

材料物性工学科 １４４名 ９６名 ４８名 

電気電子工学科 １８０名 １２０名 ６０名 

機械工学科 ２３４名 １５６名 ７８名 

建設環境工学科 １７４名 １１６名 ５８名 

情報システム工学科 ２０４名 １３６名 ６８名 

福祉システム工学科 １５０名 １００名 ５０名 

         計 １,７３０名 １,７００名 １,６７０名 

 

４ この学則による改正後の国立大学法人岩手大学学則別表１及び別表２の工学部に係る

規定は、平成２１年４月１日以後の入学者から適用し、平成２１年３月３１日以前の入

学者については、なお従前の例による。 

 

附 則 

この学則は、平成２１年６月１日から施行する。 

 

附 則 

この学則は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この学則は、平成２２年６月８日から施行し、平成２２年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この学則は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この学則は、平成２３年１０月２５日から施行し、平成２３年４月１日から適用する。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この学則は、平成２４年４月１日から施行する。 



 （経過規定） 

２ この学則による改正前の農学部獣医学課程は、改正後の国立大学法人岩手大学学則第

３条の規定にかかわらず、平成２４年３月３１日に当該学科に在学する者が当該学科に

在学しなくなる日までの間、存続するものとする。 

３ この学則による改正後の国立大学法人岩手大学学則第３４条の規定にかかわらず平成

２４年度から平成２８年度までの農学部獣医学課程及び共同獣医学科の学生の収容定員

は、次のとおりとする。 

 

 

学 部 

 

 

学科又は課程 

 

平成 

２４ 

年度 

平成 

２５ 

年度 

平成 

２６ 

年度 

平成 

２７ 

年度 

平成 

２８ 

年度 

農 学 部     

 

獣 医 学 課 程            １５０名  １２０名    ９０名    ６０名    ３０名 

共 同 獣 医 学 科              ３０名    ６０名    ９０名  １２０名  １５０名 

 

４ この学則による改正後の国立大学法人岩手大学学則別表１及び別表２の農学部に係る

規定は、平成２４年４月１日以後の入学者から適用し、平成２４年３月３１日以前の入

学者については、なお従前の例による。 

 

附 則 

この学則は、平成２４年１２月２５日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この学則は、平成２５年２月２１日から施行する。ただし、第５条の改正規定は平成２

５年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この学則は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この学則は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、第６３条の改正規定は、平成

２７年１０月１日から施行する。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この学則は、平成２８年４月１日から施行する。 

 （経過規定） 

２ この学則による改正前の人文社会科学部人間科学課程、国際文化課程、法学・経済

課程及び環境科学課程、教育学部生涯教育課程及び芸術文化課程、工学部化学・生命

工学科、マテリアル工学科、電気電子・情報システム工学科、機械システム工学科及

び社会環境工学科、農学部農学生命課程、応用生物化学課程、共生環境課程及び動物

科学課程は、改正後の国立大学法人岩手大学学則第２条及び第３条の規定にかかわら

ず、平成２８年３月３１日に当該学部並びに学科及び課程に在学する者が当該学部並

びに学科及び課程に在学しなくなる日までの間、存続するものとする。 

３ 工学部長は、工学部が存続する間、当該学部に置くものとする。この場合において、

工学部長は理工学部長をもって充てる。 

４ この学則による改正後の国立大学法人岩手大学学則第３４条の規定にかかわらず

平成２８年度から平成３０年度までの学生の収容定員は、次のとおりとする。 

学 部 学科又は課程 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

人 文 社会 科学 人間文化課程 １２５名 ２５０名 ３８１名 



部 地域政策課程 ７５名 １５０名 ２２９名 

小計 ２００名 ４００名 ６１０名 

人間科学課程 １２０名 ８０名 ４０名 

国際文化課程 ２２５名 １５０名 ７５名 

法学・経済課程 ２１０名 １４０名 ７０名 

環境科学課程 ９０名 ６０名 ３０名 

小計 ６６５名 ４５０名 ２２５名 

計 ８６５名 ８５０名 ８３５名 

教育学部 学校教育教員養

成課程 
６４０名 ６４０名 ６４０名 

生涯教育課程 １５０名 １００名 ５０名 

芸術文化課程 １２０名 ８０名 ４０名 

計 ９１０名 ８２０名 ７３０名 

理工学部 化学・生命理工

学科 
９０名 １８０名 ２７２名 

物理・材料理工

学科 
８０名 １６０名 ２４２名 

システム創成工

学科 
２７０名 ５４０名 ８２６名 

計 ４４０名 ８８０名 １，３４０名 

工学部 応用化学・生命

工学科 
２２５名 １５０名 ７５名 

マテリアル工学

科 
１８０名 １２０名 ６０名 

電気電子・情報

システム工学科 
３６０名 ２４０名 １２０名 

機械システム工

学科 
２４０名 １６０名 ８０名 

社会環境工学科 １９５名 １３０名 ６５名 

計 １，２４０名 ８４０名 ４２０名 

農学部 植物生命科学科 ４０名 ８０名 １２１名 

応用生物化学科 ４０名 ８０名 １２１名 

森林科学科 ３０名 ６０名 ９０名 

食料生産環境学

科 
６０名 １２０名 １８２名 

動物科学科 ３０名 ６０名 ９１名 

小計 ２００名 ４００名 ６０５名 

農学生命課程   １６５名 １１０名 ５５名 

応用生物化学課

程 

１２０名    ８０名 ４０名 

共生環境課程  １６５名 １１０名 ５５名 

動物科学課程   ９０名 ６０名 ３０名 

小計 ５５０名 ３７０名 １８５名 

共同獣医学科 １８０名 １８０名 １８０名 

計 ９３０名 ９５０名 ９７０名 

５ この学則による改正後の第３６条第１項、第４項及び第６項の規定は、平成２８年

４月１日以後の入学者から適用し、平成２８年３月３１日以前の入学者については、

なお従前の例による。 



６ この学則の編入学者への適用は、当該編入学生が属する年次の学生と同様に扱うも

のとする。 

７ この学則による改正後の国立大学法人岩手大学学則別表２及び別表３に係る規定

は、平成２８年４月１日以後の入学者から適用し、平成２８年３月３１日以前の入学

者については、なお従前の例による。 

 

附 則 

この学則は、平成２８年５月２６日から施行する。 

 

附 則 

この学則は、平成２８年１２月１４日から施行する。ただし、第６７条の改正規定は、

平成２８年４月１日から適用する。 

 

附 則 

１ この学則は、平成２９年４月１日から施行する。 

２ この学則による改正前の人文社会科学研究科、工学研究科博士前期課程、工学研究

科博士後期課程及び農学研究科は、改正後の国立大学法人岩手大学学則第４条の規定

にかかわらず、平成２９年３月３１日に当該研究科に在学する者が当該研究科に在学

しなくなる日までの間、存続するものとする。 

 

附 則 

１ この学則は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ この学則による改正後の第５６条第５項の規定は、平成３０年４月１日以降の入学

者から適用し、平成３０年３月３１日以前の入学者については、なお従前の例による。 

 

附 則 

１ この学則は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ この学則による改正前の工学研究科は、改正後の国立大学法人岩手大学学則第４条

の規定にかかわらず、平成３１年３月３１日に当該研究科に在学する者が当該研究科

に在学しなくなるまでの間、存続するものとする。 

３ この学則による改正後の別表２及び別表３の規定は、平成３１年４月１日以後の入

学者から適用し、平成３１年３月３１日以前の入学者については、なお従前の例によ

る。 

 

附 則 

この学則は、令和２年４月１日から施行する。 

 

  附 則 

この学則は、令和２年１０月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この学則は、令和４年４月１日から施行する。 

２ この学則は、令和４年４月１日以後の入学者から適用し、令和４年３月３１日以

前の入学者については、なお従前の例による。 

 

附 則 

この学則は、令和４年６月１日から施行する。 

 

  附 則 

１ この学則は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第６０条の２の改正規定



は、令和４年１０月１日から施行する。 

２ この学則は、令和５年４月１日以後の入学者から適用し、令和５年３月３１日以

前の入学者については、なお従前の例による。 

 

附 則 

この学則は、令和５年９月１日から施行する。 

 

附 則 

この学則は、令和６年６月１日から施行する。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この学則は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過規定） 

２ この学則による改正前の理工学部化学・生命理工学科、物理・材料理工学科及びシ

ステム創成工学科並びに農学部植物生命科学科、応用生物化学科、森林科学科、食料

生産環境学科、動物科学科及び共同獣医学科は、改正後の国立大学法人岩手大学学則

第２条及び第３条の規定にかかわらず、令和７年３月３１日に当該学部及び学科に在

学する者が当該学部及び学科に在学しなくなる日までの間、存続するものとする。 

３ この学則による改正後の国立大学法人岩手大学学則第３４条の規定にかかわらず

令和７年度から令和１１年度までの学生の収容定員は、次のとおりとする。 

学 部 学科 令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

令和９ 

年度 

令和１０ 

年度 

令和１１ 

年度 

理工学部 
理工学科 ４１４名 ８２８名 １,２６２名 

  

化学・生命理

工学科 
２７４名 １８４名 ９２名 

  

物理・材料理

工学科 
２４４名 １６４名 ８２名 

  

システム創成

工学科 
８４２名 ５７２名 ２８６名 

  

農学部 食料農学科 ５０名 １００名 １５２名   

生命科学科 ５１名 １０２名 １５４名   

地域環境科学

科 
７０名 １４０名 ２１１名 

  

動物科学・水

産科学科 
５５名 １１０名 １６６名 

  

植物生命科学

科 
１２２名 ８２名 ４１名 

  

応用生物化学

科 
１２２名 ８２名 ４１名 

  

森林科学科 ９０名 ６０名 ３０名   

食料生産環境

学科 
１８４名 １２４名 ６２名 

  

動物科学科 ９２名 ６２名 ３１名   

共同獣医学科 １５０名 １２０名 ９０名 ６０名 ３０名 

獣医学部 
共同獣医学科 ３０名 ６０名 ９０名 １２０名 １５０名 

４ この学則の編入学者への適用は、当該編入学生が属する年次の学生と同様に扱うも



のとする。 

５ この学則による改正後の国立大学法人岩手大学学則別表２及び別表３に係る規定

は、令和７年４月１日以後の入学者から適用し、令和７年３月３１日以前の入学者に

ついては、なお従前の例による。 

 

附 則 

１ この学則は、令和７年４月１日から施行する。 

２ 岩手大学入試センター規則（平成２６年４月１日制定）及び岩手大学入試センター

運営委員会規則（平成２６年４月１日制定）は廃止する。 

 

 

 

  



別表１ 第１１条第２項に定められた教員所属組織 

人文社会科学部 
教育学部 
理工学部 
農学部 
獣医学部 
連合農学研究科 
第５条に定める教育研究施設の各施設 
第６条に定める教育研究基盤施設の各施設 
第７条に定める教育研究支援施設の各施設 
第７条の２に定める特定事業推進室の各室 
 

  



別表２ 第３７条に定められた学生の修得すべき単位数 

 

学部 

 

学科又は課程 

 

  コース 

教養教 

育科目 

 共通教

 育科目 

専門教 

育科目 

 

合 計 

人文

社会

科学

部 

人間文化課程  

２８  ９８ １２６ 
地域政策課程 

教育

学部 

学校教育教員養 

成課程 

小学校教育コー

ス 

２８ 

 １０９ 

～１１８ 

１３７ 

～１４６ 

中学校教育コー

ス 

１０６ 

～１１５ 

１３４ 

～１４３ 

理数教育コース １０９ 

～１１１ 

１３７ 

～１３９ 

特別支援教育コ

ース 
１０７ １３５ 

理工

学部 

理工学科 化学コース 

２８  ９９ １２７ 

数理・物理コー

ス 

材料科学コース 

知能情報コース 

クリエイティブ

情報コース 

電気電子通信コ

ース 

機械知能航空コ

ース 

社会基盤・環境

工学コース 

農学

部 

食料農学科 農学コース 

 

２８  ９８ １２６ 

食品健康科学

コース 

生命科学科 分子生物機能

学コース 

分子生命医科

学コース 

地域環境科学科 革新農業コー

ス 

森林科学コー

ス 

動物科学・水産

科学科 

動物科学コー

ス 

水産システム

学コース 

獣医

学部 

共同獣医学科  
 ３０ １５９ １８９ 

 

 



別表３ 第６１条第２項に定められた免許状の種類及び教科又は特別支援教育領域 

学 部 学科又は課程 免許状の種類 教科又は特別支援教育領域 

人文社会科学部 

人間文化課程 

中 学 校 教 諭 

一 種 免 許 状 

国語、社会、英語 

高等学校教諭 

一 種 免 許 状 

国語、地理歴史、公民、英語 

地域政策課程 
高等学校教諭 

一 種 免 許 状 

公民 

教 育 学 部 
学校教育教員養成

課程 

小 学 校 教 諭 

一 種 免 許 状 

 

中 学 校 教 諭 

一 種 免 許 状 

国語、社会、数学、理科、音楽、美

術、保健体育、技術、英語 

高等学校教諭 

一 種 免 許 状 

国語、地理歴史、公民、数学、理

科、音楽、美術、保健体育、英語、

情報 

特別支援学校

教諭 

一 種 免 許 状 

知的障害者に関する教育、肢体不

自由者に関する教育、病弱者（身

体虚弱者を含む。）に関する教育 

理 工 学 部 理工学科 
高等学校教諭 

一 種 免 許 状

数学、理科、工業、情報 

農 学 部 

食料農学科 

 

高等学校教諭 

一 種 免 許 状 

理科、農業 

生命科学科 

 

理科 

地域環境科学科 

 

理科、農業 

動物科学・水産科

学科 

理科、農業 

 



国立大学法人岩手大学大学院学則 

 

平 成 １ ６ 年 ４ 月 １ 日 制  定 

令 和 ７ 年 ２ 月 ２ ７ 日 最終改正 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 国立大学法人岩手大学大学院（以下「本大学院」という。）は、学術の理論及び

応用を教育研究し、国際的な学術文化の創造を目指すとともに、幅広く高度な学識と専

門的な能力を備えた人材又は高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び

卓越した能力を備えた人材の育成を通じて、地域社会と国際社会の文化の進展に寄与す

ることを目的とする。 

２ 本大学院は、研究科又は専攻ごとに人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目

的を定め、公表するものとする。 

 

 

第２章 組織 

 

（研究科及び課程） 

第２条 本大学院に次の研究科及び課程を置く。 

総合科学研究科 

教育学研究科 

理工学研究科 

獣医学研究科 

連合農学研究科 

２ 総合科学研究科の課程は、修士課程とする。 

３ 理工学研究科及び連合農学研究科の課程は、後期３年のみの博士課程とする。 

４ 獣医学研究科の課程は、博士課程とする。 

５ 教育学研究科の課程は、専門職学位課程（学校教育法第９９条第２項に定める専門職

大学院の課程）とし、専門職大学院設置基準第２６条第１項に定める教職大学院の課程

（以下「教職大学院の課程」という。）とする。 

 

（連合農学研究科における教育研究の実施） 

第３条 連合農学研究科の教育研究は、国立大学法人岩手大学（以下「本学」という。）、

国立大学法人弘前大学（以下「弘前大学」という。）、国立大学法人山形大学（以下「山

形大学」という。）及び国立大学法人福島大学（以下「福島大学」という。）の協力によ

り実施するものとする。 

 

第４条 削除 

 

（専攻） 

第５条 各研究科に次の専攻を置く。 

研究科名 課程 専        攻 

総合科学研究科 

 

 

修士課程 

 

 

地域創生専攻 

総合文化学専攻 

理工学専攻 

農学専攻 



教育学研究科 

 

教職大学院の

課程 

教職実践専攻 

理工学研究科 博士課程 自然・応用科学専攻 

システム創成工学専攻 

デザイン・メディア工学専攻 

獣医学研究科 博士課程 共同獣医学専攻 

 

連合農学研究科 博士課程 生物生産科学専攻 

生物資源科学専攻 

地域環境創生学専攻 

 

（教員組織） 

第６条 本大学院（連合農学研究科を除く。）の授業及び学位論文の作成等に対する指導

（以下「研究指導」という。）又は授業を担当する教員は、本学の教授、准教授、講師

及び助教並びに非常勤講師、客員教授、客員准教授、特命教授及び特命准教授とする。

ただし、必要あるときは、このほか所定の資格基準に基づき、他の者を第７条第１項に

規定する教授会の議を経て学長が委嘱することができる。 

２ 連合農学研究科における授業並びに研究指導及び研究指導の補助を担当する教員は、

当該研究科の専任の教員並びに客員教授及び客員准教授並びに本学、弘前大学、山形大

学及び福島大学に所属する専任の教員であって、当該研究科における研究指導を担当す

る資格を有するもの（以下「連合農学研究科の教員」という。）のうちから指名された

者とする。 

３ 前項に規定するもののほか連合農学研究科の教員組織については、連合農学研究科に

おいて、別に定める。 

４ 博士課程を担当する教員は、教育研究上支障を生じない場合には、一個の専攻に限り、

修士課程又は教職大学院の課程を担当する教員のうち博士課程が定める資格を有するも

のがこれを兼ねることができる。 

 

（運営組織） 

第７条 本大学院の管理運営のため、大学院委員会並びに総合科学研究科を除く各研究科

に研究科教授会及び専攻会議を置き、総合科学研究科に運営委員会及び専攻教授会（以

下研究科教授会及び専攻教授会を併せて「教授会」という。）を置く。 

２ 前項の大学院委員会、運営委員会、教授会及び専攻会議に関する規則は、別に定める。 

 

第８条 連合農学研究科の管理運営の基本に関し、構成大学間の連絡調整を図るため、連

合農学研究科構成法人間連絡調整委員会を置く。 

２ 前項の委員会に関する規則は、別に定める。 

 

（研究科長等） 

第９条 各研究科（連合農学研究科を除く。）に研究科長及び副研究科長を置く。 

２ 理工学研究科の研究科長及び副研究科長は、理工学部の学部長及び副学部長をもって

充てる。 

３ 連合農学研究科に研究科長及び研究科長補佐を置く。 

４ 獣医学研究科の研究科長及び副研究科長は、獣医学部の学部長及び副学部長をもって

充てる。 

 

（自己評価等） 

第１０条 本大学院は、その教育研究水準の向上を図り、本大学院の目的及び社会的使命



を達成するため、本大学院における教育研究、組織運営及び施設設備について自ら点検

及び評価を行い、その結果を公表するものとする。 

２ 前項の点検及び評価の項目並びに実施体制については、別に定める。 

３ 第１項の点検及び評価の結果については、岩手大学の職員以外の者による検証を行う

よう努めるものとする。 

 

 

 

第３章 収容定員等、標準修業年限及び在学期間 

 

（収容定員等） 

第１１条 研究科の専攻別収容定員等は、次の表のとおりとする。 

研究科名 課程 専 攻 名 入学定員 収容定員 

 

総合科学研究

科 

 

修 

士 

課 

程 

地域創生専攻 

総合文化学専攻 

理工学専攻 

※農学専攻 

５４名 

１０名 

１８０名 

５０名 

１０８名 

２０名 

３６０名 

１００名 

計 ２９４名 ５８８名 

教育学研究科 

教 

職 

大 

学 

院 

の 

課 

程 

教職実践専攻 

 

 

 

 

 

 

１６名 ３２名 

計 １６名 ３２名 

理工学研究科 
博 

士 

課 

程 

自然・応用科学専攻 

システム創成工学専攻 

デザイン・メディア工学専攻 

６名 

９名 

３名 

１８名 

２７名 

９名 

計 １８名 ５４名 

獣医学研究科 
博 

士 

課 

程 

※共同獣医学専攻 ５名 ２０名 

（東京農工大学大学院農学府共同

獣医学専攻） 

(１０名) (４０名) 

計 ５名 ２０名 

連合農学研究

科 

博 

士 

課 

程 

※生物生産科学専攻 

※生物資源科学専攻 

※地域環境創生学専攻 

１０名 

９名 

９名 

３０名 

２７名 

２７名 

計 ２８名 ８４名 

備考 ※印を冠するものは、入学定員の一部について連携大学院方式を実施する専

攻である。 

（ ）は、本学と共同獣医学専攻を設置している東京農工大学農学府共同獣医

学専攻の入学定員及び収容定員であり、外数とする。 

 

（標準修業年限） 

第１２条 修士課程及び教職大学院の課程の標準修業年限は２年とする。 

２ 理工学研究科及び連合農学研究科の博士課程の標準修業年限は３年とする。 

３ 獣医学研究科の博士課程（以下「獣医学の博士課程」という。）の標準修業年限は４

年とする。 



４ 第１項の規定にかかわらず、修士課程においては、主として実務の経験を有する者に

対して教育を行う場合であって、教育の時間又は時期において授業又は研究指導を行う

等の適切な方法により教育上支障を生じないときは、研究科、専攻又は学生の履修上の

区分に応じ、標準修業年限を１年以上２年未満の期間とすることができる。 

 

（在学期間） 

第１３条 在学期間は、第１２条に規定する標準修業年限の２倍を超えることができない。 

 

 

 

第４章 修士課程及び博士課程の教育課程 

 

（教育方法） 

第１４条 本大学院（教職大学院の課程を除く。以下この章において同じ。）の教育は、

授業科目の授業及び研究指導によって行うものとする。 

 

（教育方法の特例） 

第１４条の２ 本大学院において、教育上特別の必要があると認められる場合には、夜間

その他特定の時間又は時期において授業又は研究指導を行う等の適当な方法により教育

を行うことができる。 

 

（教育課程の編成方針） 

第１４条の３ 本大学院は研究科及び専攻の目的を達成するために必要な授業科目の開設

及び研究指導の計画を策定し、体系的に教育課程を編成するものとする。 

２ 教育課程の編成に当たっては、専攻分野に関する高度の専門的知識及び能力を修得さ

せるとともに、当該専攻分野に関連する分野の基礎的素養を涵養するよう適切に配慮す

るものとする。 

 

（履修方法等） 

第１５条 前条に規定する授業科目の内容、単位数及び履修方法並びに研究指導の内容及

び履修方法は、各研究科において定める。 

 

（一の授業科目について二以上の方法の併用により行う場合の単位の計算基準） 

第１５条の２ 本大学院は、一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技の

うち二以上の方法の併用により行う場合の単位数を計算するに当たっては、その組み合

わせに応じ、国立大学法人岩手大学学則（以下「大学学則」という。）第３８条第１項

各号に規定する基準を考慮して別に定める時間の授業をもって１単位とするものとす

る。 

 

（成績評価基準等の明示等） 

第１５条の３ 本大学院は、学生に対して授業及び研究指導の方法及び内容並びに１年間

の授業及び研究指導の計画をあらかじめ明示するものとする。 

２ 学修の成果及び学位論文にかかる評価並びに修了の認定に当たっては、客観性及び厳

格性を確保するため、学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに、当該基準

にしたがって適切に行うものとする。 

 

（教育内容等の改善のための組織的な研修） 

第１５条の４ 本大学院は、授業及び研究指導の内容及び方法の改善を図るための組織的



な研修及び研究を実施するものとする。 

 

（単位の授与） 

第１６条 修士課程及び博士課程における授業科目の履修単位は、筆答若しくは口頭試験

又は研究報告の成績を評価して与えるものとする。 

 

（他の大学院における授業科目の履修等） 

第１７条 本大学院が教育上有益と認めるときは、他の大学院との協議に基づき、学生に

当該大学院の授業科目を履修させることができる。 

２ 本大学院が教育上有益と認めるときは、他の大学院との協議に基づき、学生に学校教

育法第１０５条の規定により他の大学院が編成する特別の課程（履修資格を有する者が、

同法第１０２条第１項の規定により大学院に入学することができる者であるものに限

る。以下同じ。）を履修させることができる。 

３ 前２項の規定により修得した単位数は、１５単位を超えない範囲で、本大学院におい

て修得したものとみなすことができる。 

４ 前項の規定は、第３５条の規定による留学の場合に準用する。 

 

（入学前の既修得単位の認定） 

第１７条の２ 本大学院が教育上有益と認めるときは、学生が本大学院に入学する前に本

大学院又は他の大学院において履修した授業科目について修得した単位(大学院設置基

準（昭和４９年文部省令第２８号）第１５条に規定する科目等履修生及び特別の課程の

履修生として修得した単位を含む。）を、本大学院に入学した後の本大学院における授

業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

２ 前項により修得したものとみなすことのできる単位数は、第３４条に規定する編入学

及び転学の場合を除き、本大学院において修得した単位以外のものについては、１５単

位を超えないものとする。 

 

（他の大学院における授業科目の履修等および入学前の既修得単位の認定） 

第１７条の３ 第１７条第２項及び第１７条の２第１項の規定により本大学院において修

得したとみなす単位数は、合わせて２０単位を超えないものとする。 

 

（他の大学院等における研究指導） 

第１８条 本大学院が教育上有益と認めるときは、他の大学院又は研究所等との協議に基

づき、学生に当該大学院又は研究所等において、必要な研究指導を受けさせることがで

きる。ただし、当該研究指導期間は１年を超えないものとし、博士課程の学生について

は、更に１年以内の延長を認めることができる。 

 

（長期にわたる教育課程の履修） 

第１９条 学生が、職業を有している等の事情により、標準修業年限を超えて一定の期間

にわたり計画的に教育課程を履修し課程を修了することを希望する旨を申し出たとき

は、その計画的な履修を認めることができる。 

２ 長期にわたる教育課程の履修に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（学位論文の審査及び試験） 

第２０条 学位論文の審査は、当該論文の専攻分野の属する教授会において行うものとす

る。 

２ 最終試験の合格・不合格は、当該専攻における判定に基づき、教授会が行うものとす

る。 



 

（課程の修了及び学位の授与） 

第２１条 修士課程の修了要件は、修士課程に２年（２年以外の標準修業年限を定める研

究科、専攻又は学生の履修上の区分にあっては、当該標準修業年限）以上在学し、授業

科目について別表１に定める単位を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、修士課

程の目的に応じ、当該研究科の行う修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審

査及び試験に合格することとする。ただし、在学期間に関しては、優れた業績を上げた

者については、１年以上在学すれば足りるものとする。 

２ 博士課程（獣医学の博士課程を除く。次項において同じ。）の修了要件は、博士課程

に３年以上在学し、授業科目について別表１に定める単位を修得し、かつ、必要な研究

指導を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合格することとする。ただし、在学期

間に関しては、優れた研究業績を上げた者については、１年以上在学すれば足りるもの

とする。 

３ 本大学院及び他の大学院において、１年以上２年未満の在学期間をもって修士課程を

修了した者の博士課程の修了要件については、前項ただし書中「１年」とあるのは「３

年（修士課程における在学期間を含む。）」と読み替えて、前項の規定を適用する。 

４ 獣医学の博士課程の修了要件は、博士課程に４年以上在学し、授業科目について別表

１に定める単位を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査及び最終

試験に合格することとする。ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた者

については、３年以上在学すれば足りるものとする。 

５ 第１７条の２第１項の規定により、本大学院に入学する前に修得した単位（学校教育

法第１０２条第１項の規定により入学資格を有した後、修得したものに限る。）を本大

学院において修得したものとみなす場合であって、当該単位の修得により本大学院の修

士課程又は獣医学の博士課程の教育課程の一部を履修したと認めるときは、当該単位数、

その修得に要した期間その他を勘案して１年を超えない範囲で本大学院が定める期間在

学したものとみなすことができる。ただし、この場合においても、修士課程については、

当該課程に少なくとも１年以上在学するものとする。 

６ 修士課程を修了した者には修士の学位を授与し、博士課程を修了した者には博士の学

位を授与する。 

７ 博士の学位は、本学に学位論文を提出してその審査に合格し、かつ、博士課程を修了

した者と同等以上の学力を有すると確認された者にも授与することができる。 

８ 前２項に規定するもののほか、学位の授与については、別に定める。 

 

 

 

第４章の２ 教職大学院の課程の教育課程 

 

（教育課程） 

第２１条の２ 教職大学院の課程は、教育上の目的を達成するために必要な授業科目を

開設し、「理論と実践の融合」を具現化するための体系的な教育課程を編成するもの

とする。 

 

（授業の方法等） 

第２１条の３ 教職大学院の課程は、その目的を達成し得る実践的な教育を行うよう事

例研究、現地調査又は双方向若しくは多方向に行われる討論若しくは質疑応答その他

の適切な方法により授業を行うなど適切に配慮するものとする。 

 

（履修方法等） 



第２１条の４ 第２１条の２に規定する授業科目の内容、単位数及び履修方法は、本教

職大学院において定める。 

 

（一の授業科目について二以上の方法の併用により行う場合の単位の計算基準） 

第２１条の５ 教職大学院の課程は、一の授業科目について、講義、演習、実験、実習

又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合の単位数を計算するに当たって

は、その組み合わせに応じ、国立大学法人岩手大学学則（以下「大学学則」という。）

第３８条第１項各号に規定する基準を考慮して別に定める時間の授業をもって１単

位とするものとする。 

 

（成績評価基準等の明示等） 

第２１条の６ 教職大学院の課程は、学生に対して授業の方法及び内容並びに１年間の

授業の計画をあらかじめ明示するものとする。 

２ 学修の成果及び修了の認定に当たっては、客観性及び厳格性を確保するため、学生

に対してその基準をあらかじめ明示するとともに、当該基準にしたがって適切に行う

ものとする。 

 

（教育内容等の改善のための組織的な研修） 

第２１条の７ 教職大学院の課程は、授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な

研修及び研究を実施するものとする。 

 

（履修科目の登録の上限） 

第２１条の８ 教職大学院の課程は、学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修す

るため、学生が１年間又は１学期に履修科目として登録することができる単位数の上

限を定めるものとする。 

 

（他の大学院における授業科目の履修等） 

第２１条の９ 本教職大学院が、教育上有益と認めるときは、他の大学院との協議に基

づき、学生に当該大学院の授業科目を履修させることができる。 

２ 本教職大学院が教育上有益と認めるときは、他の大学院との協議に基づき、学生に

学校教育法第１０５条の規定により他の大学院が編成する特別の課程を履修させる

ことができる。 

３ 前２項の規定により修得した単位数は、本教職大学院の修了要件単位数の２分の１

を超えない範囲で当該教職大学院における授業科目の履修により修得したものとみ

なすことができる。 

４ 前項の規定は、第３５条の規定による留学の場合に準用する。 

 

（入学前の既修得単位の認定） 

第２１条の１０ 本教職大学院が、教育上有益と認めるときは、学生が本教職大学院に

入学する前に本大学院又は他の大学院において履修した授業科目について修得した

単位(大学院設置基準第１５条に規定する科目等履修生及び特別の課程履修生として

修得した単位を含む。）を、本教職大学院に入学した後の本教職大学院における授業

科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

２ 前項により修得したものとみなすことのできる単位数は、第３４条に規定する編入

学及び転学の場合を除き、本大学院において修得した単位以外のものについては、前

条第３項の規定により本教職大学院において修得したものとみなす単位数と合わせ

て本教職大学院の修了要件単位数の２分の１を超えないものとする。 

 



（長期にわたる教育課程の履修） 

第２１条の１１ 学生が、職業を有している等の事情により、標準修業年限を超えて一

定の期間にわたり計画的に教育課程を履修し課程を修了することを希望する旨を申

し出たときは、その計画的な履修を認めることができる。 

２ 長期にわたる教育課程の履修に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（課程の修了及び学位の授与） 

第２１条の１２ 教職大学院の課程の修了要件は、教職大学院の課程に２年以上在学

し、別表１に定める単位を修得し、かつ教育実践研究報告書の提出及び最終審査に合

格することとする。 

２ 前項に規定するもののほか、学位の授与については、別に定める。 

 

 

 

第５章 教育職員免許 

 

（教育職員免許） 

第２２条 教員の免許状授与の所要資格を取得しようとする者は、教育職員免許法及び教

育職員免許法施行規則に定める所要の単位を修得しなければならない。 

２ 前項の規定により各研究科において取得できる教員の免許状の種類及び教科は、別表

２に掲げるとおりとする。 

 

 

 

第６章 入学、休学、復学、退学、再入学、編入学、転学、留学、表彰、除籍及び   

懲戒 

 

（入学時期） 

第２３条 入学の時期は、毎年４月又は１０月とする。 

 

（修士課程及び教職大学院の課程の入学資格） 

第２４条 修士課程に入学できる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

一 学校教育法第８３条第１項に定める大学の卒業者 

二 学校教育法第１０４条第７項の規定により学士の学位を授与された者 

三 外国において学校教育における１６年の課程を修了した者 

四 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより

当該外国の学校教育における１６年の課程を修了した者 

五 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１

６年の課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教

育制度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するもの

の当該課程を修了した者 

五の二 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について、

当該外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準

ずるものとして文部科学大臣が別に指定するものに限る。）において、修業年限が３

年以上である課程を修了すること（当該外国の学校が行う通信教育における授業科目

を我が国において履修することにより当該課程を修了すること及び当該外国の学校教

育制度において位置付けられた教育施設であって前号の指定を受けたものにおいて課

程を修了することを含む。）により、学士の学位に相当する学位を授与された者 



六 専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定め

る基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が

定める日以後に修了した者 

七 文部科学大臣の指定した者 

八 大学に３年以上在学し、外国において学校教育における１５年の課程を修了し、外

国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該

外国の学校教育における１５年の課程を修了し、又は我が国において外国の大学の課

程（その修了者が当該外国の学校教育における１５年の課程を修了したとされるもの

に限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育

施設であって文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了し、本大学院におい

て、所定の単位を優れた成績をもって修得したものと認めた者 

九 本大学院において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学

力があると認めた者で、２２歳に達したもの 

２ 教職大学院の課程に入学できる者は、教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）

に定める免許状（一種）を有し、かつ前条各号のいずれかに該当する者とする。 

 

（博士課程の入学資格） 

第２５条 博士課程（獣医学の博士課程を除く。）に入学できる者は、次の各号のいずれ

かに該当する者とする。 

一 修士の学位又は専門職学位を有する者 

二 外国において修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

三  外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し、修士の学位

又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

四 我が国において、外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度

において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該

課程を修了し、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

五 国際連合大学の課程を修了し、修士の学位に相当する学位を授与された者 

六 文部科学大臣の指定した者 

七 本大学院において、個別の入学資格審査により、修士の学位又は専門職学位を有す

る者と同等以上の学力があると認めた者で、２４歳に達したもの 

 

（獣医学の博士課程の入学資格） 

第２５条の２ 獣医学の博士課程に入学できる者は、次の各号のいずれかに該当する者と

する。 

一 大学における医学、歯学又は修業年限６年の獣医学若しくは薬学を履修する課程を

卒業した者 

二 外国において、学校教育における１８年の課程（最終の課程は医学、歯学、獣医学

又は薬学）を修了した者 

三 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより

当該外国の学校教育における１８年の課程（最終の課程は医学、歯学、獣医学又は薬

学）を修了した者 

四 我が国おいて、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１８

年の課程（最終の課程は医学、歯学、獣医学又は薬学）を修了したとされるものに限

る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設

であって、文部科学省が別に指定するものの当該課程を修了した者 

五 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について、当

該外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ず

るものとして文部科学大臣が別に指定するものに限る。）において、修業年限が５年



以上である課程（医学、歯学、獣医学又は薬学を履修する課程に限る。）を修了する

こと（当該外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修するこ

とにより当該課程を修了すること及び当該外国の学校教育制度において位置付けられ

た教育施設であって前号の指定を受けたものにおいて課程を修了することを含む。）

により、学士の学位に相当する学位を授与された者 

六 昭和３０年文部省告示第３９号をもって文部科学大臣の指定した者 

七 本大学院において、個別の入学資格審査により、大学（医学、歯学、獣医学又は薬

学を履修する課程）を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者で、２４歳に達

したもの 

 

（入学志願の手続） 

第２６条 入学を志願する者は、所定の期間内に、別に指定する関係書類に検定料を添え

て本学に提出しなければならない。 

 

（合格者の決定） 

第２７条 学長は、前条の入学志願者について、選考の上合格者を決定する。 

２ 前項の選考の方法及び時期等については、その都度これを定める。 

 

（入学の手続） 

第２８条 入学の手続については、大学学則第５０条の規定を準用する。 

 

（入学の許可） 

第２９条 学長は、前条の手続を経た者に対し、入学を許可する。 

 

（休学） 

第３０条 疾病その他の事由により、３月以上修学できない者は、休学願を提出し、学長

の許可を得るものとする。 

２ 疾病のため、修学が不適当と認められる者に対して、学長は、休学を命ずることがで

きる。 

３ 第１項の休学期間は、１年以内とする。ただし、特別の事情がある場合は、願い出に

より引き続き休学することができる。 

４ 休学期間は、修士課程及び教職大学院の課程にあっては通算して２年、博士課程（獣

医学の博士課程を除く。）にあっては通算して３年、獣医学の博士課程にあっては通算

して４年を超えることができない。 

５ 前項の休学期間は、第１３条に規定する在学期間に算入しない。 

 

（復学） 

第３１条 学生は、休学期間が満了したときは、復学するものとする。 

２ 休学期間が満了する前に休学の事由が消滅したときは、復学願を提出し、学長の許可

を得るものとする。 

 

（退学） 

第３２条 疾病その他の事由により退学しようとする者は、退学願を提出し、学長の許可

を得るものとする。 

 

（再入学） 

第３３条 本学の大学院研究科を退学した者が同一課程の同一専攻に再入学を願い出たと

きは、教授会の議を経て許可することがある。 



２ 前項の再入学の取扱については、別に定める。 

 

（編入学及び転学） 

第３４条 編入学及び転学については、教授会の議を経て学長が許可する。 

２ 他の大学の大学院から本学の大学院に転科又は転学を希望する者があるときは、欠員

のある場合に限り許可することがある。 

 

（留学） 

第３５条 本大学院が教育上有益と認めるときは、外国の大学院との協議に基づき、学生

が当該大学院に留学することを許可することができる。 

２ 留学の期間は、第１２条及び第１３条に規定する標準修業年限及び在学期間に含める

ものとする。 

 

（表彰） 

第３６条 学長は、表彰に値する顕著な業績等がある学生を、表彰することがある。 

２ 前項の表彰については、別に定める。 

 

（除籍） 

第３７条 除籍は、教授会の議を経て学長がこれを行う。 

２ 前項の除籍については、大学学則第６９条の規定を準用する。 

 

（懲戒） 

第３８条 懲戒は、教授会の発議により、教育研究評議会の議を経て学長がこれを行う。 

２ 前項の懲戒については、大学学則第７０条の規定を準用する。 

 

 

 

第７章 検定料、入学料及び授業料 

 

（検定料、入学料及び授業料の額） 

第３９条 検定料、入学料及び授業料の額は、岩手大学における授業料その他の料金に関

する規則の定めるところによる。 

 

（授業料の納付） 

第４０条 授業料の納付については、大学学則第６３条の規定を準用する。 

 

（検定料、入学料及び授業料の免除又は徴収猶予） 

第４１条 検定料、入学料及び授業料の免除又は徴収猶予については、大学学則第６４条

の規定を準用する。 

 

第４２条 削除 

 

（退学、復学又は停学の場合の授業料の納付） 

第４３条 退学、復学又は停学の場合の授業料の納付については、大学学則第６６条の規

定を準用する。 

 

（検定料、入学料及び授業料の返還等） 

第４４条 検定料、入学料及び授業料の返還等については、大学学則第６７条第１項、同



条第４項、同条第５項、同条第６項、同条第７項及び同条第８項の規定を準用する。 

 

 

 

第８章 学年、学期及び休業日 

 

（学年、学期及び休業日） 

第４５条 本大学院の学年、学期及び休業日については、大学学則第３１条から第３３条

までの規定を準用する。 

 

 

 

第９章 科目等履修生、研究生、特別聴講学生及び特別研究学生 

 

（科目等履修生） 

第４６条 本学の学生以外の者で、本大学院が開設する授業科目の履修を志願するものが

あるときは、本学の授業に支障のない場合に限り、選考の上、科目等履修生として入学

を許可する。 

２ 前項の科目等履修生に関する規則は、別に定める。 

 

（研究生） 

第４７条 本大学院において特定の専門的事項の研究を志願する者があるときは、本大学

院の教育又は研究に支障のない場合に限り、選考の上、研究生として入学を許可する。 

２ 前項の研究生に関する規則は、別に定める。 

 

（特別聴講学生） 

第４８条 他の大学院（外国の大学院を含む。）の学生が、本大学院の授業科目を履修し

ようとするときは、当該大学院との協議に基づき、特別聴講学生として入学を許可する

ことがある。 

２ 前項の特別聴講学生に関する規則は、別に定める。 

 

（特別研究学生） 

第４９条 他の大学院（外国の大学院を含む。）の学生が、本大学院において研究指導を

受けようとするときは、当該大学院との協議に基づき、特別研究学生として受入れを許

可することがある。 

２ 前項の特別研究学生に関する規則は、別に定める。 

 

 

 

第１０章 外国人留学生 

 

（外国人留学生） 

第５０条 外国人（日本国籍を有しない者）で、大学において教育を受ける目的をもって

入国し、本大学院に入学を志願する者があるときは、選考の上、外国人留学生として入

学を許可することがある。 

２ 前項の外国人留学生に関する規則は、別に定める。 

 

 



 

第１１章 雑則 

 

（大学学則の準用） 

第５１条 この学則に規定しない事項は、大学学則の規定を準用する。 

２ 前項の他、本学が学術交流協定等を締結し、外国の大学（協定校）と共同して教育・

研究指導を行い、学位の取得を促進する教育課程等（デュアルディグリープログラム等）

を運用する場合に必要な事項は、関係研究科等において別に定める。 

 

 

   附 則 

 （施行） 

１ この学則は、平成１６年４月１日から施行する。 

 （経過規定） 

２ この学則の施行の際現に国立学校設置法第３条第１項の規定による岩手大学（以下「旧

岩手大学」という。）大学院に在学している者は、この規則の施行の日において、本大

学院の学生となるものとする。  

３ 前項の規定による学生の教育課程及び教育職員免許取得に関する事項については、こ

の学則の規定にかかわらず、当該学生が入学した際の、旧岩手大学の定める岩手大学大

学院学則の規定によるものとする。 

４ この学則の規定にかかわらず、人文社会科学研究科の地域文化専攻及び社会科学専攻、

工学研究科の応用分子化学専攻及び情報工学専攻並びに農学研究科の農林生産学専攻、

応用生物学専攻及び農業生産環境工学専攻は、平成１６年３月３１日に当該専攻に在学

する者が当該専攻に在学しなくなるまでの間、本大学院に置かれるものとする。 

５ 第１１条の規定にかかわらず、平成１６年度及び平成１７年度における人文社会科学

研究科、工学研究科、農学研究科及び連合農学研究科の学生の収容定員は次の表に掲げ 

 るとおりとする。 

研究科名 課程 専  攻  名 平成１６年度 平成１７年度 

 

人文社会 

  科学研究科 

 

 

 修 

 士 

 課 

 程 

 

 人 間 科 学 専 攻               ２名  

 国 際 文 化 学 専 攻               ２名  

 社 会 ・ 環 境 シ ス テ ム 専 攻               ２名  

 地 域 文 化 専 攻               ３名  

 社 会 科 学 専 攻               ３名  

 

 

 

 

 

 

工 学 研 究 科        

 

 

 

 

 

 

 

 博 

 

 士 

 

 前 

 

 期 

 

 課 

 

 程 

※応 用 化 学 専 攻               １５名  

 材 料 物 性 工 学 専 攻               ３０名  

 電 気 電 子 工 学 専 攻               ２６名  

 機 械 工 学 専 攻               ３６名  

 建 設 環 境 工 学 専 攻               ３０名  

 情 報 シ ス テ ム 工 学 専 攻               １６名  

 福 祉 シ ス テ ム 工 学 専 攻               １２名  

 フロンティア材料機能工学専攻 １８名  

※応 用 分 子 化 学 専 攻               １７名  

 情 報 工 学 専 攻               １６名  

計 ２１６名  

博士

後期 

課程 

 フロンティア材料機能工学専攻 ８名 １６名 

計 

 

５６名 

 

６４名 

 

  修 ※農 業 生 命 科 学 専 攻               ３７名  



 

農 学 研 究 科        

 

 

 士 

 課 

 程 

 

 農 林 環 境 科 学 専 攻               ３０名  

 農 林 生 産 学 専 攻               ２４名  

 応 用 生 物 学 専 攻               ２９名  

 農 業 生 産 環 境 工 学 専 攻               １４名  

 

連合農学研究科 

 

 

 博 

 士 

 課 

 程 

※生 物 資 源 科 学 専 攻               

 

５名 

 

 

 

計 

 

６１名 

 

 

 

備考 ※印を冠するものは、入学定員の一部について連携大学院方式を実施する専攻

である。 

 

   附 則 

 この学則は、平成１７年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

１ この学則は、平成１７年１２月１日から施行する。ただし、第５条、第６条及び第１

１条の改正規定は、平成１８年４月１日から施行する。 

２ この学則による改正後の第２４条及び第２５条の規定は、平成１８年１０月入学者か

ら適用する。 

３ この学則による改正後の第１１条の規定にかかわらず、平成１８年度及び平成１９年

度における工学研究科博士前期課程の金型・鋳造工学専攻並びに連合農学研究科博士課

程の生物資源科学専攻及び寒冷圏生命システム学専攻の学生の収容定員及び工学研究科

博士前期課程及び連合農学研究科博士課程の収容定員は、次の表に掲げるとおりとする。 

 

研究科・課程 専 攻 平成１８年度 平成１９年度 

工学研究科 

博士前期課程 

金型・鋳造工学専攻 １０名  

計 ２４８名  

連合農学研究科 

博士課程 

生物資源科学専攻 ２６名 ２５名 

寒冷圏生命システム学専攻 ４名 ８名 

計 ６６名 ６９名 

 

   附 則 

 この学則は、平成１８年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

１ この学則は、平成１８年７月２４日から施行する。 

２ この学則による改正後の第１１条、第１２条、第１７条の２、第１９条及び第２１条 

 の規定は、平成１９年４月１日以降の入学者に係るものから適用し、第３０条及び第３ 

 １条の規定は、平成１９年４月１日から適用する。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この学則は、平成１９年４月１日から施行する。 

 （経過規定） 

２ この学則の施行の日（以下「施行日」という。）の前日に本学の講師として在職し、

その者が施行日以後も引き続き講師として在職する間にあっては、第６条第１項中「本

学の教授及び准教授」とあるのは「本学の教授、准教授及び講師」と読み替えるものと

する。 



 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この学則は、平成１９年４月１日から施行する。 

 （経過規定） 

２ この学則の施行の日（以下「施行日」という。）の前日に本学の講師として在職し、

その者が施行日以後も引き続き講師として在職する間にあっては第６条第１項中「本学

の教授、准教授及び助教」とあるのは「本学の教授、准教授、講師及び助教」と読み替

えるものとする。 

３ この学則による改正後の第２１条第２項の博士課程の単位の修得に係る規定は、平成

１９年４月１日以降の博士課程入学者から適用し、平成１９年３月３１日以前の博士課

程入学者については、なお従前の例による。 

 

   附 則 

１ この学則は、平成１９年４月１日から施行する。 

２ この学則による改正後の別表の規定は、平成１９年４月１日以後の入学者から適用し、

平成１９年３月３１日以前の入学者については、なお従前の例による。 

 

   附 則 

 この学則は、平成２０年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この学則は、平成２１年４月１日から施行する。 

 （経過規定） 

２ この学則による改正前の教育学研究科修士課程の学校教育専攻及び障害児教育専攻、

工学研究科博士前期課程の応用化学専攻、材料物性工学専攻、電気電子工学専攻、機械

工学専攻、建設環境工学専攻、情報システム工学専攻、福祉システム工学専攻及びフロ

ンティア材料機能工学専攻、工学研究科博士後期課程の物質工学専攻、生産開発工学専

攻、電子情報工学専攻及びフロンティア材料機能工学専攻並びに農学研究科修士課程の

農業生命科学専攻及び農林環境科学専攻は、改正後の国立大学法人岩手大学大学院学則

第５条の規定にかかわらず、平成２１年３月３１日に当該専攻に在学する者が当該学科

に在学しなくなる日までの間、存続するものとする。 

３ この学則による改正後の国立大学法人岩手大学大学院学則第１１条の規定にかかわら

ず平成２１年度及び平成２２年度の学生の収容定員は、次のとおりとする。 

 

研究科名 課程 専攻名 平成２１年度 平成２２年度 

人文社会科

学研究科 

 

 

修士課程 

 

 

 

 人間科学専攻 

 国際文化学専攻 

 社会・環境システム専攻 

１０名 

６名 

６名 

１６名 

８名 

８名 

計 ２２名 ３２名 

教育学研究

科 

 

 

 

修士課程 

 

 

 

 

 学校教育実践専攻 

 教科教育専攻 

 学校教育専攻 

 障害児教育専攻 

１２名 

５３名 

６名 

３名 

２４名 

４０名 

 

 

計 ７４名 ６４名 

工学研究科 

 

博士前期

課程 

※応用化学・生命工学専攻 

 フロンティア材料機能工学専攻 

２５名 

４８名 

５０名 

６０名 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 電気電子・情報システム工学専攻               

 機械システム工学専攻 

 社会環境工学専攻 

 デザイン・メディア工学専攻 

  金型・鋳造工学専攻 

※応用化学専攻 

 材料物性工学専攻 

 電気電子工学専攻 

 機械工学専攻 

 建設環境工学専攻 

 情報システム工学専攻 

 福祉システム工学専攻 

４０名 

３０名 

２０名 

１０名 

２０名 

１５名 

１４名 

１４名 

１６名 

１４名 

１６名 

１２名 

８０名 

６０名 

４０名 

２０名 

２０名 

 

 

 

 

 

 

 

計 ２９４名 ３３０名 

博士後期 

課程 

 

 

 

 

 

 

 

※フロンティア物質機能工学専攻 

 電気電子・情報システム工学専攻               

 機械・社会環境システム工学専攻               

 デザイン・メディア工学専攻 

※物質工学専攻 

  生産開発工学専攻 

  電子情報工学専攻 

  フロンティア材料機能工学専攻 

９名 

４名 

４名 

３名 

  １２名 

  １０名 

  １０名 

  １６名 

１８名 

８名 

８名 

６名 

    ６名 

    ５名 

    ５名 

    ８名 

計 ６８名 ６４名 

農学研究科 

 

 

 

 

 

 

 

修士課程 

 

 

 

 

 

 

 

 農学生命専攻 

  応用生物化学専攻 

 共生環境専攻 

 動物科学専攻 

※バイオフロンティア専攻 

※農業生命科学専攻 

 農林環境科学専攻 

２０名 

１５名 

１６名 

８名 

８名 

３７名 

３０名 

４０名 

３０名 

３２名 

１６名 

１６名 

 

 

計 １３４名 １３４名 

連合農学研

究科 

 

 

 

博士課程 

 

 

 

 

 生物生産科学専攻 

 生物資源科学専攻 

※寒冷圏生命システム学専攻 

 生物環境科学専攻 

２０名 

２６名 

１４名 

２０名 

２２名 

２８名 

１６名 

２２名 

計 ８０名 ８８名 

 

４ この学則による改正後の国立大学法人岩手大学大学院学則別表の規定は、平成２１年

４月１日以後の入学者から適用し、平成２１年３月３１日以前の入学者については、な

お従前の例による。 

 

   附 則 

 この学則は、平成２２年６月８日から施行し、平成２２年４月１日から適用する。 

 

   附 則 

 この学則は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この学則は、平成２３年１２月２日から施行し、平成２３年４月１日から適用する。 



 

    附 則 

 この学則は、平成２４年１２月２５日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 

 

   附 則 

 この学則は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この学則は、平成２８年４月１日から施行する。 

 （経過規定） 

２ この学則による改正前の教育学研究科修士課程の学校教育実践専攻及び教科教育

専攻は、改正後の国立大学法人岩手大学大学院学則第５条の規定にかかわらず、平成

２８年３月３１日に当該専攻に在学する者が当該専攻に在学しなくなる日までの間、

存続するものとする。 

３ この学則による改正後の国立大学法人岩手大学大学院学則第１１条の規定にかか

わらず平成２８年度の学生の収容定員は、次のとおりとする。 

研究科名 課程 専攻名 
平成 
２８ 
年度 

教育学研究科 

教職大学院の課程 教職実践専攻 １６名 
修士課程 
 

学校教育実践専攻 
教科教育専攻 

１２名 
２０名 

計  ４８名 
４ この学則による改正後の国立大学法人岩手大学大学院学則別表の規定は、平成２８年

４月１日以後の入学者から適用し、平成２８年３月３１日以前の入学者については、な

お従前の例による。 

 

附 則 

この学則は、平成２８年１２月１４日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この学則は、平成２９年４月１日から施行する。 

（経過規定） 

２ この学則による改正前の人文社会科学研究科、工学研究科博士前期課程、工学研究科

博士後期課程及び農学研究科は、改正後の国立大学法人岩手大学大学院学則第２条及び

第５条の規定にかかわらず、平成２９年３月３１日に当該研究科に在学する者が当該研

究科に在学しなくなる日までの間、存続するものとする。 

３ 人文社会科学研究科長及び農学研究科長は、当該研究科が存続する間、当該研究科に

置くものとする。この場合において、人文社会科学研究科長は人文社会科学部長をもっ

て充て、農学研究科長は農学部長をもって充てる。 

４ この学則による改正後の第１２条、第１６条、第１８条、第２１条、第３０条の規定

は、平成２９年４月１日以後の入学者から適用し、平成２９年３月３１日以前の入学者

については、なお従前の例による。 

５ この学則による改正後の国立大学法人岩手大学大学院学則第１１条の規定にかかわら

ず平成２９年度の学生の収容定員は、次のとおりとする。 

研究科名 課程 専攻名 平成 



２９ 

年度 

総合科学研究科 修士課程 地域創生専攻 

総合文化学専攻 

理工学専攻 

※農学専攻 

５４名 

１０名 

１８０名 

５０名 

計 ２９４名 

人文社会科学研究科 修士課程 人間科学専攻 

国際文化学専攻 

社会・環境システム専攻 

８名 

４名 

４名 

計 １６名 

工学研究科 博士前期課程 応用化学・生命工学専攻 

フロンティア材料機能工学専攻 

電気電子・情報システム工学専攻 

機械システム工学専攻 

社会環境工学専攻 

デザイン・メディア工学専攻 

金型・鋳造工学専攻 

２５名 

３０名 

４０名 

３０名 

２０名 

１０名 

１０名 

計 １６５名 

農学研究科 修士課程 農学生命専攻 

応用生物化学専攻 

共生環境専攻 

動物科学専攻 

バイオフロンティア専攻 

２０名 

１５名 

１６名 

８名 

８名 

計 ６７名 

６ この学則による改正後の国立大学法人岩手大学大学院学則別表２の規定は、平成２９

年４月１日以後の入学者から適用し、平成２９年３月３１日以前の入学者については、

なお従前の例による。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この学則は、平成３０年４月１日から施行する。 

（経過規定） 

２ この学則による改正前の連合農学研究科の教育研究は、改正後の国立大学法人岩手大

学大学院学則第３条の規定にかかわらず、平成３０年３月３１日に当該研究科に在学す

る者が当該研究科に在学しなくなる日までの間、岩手大学、弘前大学、及び山形大学及

び国立大学法人帯広畜産大学（以下「帯広畜産大学」という。）の協力により実施するも

のとする。 
３ この学則による改正前の連合農学研究科における授業並びに研究指導及び研究指導補

助を担当する教員は、改正後の国立大学法人岩手大学学則第６条第２項の規定にかかわ

らず、平成３０年３月３１日に当該研究科に在学する者が当該研究科に在学しなくなる

日までの間、当該研究科の専任の教員並びに客員教授及び客員准教授並びに本学の教育

学部、理工学部及び農学部、弘前大学の農学生命科学部及び遺伝子実験施設、並びに山

形大学の農学部並びに帯広畜産大学の畜産学部及び大学院畜産学研究科に所属する専任

の教員であって、当該研究科における研究指導を担当する資格を有するもののうちから

指名された者とする。 
４ この学則による改正前の国立大学法人岐阜大学大学院に設置される連合獣医学研究科

の教育研究の実施に当たっては、平成３０年３月３１日に当該研究科に在学する者が当



該研究科に在学しなくなる日までの間、本学は、帯広畜産大学、国立大学法人東京農工

大学（以下「東京農工大学」という。）及び国立大学法人岐阜大学（以下「岐阜大学」と

いう。）とともに協力するものとする。 
５ 前項の連合獣医学研究科に置かれる連合講座は、帯広畜産大学の畜産学部及び原虫病

研究センター、東京農工大学農学部並びに岐阜大学応用生物科学部の教員とともに、本

学農学部の教員がこれを担当するものとする。 
６ この学則による改正後の国立大学法人岩手大学大学院学則第１１条の規定にかかわら

ず平成３０年度から平成３２年度の獣医学研究科及び平成３０年度から平成３１年度の

連合農学研究科の学生の収容定員は、次のとおりとする。 

研究科名 課程 専攻名 
平成３０

年度 

平成３１

年度 

平成３２

年度 

獣医学研究科 博士課程 ※共同獣医学専攻 ５名 １０名 １５名 

（東京農工大学大学

院農学府共同獣医学

専攻） 

(１０名) (２０名) (３０名) 

計 ５名 １０名 １５名 

連合農学研究

科 

博士課程 ※生物生産科学専攻 

※生物資源科学専攻 

※寒冷圏生命システム

学専攻 

※生物環境科学専攻 

※地域環境創生学専攻 

２５名 

２８名 

 

１２名 

１６名 

７名 

２６名 

２６名 

 

６名 

８名 

１４名 

 

計 ８８名 ８０名  

７ この学則による改正後の第３０条第５項の規定は、平成３０年４月１日以降の入学者

から適用し、平成３０年３月３１日以前の入学者については、なお従前の例による。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この学則は、平成３１年４月１日から施行する。 

（経過規定） 

２ この学則による改正前の工学研究科博士課程のフロンティア物質機能工学専攻、電気

電子・情報システム工学専攻、機械・社会環境システム工学専攻及びデザイン・メディ

ア工学専攻は、改正後の国立大学法人岩手大学大学院学則第２条及び第５条の規定にか

かわらず、平成３１年３月３１日に当該専攻に在学する者が当該専攻に在学しなくなる

日までの間、存続するものとする。 

３ 工学研究科長は、当該研究科が存続する間、当該研究科に置くものとし、理工学部長

をもって充てる。 

４ この学則による改正後の第１１条の規定にかかわらず平成３１年度から平成３２年度

の学生の収容定員は、次のとおりとする。 

研究科名 課程 専攻名 平成３１

年度 

平成３２

年度 

理工学研究科 博士課程 自然・応用科学専攻 

システム創成工学専攻 

デザイン・メディア工学専攻 

６名 

９名 

３名 

１２名 

１８名 

６名 

 

計 １８名 ３６名 

工学研究科 博士課程 フロンティア物質機能工学専攻 

電気電子・情報システム工学専攻 

１８名 

８名 

９名 

４名 



機械・社会環境システム工学専攻 

デザイン・メディア工学専攻 

８名 

６名 

４名 

３名 

計 ４０名 ２０名 

５ この学則による改正後の第１２条及び別表１の規定は、平成３１年４月１日以後の入

学者から適用し、平成３１年３月３１日以前の入学者については、なお従前の例による。 

 

附 則 

１ この学則は、令和２年４月１日から施行する。 

２ この学則による改正後の別表１の規定は、令和２年４月１日以後の入学者から適用し、

令和２年３月３１日以前の入学者については、なお従前の例による。 

 

附 則 

この学則は、令和２年１２月２４日より施行し、令和２年４月１日より適用する。 

 

附 則 

 この学則は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この学則は、令和５年４月１日から施行する。 

２ この学則による改正後の別表の規定は、令和５年４月１日以後の入学者から適用し、

令和５年３月３１日以前の入学者については、なお従前の例による。 

 

附 則 

１ この学則は、令和６年４月１日から施行する。 

２ この学則による改正後の別表の規定は、令和６年４月１日以後の入学者から適用し、

令和６年３月３１日以前の入学者については、なお従前の例による。 

 

附 則 

１ この学則は、令和７年４月１日から施行する。 

２ この学則の施行の日（以下、「施行日」という。）の前日に獣医学研究科の研究科長

及び副研究科長として在職する者の任期の末日が施行日以後である場合は、第９条第４

項の規定は、当該者の後任の者から適用する。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この学則は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過規定） 

２ この学則による改正後の第１７条、第１７条の２、第１７条の３、第２１条、第２１

条の９、第２１条の１０の規則は、令和７年４月１日以降の入学者から適用し、令和７

年３月３１日以前の入学者については、なお従前の例による。 

３ この学則による改正後の第１１条の規定にかかわらず令和７年度及び令和８年度の学

生の収容定員は、次のとおりとする。 

研究科名 課程 専攻名 令和７年度 令和８年度 

連合農学研究

科 

博士課程 ※生物生産科学専攻 

※生物資源科学専攻 

※地域環境創生学専攻 

２８名 

２５名 

２３名 

２９名 

２６名 

２５名 

計 ７６名 ８０名 

 



 

別表１ 第２１条第１項、同条第２項、同条第４項及び第２１条の１２第１項に定められ

た課程の修了に必要な単位数 

研究科名 課程 専攻名 単位数 

総合科学研究科 修士課程 

地域創生専攻 ３０単位以上 

総合文化学専攻 ３３単位以上 

理工学専攻 ３１単位以上 

農学専攻 ３０単位以上 

 

教育学研究科 

 

教職大学院の課程 教職実践専攻 ４６単位以上 

理工学研究科 博士課程 

自然・応用科学専攻 

システム創成工学専攻 

デザイン・メディア工学専攻 

１２単位以上 

獣医学研究科 博士課程 共同獣医学専攻 ３４単位以上 

連合農学研究科 博士課程 

生物生産科学専攻 

生物資源科学専攻 

地域環境創生学専攻 

１２単位以上 

 

  



別表２ 第２２条第２項に定められた免許状の種類及び教科又は特別支援教育領域 

研究科名 課程 専 攻 名 免許状の種類 教科又は特別支援教育領域 

総合科学研究科 

修 

士 

課 

程 

地域創生専攻 
高等学校教諭専

修免許状 

工業 

総合文化学専攻 

中学校教諭専修

免許状 

国語、社会、音楽、美術、

英語 

高等学校教諭専

修免許状 

国語、地理歴史、公民、音

楽、美術、英語 

理工学専攻 
高等学校教諭専

修免許状 

数学、理科、工業 

農学専攻 
高等学校教諭専

修免許状 

理科、農業 

教育学研究科 

教
職
大
学
院
の
課
程 

教職実践専攻 

幼稚園教諭専修

免許状 

 

小学校教諭専修

免許状 

 

中学校教諭専修

免許状 

国語、社会、数学、理科、

音楽、美術、保健体育、保

健、技術、家庭、英語、ド

イツ語、フランス語、中国

語 

高等学校教諭専

修免許状 

国語、地理歴史、公民、数

学、理科、音楽、美術、工

芸、書道、保健体育、保健、

家庭、情報、農業、工業、

商業、水産、英語、ドイツ

語、フランス語、中国語 

特別支援学校教

諭専修免許状 

知的障害者に関する教育、

肢体不自由者に関する教

育、病弱者（身体虚弱者を

含む。）に関する教育 

 



岩手大学教養教育規則 
 

平成１６年４月１日 制  定 
令和７年２月２７日 最終改正 

 
（趣旨） 

第１条 国立大学法人岩手大学学則（以下「学則」という。）第３６条第４項の規定に基づき、教
養教育及び共通教育に関し必要な事項を定める。 

 
（授業科目の区分） 

第２条 教養教育科目は、技法知科目、学問知科目、探究知科目及び実践知科目により構成され、
次のとおり区分する。 

 

技法知科目 外国語科目、健康・スポーツ科目、情報科目 

学問知科目 人文社会科学・教育学領域科目、理学・工学領域科目、農学領域科目 

探究知科目 環境科目、地域関連科目（地域科目） 

実践知科目 地域関連科目（地域課題演習科目） 

 
２ 獣医学部の共通教育科目（以下「共通教育科目」という。）は、大学教育導入科目群、スポー
ツ健康科目群、外国語科目群、人文社会科学科目群及び配置大学特色科目群により構成され、次
のとおり区分する。 

 

大学教育導入科目群 基礎ゼミナール 

スポーツ健康科目群 スポーツ健康・基盤、スポーツ健康・発展 

外国語科目群 基礎英語 

人文社会科学科目群 人文社会科学、持続可能な環境・社会 

配置大学特色科目群 理数系基礎、理数系アドバンス 

 
（授業科目及び単位数） 

第３条 教養教育科目として開設する授業科目及び単位数は、別表１－１のとおりとする。 
２ 共通教育科目として開設する授業科目及び単位数は、別表１－２のとおりとする。 
 

（修得すべき単位数） 
第４条 教養教育科目に関し、学生が修得すべき単位数は、別表２－１のとおりとする。 
２ 共通教育科目に関し、学生が修得すべき単位数は、別表２－２のとおりとする。 
３ 学生は、第１項又は第２項の定めにより授業科目を履修し、所定の単位を修得しなければなら

ない。 
 

（単位の計算基準） 
第５条 授業科目の単位の計算基準は、学則第３８条によるものとする。 
 
（授業時間割等の公示） 

第６条 授業科目、時間数及び担当教員名は、各学期の開始までに公示する。 
 

（履修授業科目の届け出） 
第７条 学生は、履修しようとする授業科目名を各学期当初の指定期間内に届け出なければならな

い。 
２ 学期の途中から開講する授業科目については、その都度前項の届け出をすることができる。 
３ 前２項の届け出をしない者は、単位の認定を受けることができない。 
４ 第１項及び第２項の届け出の後は、履修取り消しを認める指定期間を除き、授業科目を変更す
ることができない。 

 
（試験） 

第８条 試験は、各学期末に行う。ただし、授業科目によっては、学期中に随時行うことがある。 
 
（成績の評価） 

第９条 履修授業科目の成績は、各授業の担当教員が学習状況、出席状況、学習報告及び試験等に



よって評価する。 
２ 成績は、秀、優、良及び可を合格、不可を不合格とする。 
 
（雑則） 

第１０条 この規則に定めるもののほか、教養教育に関する事項は、岩手大学教務委員会が別に定
める。 

 
 

附 則 
この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

 
附 則 

１ この規則は、平成１７年６月２３日から施行し、平成１７年４月１日から適用する。 
２ 改正後の別表２中「岩手大学ミュージアム学」及び「岩手大学論」に係る規定は、平成１７年
度入学者から適用し、「現代社会と著作権」に係る規定は平成１２年度入学者から適用する。 

 
 

附 則 
この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 
 

附 則 
１ この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 
２ この規則は、平成１８年度入学者から適用し、平成１７年度以前の入学者については、なお従

前の例による。 
 

附 則 
１ この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 
２ この規則は、平成１９年４月１日以降の入学者から適用し、平成１９年３月３１日以前の入学
者については、なお従前の例による。 

３ この規則の編入学者への適用は、当該編入学者が属する年次の学生と同様に取り扱うものとす
る。 

 
附 則 

（施行期日） 
１ この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 
２ この規則は、平成１９年４月１日以降の入学者から適用し、平成１９年３月３１日以前の入学

者については、なお従前の例による。 
３ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１中「男女共同参画の実践を学ぶ」、「都市の自然再

生プランニング」、「高年次課題科目特別講義Ⅰ」、「高年次課題科目特別講義Ⅱ」及び「知財
ワークショップ」は平成１６年度入学者から適用する。 

 
附 則 

１ この規則は、平成２０年４月１日から施行し、平成２０年度入学者から適用する。 
２ 改正後の別表１中「持続可能なコミュニティーづくり実践学」、「地元の企業に学ぶＥＳＤ」、
「地場産業・企業論」、「北上川流域学実習」及び「津波の実際から防災を考える」は平成１７
年度入学者から適用する。 

 
附 則 

（施行期日） 
１ この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 
２ この規則は、平成２１年度入学者から適用し、平成２０年度以前の入学者については、なお従

前の例による。 
３ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１中「環境都市盛岡づくりプロジェクト」及び「社会

のなかの法律問題を考える」は平成１６年度入学者から適用する。 
 

附 則 
（施行期日） 

１ この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 



（経過措置） 
２ この規則は、平成２２年度入学者から適用し、平成２１年度以前の入学者については、なお従

前の例による。 
３ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１中「環境マネジメント実践学」は平成１９年度入学

者から適用する。 
 

附 則 
（施行期日） 

１ この規則は、平成２３年４月１日から施行する。 
（経過措置） 

２ この規則は、平成２３年度入学者から適用し、平成２２年度以前の入学者については、なお従
前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１中「日本の文化・社会と国際ボランティア」は平成
１９年度入学者から適用する。 

 
附 則 

 （施行期日） 
１ この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 
 （経過措置） 
２ この規則は、平成２４年度入学者から適用し、平成２３年度以前の入学者については、なお従

前の例による。 
 

附 則 
 （施行期日） 
１ この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 
 （経過措置） 
２ この規則は、平成２５年度入学者から適用し、平成２４年度以前の入学者については、なお従

前の例による。 
３ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１中「異文化理解と実践」は平成２３年度入学者から

適用する。 
 

附 則 
 （施行期日） 
１ この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 
 （経過措置） 
２ この規則は、平成２６年度入学者から適用し、平成２５年度以前の入学者については、なお従
前の例による。 

 
附 則 

 （施行期日） 
１ この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 
 （経過措置） 
２ この規則は、平成２７年度入学者から適用し、平成２６年度以前の入学者については、なお従

前の例による。 
 
   附 則 
１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 
２ この規則は、平成２８年度入学者から適用し、平成２７年度以前の入学者については、この規

則改正前の岩手大学全学共通教育規則の例による。 
 
   附 則 
１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 
２ この規則は、平成２８年度入学者から適用し、平成２７年度以前の入学者については、この規
則改正前の岩手大学全学共通教育規則の例による。 

 
   附 則 
１ この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 
２ この規則は、平成３０年度入学者から適用し、平成２９年度以前の入学者については、なお従
前の例による。 

 



 
   附 則 
 この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 
 
   附 則 
１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 
２ この規則は、令和２年度入学者から適用し、令和元年度以前の入学者については、なお従前の
例による。 

 
附 則 

 この規則は、令和２年１０月１日から施行する。 
 

 附 則 
１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 
２ この規則は、令和３年度入学者から適用し、令和２年度以前の入学者については、なお従前の
例による。 

 
 附 則 

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。 
２ この規則は、令和４年度入学者から適用し、令和３年度以前の入学者については、なお従前の
例による。 

 
 附 則 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 
２ この規則は、令和６年度入学者から適用し、令和５年度以前の入学者については、なお従前の
例による。 

 
 附 則 

１ この規則は、令和７年４月１日から施行する。 
２ この規則は、令和７年度入学者から適用し、令和６年度以前の入学者については、なお従前の
例による。 

  



別表１－１ 
教養教育科目として開設する授業科目及び単位数 

 
一 技法知科目 

区 分 授 業 科 目 単位数 

外国語科目 英 語 英語総合Ⅰ（上級） 

英語総合Ⅱ（上級） 

英語総合Ⅰ（中級） 

英語総合Ⅱ（中級） 

英語総合Ⅰ（初級） 

英語総合Ⅱ（初級） 

英語コミュニケーションⅠ（上級） 

英語コミュニケーションⅡ（上級） 

英語コミュニケーションⅠ（中級） 

英語コミュニケーションⅡ（中級） 

英語コミュニケーションⅠ（初級） 

英語コミュニケーションⅡ（初級） 

英語発展Ａ 

英語発展Ｂ 

英語発展Ｃ 

英語発展Ｄ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

英語以外の外国語 初級ドイツ語（入門） 

初級ドイツ語（発展） 

中級ドイツ語 

初級フランス語(入門) 

初級フランス語(発展) 

中級フランス語 

初級ロシア語(入門) 

初級ロシア語(発展) 

中級ロシア語 

初級中国語（入門） 

初級中国語（発展） 

中級中国語 

初級韓国語（入門） 

初級韓国語（発展） 

中級韓国語 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

 日本語 上級日本語Ａ 

上級日本語Ｂ 

上級日本語Ｃ 

上級日本語Ｄ 

上級日本語Ｅ 

上級日本語Ｆ 

上級日本語Ｇ 

上級日本語Ｈ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

健康・スポーツ科目 健康・スポーツＡ 

健康・スポーツＢ 

健康・スポーツＣ（シーズン) 

１ 

１ 

１ 

情報科目 情報基礎Ａ 

情報基礎Ｂ 

２ 

２ 
 
 
 



二 学問知科目 

区 分 授 業 科 目 単位数 

人文社会科学・教育学領域科目 思想 

芸術学 

文学 

言語学 

歴史学 

法学 

憲法 

政治学 

経済学・経営学 

社会学 

教育学 

心理学 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

理学・工学領域科目 物質科学 

自然科学 

材料科学 

電気電子工学 

エネルギー科学 

数理情報科学 

機械科学 

環境・防災学 

メディア情報学 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

農学領域科目 農学基礎 

食品健康科学 

分子生物機能科学 

分子生命医科学 

農業環境工学 

森林科学 

動物科学 

水産学基礎 

獣医学Ａ 

獣医学Ｂ 

獣医学Ｃ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

 
三 探究知科目 

区 分 授 業 科 目 単位数 

環境科目 環境Ａ 

環境Ｂ 

環境Ｃ 

環境Ｄ 

環境Ｅ 

環境Ｆ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

地域関連科目 

 

 

 

 

 

 

 

地域科目 

 

 

 

 

 

 

 

現代社会をみる視角 

宮沢賢治の世界 

危機管理と復興 

地場産業・企業論 

ボランティアとリーダーシップ 

地域協創入門 

社会連携学Ａ 

社会連携学Ｂ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 



地域関連科目 

 

地域科目 

 

地域協創Ａ 

地域協創Ｂ 

地域協創Ｃ 

地域協創Ｄ 

地域協創Ｅ 

地域協創Ｆ 

地域協創Ｇ 

地域協創Ｈ 

地域協創Ｉ 

キャリアを考えるＡ 

キャリアを考えるＢ 

日本事情Ａ 

日本事情Ｂ 

多文化コミュニケーションＡ 

多文化コミュニケーションＢ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

 

四 実践知科目 

区     分 授 業 科 目 単位数 

地域関連科目 地域課題演習科目 地域防災課題演習 

地域グローバル課題演習 

地域クリエイト課題演習 

地域課題演習Ａ 

地域課題演習Ｂ 

地域課題演習Ｃ 

地域課題演習Ｄ 

インターカレッジ・フィールド実践演

習 

キャリアデザイン実践演習 

海外研修-世界から地域を考える- 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

 

２ 

２ 

 

別表１－２ 
共通教育科目として開設する授業科目及び単位数 

 
一 大学教育導入科目群 

区 分 授 業 科 目 単位数 

基礎ゼミナール 獣医学基礎ゼミナール ２ 
 

二 スポーツ健康科目群 

区 分 授 業 科 目 単位数 

スポーツ健康・基盤 健康・スポーツＡ 

健康・スポーツＢ 

１ 

１ 

スポーツ健康・発展 健康・スポーツＣ（シーズン） １ 
 

三 外国語科目群 

区 分 授 業 科 目 単位数 

基礎英語 英語総合Ⅰ 

英語総合Ⅱ 

英語コミュニケーションⅠ 

英語コミュニケーションⅡ 

英語総合Ⅲ 

英語コミュニケーションⅢ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 
 



四 人文社会科学科目群 

区 分 授 業 科 目 単位数 

人文社会科学 思想 

芸術学 

文学 

言語学 

歴史学 

法学 

憲法 

政治学 

経済学・経営学 

社会学 

教育学 

心理学 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

持続可能な環境・社会 環境Ａ 

環境Ｂ 

環境Ｃ 

環境Ｄ 

環境Ｅ 

環境Ｆ 

現代社会をみる視角 

宮沢賢治の世界 

危機管理と復興 

地場産業・企業論 

ボランティアとリーダーシップ 

地域協創入門 

社会連携学Ａ 

社会連携学Ｂ 

地域協創Ａ 

地域協創Ｂ 

地域協創Ｃ 

地域協創Ｄ 

地域協創Ｅ 

地域協創Ｆ 

地域協創Ｇ 

地域協創Ｈ 

地域協創Ｉ 

キャリアを考えるＡ 

キャリアを考えるＢ 

日本事情Ａ 

日本事情Ｂ 

多文化コミュニケーションＡ 

多文化コミュニケーションＢ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 
 

五 配置大学特色科目群 

区 分 授 業 科 目 単位数 

理数系基礎 

 

獣医細胞生物学 

基礎生物学実験 

情報基礎Ａ 

情報基礎Ｂ 

２ 

１ 

２ 

２ 

理数系アドバンス 物質科学 

自然科学 

２ 

２ 



材料科学 

電気電子工学 

エネルギー科学 

数理情報科学 

機械科学 

環境・防災学 

メディア情報学 

農学基礎 

食品健康科学 

分子生物機能科学 

分子生命医科学 

農業環境工学 

森林科学 

動物科学 

水産学基礎 

データ分析演習 

統計的機械学習実践 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

１ 

２ 
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岩手大学における授業科目の履修登録単位数の上限に関する規則 

平成１６年 ４ 月 １ 日 制  定 

令和 ５年 ２ 月 ９ 日 最終改正 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、国立大学法人岩手大学学則第４１条第３項の規定に基づき、岩手大

学（以下「本学」という。）において、１学期に履修科目として登録することができる

単位数（以下「履修登録単位数」という。）の上限に関し必要な事項を定める。 

 

（対象授業科目） 

第２条 学生が履修科目として登録することができる単位数の対象となる授業科目は、本

学で開講する授業科目のうち、卒業要件として履修する授業科目（以下「卒業要件科目」

という。）、並びに卒業要件科目以外の科目のうち、教育学部以外の学生を対象とした

教育職員免許状の取得に必要な授業科目（以下、本規則において「教職科目」という。）

とする。 

２ 前項の学生が履修科目として登録することができる単位数の対象となる授業科目のう

ち、集中講義の授業科目、教育実習及び卒業・特別研究は、履修登録単位数の対象とし

ないものとする。 

 

（履修登録単位数の上限） 

第３条 本学の履修登録単位数は、２４単位を上限とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、教育学部の学生及び教育学部以外の教育職員免許状を取得

する学生の履修登録単位数は、２８単位を上限とする。ただし、当該２８単位のうち、

次の各号に該当する科目については、２４単位を上限とする。 

一 教育学部の学生が所属するコース又はサブコースにより取得を義務づけられた一つ

めの教育職員免許状の取得にかかる授業科目 

 二 教育学部以外の学生が履修する科目のうち卒業要件科目 

３ 前２項の規定にかかわらず、成績優秀者及び編入学生の履修登録単位数は、２８単位

を上限とする。 

 

（成績優秀者） 

第４条 前条第３項に規定する成績優秀者とは、前学期において卒業要件科目を１８単位

以上修得し、かつ、卒業要件科目の総修得単位のうち、「秀」及び「優」の評語を１０

分の９以上得た者とする。 

 

附 則 

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

２ この規則は、平成１９年４月１日以降の入学者から適用し、平成１９年３月３１日



以前の入学者については、なお従前の例による。 

 

附 則 

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この規則は、平成２３年４月１日から施行する。 

２ この規則は、平成２１年４月１日以降の入学者から適用し、平成２１年３月３１日

以前の入学者については、なお従前の例による。 

 

   附 則 

 この規則は、平成２８年４月１日から施行する。ただし、平成２７年度以前に入学した

者については、なお従前の例による。 

 

附 則 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

２ この規則は、令和５年４月１日以降の入学者から適用し、令和５年３月３１日以前

の入学者については、なお従前の例による。 



岩手大学における在学期間の特例に関する規則 

 

平成１６年 ４ 月 １ 日 制  定 

平成１９年 ４ 月 １ 日 最終改正 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、国立大学法人岩手大学学則第３０条の規定に基づき、教育的配慮及び厳正な

成績評価により、岩手大学（以下「本学」という。）における在学期間の特例（以下「早期卒業」

という。）を行う場合の必要な事項を定める。 

 

（対象学生） 

第２条 早期卒業の対象となる学生は、本学に３年以上在学し、卒業の要件として学部の定める単

位を特に優秀な成績をもって修得したと認められる者とする。ただし、編入学した学生及び休学

したことのある学生は、早期卒業の対象者とならない。 

 

（早期卒業候補者の認定） 

第３条 ２年次終了の時点において、それまでの全ての学期における成績優秀者（岩手大学におけ

る授業科目の履修登録単位数の上限に関する規則第４条に規定する者をいう。）のうち早期卒業

を希望する者は、各学部長に申請することとする。 

２ 前項の申請をした者については、各学部の教務委員会又は学務委員会が審査し、教授会の了承

を得て早期卒業候補者として認定する。 

 

（卒業研究等） 

第４条 早期卒業候補者には、卒業研究又は特別研究を課す。 

２ 早期卒業候補者には、３年次終了時又は４年次前期終了時に、最終試験を課す。 

 

（卒業の認定） 

第５条 各学部教授会は、第３条第２項により、早期卒業候補者の認定を受けた学生に対し、３年

次終了時又は４年次前期終了時に、卒業の認定を行う。 

２ 卒業の認定基準は、次の各号に掲げるとおりとする。 

一 早期卒業候補者として認定を受けた後の各学期の成績についても、「秀」及び「優」の評語

が１０分の９以上であること。 

二 各学部が定める卒業に要する所定の科目の単位を取得していること。 

三 卒業研究又は特別研究の成績が「秀」又は「優」であること。 

 

（学習指導等） 

第６条 学部並びに学科及び課程は、早期卒業候補者の授業計画等にあたって、適切な指導を行う

こととする。 

２ 早期卒業候補者の就職及び大学院受験については、４年次学生と同等に扱う。 

 

（雑則） 

第７条 この規則に定めるもののほか、早期卒業に関し必要な事項は、各学部で別に定める。 

 

附 則 



この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

２ この規則は、平成１９年４月１日以降の入学者から適用し、平成１９年３月３１日以前の入学

者については、なお従前の例による。 



岩手大学における長期にわたる教育課程の履修に関する規則 

 

平成１６年 ４ 月 １ 日 制  定 

令和 ７ 年 ２ 月２７日 最終改正 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、国立大学法人岩手大学学則第４６条第２項、国立大学法人岩手大学大学院学則

第１９条第２項及び第２１条の１１第２項の規定に基づき、長期にわたる教育課程の履修（以下「長

期履修」という。）に関し必要な事項を定める。 

 

（対象学生） 

第２条 長期履修の希望を申し出ることのできる者は、学部に在学する学生（獣医学部共同獣医学科

に在学する者を除く。以下次条において同じ。）及び大学院研究科に在学する学生（デュアルディグ

リープログラム学生を除く。以下次条において同じ。）のうち、職業を有しているなどの状況にある

者とする。 

 

（長期在学期間） 

第３条 修業年限又は標準修業年限を超えて計画的に教育課程を履修して卒業又は課程を修了する場

合の在学を認める期間（「長期在学期間」という。）は、学部に在学する学生にあっては６年以内、大

学院研究科修士課程及び大学院研究科専門職学位課程に在学する学生にあっては４年以内、大学院

研究科博士課程に在学する学生にあっては５年以内とする。 

２ 前項の規定にかわらず、獣医学研究科に在学する学生にあっては、長期在学期間を８年以内とす

る。 

 

（長期履修の許可等） 

第４条 長期履修を希望する者は、新たに入学する者にあっては入学手続時に、在学中の者にあって

は２月末日又は８月末日までに学長に申請しなければならない。 

２ 学長は、前項の申請をした者について各学部教授会又は各研究科教授会（総合科学研究科にあっ

ては専攻教授会）の議に基づき長期履修を許可する。 

 

附 則 

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規則は、平成１６年１０月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この規則は、平成２０年３月６日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。 

２ この規則の規定にかかわらず、農学部獣医学科に在学する者が当該学科に在学しなくなるまでの間、

第２条中「農学部獣医学課程」とあるのは、「農学部獣医学科又は農学部獣医学課程」と読み替える

ものとする。 

 

附 則 

１ この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

２ この規則の規定にかかわらず、農学部獣医学科又は農学部獣医学課程に在学する者が当該学科又は



当該課程に在学しなくなるまでの間、第２条中「農学部共同獣医学科」とあるのは、「農学部獣医学

科又は農学部獣医学課程並びに農学部共同獣医学科」と読み替えるものとする。 

 

附 則 

この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

２ この規則は、平成２９年度入学者から適用し、平成２８年度以前の入学者については、なお従前の

例による。 

 

附 則 

この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規則は、令和４年７月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

２ この規則の規定にかかわらず、農学部共同獣医学科に在学する者が当該学科に在学しなくなるまで

の間、第２条中「獣医学部共同獣医学科」とあるのは、「農学部共同獣医学科又は獣医学部共同獣医

学科」と読み替えるものとする。 



岩手大学転学部に関する規則 

 

平成１７年１２月１５日 制  定 

令和 ７ 年 ２ 月２７日 最終改正 

 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、国立大学法人岩手大学学則（以下「学則」という。）第５４条の規定に基づき、

岩手大学（以下「本学」という。）の転学部について必要な事項を定める。 

 

（転学部資格） 

第２条 転学部できる者は、原則として下記のいずれにも該当する者とする。 

一 転学部時点で１年以上の在学歴（休学期間を除く。）があり、３６単位以上を修得した者であ

ること。 

二 一般選抜（前期日程又は後期日程）により入学した者であること。 

三 学生の適性上、転学部により能力の伸長が見込まれる学生であること。 

 

（出願手続） 

第３条 転学部を志願する者は、転学部願（別記様式１）に担任教員連署の上、所定の期間内に所属

学部の長（以下「所属学部長」という。）へ提出しなければならない。 

 

（担任教員の責務） 

第４条 担任教員は、転学部を志願する者から志願理由等を聴取の上、調査書（別記様式２）を作成

し所定の期間内に所属学部長に提出するものとする。 

 

（所属学部長による選考） 

第５条 所属学部長は、転学部願及び調査書を総合的に判定し、転学部の可否を決定するものとす

る。 

２ 所属学部長は、転学部を可とする場合、１月末日までに当該学生が転学部を志願する学部（以下

「志願学部」という。）の長（以下「志願学部長」という。）に、転学部願に所要の記名押印のう

え、調査書を付して送付するものとする。 

３ 所属学部長は、転学部を否とする場合、学長に転学部願及び調査書を添付して転学部を認めない

旨の選考結果を報告するものとする。 

 

（志願学部長による選考） 

第６条 転学部願及び調査書の送付を受けた志願学部長は、志願理由、入学試験の成績、在学中の学

業成績、面接・小論文等志願学部が定める選考条件により総合的に判定し、受入の可否を決定する

ものとする。 

２ 志願学部長は、３月２２日までに学長及び所属学部長へ前項の選考結果を報告するものとする。 

 

（転学部の許可又は不許可の決定及び通知） 

第７条 学長は、第５条第３項又は第６条第２項の選考結果の報告に基づき、転学部の許可又は不許

可を決定し、所属学部長、志願学部長及び志願者に転学部の許可又は不許可を通知するものとする。 

 

 



（許可の時期） 

第８条 転学部の許可の時期は、４月１日とする。 

 

（配属年次） 

第９条 転学部許可後の配属年次は、原則として２年次とする。 

 

（単位） 

第１０条 転学部を許可された者の修得すべき単位（以下「卒業要件単位」という。）は、転学部後

に所属する学部の定める卒業要件単位とする。 

２ 転学部を許可された者が、転学部以前に所属した学部において修得した科目の単位は、転学部後

に所属する学部で卒業要件として定められるものを除き、卒業要件単位としては認めない。 

 

（在学期間） 

第１１条 転学部を許可された者の在学期間は、転学部先の学部における所定の在学期間から当該者

が既に在学した期間を差し引いた期間とする。ただし、修業年限６年の獣医学部共同獣医学科に転

学部を許可された場合は、転学部前に在学した学部の在学期間を適用する。 

 

（転学部の制限） 

第１２条 転学部を許可された者は、再び転学部を願い出ることはできない。 

 

（雑則） 

第１３条 この規則に定めるもののほか、転学部に関し必要な事項は、学部の定めるところによる。 

 

 

附 則 

この規則は、平成１７年１２月１５日から施行し、平成１７年度入学者から適用する。 

 

附 則 

１ この規則は、平成２４年４月１日から施行し、平成１７年度入学者から適用する。 

２ この規則の規定にかかわらず、農学部獣医学課程又は農学部共同獣医学科に転学部を許可された

場合の第１１条中「農学部共同獣医学科」とあるのは、「農学部獣医学課程又は農学部共同獣医学

科」と読み替えるものとする。 

 

附 則 

この規則は、令和元年５月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この規則は、令和３年１２月８日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

２ この規則は、令和３年度入学者から適用し、令和２年度以前の入学者については、なお従前の例

による。 

 

附 則 

１ この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

２ この規則の規定にかかわらず、農学部共同獣医学科に転学部を許可された場合の第１１条中「獣

医学部共同獣医学科」とあるのは、「農学部共同獣医学科」と読み替えるものとする。 



 

 
 

 

 

 

 



 

 

 

 



岩手大学転学科及び転課程取扱要項 
 
 

（趣旨） 
第１ 岩手大学は、入学後に他学科・他課程に移る積極的理由を見いだした学生の新たな勉学意識

を引き出すため、転学科・転課程を実施する。 
このための国立大学法人学則第５４条の２第２項の規定に基づく転学科及び転課程の取扱い

については、この要項の定めるところによる。 
 

（転学科及び転課程の時期） 
第２ 転学科及び転課程の時期は、学年の始めとする。 
 

（出願資格） 
第３ 転学科又は転課程を志願できる者は、次の各号の全てに該当する者とする。 

① 当該学部に在学し、学部の定める所定の単位以上を修得している者 
② 転学科又は転課程を志願する理由が明確で、勉学の意欲のある者 

 
（提出書類） 

第４ 転学科又は転課程を志願する者は、別に指定する関係書類を学部長に提出しなければならな
い。 

 
（選考） 

第５ 選考の時期、選考方法、選考基準等は学部の定めるところによる。 
 

（許可） 
第６ 前項の選考の結果に基づき、転学科又は転課程の許可を受けた者は、所定の手続きを取らな

ければならない。 
 

（雑則） 
第７ この要項に定めるもののほか、転学科及び転課程に関し必要な事項は、学部の定めるところ

による。 
 

付 記 
この要項は、平成１６年１２月７日から実施する。 
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岩手大学編入学取扱規則 

 

平成１６年 ４ 月 １ 日 制  定 

平成２８年 ４ 月 １ 日 最終改正 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、国立大学法人岩手大学学則（以下「学則」という。）第６０条第２項の

規定に基づき、岩手大学（以下「本学」という。）の編入学について必要な事項を定める。 

 

（編入学の時期） 

第２条 編入学の時期は、学年の始めとする。 

 

（入学資格） 

第３条 編入学をすることができる者は、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

一 大学を卒業した者、又は大学に２年以上在学し所定の単位を修得した者 

二 短期大学又は高等専門学校を卒業した者 

三 外国の短期大学を卒業した者又は外国の短期大学の課程を有するものとして当該外国の

学校教育制度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するも

のの当該課程を我が国において修了した者（学校教育法第９０条第１項に規定する者に限

る。） 

四 専修学校の専門課程（修業年限が２年以上であることその他の文部科学大臣の定める基

準を満たすものに限る。）を修了した者（学校教育法第９０条に規定する者に限る。） 

五 高等学校等の専攻科のうち、文部科学大臣が定める基準を満たすものを修了した者（学

校教育法第９０条第１項に規定する者に限る。） 

六 学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号。以下「施行規則」という。）附則

第７条の規定により大学に編入学することができる者 

七 工業教員養成所又は養護教諭養成所を卒業した者 

八 外国において、学校教育における１４年以上の課程を修了した者 

２ 他の大学に在学する者で、本学に編入学を願い出る者は、当該大学の許可を受けなければ

ならない。 

 

（出願書類） 

第４条 編入学を志願する者は、当該学部で定める必要書類に岩手大学における授業料その他

の料金に関する規則（以下「料金規則」という。）に規定する検定料を添え、当該学部へ提

出しなければならない。 

 

（選考） 

第５条 編入学を志願する者の選考は、当該学部の定めるところによる。 

 

（入学許可） 

第６条 前条の規定による選考の結果に基づき、合格の通知を受けた者は、所定の手続きをと

るとともに料金規則に規定する入学料を納付しなければならない。ただし、学則第６４条の

規定による入学料の免除を申請した者については、免除の許可又は不許可が決定するまでの

間は、本文の規定にかかわらず入学料の納付を猶予する。 

２ 学長は、前項の手続きを完了した者に編入学を許可する。 
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（授業料） 

第７条 編入学を許可された者の授業料は、当該者の属する年次の在学者にかかる額と同額と

する。 

 

（編入学年、修業年限及び在学期間等） 

第８条 編入学を許可された者の編入学年及び修業年限は当該学部の定めるところによる。た

だし、第３条第１項第２号及び第３号に規定する者の在学すべき期間は、施行規則の定める

ところによるものとする。 

２ 在学期間は、修業年限の２倍を越えることができない。 

３ 編入学を許可された者の休学期間は、通算して修業年限を超えることができない。 

 

（授業科目及び単位数） 

第９条 編入学により入学した者の履修すべき授業科目及び単位数は、学則第３６条及び第３

７条に定めるもののほか、別に定めるところによる。 

 

（雑則） 

第１０条  この規則に定めるもののほか、編入学に関し必要な事項は当該学部が定める。 

 

 

附 則 

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規則は、平成１７年１２月１日から施行し、平成１９年度編入学者から適用する。 

 

附 則 

この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 



岩手大学再入学取扱規則 

 

平成２２年 ６ 月 ２ 日 制定 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、国立大学法人岩手大学学則（以下「学則」という。）第５９条及び国立大学

法人岩手大学大学院学則（以下「大学院学則」という。）第３３条の規定に基づき、岩手大学（以

下「本学」という。）の再入学について必要な事項を定める。 

 

（再入学の時期） 

第２条 学部学生の再入学時期は４月とし、大学院学生の再入学時期は４月又は１０月とする。 

 

（再入学の志願回数） 

第３条 再入学を志願できる回数は、学部又は大学院それぞれ１回とする。 

 

（出願書類） 

第４条 再入学を志願する者は、当該学部又は研究科で定める必要書類に岩手大学における授業料

その他の料金に関する規則（以下「料金規則」という。）に規定する検定料を添え、当該学部又

は研究科へ提出しなければならない。 

 

（選考） 

第５条 再入学を志願する者の選考は、当該学部又は研究科の定めるところによる。 

２ 選考に際しては、再入学する場合の配属年次及び履修要件を、当該学部又は研究科が決定しなけれ

ばならない。 

 

（入学許可） 

第６条 前条の規定による選考の結果に基づき、再入学として受け入れる旨の通知を受けた者は、

所定の手続きをとるとともに料金規則に規定する入学料を納付しなければならない。また、学則

第６４条の規定又は大学院学則第４１条による入学料の免除を申請した者については、免除の許

可又は不許可が決定するまでの間は、本文の規定にかかわらず入学料の納付を猶予する。 

２ 学長は、前項の手続きを完了した者に再入学を許可する。 

 

（授業料） 

第７条 再入学を許可された者の授業料は、当該者の属する年次の在学者にかかる額と同額と 

する。 

 

（修業年限又は標準修業年限） 

第８条 再入学した学部生の修業年限は、学則第２９条に定める修業年限から退学時の修業年を減

じた年限とする。ただし、退学時の修業年に１年未満の期間が生じた場合はその期間を切り捨て

るものとする。 

２ 再入学した大学院生の標準修業年限にあっては、大学院学則第１２条に定める標準修業年限か

ら退学時の修業年を減じた年限とする。ただし、退学時の修業年に１年未満の期間が生じた場合

はその期間を切り捨てるものとする。 



 

（在学期間） 

第９条 再入学した学部生の在学期間は、学則第２９条第３項に定める在学期間から退学時の在学

期間を減じた期間とする。ただし、退学時の在学期間に１年未満の期間が生じた場合は、この期

間を切り上げるものとする。 

２ 再入学した大学院生の在学期間は、大学院学則第１３条に定める在学期間から退学時の在学期

間を減じた期間とする。ただし、退学時の在学期間に１年未満の期間が生じた場合は、この期間

を切り上げるものとする。 

 

（休学期間） 

第１０条 再入学した学部生の休学期間は、退学時までの休学期間を通算して学則第２９条第１項

に規定する修業年限を超えることができない。 

２ 再入学した大学院生の休学期間は、退学時までの休学期間を通算して、大学院学則第３０条第

４項に規定する期間を超えることができない。 

 

（雑則） 

第１１条 この規則に定めるもののほか、再入学に関し必要な事項は当該学部又は研究科が定め

る。 

 

 

附 則 

この規則は、平成２２年４月１日から施行し、平成２２年度再入学者から適用する。 
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岩手大学研究生規則 

 

平成１６年 ４ 月 １ 日 制  定 

平成２９年 ４ 月 １ 日 最終改正 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、国立大学法人岩手大学学則（以下「大学学則」という。）第７６条第２

項及び国立大学法人岩手大学大学院学則（以下「大学院学則」という。）第４７条第２項の

規定に基づき、研究生に関して必要な事項を定める。 

 

 （入学の時期） 

第２条 研究生の入学の時期は、学期の始めとする。 

 

 （入学資格） 

第３条 学部研究生として入学することができる者は、次の各号のいずれかに該当するものと

する。 

一 学士の学位を有する者 

二 大学２年修了以上の学力を有する者 

三 学部教授会において、前２号と同等以上の学力があると認められた者 

 

第４条 大学院研究生として入学することができる者は、次の各号のいずれかに該当する者と

する。 

一 修士課程の大学院研究生は、修士の学位を有する者 

二 博士課程の大学院研究生は、博士の学位を有する者 

三 研究科教授会（総合科学研究科にあっては専攻教授会。以下同じ。）において、前２号

と同等以上の学力があると認められた者 

 

 （出願手続） 

第５条 研究生として入学を志願する者は、所定の期間内に別に指定する関係書類に検定料を

添えて学長に願い出なければならない。 

 

 （選考） 

第５条の２ 前条の入学志願者に対しては、別に定めるところにより選考を行う。 

 

 （入学許可） 

第５条の３ 前条の選考に基づき合格の通知を受けた者は、所定の手続きをとるとともに、入

学料を納付しなければならない。 

２ 学長は、前項の手続きを経た者に対し、入学を許可する。 

 

 （検定料、入学料及び授業料）  

第６条 検定料、入学料及び授業料の額は、岩手大学における授業料その他の料金に関する規

則に定める額とする。 

２ 授業料は、在学期間に応じ、６月分に相当する額を４月及び１０月にそれぞれ納付しなけ

ればならない。 
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 （研究費用の負担） 

第７条 実験実習に要する材料費等については、その一部又は全部を研究生に負担させること

ができる。 

 

 

 （在学期間） 

第８条 研究生の在学期間は、１年以内とする。ただし、学部教授会又は研究科教授会が必要

と認めた場合は、在学期間を延長することができる。 

 

 （研究報告書） 

第９条 研究生は、所定の期日までに、学部長又は研究科長に、研究報告書を提出しなければ

ならない。 

２ 学部教授会又は研究科教授会は、研究報告書を審査し、その合否を判定する。 

 

 （研究証書） 

第１０条 学長は、学部長又は研究科長の報告に基づき、研究報告書の審査に合格した者に対

して、研究証書を授与する。 

 

 （退学） 

第１１条 当該在学期間の中途で退学しようとする者は、所定の退学願にその理由を記載し、

学部長又は研究科長を経て学長に願い出、その許可を得なければならない。 

 

 （除籍） 

第１２条 学長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、学部教授会又は研究科教授会の議

を経て除籍する。 

一 研究報告書を提出しない場合 

二 本学の規則に違反し、又は研究生の本分に反する行為があった場合 

三 授業料の納付を怠った場合 

 

 （規定の準用） 

第１３条 研究生については、この規則に定めるもののほか、大学学則及び大学院学則の規定

を準用する。 

 

   附 則 

 この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この規則は、平成１７年２月１７日から施行する。 

 

   附 則 

 この規則は、平成２０年９月１７日から施行する。 

 

   附 則 

 この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 
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岩手大学科目等履修生規則 

 

平成１６年 ４ 月 １ 日 制  定 

平成１７年 ２ 月１７日 最終改正 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、国立大学法人岩手大学学則（以下「大学学則」という。）第７５条第２項及

び国立大学法人岩手大学大学院学則（以下「大学院学則」という。）第４６条第２項の規定に基

づき、科目等履修生に関して必要な事項を定める。 

 

（入学の時期） 

第２条 科目等履修生の入学の時期は、学期の始めとする。 

 

（入学資格） 

第３条 科目等履修生の入学資格は、学部等において当該授業科目を履修する学力があると認めた

者とする。 

 

（出願手続） 

第４条 科目等履修生として入学を志願する者は、所定の期間内に別に指定する関係書類に検定料

を添えて、学長に願い出なければならない。 

 

（選考） 

第４条の２ 前条の入学志願者に対しては、別に定めるところにより選考を行う。 

 

（入学許可） 

第４条の３ 前条の選考に基づき合格の通知を受けた者は、所定の手続きをとるとともに、入学料

を納付しなければならない。 

２ 学長は、前項の手続きを経た者に対し、入学を許可する。 

 

（検定料、入学料及び授業料） 

第５条 検定料､入学料及び授業料の額は、岩手大学における授業料その他の料金に関する規則に定

める額とする。 

２ 授業料は、履修単位に応じて、４月及び１０月にそれぞれ納付しなければならない。 

 

（履修期間） 

第６条 科目等履修生の履修期間は、当該学期又は学年の終わりまでとする。 

 

（履修科目の追加） 

第７条 前期に科目等履修生として入学した者が、引き続き、後期に新たな授業科目を履修するこ

とを希望するときは、所定の期日までに改めて所定の書類を学部長等に提出し、その許可を受け

て、これを履修することができる。 

２ 前項により履修の許可を受けた場合には、検定料及び入学料を徴しない。 

 

（単位の授与） 
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第８条 履修した授業科目については、成績を審査し、合格した者に対して、所定の単位を与える。 

 

（退学） 

第９条 科目等履修生が退学しようとするときは、理由を付し、学部長等を経て、学長に願い出な

ければならない。 

 

（履修許可の取消） 

第１０条 科目等履修生として不適当と認められたときは、教授会等の議を経て、学長は履修の許

可を取り消すことができる。 

 

（履修科目が複数の学部等にわたる場合の取扱い） 

第１１条 １人の科目等履修生の履修科目が複数の学部等にわたる場合は、履修科目の多い学部等

（以下「主たる学部等」という。）の科目等履修生として取り扱い、他の学部等に関連する事項

は、主たる学部等が関係学部長等と協議して処理するものとする。 

 

（規定の準用） 

第１２条 科目等履修生については、この規則に定めるもののほか、大学学則及び大学院学則の規

定を準用する。 

 

（雑則） 

第１３条 この規則に定めるもののほか、科目等履修生に関し必要な事項は、学部等において定め

る。 

 

 

附 則 

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規則は、平成１７年２月１７日から施行する。 



岩手大学外国人留学生規則 

平成１６年４月１日 制  定 

令和２年１０月１日 最終改正 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、国立大学法人岩手大学学則（以下「大学学則」という。）第７８条第２

項及び国立大学法人岩手大学大学院学則（以下「大学院学則」という。）第５０条第２項の

規定に基づき、岩手大学（以下「本学」という。）における外国人留学生に関し、必要な事

項を定める。 

 

（区分） 

第２条 外国人留学生の区分は、次のとおりとする。 

一 学部学生 

二 大学院学生 

三 研究生 

四 特別聴講学生 

五 特別研究学生 

六 日本語研修留学生 

七 日本語・日本文化研修留学生 

八 教員研修留学生 

 

（入学資格） 

第３条 外国人留学生として入学することのできる者は、前条の外国人留学生の区分に応じた

本学所定の入学資格を有する者とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、前条第６号から第８号に掲げる者の入学資格については、国費

外国人留学生制度実施要項（昭和２９年３月３１日文部大臣裁定。以下「実施要項」という。）

に定める応募の要件による。 

３ 第１項の規定にかかわらず、大学院学則第５１条第２項に定めるデュアルディグリープロ

グラム等において外国の大学を主たる所在大学とする学生（以下「デュアルディグリープロ

グラム学生」という。）については、当該デュアルディグリープログラムに関する協定等に

関連する規定があるときは、当該規定を適用する。 

 

（出願手続） 

第４条 外国人留学生として入学を志願する者は、次に掲げる書類を外国人留学生の区分に応

じて取り揃え、提出しなければならない。 

一 入学願書 

二 履歴書 

三 最終出身学校の卒業（修了）証明書（卒業見込み証明書）及び学業成績証明書 

四 外務省在外公館、又は日本所在の外国公館等の発行する身分証明書 

五 本人写真 

六 所定の検定料 



七 その他本学が必要と認める書類 

２ 実施要項に定める国費外国人留学生及び外国政府派遣留学生については、文部科学省から

の協議書類をもって前項各号に掲げる書類に代えることができる。 

３ 第１項の規定にかかわらず、デュアルディグリープログラム学生については、当該デュア

ルディグリープログラムに関する協定等に関連する規定があるときは、当該規定を適用する。 

 

（入学者の選考等） 

第５条 入学者の選考は、学力、人物のほか、修学に必要な日本語の受講能力等に基づき当該

学部の教授会、研究科教授会（総合科学研究科にあっては専攻教授会）又は国際教育センター

長が行い、その議又は推薦を経て学長が合格者を決定する。 

２ 合格者は、所定の期間内に、所定の書類に入学料を添えて本学に提出しなければならない。 

３ 前各項の規定にかかわらず、デュアルディグリープログラム学生については、当該デュア

ルディグリープログラムに関する協定等に関連する規定があるときは、当該規定を適用する。 

 

（入学許可） 

第６条 学長は、前条に定める手続を経た者に対し、入学を許可する。 

 

（入学の時期） 

第７条 入学の時期は、学期の始めとする。ただし、特別研究学生の入学の時期については、

学期の途中においても入学させることができる。 

 

（検定料、入学料及び授業料） 

第８条 検定料、入学料及び授業料の額及び納付は、大学学則、大学院学則その他学生に関す

る諸規則の定めるところによる。 

２ 前項の規定にかかわらず、実施要項に基づく国費外国人留学生の検定料入学料及び授業料

は、徴収しない。 

３ 第１項の規定にかかわらず、デュアルディグリープログラム学生については、当該デュア

ルディグリープログラムに関する協定等に関連する規定があるときは、当該規定を適用する。 

 

（規定の適用） 

第９条 この規則に定めるもののほか、外国人留学生に関し必要な事項は、大学学則、大学院

学則その他学生に関する諸規則の規定を適用する。 

 

 

附則 

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

附則 

この規則は、平成１９年５月１７日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。 

 

附則 

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 



 

附則 

この規則は、平成２６年５月２３日から施行し、平成２６年４月１日から適用する。 

 

附則 

この規則は、平成２７年７月３０日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

 

附則 

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規則は、令和２年１０月１日から施行する。 

 



成績評価基準について 
 

 

（趣旨） 

１ この成績評価基準は、岩手大学学則（以下「学則」という。）第４０条に定める成績の判定に

関して、必要な事項を定める。 

 

（学業成績の判定） 

２ 学業成績の判定は、試験、レポート、報告書、論文及び平常の成績等によって行う。 

  学修の成果に係る評価に当たっては、客観性及び厳格性を確保するため、学生に対しその基準

をあらかじめ明示すると共に、当該基準にしたがって適切に行うものとする。 

 

 （試験） 

３ 試験は、筆記、口述、発表などにより実施する。 

  試験の実施にあたっては、あらかじめ日時を周知する。ただし、授業科目によっては随時行う

ことがある。この場合の試験方法及び日時は、その授業科目の担当者の定めるところによる。 

 

 （平常の成績） 

４ 平常の成績は、随時行う小テスト、学習状況等によって判定する。 

 

 （学業成績判定の評語） 

５ 成績判定の評語は、秀、優、良、可及び不可とし、秀、優、良、及び可を合格、不可を不合格

とする。 

 

 （学業成績の評価基準） 

６ 成績の評価は、絶対評価に基づき、各授業科目につき 100 点を満点として、原則として以下の

基準により判定をする。 

  秀 ：100 点～90 点（その科目の到達目標を超えて秀でた成績） 

  優 ： 89 点～80 点（その科目の到達目標にふさわしい優れた成績） 

  良 ： 79 点～70 点（その科目の到達目標をおおむね満たす成績） 

  可 ： 69 点～60 点（その科目の到達目標を最低限度満たす成績） 

  不可： 59 点～ 0 点（その科目の到達目標に達していない成績） 

 

 （不正行為の取り扱い） 

７ 試験に際し不正行為を行った者については、当該学期の学業成績は判定しない。 
 



気象警報等の発令時における授業等の取扱いに関する申合せ 

 

令和元年７月２５日 

教育研究評議会決定 

 

この申合せは、気象警報（暴風警報及び暴風雪警報に限る。）又は特別警報（以下「気

象警報等」という。）発令時における岩手大学学生の安全確保を目的とし、授業及び課

外活動等の取扱いについて定めるものである。  

 

Ⅰ 盛岡市に気象警報等が発令された場合 

１ 盛岡市のキャンパスにおける授業の取扱いについては、次のとおりとする。 

（１）午前７時の時点で気象警報等が発令されている場合、午前（１時限及び２時限。

ただし、共同獣医学科は１－２校時及び３－４校時）の授業を休講とする。  

（２）午前 11 時の時点で気象警報等が発令されている場合、午後（３時限以降。た

だし、共同獣医学科は５－６校時以降）の授業を休講とする。 

２ １以外の場合であっても、その後に気象警報等の発令が予想されるなど学生の安

全確保が必要と判断される場合は、学長又は教育・学生担当副学長が休講を決定す

ることができる。 

３ １及び２による休講については、大学ホームページ及び掲示により周知・連絡す

る。 

４  １及び２により休講となった授業の補講については、掲示等により周知・連絡の

上、補講期間に実施するものとし、この補講は、個別の補講等に優先する。 

５ １及び２により休講となった場合、当該キャンパス内の課外活動も休止とする。   

 

Ⅱ 釜石市に気象警報等が発令された場合 

１ 釜石市のキャンパスにおける授業（休講、通知、補講等）及び課外活動の取扱い

については、学長又は教育・学生担当副学長の判断によるものとする。 

 

Ⅲ キャンパス外活動等の取扱い 

１ キャンパス外の学外実習、教育実習、インターンシップ及び課外活動等の取扱い

は、実習先等担当者の判断によるものとする。  

 

附 則  

この申合せは、令和元年１０月１日から実施する。  



岩

手

大

学
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